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はじめに 

 

 昨年１２月２６日に発生したスマトラ沖大地震及びインド洋津波被害に際し、

我が国は、約５億ドルの無償による支援を実施し、そのうち、インドネシア（１

４６億円）、スリランカ（８０億円）及びモルディブ（２０億円）に対し、ノン・

プロジェクト無償資金協力による支援を行った。 

 

今回の支援は、被災地への物品の供与のみならず、被災施設の修復・再建を目的

として実施したものである。現在各被災国において、今回の支援に基づき、様々な緊

急の事業が行われ、具体的な成果を挙げつつある。スマトラ沖大地震及びインド洋津

波被害の発生から１年にあたる本年１２月を一つの節目として、支援の実施状況につ

き、対外的な説明責任を果たし、今後の災害支援に向けた教訓を得る観点からも、モ

ニタリングを主体とした中間・事後評価を行った。 

 

この中間評価は、中間評価の実施ガイドライン（付録１）に従い、各被災国

において調査を実施したものである。評価の実施に際しては、現地大使館が主

体的に各種の調整作業等を行ったが、評価に一層の客観性を付与する観点から

も、現地調査及び評価は、第三者機関（現地コンサルタント等）に委託した。

こうして寄せられた評価内容については、現地大使館でとりまとめた上で、外

務本省において、支援対象となった３カ国分を一つの報告書として統合した。 

 

今回の報告書の公表に先立ち、１２月１５日には、外務省において、報道機関

及びＮＧＯ関係者を対象として、「スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害に対

する二国間無償資金協力に係る中間報告会」を開催し、支援の実施状況及び中間

評価結果の概要について説明を行った。同報告会には約５０名が出席し、出席者

の多くが、報告会の内容が有意義であると考え、日本の支援についても肯定的な

評価を行っていた。 

同報告会の際に行った今回の支援の概要や仕組みに関する説明を、第１章「支

援の概要」として再構成し、配付資料を添付している（付録２）。 

 

外務省としては、本中間評価の結果に加え、中間報告会で頂いた意見について

も、現在実施中の今回の支援のみならず、今後の大規模災害に対する支援をより

効果的なものとする上でも活かしていく考えである。このように不断の改善を行

うことにより、日本の知見を活かした、ＯＤＡによる防災・災害復興支援を実施

していく。 
 



第１章 支援の概要 

 

１．支援の特徴 

本件支援には、次の三つの特徴がある。 

（１）「ノン・プロジェクト無償資金協力」による支援 

今回の支援の第一の特徴は、ノン・プロジェクト無償資金協力（以下「ノンプロ無償」

と略する。）という仕組みを活用した点である。ノン・プロジェクト無償においては、資金

を拠出する段階では、具体的な支援内容を確定しない。このため、被災地のニーズ

や他ドナーとの調整を踏まえ、柔軟に実施する案件を選定することが可能となる。 

通常のプロジェクト型案件では、調査から着工まで最低１～２年かかるところ、今回

の支援では、迅速な支援が可能となっている。また、通常の自然災害に対応する場

合には、被災地におけるニーズを特定することが比較的容易なことから、緊急無償と

いう枠組みを活用することが多い。しかしながら、今回のような未曾有の規模の災害

については、迅速に対処する一方、膨大な被災ニーズを随時特定していくことが不可

欠であり、ノンプロ無償を活用することが適当であると判断した。 

この支援は、緊急に必要とされる物資の供与のみならず、被災した学校、病院とい

った各種の施設の緊急な修復・再建といった事業も支援の対象としている。さらに、

現地や近隣国の物品、資材等を活用することが可能となっている（通常のノンプロ無

償は、物資の調達のみが対象となっており、外貨支援の性格があることから海外から

の輸入が原則となっている）。 

 

（２）調達代理機関（JICS）による資金管理・調達代行 

第二の特徴は、資金の適正な管理・使用を確保する観点から、調達代理機関を活

用しているという点である。その利点としては、まず調達代理機関が資金を管理する

ことにより、我が国が被災国政府に供与した資金が、被災国政府の独自財源や他ド

ナーからの援助資金と混合されたり、その使途が不明になったりすることが避けられ

ることが挙げられる。また、被災国政府に供与した資金が、適正に管理されているだ

けではなく、山積する復旧・復興事業に自ら携わる被災国政府の行政負担を軽減す

ることにつながっている。 

 

（３）政府間協議会（コミッティー）の活用 

第三に、被災国政府と現地の大使館が資金の使途内容を協議し、進捗に関する課

題を検討するために、政府間協議会という場を設置した点である。こうした枠組みを

活用することにより、決して「押しつけの援助」とはならず、被災国政府の希望を具体

化し、円滑な実施を実現する上で必要な助言等を日本が行う機会が確保されてい

る。 

 

 

 



２．迅速なニーズ把握 

（１）被災発生後間もなく、現地の日本大使館員は邦人保護のために現場に駆けつけ

るだけでなく、ＪＩＣＡ職員等とも協力しつつ、被災地において何を必要としている

かを、被災者とのコミュニケーションを通じて即座に把握するよう努めた。実際、大

使館員は津波発生後１年間の間に、スリランカにおいては、のべ６０回、モルディ

ブにおいては、のべ４０回、それぞれ被災地域に出張している。インドネシアにお

いては、のべ８８４日間、合計８３人が被災地に出張している。こうした出張を重ね

ることにより、現地におけるニーズを把握するだけでなく、個別案件の進捗状況も

フォローしている。 

（２）ＪＩＣＳは１月５日から被災３ヶ国に職員を派遣し、ニーズ確認のための調査を行っ

ている。また、ＪＩＣＡも、プロジェクト形成調査を１月２３日以降順次派遣した。これ

らの調査において、被災民や政府関係者との協議が行われ、ニーズや被災状況

が確認された。ノン・プロジェクト無償資金協力は、これらの調査結果を参考に、

対象とするニーズの特定を行った。 

（３）その後も、ＪＩＣＡやＪＩＣＳを中心に順次具体的な調査を行い、被災国政府のニー

ズの案件化を支援している。 

 

写真（右）：被災国政府からのニーズ確認作業 

 

 

 

 

 

 

３．津波災害支援の流れ 

本件支援は、概ね次の流れに従い進められている（図１参照）。 

（１）閣議決定・Ｅ／Ｎ締結 

昨年１２月２６日の津波発生後、本年１月１７日に支援を閣議決定し、同日に交換

公文（Ｅ／Ｎ）を署名した。 

（２）資金供与 

１月１９日に各国政府の口座に全額の資金拠出を完了した。 

（３）政府間協議会の開催（随時）～案件選定 

その後、随時政府間協議会（コミッティー）が開催され、実施する案件が正式に決

定されている。協議会では、先方政府主導で行われた具体的ニーズの把握（被害調

査を含む）、複数案件の優先順位付け（予算配分を含む）、案件実施の妥当性につい

ての調査の結果を踏まえて、議論が行われる。また、協議会は、案件の採択だけで

なく、進捗状況の確認、問題点の洗い出しについても随時議論されている。 

（４）設計、調査、入札準備等 

採択された案件については、まず、調査・設計等を含む事前調査、機材の技術仕

 



様や価格に関する調査が行われる。施設案件では、用地の取得（収用）、測量、設計

を事前に実施する必要がある。また、先方政府が策定する各種ガイドライン等を勘案

した上で、調査等を実施する必要がある（特に津波発生後に作成された各種の指針

の内容を案件の仕様に反映させることが不可欠である）。 

次に、業者選定に必要な機材等の仕様を詳述した、競争参加者に示される説明資

料（入札図書等）を作成する必要がある。この説明資料には、競争条件、納入条件、

技術仕様、契約書案等が含まれる。 

（５）入札手続～業者契約 

調達の公平性、透明性、競争性を確保する観点からも不可欠なプロセスである。

具体的には参加者募集・案内（入札公示等）、説明資料（入札図書等）配布、質問・回

答、契約者の選定・評価、選定結果の先方政府による承認、結果の通知、契約手続

等が含まれる。その後、落札者と業者契約が結ばれる。 

（６）物品の納入または工事の実施 

具体的には、物品の製造、輸送、通関、国内配布を含む。物品によっては在庫状

況、機材の性質等により、受注生産によってのみ調達が可能となることから、製造・

納入に数ヶ月以上かかることもある。施設工事案件については、案件の規模によって

は工期が長くかかる場合がある。 

（７）業者への支払 

物品の納入や施設の竣工という形で事業が完成し、契約金額が支払われる。 

 

政府間協議会（コ
ミッティー）

調査・設計、入札準備

入札手続

業者契約

竣工・納入

資金全額送金

閣議決定・交換公文

案件正式決定

製造・輸送・工事

支払

地震・津波発生

１月１７日

１月１９日

１２月２６日

随時開催

 

図１ 津波災害支援の流れ 

 



 

４．公正な資金管理のための体制（図２参照） 

援助のために供与された資金を公正に管理し、入札手続を始めとする調達手続の

透明性・公平性を確保するため、被災国政府の資金管理及び調達手続を代行する調

達代理機関を活用している。 

ノン・プロジェクト無償においては、交換公文の署名を了した後、被災国政府の銀

行口座に日本政府から資金が一括で送金される。その上で、被災国政府は交換公文

締結後に調達代理機関と調達代理契約を結ぶ。調達代理機関は、被災国政府に代

わって、援助資金を管理する。また、調達代理機関が業者選定から案件実施監理ま

での調達手続を一貫して請け負い、業者への支払も行う。こうした手続を行うことによ

り、資金の使途がより明確になり、我が国の援助資金が公正かつ透明に管理・使用

されている。 

このような調達代理機関を用いた支援は、開発援助に置いては通常行われており、

他のドナー・国際機関も実施している。今回の支援に関与している日本国際協力シス

テム（JICS）のほかにも、国連プロジェクト・サービス機関（UNOPS）や英国のクラウ

ン・エージェンツ等が調達代理機関として活躍している。 

 

被災国政府 日本政府

援助資金
（２４６億円）

契約業者

交換公文
１月１７日

調達代理機関
（JICS）

調達代理契約

業者選定・契約 支払

供与

１月１９日
口座開設

資金管理

復旧・復興事業の実施

 

図２ 公正な資金管理のための体制 

 



 

５．ニーズの特定とオーナーシップの確保 

我が国が供与した資金で実施する案件は、「政府間協議会」（コミッティー）という枠

組みを利用し、選定されている。被災国政府は、実施したい案件を政府内で選定し、

優先順位付けを行った上、コミッティーで日本側に相談することになる。また、この協

議会を使って、日本政府は、支援の実施促進を行い、案件を進捗させる上で障害とな

っている問題の是正や、課題の解決につき被災国政府と協議を行っている。 

コミッティーには、先方政府の援助調整担当省庁や各省庁が、日本側は現地の大

使館が参加し、また、アドバイザーとして、調達代理機関（ＪＩＣＳ）やＪＩＣＡも参加する。

調達代理機関は、手続・工期等、調達の観点から助言を行い、ＪＩＣＡは調査・設計等

に関する観点から助言を行う（図３参照）。 
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図３ 政府間協議会の開催を通じたニーズの特定とオーナーシップの確保 

 

６．様々な分野に対する支援 

本件支援においては、様々な分野が対象となっている（図４参照）。 

スリランカでは、衛生施設、被災者住宅、学校修復等、インドネシアでは、医療機材、

上水道修復、大学修復等、モルディブでは、漁業支援、公共インフラ等に使われてい

る。このように被災国及び被災地のニーズに基づき、被災した各種セクターにおける

緊急の復旧事業のために活用されている。また、単に多様な分野の事業が行われて

 



いるわけではなく、ノンプロ無償による支援は、各被災国政府が選択した最も優先度

の高い分野が対象となっている。無論、優先度が高いことが、小規模で簡易の事業を

意味するものではなく、大型案件でも被災者救済の為優先度の高いものが対象とな

っている。 
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図４ 様々な分野に対する支援・被災国における支援対象 

 

 

７．各国で実施している支援の内容 

 各被災国において実際に実施されている事業は次のとおり（１２月１５日現在）。 

 

（１）スリランカ（８０億円） 

１ 中古バキュームカーの輸送及び高圧洗浄機の購入計画 

2 給水車および貯水タンクの購入計画 

3 発電機購入計画 

4 上水道の再整備（水管橋他の整備） 

5 被災者用住宅 

 



 

6 建設用重機械等の購入計画 

7 橋梁工事計画 

8 警察署再建計画 

9 小中学校再建計画 

10 漁業用機材購入計画 

11 医療関連機材購入計画 

12 被災地巡回用車両調達計画  

 

（２）インドネシア 

1 緊急支援物資（医薬品/医療機材） 

2 保健所の再建事業 

3 ラジオ・テレビ放送支援事業 

4 道路緊急復旧事業 

5 放水路（護岸工事）等の緊急復旧事業 

6 水道・衛生施設復旧事業 

7 孤児院の再建事業 

8 漁業支援事業 

9 市場復旧整備事業 

10 大学復旧等支援事業 

11 職業訓練学校支援事業 

12 寄宿舎に対する支援事業 

13 土地台帳修復計画 

 

（３）モルディブ 

1 漁業関連機材購入計画 

2 公共施設・設備整備計画 



 

3 農業関連機材供与計画 

 



 

第２章 支援対象国における案件の進捗状況・評価結果の    

ポイント 

 



実施状況

中間評価結果

全て納品済。

本支援は①津波被災後の緊急ニーズに合致していること、②供与内容については、当国政府内で十分検討された
ものであること、③現地において適切な維持管理が行えるよう必要な技術指導が含まれていることから、妥当性
は極めて高く、当国政府及び国民から高い評価を受けている。

全て納品済。

本支援は①津波被災後の緊急ニーズに合致していること、②供与内容については、当国政府内で十分検討された
ものであること、③現地において適切な維持管理が行えるよう必要な技術指導が含まれていることから、妥当性
は極めて高く、当国政府及び国民から「安全な水の確保」のための迅速な対応として高い評価を受けている。な
お、貯水タンクは比較的簡易な構造であるために同時期に多くのドナーが集中的に供与を行うことから配布先と
して真にニーズのある地域の同定に苦慮する場面があったことから、調達時期を踏まえた貯水タンクの容量、数
量の調整が必要。

いずれも今月末までに契約を了し、2006年1月着工予定（2006年10月完工予定）。

本支援は①住宅分野を最優先分野とする当国政府のニーズに合致していること、②当国の住宅支援に係るガイド
ラインを満たしていること、③実施体制についてJICA調査により確認されていること、④ムスリム・タミルの両
コミッティの融和が図られるよう十分配慮されていること、⑤コミュニティエンパワメントやコミュニティー自
身による持続的発展を図るためのJICA「技術協力」と「ノンプロジェクト無償資金協力」の連携案件となってお
り、両スキームの相乗効果が期待できることから実施の妥当性は極めて高く、当国政府及び国民から高い評価を
得ている。

①水道管の復旧工事は建設中、2006年2月完工予定であるも、本水管橋は災害に強い１スパン構造を採用してお
り、同資機材の調達状況によって、完工時期が変更する可能性がある。
②機材は現在納品中。

本支援は①津波被災後の緊急ニーズに合致していること、②供与内容については、当国政府内で十分検討された
ものであることから、妥当性は極めて高く、当国政府及び国民から高い評価を受けている。

○津波被災後、スリラン
カ政府が防災の観点から
海岸沿いの建造物の建設
を禁止したことから、被
災した住民の移住のため
に共同住宅の建設をタウ
ンシップとして周辺公共
インフラの整備を含めて
支援する。

被災者用住宅支援3

１．スリランカ（８０億円）

○被災民のキャンプ、仮
設住宅等におけるし尿処
理を行い、被災民の生活
衛生状況を保つために、
バキュームカー及び高圧
洗浄機を供与する。
○本件供与機材により、
被災民の生活衛生環境の
水準が維持され、伝染病
等の発生等保健医療上の
深刻な問題の発生を防ぐ
ことが期待できる。

バキュームカー9台（横
浜市からの無償供与）
の輸送
バキュームカースペア
パーツ一式
バキュームカー技術者
の派遣
高圧洗浄機9台

第２章　　支援対象国における案件の進捗状況・評価結果のポイント

目的／
期待される裨益効果

調達品目案件名分野番号

4

○津波により流失した
マータラ地区の復旧を含
め、被災地域6県の上水道
排水網の修復工事を行う
もの。

水管橋の復旧工事
（30M×１橋）
水道パイプ
水道メーター（60,000
個）

マータラ地区水管橋の復
旧及び被災地域の上水道
の再整備計画

友好村建設（移転住宅
建設、公共インフラ施
設（道路、上水道、配
電、幼稚園、コミュニ
ティーホール、公共グ
ランド、バス停、郵便
局、コミュニティー地
区行政事務所、小規模
市場等）の整備）

生活

中古バキュームカー（移
送、保守管理指導、スペ
アパーツ）及び高圧洗浄
機の供与計画

衛生
・
生活

1

避難民キャンプ・仮設住
宅地域への給水車・貯水
タンクの供与計画

2

○被災民のキャンプ地及
び仮設住宅地域におい
て、被災民に安全な水を
供給することを目的とし
て、給水車及び貯水タン
クを供与する。本支援に
より、被災民の安全な水
が確保され、基礎的生活
環境の一つが改善される
ことから、被災民の自立
支援に向けた取り組みを
支援することが可能とな
る。

給水車11台
貯水タンク30基
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①バティカロア県のし尿処理施設は建設準備中（雨期終了待ち）。
②ハンバントタ県のし尿処理施設は建設準備中（雨期終了待ち）。

本支援は①津波被災後の当国ニーズに合致していること、②供与内容については、当国政府内で十分検討された
ものであること、③フィージビリティについてJICA調査により確認されていること、④環境評価が行われている
ことから、妥当性は高く、避難キャンプ地や仮設住宅地域の衛生環境の維持に対応したものとして当国政府及び
国民から高い評価を受けている。

①発電機は6月に納品済。
②セイロン電力庁県事務所まで配布済。設置場所について現在、スリランカ側にて調整中。

本機材は、仮設キャンプにおける主要な生活インフラとしての電力提供を行うものであり、被災民の生活の安
定、心身の安定、治安維持等に関する効果が認められる妥当な機材であり、当国政府及び国民から評価されてい
る。しかし、津波発生後、現地に納品されるまで約半年を要したことから電力が復旧したキャンプ、他のNGO等の
支援により自助努力で発電機を調達したキャンプもあり、大きなニーズの変化が見られる。また発電機用燃料は
スリランカ側負担を前提としているが、津波後スリランカ政府の財政支出急増により予算割当は十分ではなく、
一部の箇所で設置が遅れている。

①建設機械は5月納品済。
②スペアパーツは7月納品済。

瓦礫除去等の復旧作業に関する膨大な需要に対応するためには、多くの建設重機が必要であり、国家資機材公社
の制度を活用し、新規調達に加え、スペアパーツ供与によって部品の故障により稼働しなかった建設重機を修理
し、復旧のニーズに対応した本支援は妥当であり、当国政府及び国民から高い評価を得ている。

①南部5橋梁は建設中、2006年8月完工予定。
②東部4箇所コーズウェイは建設中、2006年10月完工予定。

復旧・復興作業を進める上で、道路網の再整備は最優先で取り組む課題であり、また橋梁・コーズウェイは交通
のボトルネックにもなり、緊急に復旧させる必要があることから、本支援を行うことに対して当国政府及び国民
から高い評価を得ている。

①5カ所は建設中、2006年5月～10月で順次完工予定。
②残り1カ所（ハンバントタ県）も現在調達手続中、2006年11月完工予定。

治安の維持及び被災民の安心・安全という環境の確保を目的とする本案件は、当国ニーズに合致した妥当なもの
であり、当国政府及び国民から高い評価を得ている。

○避難キャンプが多い地
域において衛生状況の悪
化を防ぐことを目的とし
て、し尿処理施設を建設
する。

し尿処理施設
し尿処理施設建設支援計
画

被災民キャンプ、仮設住
宅への電力供給（小型発
電機の供与）

8

9

橋梁・コーズウェイの修
復

6

○復興に係る土木工事等
に必要な建機及びスペア
パーツを供与する。

建設機械（ブルドー
ザー1台、削堀機2台）
建設機械修復に必要な
スペアパーツ（一式）

建設用重機械及び既存機
械のスペアパーツの購入
計画

7

○被災民キャンプ、仮設
住宅への電力の提供

小型発電機100台

5

○被災地域の治安維持を
図ることを目的として、
津波で被災した警察署を
再建・移転し、警察機能
の回復を図る。

警察署（交番）建設工
事6箇所

警察署再建計画（６カ
所）

治安

○コロンボとゴール、
マータラ等の南部主要都
市を結ぶ幹線道路(AA002
国道）や東部海岸沿いを
走る幹線道路(A4国道）及
び、国道上の橋梁やコー
ズウェイが津波による甚
大な被害を受けたため物
流のボトルネックになっ
ていることから、橋梁・
コーズウェイの復旧工事
を行い、様々な復興事業
を円滑に進める環境を整
備する。

南部5橋梁
東部4箇所のコーズウェ
イの修復

輸送
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①建設中8校（うち1校は今月完工予定。他も2006年6月～2007年7月にかけて順次完工予定）。
②契約済2校。
③入札手続または準備中3校（今月契約完了予定）

本支援は①当国の復旧・復興のニーズに合致していること、②当国の学校再建に係るガイドラインを満たしてい
ること、③フィージビリティについてJICAの調査により確認されていることから妥当性は極めて高く、また他ド
ナー機関と比較して、極めて順調に進捗しており、当国政府及び国民から高い評価を得ている。

①コンテナワークショップは10月納品済。
②船外機スペアパーツは10月納品済。
③漁船修復用材料は7月納品済。
④漁船修復は実施中、2006年5月完了予定。
⑤漁船は現在納品中。
⑥漁具は10月納品済。
⑦船外機は9月納品済。
⑧沿岸漁業用練習船は日本型は建造中、ローカル型は入札手続き中。
⑨コンテナタイプ製氷機・コールドストレージは現在納品中。
⑩保冷車は現在製造中、2006年5月納品予定。
⑪漁港修復は建設中、2006年10月完工予定。

被災者の多くが漁民であることから、わが国が被災漁民の自立支援として様々な漁業分野への支援を行うことの
妥当性は高く、当国政府及び国民から高い評価を得ている。しかし、①競争入札のため、納入までに時間を要す
ることから被災漁民のニーズが変化し、想定していた配布計画通りの配布が困難になった、②漁船、エンジン、
漁具を異なるサプライヤーから調達することになったり、周辺の津波被災国でも同様の需要があり供給が追いつ
いていない、等のため一部混乱が生じた。いくつかの物品を合わせて提供することにより効果発現が図られる場
合は配布時期を合わせた一括提供が不可欠であり、そのための柔軟な調達制度が必要である。

①移動検診車は2006年1月納品予定。
②発電機と冷蔵庫を除く医療機材は10月納品済(発電機について、当初配布予定の病院の中に、既にバックアップ
用発電機を設置した病院があり、ニーズの変化が見られたことから、当国政府と協議の上、ニーズのある他の病
院への設置を検討中）。
③狂犬病対策用機材は納品中、2006年1月納品完了予定。

本案件は当国ニーズに十分合致しており、また、その必要性については当国政府内で十分検討された上で決定さ
れたものであることから、妥当性は認められる。また当国政府及び国民からも、津波災害後の重要な課題であっ
た「被災民の健康維持」に対して対応した支援であるとして、高い評価を受けている。

政府、国際機関、NGO等様々な機関が復旧・復興作業を行っているが、これらを調整統括する県・地区職員への移
動手段の提供は復旧・復興事業を促進させる本支援の妥当性は高く、当国政府及び国民から高い評価を得てい
る。本件のように緊急性が極めて高い案件については通常の調達手続きでは現地の緊急ニーズに即応できない可
能性があることから、迅速な入札契約手続を行う必要がある。

小中学校再建計画（１３
校）

10

11

医療 医療関連機材購入計画

○被災漁民支援のために
必要な機材の提供・修復
及び漁港の修復を行うこ
とにより、漁業関係の被
災民約80万人に裨益す
る。

コンテナワークショッ
プ11台
船外機スペアパーツ
漁船修復用材料
漁船修復
漁船1,772台
漁具
船外機300台
沿岸漁業用練習船（日
本型1隻、ローカル型2
隻）
コンテナタイプ製氷機
11台
コールドストレージ12
台　保冷車30台
冷凍車150台
漁船修理材一式
漁港修復

漁業用機材購入計画漁業

○津波により被害を受け
た小中学校の再建、移転
を行い、計13校の児童約
7,000人及びその両親・家
族、地域コミュニティー
に裨益する。

学校建設13校教育

12

○津波被害を受けた11県
が復興事業調査用の移動
手段を持っていないた
め、支援調整に支障を来
していることから、四輪
駆動車を提供し、県行政
レベルにおける効率的な
復興事業の調整体制を整
備する。
○また新規調達の車両が
納入されるまでは借り上
げにて対応する。

ピックアップトラック
64台（含むスペアパー
ツ）ピックアップト
ラックの借り上げ22台

津波被災県の復興事業調
整のための行政官用の車
両の提供

行政13

○津波で被害を受けた地
方病院（診療所）の治療
機材の最設置、地方病院
で十分な治療を受けられ
ない被災患者のための移
動検診、津波により破壊
された狂犬病対策施設の
復旧を行うことにより、
被災地の医療レベルの回
復・向上を行う。

移動検診車5台（搭載医
療機材を含む）
33病院向け医療機材一
式、狂犬病対策用機材
一式
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２．インドネシア（１４６億円）

実施状況

中間評価結果

①医薬品は一部納品済。残りは納品済の使途状況を確認した上で調達予定。
②医療器具は一部納品済。残りは2006年2月納品予定。

被災地では医薬品、医療器具が不足しており、地域住民及び現地メディアが本件を高く評価していることから、
本件の実施は妥当と考えられる。一方、実施機関や住民からは現地のニーズに則した柔軟な対応を要望する意見
もあったことから、残りの調達についてはより現地のニーズに則した支援が求められる。

①機材は一部を除き年内には契約予定。2006年4月から7月にかけて順次納品予定。
②保健所の修復は2006年6月に完工予定。

今般被災した保健サービスの機能回復を図る本件の実施は妥当と考えられる。インドネシア政府機関、地域住
民、メディアからも本件支援に対して高い評価が得られている。今後は案件形成・スペック準備段階に専門家の
派遣等の支援が求められる。

①家具、取材車両は納品済。
②緊急機材、リハビリ機材は2006年1月から10月にかけて順次納品予定。
③ラジオ局の修復工事は2006年5月完工予定。

ラジオ放送、テレビ放送は住民の情報入手に不可欠であり、その機能回復を図る本件の実施は妥当と考えられ
る。インドネシア政府機関及び実施機関からは本件支援に対して高い評価が得られているが、地域住民に対して
は本件支援があまり認識されていない。そのため、今後は実施機関に対して積極的な広報を働きかける必要があ
る。

①建設機械、資材の大部分は納品済。2006年3月までに全て納品予定。
②復旧工事は契約済。2006年6月完工予定。

スマトラ島西海岸地域の復興には交流・物流の動脈となる道路の復旧が不可欠であり、本件の実施は妥当と考え
られる。但し、工事完成までに日数を要する見込みであるため、今後同様の支援を行う際には実施機関との調整
や工事区間の選定、設計、入札契約等の短縮に一層努める必要がある。

3

スマトラ島西海岸の主要
都市であるチャランとム
ラボー間約122kmの道路を
補修する。
同地域間及び他地域との
交通の復旧を通じて、当
該地域経済の復旧に寄与
するとともに、復興事業
を加速させ地域の持続的
発展に貢献する。

建設機械
資材（蛇篭、コルゲー
トパイプ）
道路（ムラボー・チャ
ラン間等）の復旧

道路緊急復旧事業輸送4

地震により被災した放送
局に機材を供与し、スタ
ジオなどの局舎を修復す
る。
地域住民に地震や津波情
報等を正確に伝えるメ
ディアの再建を支援する
ことにより、防災体制の
整備等が期待される。

ラジオ局向け放送機材
（家具、取材車両、緊
急機材、リハビリ機
材）
テレビ局向け放送機材
一式（取材車両、緊急
機材、リハビリ機材）
ラジオ局の局舎修復工
事

ラジオ・テレビ放送支援
事業

放送

被災した保健所を復旧
し、救急車等の機材を供
与する。
地域医療の核となってい
る保健所の復旧及び機材
を供与することにより、
地域医療の機能回復に寄
与することが期待され
る。

保健所5箇所の修復
救急車
研究用ラボ機材
医療キット
巡回治療用車両・バイ
ク等

保健所の再建事業

番号

津波被害により衛生状態
が悪化した地域に、医薬
品と注射器等の医療器具
を供与する。
基礎的な医薬品等を供与
することにより、地域の
衛生環境の回復等が期待
される。

医薬品（約250種類）
医療器具（約110種類）
上記品目の使途状況の
モニタリング

緊急支援物資（医薬品/
医療器具）

医療

1

2

目的／
期待される裨益効果

調達品目案件名分野
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①建設機械、資材の大部分は納品済。
②移動式排水ポンプ、掘削機は年内に契約予定。2006年7月納品予定。
③工事は契約済。2006年5月から12月に順次完工予定。

バンダ・アチェの塩害、水害の危険性を軽減するためには被災した護岸の復旧が不可欠であり、本件の実施は妥
当と考えられる。但し、工事完成までに日数を要する見込みであるため、今後同様の支援を行う際には案件形
成、入札図書準備の迅速化に努める必要がある。

①建設機械の大部分は納品済。
②衛生施設用機材は2006年1月までに納品予定。
③水道管敷設工事は契約済。2006年12月に完工予定。

住環境の改善が喫緊の課題である被災地において本件の実施は妥当と考えられる。地域住民や現地メディアから
も本件支援に対して高い評価が得られている。但し、一部機材は納品後の登録手続きに時間を要したため十分活
用できない状況にある。本件の効果を十分発揮するため、実施機関に手続きの迅速化を積極的に働きかける。

①3箇所の孤児院は2006年8月に修復完了予定。
②残る3箇所の孤児院は設計調査中。修復は2006年12月完了予定。
③備品は2005年12月末までに契約予定。2006年9月及び12月に納品完了予定。

社会的弱者である孤児の生活保護や教育への支援はバンダ・アチェ市が緊急に取り組むべき課題であり、本件の
実施は妥当と考えられる。本件支援の効果を高めるため、修復工事及び備品納品を早急に完了させる必要があ
る。また、地方政府に対して案件の進捗状況を定期的に提供する必要がある。

①養殖施設向け機材の大部分は契約済。2006年4月までに順次納品予定。
②養殖施設工事は2006年10月までに完工予定。
③漁具・漁船は2006年8月までに納品予定。
④漁獲総局向け施設の建設工事は2006年9月までに完工予定。
⑤漁獲総局向けアイスプラントの機材は2006年6月までに納品予定。

漁業及び養殖産業の復興は、主産業である漁業関係者の所得や被災地の経済活動を回復する上で不可欠である。
そのため、これらの機能回復を図る本件の妥当性は高い。中長期的に漁業分野の回復を図るためには能力開発等
のフォローアップを考慮することが望ましい。

①度量衡機材は年内に契約予定。2006年9月に納品予定。
②度量衡施設は2006年8月に完工予定。
③市場の再建は2006年10月に完工予定。

経済活動を促進する市場の復興は必要不可欠であり、本件の妥当性は高い。今後は調達プロセスを迅速化すると
ともに、活発に広報活動を行うことが求められる。

5

6

バンダアチェ市内を流れ
る４本の河川の護岸及び
放水路を修復する。
海水の進入被害を受けて
いる周辺農地が復旧され
るとともに、洪水防止効
果が期待される。

建設機械7品目
資材（蛇篭、土嚢袋）
掘削機1台
移動式排水ポンプ1台
放水路及び護岸工事

放水路（護岸工事）等の
緊急復旧事業

社会基盤

地震・津波により破損し
た水道管を補修する。
地域の衛生状態の向上が
期待される。

建設機械
衛生施設用機材（バ
キュームカー、ゴミ収
集用トラック、消防
車、トラック）
水道管約200kmの補修

水道・衛生施設復旧事業生活

7

津波で失われた漁船等を
供与し、埋没した養殖施
設等の復旧工事を行う。
アチェの主要産業である
漁業分野において、住民
の収入手段を復活させ、
生活水準を回復すること
が期待される。

養殖施設向け機材（ト
ラック、建設機械、車
両）
養殖施設工事
漁具・漁船
漁獲総局向け施設の建
設工事
アイスプラント機材
（製氷機、冷凍庫、発
電機）

漁業支援事業8

被災した孤児院を修復す
ることにより、地震・津
波で発生した多数の孤児
の生活状況の改善に寄与
する。

孤児院の修復
孤児院向け設備一式

孤児院の再建事業
コミュニ
ティ

市場を再建し、度量衡施
設を建設し、機材を供与
する。
農産物、海産物を販売す
る市場を再建することに
より、住民の生活手段を
確保し、地域経済の回復
に寄与することが期待さ
れる。

伝統的小売市場11カ所
の再建工事
卸売市場1カ所の建設工
事
度量衡施設の再建工事
度量衡機材一式

市場復旧整備事業

産業

9
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①機材、試薬、書籍は年内に契約予定。2006年3月から5月にかけて順次納品予定。
②大学施設の改修は2006年4月から12月にかけて順次完工予定。

大学は地域社会の将来を担う優秀な人材を育成するとともに、インターンの地域病院への派遣等、地域活動にも
貢献してきた。そのため、本件はアチェ州全体に裨益をもたらすものであり、妥当性は高い。今後は機材調達、
改修工事の加速化が求められる。

①訓練車、機材は2006年6月から10月にかけて順次納品予定。
②修復工事は2006年8月に完工予定。

貧困削減のための雇用の拡大・失業者対策は、住民の生活基盤の安定、地域の社会経済活動の活性化を図る上で
重要であるため、本件の妥当性は高い。今後は調達可能な機材から順次納入するとともに、案件の進捗状況をア
チェ州の労働局を通じて周知する必要がある。

①機材は2006年1月から3月にかけて順次納品予定。
②修復工事は2006年12月頃に完工予定。

被災地の学校教育の復興は、アチェ州の将来を担う人材を育成するために最も緊急かつ優先すべき課題の一つで
あり、本件の実施は妥当である。しかし対象学校数が多い（イスラム学校81校、公立学校245校）ために、各校の
要請内容の収拾・調整に日数を要している。今後は可能な限り納品、完工の時期を早めることが求められる。

①土地台帳の修復に必要な機材は納品済。JICAの技術協力により、凍結乾燥処理作業を実施中。2007年4月までに
凍結乾燥作業完了予定。
②デジタル化機材は2005年12月末までに契約予定。2006年2月に納品予定。

土地台帳はアチェの復旧・復興事業において計画策定、住民移転、土地補償などに必要不可欠な公文書である。
被災した土地台帳の修復により復旧・復興事業を円滑に実施することができるため、本件の妥当性は高い。ま
た、日本、インドネシア両国のメディアで紹介される等、高い評価を得ている。その一因として、本件がＪＩＣ
Ａ技術協力と緊密に連携して実施されたことが挙げられる。

11

12

教育

バンダアチェの主要２大
学に対して、主に実験室
用機材を供与する。
高等教育、研究機関とし
ての機能を回復させるこ
とにより、地域教育の復
旧が期待される。

研究室用実験機材
試薬
書籍
大学施設の工事

大学復旧等支援事業10

電気、溶接、自動車整備
等の分野において、職業
訓練を実施する上で必要
な機材を供与し、訓練セ
ンターの修復工事を行
う。
地震、津波により発生し
た大量の失業者が技能を
身につけ、再就職するこ
とを支援する。

移動職業訓練車13台
職業訓練センター向け
機材6式
職業訓練センターの修
復工事

職業訓練学校支援事業

土地台帳修復計画行政

主に中学校、高校の校舎
を修復し、実習機材を供
与する。
住民に対する中等教育の
機能を回復することが期
待される。

マドラッサ・ペサント
レン向け教室機材
公立学校向け実習機材
公立学校の修復工事

寄宿舎に対する支援事業

13

津波により被災した約3万
冊の土地の権利台帳を凍
結乾燥機を用いて修復す
るとともに台帳をデジタ
ル保存する。
バンダアチェにおける土
地の権利関係を確定させ
ることにより、住民の生
活環境を安定させるとと
もに、社会経済活動の活
性化が図られる。

土地台帳の修復作業
凍結乾燥機の設置建物
の建設
土地台帳の保管倉庫
デジタル化機材1式

6 / 8 ページ



実施状況

中間評価結果

①漁船エンジン修理用機材納品・漁船修理済。
②CB無線機は納品済。
③漁業機材はポンプ、発電機等は納入済。漁網、釣り竿は2006年2月納品予定。
④85ft漁船は5隻分は契約済。残りについて調達手続中。2006年7月～11月に順次納品予定。

当国政府の、津波被災直後から漁業分野の復旧・復興を最優先事項としている方針に合致しており、またFAOの被
災地実態調査に基づいた支援内容になっていることから本支援の妥当性が十分認められる。特にモルディブ漁業
の中心であるカツオ漁業の再開に必要な支援であることから、当国政府及び国民から高い評価を得ている。

①工事実施中、2006年9月完工予定。

津波で全壊した島からの住民受入による人口増加に対応する設計となっており、両島で実施される行政サービス
に見合った規模・機能を有する建物であると認められる。また本事業は、行政サービスの拡充のみならず、高床
式の２階建てとして津波等の避難所機能（太陽発電による非常用電源の確保）を兼ね備えた施設としていること
から当国政府から高い評価を得ている。

①工事実施中、2006年9月完工予定。

津波で全壊した島からの住民受入による人口増加に対応する設計となっており、両島で実施される行政サービス
に見合った規模・機能を有する建物であると認められる。また本事業は、行政サービスの拡充のみならず、高床
式の２階建てとして津波等の避難所機能（太陽発電による非常用電源の確保）を兼ね備えた施設としていること
から当国政府から高い評価を得ている。

①工事実施中、2006年3月完工予定。

本支援はJICA、環礁開発省、モルディブ電力庁の実施した被災地実態調査に基づくものであり、十分な妥当性と
合理性が認められ、当国政府及び国民から評価を得ている。

調達品目
目的／

期待される裨益効果
分野番号

○ガン島は公共施設（病
院、中学校、公営運動
場、海水淡水化装置等）
が集中することから、津
波により破損した両島を
結ぶコーズウェイを修復
することにより、ガン島
へアクセスが改善され、
各島民の社会生活環境の
改善及び経済活動の活性
化が期待される。

ラーム環礁のガン島と
フォナドー島間の２本
のコーズウェイの修復

コーズウェイの修復

ラームアトール配電網
復旧に必要な資機材及
び据付工事

配電網の復旧

○ラーム環礁の中で特に
被害が大きかった島の配
電設備の復旧に必要な資
機材の調達、据付、配電
網の整備を行い、島民は
の安定的な電力供給を確
保する。

○津波で被災した漁民に
対し漁業に必要な漁船、
漁具等を無償で貸与する
ことにより、被災漁民の
経済・生活基盤の再整備
が図られる。

漁船エンジン修理用ス
ペアパーツ、プロペラ
及びシャフトなど（13
隻分）CB無線機
漁業機材
85ft漁船（15隻程度。
入札金額の結果により
調達隻数調整。）

漁業関連機材購入計画産業

○津波被害を受けた行政
事務所を再整備し行政機
能を早期に回復させる。
○建物は高床式の２階建
てとし、津波等の避難施
設を兼ね備えたものにす
す。更に両事務所とも電
源として太陽光発電シス
テムを設置し、災害発生
時の電力源として活用
し、災害復旧活動時の行
政機能の維持を図る。

ガン島行政合同庁舎整
備フォナドゥー島行政
事務所整備
行政事務所用太陽光発
電システム

行政事務所整備2

4

1

3

社会基
盤・行政

３．モルディブ（２０億円）

案件名
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①工事中、2006年8月完工予定。

対象のイシドー島の下水システムの問題を解決する改良型下水処理システムの導入（環境許可取得済）は妥当な
ものと認められる。また、モルディブ政府からは、本件は住民の生活・衛生環境を向上させつほか、また土壌、
地下水、海水などへの影響を軽減させることにより、環境保全を図るものとして、他島への普及が検討されてい
る等、高い評価を受けている。

①11月より納品中、2006年3月納品完了予定。

本支援は漁業・農業・水産資源省とFAOが実施した被災地での実態調査に基づくものであり、十分な妥当性と合理
性が確保されていることが認められる。モルディブの地方島は徐々に農業が普及しつつあったが、今回被害を受
けたことから、被災島民の生活生計への自立支援として高い評価を受けている。

○津波により下水システ
ムが破壊され、海水の流
入のため地下水の更なる
水質悪化が危惧されるこ
とから、現在の簡易版に
代わる下水システムを導
入し、住民の生活・衛生
環境を向上させる。
○土壌、地下水、海水な
どへの影響を軽減させる
ことにより環境保全を図
る。

改良型下水処理システ
ム導入に必要な資機材
及び据付工事

○津波で被害を受けた農
業訓練センターを再整備
し、同センターで被災し
た農民への農業訓練を実
施する。○農作業の再開
及び農業市場・流通形成
に必要な農業機材を整備
する。

トラクター、ピック
アップトラック、背負
い式スプレーヤー、
シュレッダー、船舶、
発電機、スペアパーツ
等

農業関連機材供与農業6

下水処理システム改善5

8 / 8 ページ



 

第３章 スリランカ支援中間評価結果 

 



津波ノンプロ無償資金協力の第３者評価について（スリランカ） 

 

 

津波被災支援としてスリランカ政府に供与した「ノンプロジェクト無償資金協力(80 億円)」に

よる支援事業について第３者評価を実施したところ、以下のとおり報告する。 

 

１．委託機関   

   Resources Development Consultants 社 

同社は、1976 年に設立され、これまで、世銀、ADB、UNDP、JBIC、JICA 等が実施してい

る社会経済開発プロジェクトに係るモニタリング、評価、プロジェクト・デザイン等の業

務に関わった実績のある機関である（ホームページ：www.rdc-lk.com）。 

    

２．実施目的  

下記「５.案件分類」に沿った「案件評価」として、個々の案件の進捗状況を中心としたモ

ニターを行い、「支援の効果」等の評価を行わせた。 

 

３．実施方法  

 (1)実施手法（委託したコンサルタントが以下を行う） 

 ①実施機関に対して、案件の目的、背景等を聴取する。 

②ノンプロ無償運営管理委員会（以下）に対して、選定等の経緯、問題点について聴取する。 

（イ） ODA タスクフォース（大使館、JICA、JICA 緊急開発調査団） 

 （ロ） スリランカ側（財務計画省、国家計画委員会等） 

③各案件について、現地サンプル調査をおこない、現状を調査する。 

④機材案件で配布がこれから開始されるもの、施工案件で工事中のものについては、現場調査

を踏まえ、目的設定の妥当性、期待される効果等について考察する。 

 

(2) 報告内容 
①案形形成プロセス・選定の妥当性及び提供した機材の活用状況、進捗状況等 

②支援の効果（政策的な観点及び受益者からの観点を含む） 

③評価（目的設定の妥当性、改善点、教訓等を含む） 

 

  

４． 津波ノンプロ無償資金協力の運営管理形態  

津波ノンプロ無償資金協力は、被災国政府（スリランカ）が実施する緊急復旧事業への支

援としている。そのため、本資金（８０億円）の管理については、スリランカ政府（財務計

画省）及び日本側代表（ODA タスクフォース）からなる「運営管理委員会」によって、実施

省庁が策定する「復旧・復興事業計画」の妥当性等を判断し、実施に移すこととなる（機材、

役務の調達代行は、JICS が実施）。 

運営管理委員会で選定した緊急復旧事業の分類（セクター）は次のとおりとなった。  

 

 

 









アクララ橋梁 パニッチャンケニ ハンバントタ県(ディーパンカラ校)         ジャフナ県(アリヤワライ校)

シーニガマ橋梁 コッダイアカラー ハンバントタ県(クダウェラ校)        バティカロア県(オリクラム　アルハンブラ校)

マガッラ橋梁 ペリヤカラー ゴール県(クマラカシャパ校)         バティカロア県(プトゥクディルップ校)

ゴイヤパナ橋梁 コマリ カルタラ県(スリスマンガラ男子校)         バティカロア県(アンバー校)

ウェリガマ　ボックスカルバート カルタラ県(パヤガラ女子校.)         バティカロア県(セントテレサ女子校)

アンパラ県(カラティブ校)

アンパラ県(アルバヒリャ校)

バティカロア県       アンパラ県(アルアブサン校)

ハンバントタ県

スリランカ国におけるノンプロ無償津波復興支援地図

発電機(100台)

１

２

３
１
２

３ ４
４

５

１

１

2

3
4

5

１

１

10

11

13

漁港(ゴール漁港, タンガラ漁港)

１
２

狂犬病診療機材(1式)

１

移動式修理作業所（11台)

Tangalla

コンテナタイプ小型アイスプラント(11台)

ポトゥビル

カルムナイ

保冷車(30台)

4

7

6

12

*漁業分野の支援

-伝統的小型ボート 1438艘
-ローカル小型漁船（船外機型） 300艘
-ローカル小型漁船（船内機型） 40艘
     （津波被災地域へ）

*保健医療分野の支援

-移動診療検診車(5台)

基礎的医療機器(33診療機関)

*水と衛生分野

*学校再建・移設

*警察署再建

*橋梁再建

バキュームカー/高圧洗浄機 (各9台)

*電力復旧

ワラワンダム水管橋

*海岸部土手道復旧

3

4

2

1

１
2

3

4

コスコダ警察署
ヒッカドゥア警察署
ラトゥガマ警察署
ディクウェラ警察署
クッチュベリ警察署
キリンダ警察署

2
3
4
5
6

 給水車(11台)

貯水タンク(30基)

1

2

2

1

*住宅建設

イクバルナガール地区

ヒジラナガール地区

3 コナサプリ地区

3

*し尿処理施設

１

2

１

漁船

ローカル型沿岸漁業用練習船 (2艘)

日本型沿岸漁業用訓練船 (1艘)

ピックアップトラック (64台)

11

12

13

10
9

8

7

5

4

2

1

1
2

3

5

3

6

ポロンナルワ県

アヌラダプラ県

プッタラム県

マータレ県

クルネーガラ県

バティカロア県

モネラガラ県

クルネーガラ県

コロンボ県

ガンパハ県

8

５

マータラ県

アンパーラ県

ヌワラエリヤ県

キャンディ県
ケゴール県

カルタラ県

ゴール県

ラトナプラ県

ハンバントタ県
2
6

タンガラ

バドゥッラ県

マナー県

キリノッチ県

ワウニア県

9
ジャフナ県

ムラティブ県

トリンコマリ県



 

 

スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票）

衛生環境の再整備への支援：

バキュームカー（移送、保守管理指導、スペアパーツ）及び高圧洗浄機の供与計画 
 

作成日：平成１７年１２月９日

 
 

 
担当公館名：在スリランカ日本大使館 
国名：スリランカ 
案件名：衛生環境の再整備への支援：  

バキュームカー（移送、保守管理指導、スペアパーツ）及び高圧洗浄機の供与計画 
実施機関：都市開発・水供給省（国家上下水道公社） 
案件の目的及び概要 被災民のキャンプ、仮設住宅等におけるし尿処理を行い、被災民の生活衛生

況を保つために、バキュームカー及び高圧洗浄器を供与するもの。

（１） バキュームカー（９台）の提供支援 
① 横浜市から寄贈を受けたバキュームカー移送
② バキュームカー保守管理指導のための専門家派遣 
③ バキュームカースペアパーツ（１式）の供与 

（２） 高圧洗浄機（９台）の調達支援 
避難キャンプの仮設トイレや避難先学校のトイレの清掃のために、

バキュームカーと連動して使用するとともに、必要に応じて、仮設

住宅地域のトイレ等の清掃に使用される。 
 
（３）配布地域（各地域１台）

  ①北部地域 
   ムラティブ県、ジャフナ県の国家上下水道公社地方事務所

  ②東部地域

   トリンコマリ県、バティカロア県、アンパーラ県の国家上下水道公社

地方事務所

  ③南部地域 
   ゴール県、マータラ県の国家上下水道公社地方事務所 
  ④西部地域

  コロンボ県（同県の被災地域を中心に活用） 
 

状

 
 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

１．案件の進捗状況 （１）バキュームカー（９台）の提供 
①移送にかかるサービスの提供

    契約日 ：平成 年 日

    契約先 ：関東物産会社 
    契約金額：￥

    進捗状況：平成 年 月 日 納入完了

        平成 17年 3月 30日 引渡式 
 
  ②バキュームカー 管 指

    契約日：平成 17年 3月 4日 

 
17 2 28  月

1,968,60  8
 17 3 29

 

保守 理 導 
2



 

 

    契約先：モリタエコノス 
    契約金額：￥1,700,000 
    進捗状況：平成 年 月 日 保守管理指導実施 
③バキュームカースペアパーツ（１式） 

    契約日 ：平 7日 
    契約先 ：関東 会

   契約金額：￥5,397,54
    進捗状況：平成 1 年 10月 25日納入済 
 
（２）高圧洗浄機（９台） 
    契約日：平成 14日 
    契約先：日世貿易株式会社

    契約金額：￥2,569,950 
    進捗状況：平成 17年 4月 29日納入済 

17 4 7～8

成 17年 7月
物産 社 

3  

7

17年 3月
 

２．案件の妥当性 （１）昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000

名以上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が

生じ、避難キャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した。避難キャン

プ地の仮設トイレや、避難先となっている学校の既存のトイレのし

尿処理能力では追いつかず、衛生状況の悪化が危惧され、バキュー

ムカー及びトイレ清掃のための高圧洗浄機の配備は喫緊の課題となっ

た。そのため、横浜市から寄贈を受けたバキュームカーを本資金で緊急

移送し、合わせ、バキュームカーの清掃活動に必要となる高圧洗浄機を

同時に供与したものである。 

（２）本件は、都市開発・水供給省及び国家災害対策本部から要請されたも

のであり、財務計画省、大使館、JICA、JICS 関係者から構成される「ノ

ンプロジェクト無償運営管理委員会」において、検討され決定に至った

ものである。 

（３）なお、横浜市からの無償供与された９台のバキュームカーは、製造後

8年以上経過した日本製の中古車であったため、実際にし尿処理活動に

従事する都市開発・水供給省国家上下水道公社のスタッフに対して、バ

キュームカーの運転・操作指導及び維持管理指導を行うとともに、今後、

1年以上、正常に稼動させるために必要と考えられるスペアパーツを供

与したものである。 

（４）以上のとおり、本案件は①津波災害後の緊急ニーズに合致しているこ

と、②供与内容については、スリランカ政府内で十分検討されたもので

あること、③現地において適切な維持管理が行えるよう必要な技術指導

が含まれていることから、妥当性は極めて高い。 

３．施設／機材の活用度 （１）本件供与機材の活用状況については、当初、避難キャンプや避難
先の学校等で使用されていたものの、キャンプ数の減少（仮設住宅

への移動）に伴い、現在は、主に仮設住宅地域で有効活用されている。

（２）なお、ゴール県のバキュームカーの活用状況については、自民党

視察団（宇野団長、平成 17 年 5 月 7日）による現地視察によっても

確認されている。なお、提供されたバキュームカーの運行管理は、

国家上下水道公社現地事務所によって、使用状況がモニターされて

いる。 



 

 

（３）収集後のし尿処理については、回収された汚物の処理施設が十分で

ないことから、新たな処理施設の建設が急務となっていた。そのため、

国家上下水道公社と各県行政官事務所との間で調整を了した 2ヶ所（ハ

ンバントタ県、バッティカロア県）のし尿処理施設の新設を、ノンプロ

無償資金協力による支援対象案件として採択し、現在、工事契約を了し、

建設準備中である（平成 12 月 2 日現在）。 
４．案件終了後に期待さ

れる効果 
（１）本件供与機材により、被災民の生活衛生環境の水準が維持され、伝染

病の発生等保健医療上の深刻な問題の惹起を防ぐことが期待できる。 

２）また、生活衛生環境の問題を解消することにより、被災民の自立支援

に向けた取り組みを助長することが期待される。 

 

（

５．他ドナーによる支援

との関係（重複の有

UNICEF も国家上下水道公社に対して、バキュームカーの供与を行っている

が、同公社による調整や、日本大使館と UNICEF との情報交換により、対象

無等） 地域の調整が図られており、支援の重複はなく、効果的に活用されている。

６．広報効果（ビジビリ

ティー） 
（１）し尿処理の問題は、津波災害後の緊急人道支援として最重要事項の一

つであり、スリランカ政府、国民及びマスコミの関心は極めて高く、バ

キュームカーの引渡式については、当地テレビニュースで繰り返し報じ

られた他、英語紙、シンハラ紙、タミル紙の新聞各紙で大々的に報道さ

れた。 

（２）本件対象地域は、北・東部を含む 9県の避難キャンプや仮設住宅地域

に及び、ODA マークが塗装されたバキュームカーが巡回してし尿処理を

行うことから、日本の迅速な津波復旧支援への貢献を広域的に示してい

る。 

（３）バキュームカーの維持管理について適切な技術指導やスペアパーツの

供与が行われており、同車両が長期間使用されることから、我が国貢献

を長きにわたり示すことが期待できる。 

（４）このことから、本件は極めて高い広報効果を有していると考えられる。

（参照：別添２） 
７．被援助国等による評

価 
（１）昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000

名以上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が

生じ、避難キャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達し、未曾有の災害

となった。被災地、避難キャンプ地、仮設住宅地で生活を余儀なく

されている被災民にとり、生活衛生環境の維持は急務となっていた。

（２）本件は、津波災害後の喫緊の課題であった衛生分野における支援

に迅速に対応したものであり、当国政府及び国民から高い評価を受

けている。 

８．教訓・提言等 （１）教訓 

   本件の場合、横浜市が既存のバキュームカーを無償供与したことによ

り、新規製造した場合に比べて、短期間で提供できたものであるが、同

車両の仕様が当国のもとは異なっていたことから、適切な維持管理が可

能となるよう、技術指導及び必要なスペアパーツを併せて支援した。 

大規模災害時に中古機材を供与する場合は、被援助国の仕様を十分調

査した上で、維持管理についても十分な配慮が求められる。 

（２）提言 



 

 

   大規模災害時には、大量の避難キャンプ生活者等を生じることから、

し尿処理等の生活衛生環境の維持は、人間の安全保障の観点からも、緊

急性が極めて高く、迅速な対応が求められる。日本政府は、こうした事

態に即応できるよう、これまでの世界各地の大規模災害の事例を十分踏

まえ、予め地方自治体等からの定期的な情報収集により、必要機材の活

用可能な在庫等を把握しておくことが重要である。 

９．その他 バキュームカーについては、当国政府から要請された後（平成 17 年 1 月 10

日）、仕様及び維持管理方法について確認・調整を進め、緊急移送し、3 月

30 日に引渡式を行ったもので、各被災地域において有効活用されている。

こうした迅速かつ効果的な支援に対して、スリランカ政府から横浜市に対し

て感謝状が送付された。 

添付資料 

別添１：写真資料 

別添２：当地報道記事 

別添３：当国政府からの横浜市への感謝状 



（別添１） 

 
避難民キャンプ・仮設住宅における衛生管理への支援： 

バキュームカー（移送、保守管理指導、スペアパーツ）及び高圧洗浄機の供与計画 
（写真資料） 

 

 

１．バキュームカー（９台）の提供支援 

 

①    ② 

両国間の友好関係を示すものとなった。   

 

  

 

③

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  2005年3月30日、ODAステッカー及び横浜市寄贈

ステッカーが貼付された９台のバキュームカーが
引き渡された。 

    

 

    ④ 

市開発・水供給大臣に引き渡された。 

   
4 月 7 日、供与されたバキュームカーの適切な利

用と維持管理が行われるよう、日本人技術者によ
引渡式では、日本・スリランカ両国国旗が飾られ、
                  須田在スリランカ日本国大使からグナワルダナ都
る技術指導が実施された。 

 



 

⑤                       ⑥ バキュームカーを使った実技指導 バキュームカーの各部品について、念入りな説明

が行われた。  

    

 

 

２．高圧洗浄機（９台）の提供支援 

 

①                      ② 被災地域で有効活用されている高圧洗浄機（１）2005年4月30日に調達された高圧洗浄機（9台）

 

    

 

 

 

    

  2005.10.26                    2005.11.01 

   高圧洗浄機 使用状況（１）            高圧洗浄機 使用状況（２） 

 

 

 

 

 

 

③ 被災地域で有効活用されている高圧洗浄機（２）

 

    

       

 

 

  

















 

スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 
衛生環境の再整備への支援： 

避難民キャンプ・仮設住宅地域への給水車・貯水タンクの供与計画 
作成日：平成１７年１２月９日 

担当公館名：在スリランカ日本大使館 
国名：スリランカ 
案件名：衛生環境の再整備への支援： 

避難民キャンプ・仮設住宅地域への給水車・貯水タンクの供与計画 
実施機関：都市開発・水供給省国家上下水道公社 
案件の目的及び概要 被被災民のキャンプ及び仮設住宅地域において、被災民に安全な水を供給することを

目的として、所管機関である国家上下水道公社に対して、給水車及び貯水タンクを供

与するもの。 
 
（１） 給水車（容量 6000㍑ 11台）     
（配布先） 

  ①北部地域 
   ムラティブ県（１台）、ジャフナ県（１台）の国家上下水道公社地方事務所 
  ②東部地域 
   バティカロア県（２台）、アンパーラ県（１台）の国家上下水道公社地方事務所 
  ③南部地域 
   ゴール県（２台）、マータラ県（２台）、ハンバントタ県（２台）の国家上下水

道公社地方事務所 
 
（２） 貯水タンク（容量 5000㍑ 30基） 
（配布先） 

  ①北部地域 
   ジャフナ県（４基） 
  ②東部地域 
   トリンコマリ県（４基）、バティカロア県（４基）、アンパーラ県（４基） 
  ③南部地域 
   ゴール県（４基）、マータラ県（４基）、ハンバントタ県（４基） 
  ④西部地域 
   カルタラ県（２基） 

 



 

１．案件の進捗状況 （１）給水車（容量 6000㍑ １１台） 
  契約日：平成 17年 3月 15日 
  契約先：Lanka Development Network (PVT) Ltd. 
  契約金額：Rs.30,943,000.00 
 進捗状況：平成 17年 4月 30日納入済み 
 
（２）貯水タンク（容量 5000㍑ 30基） 
  契約日：平成 17年 3月 21日 
  契約先：Plasticshells Ltd. 
  契約金額：Rs.986,340.00 
 進捗状況：平成 17年 3月 29日納入済み 

２．案件の妥当性 （１）昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名以上、
被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、避難キャン

プ数は全国で 800 ヶ所以上に達した。避難キャンプ地や仮設住宅地域では安全

な水の確保が重要となったほか、多くの地区で水道網が津波により被害を受け

たため、市民生活を安定させる上でも、給水車等の提供は急務であった。給水

車、貯水タンクは、被災民の生活に直結するだけに、支援のニーズは高い。 

（２）本件は、都市開発・水供給省から要請されたものであり、財務計画省、大使館、

JICA、JICS 関係者から構成される「ノンプロジェクト無償運営管理委員会」にお

いて、検討され決定に至ったものである。 

（３）以上のとおり、本件は①当国ニーズに合致していること、②供与内容について

は、スリランカ政府内で十分検討されたものであることから、妥当であると認め

られる。 

３．施設／機材の活用

度 
当初、避難キャンプや避難先の学校等で使用されていたものの、キャンプ数の減少

（仮設住宅への移動）に伴い、現在は、主に仮設住宅地域で活用されている。なお、

提供された給水車の運行管理は、国家上下水道公社現地事務所によって、使用状況

がモニターされている。 

４．案件終了後に期待

される効果 
給水車及び貯水タンクが供与されることにより、被災民の安全な水が確保され、基 

礎的生活環境の一つが改善されることから、被災民の自立支援に向けた取り組みを支

援することが可能となる。 

５．他ドナーによる支

援との関係（重複

の有無等） 

（１）UNICEF も国家上下水道公社に対して、給水車の供与を行っているが、同公社に

よる調整や、日本大使館と UNICEF との情報交換により、対象地域の調整が図られ

ており、支援の重複はなく、効果的に活用されている。 

（２）貯水タンクについては、各ドナー機関も支援しているが、設置場所については、

国家上下水道公社及び現地対策本部が設置された各県地方行政官事務所、県内各

地区行政事務所の調整により、重複なく有効に活用されている。 

 



 

 

６．広報効果（ビジビ

リティー） 
本件で供与された車輌・物資は、いずれも安全な水の確保の観点から、津波災害後 

の支援として極めて重要であるも、貯水タンク及び給水車の広報効果については、以

下のような差異がみられた。 

＊貯水タンク 

ノンプロで調達した本機材の引き渡しが、３月 30 日（バキュームカーと併

せて実施）等と遅れたため、引き渡し式の開催によって一定の広報効果を得た

ものの、津波直後から、多くのドナー機関が貯水タンクを提供していることか

ら、実効性の点では課題を残した。 

＊給水車 

給水車の供与は、日本の支援(11 台)が最大である。ODA マークが塗装され

た給水車が、その機動性を活かして広い地域で給水活動を展開していること、

また、仮設住宅地域への給水活動は長期にわたるため、日本の貢献を継続的か

つ広域的に示すことが可能となっている。 

７．被援助国等による

評価 
（１）昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名以上、

被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、避難キャン

プ数は全国で 800 ヶ所以上に達し、未曾有の災害となった。被災地、避難キャ

ンプ地、仮設住宅地で生活を余儀なくされている被災民にとり、安全な水の確

保は重要な課題となっていた。 

（２）本件は、津波災害後の重要課題であった「安全な水の確保」に対して迅速に

対応したものであり、当国政府及び国民から高い評価を受けている。 
８．教訓・提言等 （１）教訓（貯水タンク） 

  災害人道支援として、避難キャンプへ供与される貯水タンクは、比較的簡易

な構造であることから、上記６．のとおり、同時期に、多くのドナーが集中的

に行うこととなる。また、ドナー機関によっては、各県地区行政事務所や県地

方行政官事務所と調整せずに、緊急ということで、被災コミュニティに直接に

配布する場合があり、国家上下水道公社や各県地方行政官事務所によっても、

当初、配布先としての真にニーズのある地域を同定するのに苦慮する状況がみ

られた。貯水タンクは、緊急時においてニーズの高い支援物資であるが、ノン

プロ無償資金による調達には時間を要することから、同無償資金で貯水タンク

を提供する場合は、調達が見込める時期（実際に配布される時期）を勘案し、

現地ニーズの変化を踏まえた形で、貯水タンクの容量、数量等を調整する必要

がある。 
 
（２）提言（貯水タンク） 

    本案件の教訓を踏まえた提言は下記のとおりである。 

    広域大規模災害において緊急支援を行う際には、現地ニーズ、他ドナー機関



 

 

の動向の把握に加え、迅速な対応が強く求められる。混乱した状況の中で、各

被災地域の現地ニーズとの照合を、スリランカの行政機構を通して調査するこ

とは、現実的でなく、対応の遅延を招くこととなる。 

貯水タンク等の緊急性が極めて高い機材・物資を供与する場合は、入札、業

者選定、契約、納入といった一連の調達手続きでは、現地の緊急ニーズに十分

即応できない畏れがある。 

 したがって、広域災害時における貯水タンク等、「緊急性の高い機材」で、か

つ、「復旧・復興事業までの移行期間の使用と使用目的が限定される機材」案件

については、 

①調査、調整への日本側の体制整備   

緊急時の現地のニーズ調査、配布先等の調整については、スリランカ側の

行政機構を支援（技術協力）するとの観点から、当初から、JICA 緊急開発調

査の派遣を積極的に検討することが重要と考える。 

②緊急機材リストの見直し 

過去の広域大規模災害時の知見を集積し、緊急時から短期復旧事業の開始

までの移行期間にのみ使用期間や目的が限定される「緊急機材リスト」の見

直しを行う。 

③調達方法の事前の整理 

同「緊急機材リスト」の機材については、迅速な調達が可能となるよう、

備蓄、ないし、調達手続きを予め整理しておき、災害直後の段階から、被災

国と調整できるよう、制度を整備しておく。 

   ④JICA による緊急物資の提供との関連 

 大規模災害時において、JICA による緊急物資（緊急性の極めて高い機材）

を被援助国から追加要請があった場合、現行の支援体系では十分即応できな

い畏れがあることから、同緊急物資のストック量の見直し、制度の見直しを

検討する。 

９．その他  

別添：写真資料 



 

 

（別添） 

避難キャンプ・仮設住宅地域における衛生管理への支援 

（給水車・貯水タンクの供与計画） 

写真資料 

                  
 ２．塗装されたＯＤＡマーク（その１） １．ODAマークを塗装中の給水車 

 
 
 
    
  2005.05.03                    
 
 
 
    
  2005.11.10                     
 
 
 
 
３．塗装されたＯＤＡマーク（その２） ４．被災地域で稼働する給水車 

  （2005年10月25日） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
  
５．被災地域で巡回する給水車 

  （2005年11月5日） 

６．被災地域に配布された給水タンク 

  （2005年3月30日） 

 
 



 

 

マータラ地区水管橋及び被災地域の上水道の再整備計画

スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 
衛生環境の再整備への支援： 

 
（水管橋の復旧、水道パイプ・水道メーターの供与） 

作成日：平成１７年１２月９日 
担当公館名：在スリランカ日本大使館 
国名：スリランカ 
案件名：衛生環境の再整備への支援：

ーの供与）

  
マータラ地区水管橋及び被災地域の上水道の再整備計画（水管橋の復旧、水道パイプ・水道メータ

 
実施機関：都市開発・水供給省（国家上下水道公社） 
案件の目的及び概要 津波により流失したマータラ地区の水管橋の復旧を含め、被災地域 県の上水道配水

網の修復工事を行うもの。（ 緊急開発調査との連携案件）

対象地域：マータラ県

対象地域：ジャフナ県、トリンコマリ県、バティカロア県、ハンバントタ県、

     マータラ県、ゴール県

対象地域：ジャフナ県、トリンコマリ県、バティカロア県、ハンバントタ県、
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JICA  

（１） 水管橋の復旧工事（1スパン（30m）×1橋） 
 

（２） 水道パイプの提供（１式） 
 

 
（３） 水道メーターの提供（60,000個） 

 
     マータラ県、ゴール県 

１．案件の進捗状況 （１）水管橋の復旧工事

   契約日：平成 年 月 日

   契約金額：

 （施工業者選定） 

   契約先：大成建設株式会社

   進捗状況：建設中

（平成 年 月完工予定であるも、本水管橋は災害に強い スパン構造を

る。）

   契約日：平成 年 月 日

   契約先：

   進捗状況：順次納入中

（３）水道メーターの提供

   契約日：平成 年 月 日

  
 （施工管理業者選定）  

17 7 27  
   契約先：Ceywater Consultants (Pvt) Ltd. 

Rs. 2,189,400 
 

   契約日：平成 17年 8月 8日 
 

   契約金額：Rs. 26,195,000 
 

18 2 1
採用しており、同資機材の調達状況によって、完工期が変更する可能性があ

 
（２）水道パイプの提供 

17 7 28  
Lanka Development Network (Pvt) Ltd. 

   契約金額：Rs. 125,245,876.35 
 

（平成 17 年 12 月 8 日現在） 
 

17 8 8  
   契約先：Access International (Pvt) Ltd. 



 

 

  進捗状況：順次納入中

（平成 17 年 12 月 8 日現在）

   契約金額：Rs. 75,600,000 
 

 

２．案件の妥当性 （１）昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名以上、

以上に達する等甚大な被害が生じた。避難キャンプ地や仮設住宅地域では安全

けたため、市民生活を安定させる上でも、水道網の復旧は急務であった。 

（２）特に、マータラ県（人口約 万人）はスリランカ南部に位置し、今次津波被

タラ市街東方にある水管橋部で破壊され近傍のドンドラ地区の 13,000 世帯が断

はポリエチレンパイプによる仮復旧が施されているが、安定的な水供給のため、

本水管橋の本格復旧が求められている。 

JICA、JICS 関係者から構成される「ノンプロジェクト無償運営管理委員会」に

（４）以上のとおり、本件は①当国ニーズに合致していること、②供与内容について

は、スリランカ政府内で十分検討されたものであることから、妥当であると認め

 
被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸、避難キャンプ数は全国で 800 ヶ所

な水の確保が重要となったほか、多くの地区で水道網が津波により被害を受

80
災により沿岸部は多大な被害を受けた。上水道施設においては、送水幹線がマー

水状態となったほか、配水網も各地で被害を受けた。現在、水管橋部の送水幹線

（３）本件は、都市開発・水供給省から要請されたものであり、財務計画省、大使館、

おいて、検討され決定に至ったものである。 

られる。 

３．施設／機材の活用

 度 水道パイプ・水道メーター：契約を了し、順次納入中である。

（平成 17 年 12 月 8 日現在）

水管橋の復旧：建設業者との契約を了し、現在、建設準備中である。 
 

 
４．案件終了後に期待 （１）本件対象地域は被災地域 県に及ぶことから、津波災害後に重要課題となって

ことが期待できる。

が確保される。

される効果 
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いる「安全な水の確保」に対応した支援として、日本の貢献を広域的に広報する

 
（２）水管橋が整備されることにより、ドンドラ地区における安全な水へのアクセス

 
５．他ドナーによる支

の有無等） 
援との関係（重複

他ドナーとの重複はない。 

 

６．広報効果（ビジビ （１）水管橋を建設中のサイトは、コロンボとスリランカ南部を結ぶ主要道路（国道

である旨のＯＤＡマークを貼付した工事看板を設置しており、広報効果は高い。

（２）被災した旧水管橋は スパン構造であったことから津波・洪水の影響を受けや

パン構造の災害に強い構造物が整備されることとなり、日本の知見や技術を活か

リティー） 2 号）に位置し車両の通行量は多い。建設サイトには日本の支援による復旧工事

2
すい形態となっていた。本件において、JICA 緊急開発調査の提言により、1 ス

した支援を示すことが可能となる。 



 

 

評価

（１）昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数

上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、避難キ

宅地における衛生環境の維持を図る水道網の再整備は、被災民の生活を安定

に対応したものであり、また、人間の安全保障の観点からだけでなく、長期的

７．被援助国等による

 
38,000 名以

ャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した。被災地、避難キャンプ地、仮設住

させる上でも急務となっていた。 

（２）本件は、津波災害後の重要課題であった「安全な水の確保」に対して迅速

復興の観点からも重要であることから、当国政府及び国民から高い評価を受け

ている。 
８．教訓・提言等 １．教訓 

（１）技術協力に際しては、日本の自然災害からの過去の復旧・復興の経験と教訓を

スリランカ側の理解が得られたことは、スリランカ政府による災害復旧・復興の

プロセス形成に寄与したと考える。

た。また、上部工をスリランカで入手可能な材料で構成する等、設計段階から、

がなされたことにより、今後はスリランカ側のみで設計・建設することが可能と

なった。

２．提言

ズ調査、フィージビリティ調査及びインフラ部門の具体的復興プランの提案を行な

われた後、ノンプロ無償資金による案件の具体化に至ったものであり、JICA と JICS

デルケース」といえる。今後の大規模災害時における、より迅速かつ効果的な我が

討した上で、より有用性の高い制度体系を構築しておくことが重要である。

活かして調査・計画が行われ、現地の事情・状況に即した計画・設計を提示し、

 
（２）災害に強い構造物とするため、中間橋台を必要としない 1スパン構造を採用し

十分に都市開発・水供給省の意見を取り入れ、JICA調査により的確な技術移転

 
 

 
本件は、スリランカ政府の復興政策の下、JICA 緊急開発調査により、現地ニー

が相互補完的に連携・協力した「技術協力」と「ノンプロ無償資金協力の連携のモ

国の支援を行えるよう、本件を含め JICA・JICS が連携・協力した案件を十分に検

 
９．その他  

別添：写真資料 



 

（別添） 

マータラ地区における上水道の再整備計画 

 

    
  2005.06.14                    2005. 06.14 
   水管橋 仮管設置状況（１）             水管橋 仮管設置状況（２） 
 
 
 

    
  2005.11.04                    2005. 11.04 
   水管橋 仮管補修済み（１）            水管橋 仮管補修済み（２） 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 

衛生環境の再整備への支援： 

し尿処理施設建設支援計画（バティカロア県、ハンバントタ県） 

作成日：平成１７年１２月９日 

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：スリランカ 

案件名：衛生環境の再整備への支援： 

し尿処理施設建設支援計画（バティカロア県、ハンバントタ県） 

実施機関：都市開発・水供給省（国家上下水道公社） 

案件の目的及び概

要 

避難キャンプが多い地域（バティカロア県、ハンバントタ県）において、衛生

状況の悪化を防ぐことを目的として、し尿処理施設を建設するもの。 

（JICA 緊急開発調査との連携案件） 

 

（１） し尿処理施設（バティカロア県） 

（２） し尿処理施設（ハンバントタ県） 

１．案件の進捗状況 （１）し尿処理施設（バティカロア県） 

 （施工管理業者選定） 

   契約日：平成 17 年 9 月 9日 

   契約先：Ceywater Consultants (Pvt) Ltd. 

   契約金額：Rs. 920,600.00 

 （施工業者選定）  

   契約日：平成 17 年 11 月 21 日 

   契約先：Texone Technologies (Pvt) Ltd. 

   契約金額：Rs. 11,419,266.79 

   進捗状況：契約終了、建設準備中（平成 18 年 3 月完成予定） 

 

（２）し尿処理施設（ハンバントタ県） 

（施工管理業者選定） 

   契約日：平成 17 年 9 月 9日 

   契約先：Ceywater Consultants (Pvt) Ltd. 

   契約金額：Rs. 789,200.00 

 （施工業者選定）  

   契約日：平成 17 年 11 月 30 日 

   契約先：H.M.A. Engineering Construction 

   契約金額：Rs. 9,302,172 

   進捗状況：契約終了、建設準備中（平成 18 年 3 月完成予定） 

 

 



 

２．案件の妥当性 （１）昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000

名以上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生

じ、避難キャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した。避難キャンプ地の

仮設トイレや、避難先となっている学校の既存のトイレのし尿処理能力

の不足が著しく、衛生状況の悪化が危惧されたことから、バキュームカ

ー及びトイレ清掃のための高圧洗浄機の配備は喫緊の課題となった。 

（２）これらの問題に対応するため、横浜市から無償提供された９台のバキュ

ームカーを、ノンプロ無償資金を活用して緊急移送し、併せて、実際にし

尿処理活動に従事する都市開発・水供給省国家上下水道公社のスタッフに

対して、バキュームカーの運転・操作・維持管理に係る指導やスペアパー

ツの供与を行った。 

しかし、上記のバキュームカー（９台）等は有効活用され、被災民に十

分裨益しているものの、同車輌等により回収された汚物の最終処理能力が

十分でないことから、新たな最終処理施設の建設が必要となった。 

（３） そのため、スリランカ政府（都市開発省国家上下水道公社）は、し尿処

理施設に係る要請書を「ノンプロジェクト無償運営管理委員会」（構成：財

務計画省、大使館、JICA、JICS 関係者）に提出し、県行政官事務所との間

で調整を了したバティカロア県及びハンバントタ県の２カ所への建設が決

定した。 

（４） なお、本件は、JICA 緊急開発調査によりフィージビリティ調査及び具

体的な設計支援により、案件形成の迅速化が図られている。 

（５）また、本件の環境影響評価については、スリランカ側の要請に基づき、

初期環境影響評価（IEE: Initial Environmental Examination）を完了し、

環境評価上の建設許可を取得済みである。 

（６）以上のとおり、本案件は①当国ニーズに合致していること、②供与内容

については、スリランカ政府内で十分検討されたものであること、③フィ

ージビリティについて、JICA 緊急開発調査により確認されていること、④

環境評価が行われていることから、妥当であると認められる。 

３．施設／機材の活

用度 

建設業者との契約を了し、現在、建設準備中である。（平成 17 年 12 月 8 日現在）

４．案件終了後に期

待される効果 

（１）本件施設の建設により、被災民の生活衛生環境の水準が維持され、伝染

病の発生等保健医療上の深刻な問題の惹起を防ぐことが期待できる。 

（２）また、生活衛生環境の問題を解消することにより、被災民の自立支援に

向けた取り組みを支援することが可能となる。 

５．他ドナーによる

支援との関 

（重複の有無等） 

都市開発・水供給省国家上下水道公社により、対象地域について調整が行われ

ており、他ドナーによる支援との重複はない。 

 



 

 

６．広報効果（ビジ

ビリティー） 

（１）し尿処理の問題は、津波災害後の緊急人道支援として最重要事項の一つ

であり、当国政府、国民及びマスコミの関心が高いことから、高い広報効

果があるものと考えられる。 

（２）また、本件により、先行実施されたバキュームカー等の供与からし尿処

理施設の建設に至るまで、し尿処理に係る一連の支援を行うこととなり、

我が国のきめ細かな津波災害支援を示すことが期待できる。 

７．被援助国等によ

る評価 

（１）昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000

名以上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生

じ、避難キャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達し、未曾有の災害となっ

た。被災地、避難キャンプ地、仮設住宅地で生活を余儀なくされている

被災民にとり、生活衛生環境の維持は急務となっていた。 

（２）本件は、避難キャンプ地や仮設住宅地域における衛生環境の維持に

対応したものであり、当国政府及び国民から高い評価を受けている。 

８．教訓・提言等 （１）教訓 

① し尿処理施設を行う場合、現地における行政機関及び住民との合意形

成、適切な土地の同定、精度の高い設計及び環境影響評価等様々な調整

が求められる。特に、津波災害後の混乱した中では、被援助国政府及び

現地行政機関は多岐にわたる分野の対策を講じなければならず、上記の

調整を十分行い得ない場合がある。実際、本件事例ではないものの、他

ドナー機関がし尿処理施設の建設をコミットしたにもかかわらず、当国

政府及び現地行政機関による調整が十分行なわれず、また、当該ドナー

機関側も一連の調整に係るノウハウを十分に有していなかったことか

ら、頓挫した事例がみられた。 

 ② 他方、本件の場合、JICA 緊急開発調査により、し尿処理施設の建設に

係るフィージビリティ調査、的確な設計計画及び各種手続きに必要な情

報を収集した建設計画・手続きに関するマニュアルの提供がスリランカ

政府に行われた後、ノンプロ無償資金による案件の具体化（JICS による

実施）に至ったものである。スリランカ側で建設地の同定に期間を要し

たものの、技術協力（JICA 緊急開発調査）と資金協力（ノンプロ無償）

との連携による効果的な協力となっている。 

③ 以上のことから、特に、大規模災害時において、し尿処理施設等下水

分野の施設を新たに建設する場合の教訓として、以下の点が挙げられ

る。 

イ）当国政府及び現地行政機関の調整能力等の状況を十分見きわめ、

必要に応じ、JICA による案件形成への協力を図ることが重要であ

る。 

ロ）新規施設案件については、土地の確定を早期に行う上でも、裨益

効果が求められる時期に施設が完成するよう、スリランカ政府と入



 

 

札、建設等の事業スケジュールを事前に策定することが必要であ

る。 

 

（２）提言 

本件は、スリランカ政府の復興政策の下、JICA 緊急開発調査により、

現地ニーズ調査、フィージビリティ調査及び建設計画・手続きに関する

マニュアルの提供等インフラ部門の具体的復興プランの提案を行なわれ

た後、ノンプロ無償資金による案件の具体化に至ったものであり、技術

協力（JICA）と資金協力とが相互補完的に連携・協力した「技術協力と

ノンプロ無償資金協力の連携のモデルケース」といえる。今後の大規模

災害時における、より迅速かつ効果的な我が国の支援を行えるよう、本

件を含め JICA・JICS が連携・協力した案件を十分に検討した上で、より

有用性の高い制度体系を構築しておくことが重要である。 

９．その他 本件は、土地同定の点を除けば、概ね円滑に進捗しており、我が国支援が高

く評価されている。特に、JICA 緊急開発調査により、的確な設計及び各種手続

きに必要な情報を収集した建設ガイドラインが提供され、尿処理施設の建設に

係る一連の技術移転が図られていることから、スリランカ側では、土地の同定

を了した上で、同ガイドラインを活用して、新たに５サイトを建設することと

し、日本政府への支援要請を検討している。 

 

 



 
スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 

避難キャンプへの配電への支援 

避難民キャンプ、仮設住宅への電力供給 
（小型発電機の供与） 

作成日：平成１７年１２月９日 

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：スリランカ 

案件名：避難キャンプへの配電への支援： 

避難民キャンプ、仮設住宅への電力供給（小型発電機の供与） 

実施機関：電力エネルギー省 

     セイロン電力公社 

案件の目的及び

概要 

被災民キャンプ、仮設住宅への電力の提供（スリランカ政府の調査に基づき被災

地区に各配布：別添配布リスト） 

（イ） 小型発電機（１００台） 

（ロ） 小型発電機内陸輸送及び配線工事 

 

１．案件の進捗状

況 

（イ）小型発電機（１００台） 

  契約日：平成 17 年 4 月 8日 

  契約先：Mackwoods Ltd. 

  契約金額：Rs. 29,800,000 

  進捗状況：平成 17 年 6 月 8日 納入 

       平成 17 年 6 月 14 日 供与式実施 

 

（ハ） 小型発電機内陸輸送及び配線工事 

  契約日：平成 17 年 6 月 20 日 

  契約先： Ceylon Electricity Board (CEB) 

  契約金額：Rs. 6,000,000.00（上限） 

  進捗状況：Ceylon Electricity Board により実施中 

 

２．案件の妥当性 津波発生後、各被災県においては仮設避難キャンプができ、１月の段階では約

800 カ所以上の仮設キャンプにおいて 80 万人近くが避難生活を送っていたが、

その後、自立復興できる者は自宅の復興を進め、また、親戚等に移り住み、その

結果、４月までに仮設避難所（Temporary Shelter、Transition House）は、約

263 カ所（計約 12 万所帯）と減じた。 

これら仮設避難所に居住する被災家族は、スリランカ政府が日本を含めた各

国、国際機関、ＮＧＯ等のドナーの協力を得て進めている住宅整備が終了するま

で、避難所生活を送ることとなるが、これら避難所は市街地から離れ、既存の配

電線網から外れていることが多く、避難所への電力の供給は、避難生活を安定さ

せる上でも、また、治安を維持する上でも重要な課題となっていた。そのためＣ

ＥＢは、これら避難所のための小型発電機として１００台を要請し、各被災県の

状況に応じ、別添リストのとおり配布し、設置を進めている。 

 

 本機材は、仮設キャンプ地における主要な生活インフラとしての電力提供を行

うものであり、被災民の生活の安定、心身の安定、治安維持等に関する効果が認

 



 

 

められる妥当な機材である。 

３．施設／機材の

活用度 

ゴール県では避難キャンプ地に既に１０台の発電機が配布・設置されており、

適正に活用されている。当該避難キャンプ地の住民は、燃料の不足から電気の使

用時間は限られているものの、キャンプ地内の夜間移動が容易となった、治安状

況が改善された、子供の勉強の役に立っているなどの意見が寄せられており、好

評を得ている。 

その他の地域では、セイロン電力庁県事務所までの配布は了しているものの、

１月に電力エネルギー省が要請し、６月に発電機が納品されるまでの間に、避難

キャンプ、仮設住宅には、既に電線から配線が行われるなど、発電機へのニーズ

の変化が生じた。また、スリランカ側にて負担する発電機用の燃料の予算が、各

県で負担できない等の理由により、設置が遅れており、現在、スリランカ側にて

再調整を行っているところである。 

 

４．期待される効

果 

 避難キャンプ地、仮設住宅等で、心身ともに不安定な生活を強いられている避

難民にとって、夜間の照明等に使用される電力は、避難民の生活及び心身の安定、

仮設キャンプ地の治安維持に極めて効果的である。 

５．他ドナーによ

る支援との関

係（重複の有

無等） 

仮設キャンプ・避難所の管理は、被災県のＧＡ（中央政府から派遣された県の

行政官）がおこなうため、事前にドナー間との調整が図られている。 

６．広報効果（ビ

ジビリティ

ー） 

 発電機には、ＯＤＡマークが添付されており、毎日、発電機から仮設住宅に配

電されていることから、被災民にとり日本の貢献が分かりやすい案件といえる。

７．被援助国等に

よる評価 

(1)昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名以

上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、避

難キャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した等、未曾有な災害となった。

(2)また、配電線網が被害を受けたため、停電状況が続き、また、避難キャンプ、

仮設住宅等への電力の供給は、緊急な課題となっており、本件機材の供与の

妥当性は、認められ評価されている。今後の課題として、早期に発電機の設

置が必要な地域、仮設住宅等を確定する必要がある。 

 

８．教訓・提言等 １．教訓 

 本案件については、避難民の生活及び心身の安定、仮設キャンプ地の治安維持

のために必要不可欠であり、現地ニーズと合致していた。 

 しかしながら、本発電機は要請に基づき管理運営委員会により支援を決定し、

入札手続きを行い、落札した業者が当該製品を製造し、実際に現地に納入される

までに、津波から約半年が経過したことから、日常生活の基礎インフラである電

力は既に復旧し、また、他のＮＧＯ等からの支援を得て自助努力で発電機を調達

しているキャンプ地も多く、大きなニーズの変化が見られている。 

 また、本件はスリランカ側にて発電機用燃料を負担するとの前提で進められて



 

 

に増加している中、

の予算の割り当ても現時点では十分でない状態にある。 

２

調達に期間を要するため、納入の段階でニ

ー

ＩＣＡとの連携の在り方を含めた、柔軟な制度を検討しておく必要がある。 

用目的が限定される機材案件については、以下

の点に

ⅰ）

、JICA

緊急開発調査の派遣を積極的に検討することが重要と考える。 

ⅱ）

得る機材については、再設置方法等の指導も行っておく必要があ

る。 

ⅲ）

害直後の段階か

 

   

     

は、１月の段階で、Ｊ

ＩＣＡより緊急物資として提供されている）。 

③

きたものであるが、津波後、スリランカ政府の財政支出が大幅

そ

 

．提言 

上記教訓を踏まえた提言は以下のとおり。 

(1)本案件は、スリランカ政府が行う復旧事業への移行の中で実施されたもの

であるが、ノンプロ無償の制度上、

ズの変化があったものである。 

緊急時には、支援物品を迅速に調達・配布し、現地ニーズの変化に追随した効

率的な支援を行うことが必要である。そのためには、調査から、調達、配布、設

置等と一連の協力を円滑に行えるよう、「技術協力」と「資金協力」の連携等と、

Ｊ

 

(2)広域災害時における発電機等、「緊急性の高い機材」で、かつ、「復旧・復興

事業までの移行期間の使用」と使

つき検討が必要である。 

調査、調整への日本側の体制整備  

緊急時の現地のニーズ調査、配布先等の調整については、スリランカ

側の行政機構を支援（技術協力）するとの観点から、当初から

 

緊急機材リストの見直し 

過去の広域大規模災害時の知見を集積し、緊急時から短期復旧事業の

開始までの期間に最もニーズが強く、早期の調達が求められる「緊急機

材リスト」の見直しを行う。発電機のように、緊急時の予備電源として

備蓄し

 

調達方法の事前の整理 

同「緊急機材リスト」の機材については、迅速な調達が可能となるよ

う、備蓄、ないし、調達手続きを予め整理しておき、災

ら、被災国と調整できるよう、制度を整備しておく。

 

ⅳ）JICA による緊急物資の提供との関連 

大規模災害時において、JICA による緊急物資（緊急性の極めて高い機

材）について、被援助国から追加要請があった場合、現行の支援体系

では十分即応できない畏れがあることから、同緊急物資のストック量

の見直しや、制度の見直しを検討する（発電機

 

被援助国との役割分担 

 本件のように機材は援助するがランニングコストは被援助国側の負担でと

いうような、被援助国との役割分担を行った上で案件化することは、被援助国

の意識醸成（オーナーシップ）や技術力向上のために重要な考え方ではあるが、



 

 

等も含め、総合的に支援する方が、効率的となる場合もあ

ると考えられる。 

緊急時における被援助国政府の財政状況等様々な周辺状況を臨機応変に勘案

し、燃料等の消耗品

 

９．その他  

添

する報道 

別添３：配布先一覧 

付資料 

別添１：写真資料 

別添２：引き渡しに関



 

写真（電力供給：発電機）                             （別添１） 

 

    
  2005.06.14                    2005. 06.14 
   調達された発電機（１）               調達された発電機（２） 
 
 
 

    
  2005. 06.14                    2005. 11.04 
   発電機 引渡式                   発電機設置 被災キャンプ 
 
 
 

    
  2005. 10.10                   2005. 10.10 
   発電機 設置状況（１）              発電機 設置状況（２） 
 

 

























DS Division GS Division Housing Complex
村 集落

1 Town & Gravets Sumadhankara Pura Sumadhankara Pura
2 Town & Gravets Sambalthive Koonespuri
3 Seruwila Uppural Uppural
4 Kinniya Fizal Nagar Fizal Nagar
5 Kinniya Fizal Nagar Koofa Nagar
6 Kinniya Fizal Nagar Puthu Nagar
7 Muthur Nallur Maleimundal
8 Muthur Nawarathnapuram Ilakkanthai
9 Muthur Koonathive Soodaaikkuda
10 Kuchchaveli Periyakulam Periyakulam
11 Kuchchaveli Kazim Nagar Narasingamalei
12 Kuchchaveli Pudawakattu Senthoor
13 Eechchalampaththu Verugalmonthuwaram Soora Nagar
14 Eechchalampaththu Verugalmonthuwaram Kalladi
15 Eechchalampaththu Aanathive Walathottam
DS: Divisional Secretary
GS: Grama Senaka (Village)

Trincomalee District

No.



District No. of Generators
Jaffna 18
Mulative 12
Kilinochchi 1
Trincomalee 15
Batticaloa 9
Ampara 20
Hambantota 6
Matara 9
Galle 10
Total 100

Distribution of Generators



（別添３）

県 台数
ジャフナ 18
ムラティブ 12
キリノッチ 1
トリンコマリ 15
バティカロア 9
アンパラ 20
ハンバントタ 6
マタラ 9
ゴール 10

合　　計 100

発電機配布先一覧



 
スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 

避難民への住宅支援： 
日本-スリランカ友好村建設 その１ イクバルナガール地区 

作成日：平成１７年１２月９日 

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：スリランカ 

案件名：被災民への住宅支援： 

日本-スリランカ友好村建設 その１ イクバルナガール地区 

実施機関：住宅・建設・工業省 

案件の目的及び

概要 

今次津波により破壊された住宅は 8万戸にのぼり、被災者は未だ多くが仮設住

宅、避難キャンプでの生活を余儀なくされている。スリランカ国政府は防災の観

点から海岸沿いの建造物の建設を禁止（バッファゾーンを設置）したことから、

住民移転のための「復興タウンシップ（津波被災に伴う住宅復旧を中心とした市

街地再整備計画）」計画に、各ドナー等の支援を得て取り組んでいる。本件は、

JICA 緊急開発調査により、被災地の状況、移住先の用地確保、移住に係る住民コ

ミュニティーの意向等が確認できた地区において、被災コミュニティー共同管理

による共同住宅の建設をタウンシップとして周辺公共インフラの整備を含めて

支援するものである。また、津波住宅再建室や都市開発公社により、各ドナーと

の調整が図られている。 

なお、本件住宅については、住宅供給公社の監督の下、コミュニティーが共同

管理することとなっている。 

（JICA 緊急開発調査との連携案件） 

 

注１：スリランカ政府は、住宅整備のガイドラインとして、生活インフラ整備の

他、学校施設、小規模医療施設、幼稚園、コミュニティーホール、公共グラ

ンド、児童公園等の公共・公益施設を整備することをドナー側に要望してい

る。JICA 緊急開発調査により日本の整備基準を参考としつつ、津波住宅再建

室や都市開発公社との協議・合意により整備することを決定した。 

注２：本件は、JICA 緊急開発調査が、被害状況、復興ニーズを調査し、住宅分野

の復興計画を住宅省に提案。住宅省が同復興計画を採用し、その計画の実現

をノンプロ無償の資金で行うもの。 

 

友好村建設（トリンコマリ県イクバルナガール地区）支援内容 

   ＊ 240 戸の移転住宅の建設 

＊ 公共インフラ施設（道路，上水道，配電、幼稚園、コミュニティーホ

ール、公共グランド、バス停、郵便局、コミュニティー地区行政事務

所、小規模市場等）の整備 

１．案件の進捗状

況 

友好村建設（トリンコマリ県イクバルナガール地区） 

 12 月末までに契約を了し、平成 18 年１月から着工する予定（完成予定は平成

18 年 10 月）。 

 



 

 

２．案件の妥当性 本件については、①当国政府は、津波被災復旧において、住宅分野を最優先分野

としており、かかるニーズに合致していること、②当国の住宅支援に係るガイド

ラインを満たしていること、③実施体制等について JICA 緊急開発調査により確

認されていること、④ムスリム及びタミルの両コミュニティーの融和が図られる

よう十分配慮されていること、及び⑤コミュニティーエンパワメントやコミュニ

ティー自身による持続的発展を図るための JICA「技術協力」と「ノンプロジェ

クト無償資金協力」の連携案件となっており、両スキームの相乗効果が期待でき

ることから、実施の妥当性は極めて高いといえる。 

 

（１）本件は住宅・建設・工業省の要請により、津波の被害が大きかった北東部

地域における被災民移転住宅建設を目指したものである。津波復興の援助調

整を行う国家再建対策本部（TAFREN)や、移転住宅整備のドナー調整に当た

る津波住宅再建室や、住宅供給公社、都市開発公社等と支援方針を調整しつ

つ、JICA 緊急開発調査においてス国側から提案あったイクバルナガール地区

の用地（国有地）につき、現地踏査、環境調査、移転住民意向調査などを実

施して、被災民移転住宅プロジェクトとしてまとめられたものであり、「ノ

ンプロジェクト無償運営管理委員会」（構成：財務計画省、大使館、JICA、

JICS 関係者）に提出し、同運営管理委員会で検討され、決定されたものであ

る。 

（２）また、本件については、住宅整備と併せ、生計復旧支援のためのパイロッ

トプロジェクトを JICA 緊急開発調査により実施し、本件対象地区周辺との

格差是正にも配慮しつつ、総合的に被災民の生活再建を支援することとして

いる。 

（３）支援内容については、スリランカ政府が発表した津波被災民住宅支援策の

ガイドラインである供給する住宅の規模等、施設内容等と整合させている。

（４）本件は、併行して実施している JICA 緊急開発調査により、単にコミュニ

ティーの生活環境の整備だけではなく、コミュニティーの生活再建に向けた

自助努力を維持しつつ、コミュニティーエンパワメントやコミュニティー自

身による持続的発展が可能となるよう配慮されており、JICA による「技術協

力」と「ノンプロジェクト無償資金協力」の連携した案件となっている。 

（５）ムスリム及びタミルの両コミュニティー間の融和を図るための「ソーシャ

ルハーモニー・ワークショップ」を開催する等、各コミュニティーが結束し

て再建に取り組むための関係構築まで配慮している。 

３．施設／機材の

活用度 

12 月末までに契約を了し、平成 18 年１月から着工する予定（完成予定は平成

18 年 10 月）。 

４．案件終了後に

期待される効

果 

（１）246 戸(1,200 人)分の住宅が整備され、被災住民の生活 (ｸﾁｬﾍﾞﾘ郡の移転

需要 1,287 戸の 20％に相当)が復旧する。 

（２）インフラ・公共・公益施設が住宅建設と共に整備され、良好な社会生活を

維持するための社会環境が整備され、持続的発展が期待できる新たなコミュ

ニティーが形成される。 

（３）タミル 110 戸・ムスリム 136 戸が一つの共同コミュニティーを形成して、



 

 

生計に関する活動を行うことから、草の根レベルでの平和構築に寄与する。

５．他ドナーによ

る支援との関

係（重複の有

無等） 

当国津波住宅再建室及び都市開発公社により調整が図られており、他ドナーとの

重複はない。 

 

６．広報効果（ビ

ジビリティ

ー） 

（１）津波後復旧・復興における最重要分野の一つである住宅分野の支援として、

また、比較的支援の届きにくい北・東部支援として、高い広報効果が期待で

きる。 

（２）タミル・ムスリム両コミュニティーが協力してコミュニティーの復旧・復

興を図るものとなっていることから、平和構築案件としての広報効果が期待

できる。 

７．被援助国等に

よる評価 

（１）昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名

以上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、

避難キャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した。避難キャンプ、仮設住

宅で避難生活をする被災民に対しての住宅支援は、急務の課題であった。

（２）住宅整備は、長期的な観点からも重要であり、当国政府及び国民から

高い評価を受けている。 

８．提言・教訓等 １．教訓 

（１）本件は、JICA 調査により、対象地域の被害状況、土地の同定や避難民の生

活圏の変化等を含むフィージビリティ調査を踏まえて計画案が住宅・建設・

工業省に提出され、同省が行う住宅分野の復旧事業として、ノンプロ無償資

金による案件の具体化に至ったものである。 

特に、コミュニティーの再建を目的とした住宅建設プロジェクトの場合、

住宅建設区域の生活環境の整備だけではなく、コミュニティーの生活再建に

向けた自助努力（オーナーシップ）を支えつつ、コミュニティーエンパワメ

ントやコミュニティー自身による持続的発展をいかに図っていくかの点が

重要となる。さらに、本件では、タミル民族とムスリム民族が同地域に移転

することから、早期の段階で民族間の融和を図っておくことが重要となる。

この点については、JICA 緊急開発調査により、コミュニティー参加型で具

体的な支援の内容やレイアウトプランの作成を行っており、また、ムスリム

及びタミル・コミュニティの融和を図るための「ソーシャルハーモニー・ワ

ークショップ」を開催する等、各コミュニティーが結束して、再建に向けた

取り組みを行っており、JICA 緊急開発調査の果たしている役割は極めて大き

く、JICA「技術協力」と「ノンプロジェクト無償資金協力」の連携した優良

な案件となっている。 

（２）津波災害がスリランカ沿岸部の３分の２強が津波の被害を受けたことか



 

 

ら、復旧・復興プロジェクトが全国規模で展開され、建設需要が急増し、建

設コストの上昇をまねいた。 

また、円に対して現地通貨（ルピー）高の傾向が生したため、為替により

ノンプロ無償資金 80 億円の支援規模において、現地通貨額での支援規模が

縮小する等の現象が生じた。 

この結果、一時的に、当初見込まれた総定額での事業が困難となり、事業

規模の縮小の畏れが生じた。 

 

２．提言 

  上記教訓を踏まえた提言は以下のとおり。 

（１） 本件は、スリランカ政府の復興政策の下、JICA 調査により、現地ニーズ

調査、フィージビリティ調査及びインフラ部門の具体的復興プランの提案を

行なわれた後、ノンプロ無償資金による案件の具体化に至ったものであり、

JICA と JICS が相互補完的に連携・協力した「技術協力とノンプロ無償資金

協力の連携のモデルケース」といえる。 

したがって、今後の大規模災害時において、我が国がより迅速かつ効果的

な支援を行うためには、本件をモデル例として、十分に事例研究した上で、

JICA・JICS の連携・協力を含めて、より有用性の高い支援制度・体系を積極

的に検討することが重要であると考えられる。 

（２）大規模災害時のインフラ再建プロジェクトを行うに当たっては、外国から

の資金・物資の集中的流入や建設需要の急増に伴う物価の急激な変化や為替

リスクを十分予検討した上で、より有用性の高い制度体系を構築しておくこ

とが重要である。 

９．その他  

別添資料：日本－スリランカ友好村（イクバルナガール）レイアウトプラン 

 



 

 

（別添） 

 

日本－スリランカ友好村建設計画（その １：イクバルガール地区） 

              レイアウト図 
 



 
スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 

被災民への住宅支援： 

日本-スリランカ友好村建設 その２ ヒジラナガール地区 

作成日：平成１７年１２月９日 

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：スリランカ 

案件名：被災民への住宅支援： 

日本-スリランカ友好村建設 その２ ヒジラナガール地区 

実施機関：住宅・建設・工業省 

案件の目的及び

概要 

今次津波により破壊された住宅は 8万戸にのぼり、被災者は未だ多くが仮設住

宅、避難キャンプでの生活を余儀なくされている。スリランカ国政府は防災の観

点から海岸沿いの建造物の建設を禁止（バッファゾーンを設置）したことから、

住民移転のための「復興タウンシップ（津波被災に伴う住宅復旧を中心とした市

街地再整備計画）」計画に、各ドナー等の支援を得て取り組んでいる。本件は、

JICA 緊急開発調査により、被災地の状況、移住先の用地確保、移住に係る住民コ

ミュニティーの意向等が確認できた地区において、被災コミュニティー共同管理

による共同住宅の建設をタウンシップとして周辺公共インフラの整備を含めて

支援するものである。また、津波住宅再建室や都市開発公社により、各ドナーと

の調整が図られている。 

なお、本件住宅については、住宅供給公社の監督の下、コミュニティーが共同

管理することとなっている。 

（JICA 緊急開発調査との連携案件） 

 

注：スリランカ政府は、住宅整備のガイドラインとして、生活インフラ整備の他、

学校施設、小規模医療施設、幼稚園、コミュニティーホール、公共グランド、

児童公園等の公共・公益施設を整備することをドナー側に要望している。

JICA 緊急開発調査により日本の整備基準を参考としつつ、津波住宅再建室や

都市開発公社との協議・合意により整備することを決定した。 

 

友好村建設（アンパラ県ヒジラナガール） 

   ＊ 200 戸の移転住宅の建設  

＊ 公共インフラ施設（道路，上水道，配電、幼稚園、コミュニティーホ

ール，共同グランド、バス停、郵便局、コミュニティー地区行政事務

所、小規模市場等）の整備 

１．案件の進捗状

況 

友好村建設（ヒジラナガール，アンパラ） 

12 月末までに契約を了し、平成 18 年１月から着工する予定（完成予定は平 

成 18 年 10 月）。 

 



 
２．案件の妥当性 本件については、①当国政府は、津波被災復旧において、住宅分野を最優先分野

としており、かかるニーズに合致していること、②当国の住宅支援に係るガイド

ラインを満たしていること、③実施体制等について JICA 緊急開発調査により確

認されていること、及び④コミュニティーエンパワメントやコミュニティー自身

による持続的発展を図るための JICA「技術協力」と「ノンプロジェクト無償資

金協力」の連携案件となっており、両スキームの相乗効果が期待できることから、

実施の妥当性は極めて高いといえる。 

 

（１）本件は住宅・建設・工業省の要請により、津波の被害が大きかった北東部

地域における被災民移転住宅建設を目指したものである。津波復興の援助調

整を行う国家再建対策本部（TAFREN)や、移転住宅整備のドナー調整に当た

る津波住宅再建室や、住宅供給公社、都市開発公社等と支援方針を調整しつ

つ、JICA 緊急開発調査においてス国側から提案あったヒジラナガール地区の

用地（国有地）につき、現地踏査、環境調査、移転住民意向調査などを実施

して、被災民移転住宅プロジェクトとしてまとめられたものであり、「ノン

プロジェクト無償運営管理委員会」（構成：財務計画省、大使館、JICA、JICS

関係者）に提出し、同運営管理委員会で検討され、決定されたものである。

（２）また、本件については、住宅整備と併せ、生計復旧支援のためのパイロッ

トプロジェクトを JICA 緊急開発調査により実施し、本件対象地区周辺との

格差是正にも配慮しつつ、総合的に被災民の生活再建を支援することとして

いる。 

（３）支援内容については、スリランカ政府が発表した津波被災民住宅支援策の

ガイドラインである供給する住宅の規模等、施設内容等と整合させている。

（４）本件は、併行して実施している JICA 緊急開発調査により、単にコミュニ

ティーの生活環境の整備だけではなく、コミュニティーの生活再建に向けた

自助努力を維持しつつ、コミュニティーエンパワメントやコミュニティー自

身による持続的発展が可能となるよう配慮されており、JICA による「技術協

力」と「ノンプロジェクト無償資金協力」の連携した案件となっている。 

３．施設／機材の

活用度 

12 月末までに契約を了し、平成 18 年１月から着工する予定（完成予定は平成 18

年 10 月）。 

４．案件終了後に

期待される効

果 

（１） 200 戸(1,000 人)の津波被災者が移転、被災住民の生活が復旧。(ポトヴ

ィル市の移転需要 1,607 戸の 15％) 

（２）インフラ・公共・公益施設が住宅建設と共に整備され、良好な社会生活を

維持するための社会環境が整備され、持続的発展が期待できる新たなコミィ

ニティーが形成される。 

（３）アクセス道路などインフラ施設・公共・公益施設が周辺コミュニティーに

裨益する。 

（４）周辺に移住している紛争被災移転民と協調することにより、草の根の平和

構築に資することが可能となる。 

 



 
５．他ドナーによ

る支援との関

係（重複の有

無等） 

当国津波住宅再建室及び都市開発公社により調整が図られており、他ドナーとの

重複はない。 

なお、本件対象地域周辺には、世界銀行・国際 NGOによる紛争被害者用の移
転住宅があり、本件にて整備される公共公益施設が共同利用されることになって

いる（アクセス道路、バスルート、コミュニティー施設の共同利用等）。 

６．広報効果（ビ

ジビリティ

ー） 

津波後復旧・復興における最重要分野の一つである住宅分野の支援として、また、

比較的支援の届きにくい北・東部支援として、高い広報効果が期待できる。 

７．被援助国等に

よる評価 

（１）昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名

以上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、

避難キャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した。避難キャンプ、仮設住

宅で避難生活をする被災民に対しての住宅支援は、急務の課題であった。

（２）住宅整備は、長期的な観点からも重要であり、当国政府及び国民から

高い評価を受けている。 

８．提言・教訓等 １．教訓 

（１）本件は、JICA 調査により、対象地域の被害状況、土地の同定や避難民の生

活圏の変化等を含むフィージビリティ調査を踏まえて計画案が住宅・建設・

工業省に提出され、同省が行う住宅分野の復旧事業として、ノンプロ無償資

金による案件の具体化に至ったものである。 

特に、コミュニティーの再建を目的とした住宅建設プロジェクトの場合、

住宅建設区域の生活環境の整備だけではなく、コミュニティーの生活再建に

向けた自助努力（オーナーシップ）を支えつつ、コミュニティーエンパワメ

ントやコミュニティー自身による持続的発展をいかに図っていくかの点が

重要となる。 

この点については、JICA 緊急開発調査により、コミュニティー参加型で具

体的な支援の内容やレイアウトプランの作成や再建に向けた取り組みを支

援しており、JICA 緊急開発調査の果たしている役割は極めて大きく、JICA

「技術協力」と「ノンプロジェクト無償資金協力」の連携した優良な案件と

なっている。 

（２）津波災害がスリランカ沿岸部の３分の２強が津波の被害を受けたことか

ら、復旧・復興プロジェクトが全国規模で展開され、建設需要が急増した。

そのため、建設コストの上昇をまねいた。 

また、円に対して現地通貨（ルピー）高の傾向が生したため、為替により

ノンプロ無償資金 80 億円の支援規模において、現地通貨額での支援規模が

縮小する等の現象が生じた。 

この結果、一時的に、当初見込まれた総定額での事業が困難となり、事業

規模の縮小の畏れが生じた。 

 

２．提言 

  上記教訓を踏まえた提言は以下のとおり。 

 



 

 

（１） 本件は、スリランカ政府の復興政策の下、JICA 調査により、現地ニーズ

調査、フィージビリティ調査及びインフラ部門の具体的復興プランの提案を

行なわれた後、ノンプロ無償資金による案件の具体化に至ったものであり、

JICA と JICS が相互補完的に連携・協力した「技術協力とノンプロ無償資金

協力の連携のモデルケース」といえる。 

したがって、今後の大規模災害時において、我が国がより迅速かつ効果的

な支援を行うためには、本件をモデル例として、十分に事例研究した上で、

JICA・JICS の連携・協力を含めて、より有用性の高い支援制度・体系を積極

的に検討することが重要であると考えられる。 

（２）大規模災害時のインフラ再建プロジェクトを行うに当たっては、外国から

の資金・物資の集中的流入や建設需要の急増に伴う物価の急激な変化や為替

リスクを十分予検討した上で、より有用性の高い制度体系を構築しておくこ

とが重要である。 

９．その他  

別添資料：日本－スリランカ友好村（レイアウトプラン） 

 



 

 

（別添） 

 

日本－スリランカ友好村建設計画（その ２：ヒジラナガール地区） 

              レイアウトプラン 
 
 



 
スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 

被災民への住宅支援： 

日本-スリランカ友好村建設 その３ コナサプリ地区 

作成日：平成１７年１２月９日 

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：スリランカ 

案件名：被災民への住宅支援： 

日本-スリランカ友好村建設 その３ コナサプリ地区 

実施機関：住宅・建設・工業省 

案件の目的及び

概要 

今次津波により破壊された住宅は 8万戸にのぼり、被災者は未だ多くが仮設住

宅、避難キャンプでの生活を余儀なくされている。スリランカ国政府は防災の観

点から海岸沿いの建造物の建設を禁止（バッファゾーンを設置）したことから、

住民移転のための「復興タウンシップ（津波被災に伴う住宅復旧を中心とした市

街地再整備計画）」計画に、各ドナー等の支援を得て取り組んでいる。本件は、

JICA 緊急開発調査により、被災地の状況、移住先の用地確保、移住に係る住民コ

ミュニティーの意向等が確認できた地区において、被災コミュニティー共同管理

による共同住宅の建設をタウンシップとして周辺公共インフラの整備を含めて

支援するものである。また、津波住宅再建室や都市開発公社により、各ドナーと

の調整が図られている。 

なお、本件住宅については、住宅供給公社の監督の下、コミュニティーが共同

管理することとなっている。 

（JICA 緊急開発調査との連携案件） 

 

注：スリランカ政府は、住宅整備のガイドラインとして、生活インフラ整備の他、

学校施設、小規模医療施設、幼稚園、コミュニティーホール、公共グランド・

児童公園等の公共・公益施設を整備することをドナー側に要望している。JICA

緊急開発調査により日本の整備基準を参考としつつ、津波住宅再建室や都市開

発公社との協議・合意により整備することを決定した。 

 

友好村建設（トリンコマリ県コナサプリ地区） 

トリンコマリ県コナサプリ（移転住宅地の造成及び生活基盤インフラ、

公共インフラの整備：国際 NGO との連携案件） 

 

土地造成や生活基盤整備が進んでいないため住宅建設を着工できない

状況を解消するため、我が国資金で移転住宅地の造成及び公共インフ

ラ整備（道路、給電、給水、排水施設、コミュニテイィーセンター等）

を行い、造成した同地域に NGO（日本赤十字：240 戸、Caritas：100

戸、RDF／GVC ITALIA：51 戸、Lions Club：100 戸）が住宅建設を行う

もの。 

本件は、我が国と国際NGOとの連携案件とのモデルケースとして注目されている。

１．案件の進捗状 友好村建設（コナサプリ，トリンコマリ） 

 



 
況 12 月末までに契約を了し、平成 18 年１月から着工する予定（完成予定は平成 18

年 10 月）。 

２．案件の妥当性 本件については、①当国政府は、津波被災復旧において、住宅分野を最優先分野

としており、かかるニーズに合致していること、②当国の住宅支援に係るガイド

ラインを満たしていること、③実施体制等について JICA 緊急開発調査により確

認されていること、及び④コミュニティーエンパワメントやコミュニティー自身

による持続的発展を図るための JICA「技術協力」と「ノンプロジェクト無償資

金協力」の連携案件となっており、両スキームの相乗効果が期待できることから、

実施の妥当性は極めて高いといえる。 

 

（１）本件は住宅・建設・工業省の要請により、津波の被害が大きかった北東部

地域における被災民移転住宅建設を目指したものである。津波復興の援助調

整を行う国家再建対策本部（TAFREN)や、移転住宅整備のドナー調整に当た

る津波住宅再建室や、住宅供給公社、都市開発公社等と支援方針を調整しつ

つ、JICA 緊急開発調査においてス国側から提案あったコナサプリ地区の用地

（国有地）につき、現地踏査、環境調査、移転住民意向調査などを実施して、

被災民移転住宅プロジェクトとしてまとめられたものであり、「ノンプロジ

ェクト無償運営管理委員会」（構成：財務計画省、大使館、JICA、JICS 関係

者）に提出し、同運営管理委員会で検討され、決定されたものである。 

（２）また、本件については、住宅整備と併せ、生計復旧支援のためのパイロッ

トプロジェクトを JICA 緊急開発調査により実施し、本件対象地区周辺との

格差是正にも配慮しつつ、総合的に被災民の生活再建を支援することとして

いる。 

（３）支援内容については、スリランカ政府が発表した津波被災民住宅支援策の

ガイドラインである供給する住宅の規模等、施設内容等と整合させている。

（４）本件は、併行して実施している JICA 緊急開発調査により、単にコミュニ

ティーの生活環境の整備だけではなく、コミュニティーの生活再建に向けた

自助努力を維持しつつ、コミュニティーエンパワメントやコミュニティー自

身による持続的発展が可能となるよう配慮されており、JICA による「技術協

力」と「ノンプロジェクト無償資金協力」の連携した案件となっている。 

３．施設／機材の

活用度 

12 月末までに契約を了し、平成 18 年１月から着工する予定（完成予定は平成 18

年 10 月）。 

４．案件終了後に

期待される効

果 

（１）500 戸（2,500 人）の津波被災住民が移転、被災住民（トリンコマリ市の

移転需要 1,300 戸の 40％）の生活が復旧する。 

（２）インフラ・公共・公益施設が住宅建設と共に整備され、良好な社会生活を

維持するための社会環境が整備され、持続的発展が期待できる新たなコミィ

ニティーが形成される。 

（３）アクセス道路などインフラ施設・公共・公益施設が周辺コミュニティーに

裨益する。 

（４）周辺に移住している紛争被災移転民と協調することにより、草の根の平和

構築に資することが可能となる。 

 



 
（５） 被災地支援における国際 NGO との連携モデルが構築される。 

５．他ドナーによ

る支援との関

係（重複の有

無等） 

当国津波住宅再建室及び都市開発公社により調整が図られており、他ドナーとの

重複はない。 

なお、住宅・建設・工業省の要請及び津波住宅再建室等の合意に従い、国際 NGO
が住宅と一部の施設を担当し、日本政府が土地造成、生活インフラの整備及び公

益施設の建設を担当しており、定例的に現地ドナー会議を開催して、完成時期を

含めて協調して建設することとしている。 
６．広報効果（ビ

ジビリティ

ー） 

津波後復旧・復興における最重要分野の一つである住宅分野の支援として、また、

比較的支援の届きにくい北・東部支援として、高い広報効果が期待できる。 

７．被援助国等に

よる評価 

（１）昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名

以上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、

避難キャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した。避難キャンプ、仮設住

宅で避難生活をする被災民に対しての住宅支援は、急務の課題であった。

（２）住宅整備は、長期的な観点からも重要であり、当国政府及び国民から

高い評価を受けている。 

８．提言・教訓等 １．教訓 

（１）本件は、JICA 調査により、対象地域の被害状況、土地の同定や避難民の生

活圏の変化等を含むフィージビリティ調査を踏まえて計画案が住宅・建設・

工業省に提出され、同省が行う住宅分野の復旧事業として、ノンプロ無償資

金による案件の具体化に至ったものである。 

特に、コミュニティーの再建を目的とした住宅建設プロジェクトの場合、

住宅建設区域の生活環境の整備だけではなく、コミュニティーの生活再建に

向けた自助努力（オーナーシップ）を支えつつ、コミュニティーエンパワメ

ントやコミュニティー自身による持続的発展をいかに図っていくかの点が

重要となる。 

この点については、JICA 緊急開発調査により、コミュニティー参加型で具

体的な支援の内容やレイアウトプランの作成や再建に向けた取り組みを支

援しており、JICA 緊急開発調査の果たしている役割は極めて大きく、JICA

「技術協力」と「ノンプロジェクト無償資金協力」の連携した優良な案件と

なっている。 

（２）津波災害がスリランカ沿岸部の３分の２強が津波の被害を受けたことか

ら、復旧・復興プロジェクトが全国規模で展開され、建設需要が急増した。

そのため、建設コストの上昇をまねいた。 

また、円に対して現地通貨（ルピー）高の傾向が生したため、為替により

ノンプロ無償資金 80 億円の支援規模において、現地通貨額での支援規模が

縮小する等の現象が生じた。 

この結果、一時的に、当初見込まれた総定額での事業が困難となり、事業

規模の縮小の畏れが生じた。 

（４）本件のように、国際 NGOが住宅と一部の施設を担当し、日本政府が土地

 



 

 

造成、生活インフラの整備及び公益施設の建設を担当するような、他ドナー

機関との連携案件の場合、迅速かつ円滑に事業を進捗させるためには、津波

住宅再建室及び都市開発公社等被援助国側の強い調整能力や、ドナー間の役

割分担について、完工期を含めて十分調整しておくことが求められる。 
 

２．提言 

  上記教訓を踏まえた提言は以下のとおり。 

（１） 本件は、スリランカ政府の復興政策の下、JICA 調査による現地ニーズ調

査やフィージビリティ調査を踏まえて、国際ＮＧＯと調整しつつ、レイアウ

トプランを提案し、ノンプロ無償資金による案件の具体化に至ったものであ

り、JICA と JICS が相互補完的に連携・協力した「技術協力とノンプロ無償

資金協力の連携のモデルケース」といえる。 

したがって、今後の大規模災害時において、我が国がより迅速かつ効果的

な支援を行うためには、本件をモデル例として、十分に事例研究した上で、

JICA・JICS の連携・協力を含めて、より有用性の高い支援制度・体系を積極

的に検討することが重要であると考えられる。 

（２）大規模災害時のインフラ再建プロジェクトを行うに当たっては、外国から

の資金・物資の集中的流入や建設需要の急増に伴う物価の急激な変化や為替

リスクを十分予検討した上で、より有用性の高い制度体系を構築しておくこ

とが重要である。 

 
９．その他  

別添資料：日本－スリランカ友好村（コナサプリ地区レイアウトプラン） 



 

 

（別添） 

日本-スリランカ友好村建設計画（その３：コナサプリ地区） 

レイアウトプラン 



 

スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 

 

土木工事用建機の支援： 

建設機械、建設機械スペアパーツの供与 
 

作成日：平成１７年１２月９日 

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：スリランカ 

案件名：土木工事用建機の支援： 

建設機械、建設機械スペアパーツの供与 

実施機関：住宅建設産業省 

国家資機材公社 

案件の目的及び概要 復興に係る土木工事等に必要な建機及び建機のスペアーの供与。 

 

（イ） 建設機械（ブルドーザー１台、削掘機２台） 

（ロ） 建設機械修復に必要なスペアーパーツ（１式） 

 

１．案件の進捗状況 （イ）建設機械（ブルドーザー１台、削掘機２台） 

  契約日：平成 17 年 3 月 15 日 

  契約先：United Tractor & Equipment Ltd. 

  契約金額：Rs. 33,150,000 

  進捗状況：平成 17 年 5 月 13 日 納入 

平成 17 年 5 月 19 日 引渡式実施 

 

（ロ）建設機械修復に必要なスペアーパーツ（１式） 

  契約日：平成 17 年 3 月 7日（United Tractor & Equipment Ltd.） 

      平成 17 年 3 月 14 日（SENOK Trade Combine Ltd.） 

      平成 17 年 3 月 22 日（Diesel & Motor Engineering Co. Ltd.） 

  契約先：United Tractor & Equipment Ltd. 

      SENOK Trade Combine Ltd. 

      Diesel & Motor Engineering Co. Ltd. 

  契約金額：USD 187,432.34（United Tractor & Equipment Ltd.） 

Rs. 25,188,600（SENOK Trade Combine Ltd.） 

Rs. 22,660,147.60（Diesel & Motor Engineering Co. Ltd.） 

  進捗状況：スペアーパーツ全量納入完了（7月）。現在重機修理に使用中。 

 

２．案件の妥当性  今次津波は、スリランカの約 2/3 の沿岸部を襲い、多くの住宅、道路、橋梁、公

共施設等を押し流した。このため、被災地に散乱した瓦礫や大型ゴミの除去等、復

旧作業を早期に行うため、建設用重機を調達することは必要不可欠であった。 

 瓦礫除去等の復旧作業に関する膨大な需要に対応するためには、多くの建設重機

が必要であり、新規調達のみでなく、スペアーパーツの供与によって部品の故障に

より稼働していなかった建設重機を修理し、復旧のニーズに対応することも、効率

 



 

 

的な援助を行うとの観点から、妥当であったと判断できる。 

 なお、本施策の実施機関である国家資機材公社は、建設重機（ブルドーザー、パ

ワーシャベル等）を所有し、道路開発庁や民間企業などの求めに応じて、それらを

貸し出し、個々の民間企業が十分な数の建設重機を所有できない当国において、建

設事業等を行える体制を整備しているものである。 

今次復旧活動においては、瓦礫の処理等、重機が必要であり、同組織を効率的に

活用し、被災地復旧を進める形式を取った本支援は、極めて妥当な手法であったと

考えられる。 

 

３．施設／機材の活用

度 

 供与されたブルドーザー１台、削掘機２台は、道路開発庁や復旧活動に携わる国

際ＮＧＯなどの求めに応じ、貸出されている。 

 またスペアーパーツを使用し、現在 10 台の建設重機の修理を終えるとともに、

22 台について修理中である。一部不足するスペアーパーツがあり、追加のスペア

ーパーツがあればさらなる修理が可能となる。 

なお、国家資機材公社からは、特にスペアーパーツについては、大きなニーズが

あるとのこと、本支援に対する謝意の表明があった。 

 

４．案件終了後に期待

される効果 

 被災地の瓦礫処理、工事案件に対して、本重機が貸し出され、復旧事業の効率化、

促進化が期待される。 

５．他ドナーによる支

援との関係（重複

の有無等） 

 支援内容に他ドナーとの重複はない。 

６．広報効果（ビジビ

リティー） 

 建設重機には、ＯＤＡマーク及び日本国旗が明示されており、日本政府及び日本

国民からの支援であることがわかるようになっている。 

７．被援助国等による

評価 

(1)昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名以上、

被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、避難キャ

ンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した等、未曾有な災害となった。 

(2)そのため、政府、国際機関、ＮＧＯ等様々機関が復旧・復興作業を行っている

が、重機が不足していることから、国家資機材公社の制度を活用し、同公社を

強化する本支援は、高い評価を得ている。 

 

 

８．提言・教訓等 １．教訓 

 本案件については、津波被害復旧のために必要不可欠であり、現地ニーズと合

致していた。 

 津波直後には、国家資機材公社の所有する建設重機には津波被害を受けたもの

も含めて故障中のものが多く、スペアパーツを供与しそれらを修理する必要が生

じた。しかしながら、津波直後のニーズ調査では、迅速性を担保する必要性があ



 

 

るため、スペアーパーツ等の細かい部品に対するニーズを正確に把握することに

は限界があり、実際は概数で要請せざるを得なく、このため、実際の修理作業が

開始されてから、部品の不足が明らかになるケースがあった。 

 

２．提言 

広域大規模災害においては、緊急物資の輸送、医療の提供等のため、瓦礫の処

理、道路・架橋の緊急修復は、一刻を争う対応が求められる。そのため、重機は

不可欠な機材となるが、今回のケースでは、国家資機材公社において、稼動でき

る十分な重機を有していなかったこと、また、現有の重機の保守点検が十分でな

かったことから、故障中の重機も多い状況にあり、スリランカ政府が進める初動

体制に十分に応えられなかったとの懸念がある。 

新規提供されたブルドーザー１台、削掘機２台は、復旧工事に十分に活用され

ているが、そのためにも、平時より重機の保守管理を適正に行い、稼動する重機

の確保等日頃からの同公社の管理体制の強化が必要と考える。そのためには必要

に応じて、技術協力等による支援も必要と考えられる。 

 

９．その他  

 別添資料 

  別添１：写真資料 

  別添２：引き渡しに関する報道 

 



 

 

写真（建設機械）                                  （別添１） 

 

    
  2005.05.17                    2005. 05.17 
   調達された建設機械（１）               調達された建設機械（（２） 
 
 
 

    
  2005. 05.19                    2005. 05.19 
   建設機械 引渡式（１）               建設機械 引渡式（２） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2005.12.2                    2005.12.2 
スペアパーツを使用し修理された重機（１）     スペアパーツを使用し修理された重機（２） 
 











 
スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 

道路網の整備への支援： 

東部地域４カ所のコーズウェイ（海岸土手道）の修復支援 
 

作成日：平成１７年 12 月 9 日 

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：スリランカ 

案件名：道路網の整備への支援： 

東部地域４カ所のコーズウェイ（海岸土手道）の修復支援 

実施機関：ハイウェイ省 

道路開発庁 

案件の目的及び

概要 

東部地域４カ所のコーズウェイ（海岸土手道）の修復 

今次津波は、スリランカの約２／３の沿岸部を襲い、東部海岸沿いは、まさに津

波の直撃を受け、大きな被害を被った。特に、東部海岸沿いを走る幹線道路 A4

国道にあるコーズウェイ（海岸土手道）は、海岸からの距離が近いという位置的

条件や砂質土からなるという構造的条件から、甚大な被害を受けた。本件は、重

要な４箇所のコーズウェイの復旧・復興工事を行い、安定した物流の確保を行い、

様々な復旧・復興事業を円滑に進める環境を整備するもの。 

（JICA 緊急開発調査との連携案件） 

東部コーズウェイ建設 

・ パニッチャンケニ コーズウェイ（長さ 520m） 

・ コッダイアカラー コーズウェイ（長さ 670m） 

・ ペリヤカラー コーズウェイ（長さ 770m） 

・ コマリ コーズウェイ（長さ 260m） 

 

１．案件の進捗状

況 

東部コーズウェイ建設 

 （施工管理業者選定） 

  契約日：平成 17 年 6 月 3日 

  契約先：オリエンタルコンサルタンツ 

  契約金額：￥ 49,886,000 

 

 （施工業者選定） 

  契約日：平成 17 年 7 月 26 日 

  契約先：間組 

  契約金額：￥ 810,000,000 

進捗状況：平成 17 年 8 月 25 日 起工式実施 

 

 



 
２．案件の妥当性 今次津波は、スリランカの約 2/3 の沿岸部を襲い、東部海岸沿いを走る幹線道

路 A4 国道は、まさに津波の直撃を受け、大きな被害を被った。 

津波被災後、道路開発庁において、物流確保の観点から応急措置として、瓦礫

の排除、仮修復などを行ったが、被災地においては、被災民への食糧配布等の人

道支援の継続を、また、様々な住宅建設、学校建設等、社会・公共インフラ整備

を進めなければならず、資機材搬入のための物流の確保として道路の整備は急務

となっている。特に、コーズウェイ（海岸土手道）は、海岸からの距離が近いと

いう位置的条件や砂質土からなるという構造的条件から、甚大な被害を受けた。

現在は仮復旧工事によって通行は可能になっているものの、満潮時には冠水する

など A4 国道のボトルネックとなっており、復興に不可欠な流通にも大きな支障

をきたしている。また、構造的にも車両荷重や潮流に対して中長期的安定は確保

されていない。 

このため、東部海岸沿い A4 国道上において、津波で被害を受け仮復旧のまま

となっている４箇所のコーズウェイの復旧工事を緊急的に行い、安定した物流の

確保を行い、様々な復興事業を円滑に進める環境を整備する本事業の実施は極め

て妥当なものである。 

 

３．施設／機材の

活用度 

 現在建設中（06 年 10 月完工予定） 

４．案件終了後に

期待される効

果 

１．工事中に期待される効果 

 地元住民の工事用労働者の雇用による地元での就労機会の増加並びに工事を

通じての地元住民の社会参加及びコミュニティの能力向上が図られる。 

 

２．工事完了後に期待される効果 

本事業によって、A4 国道のボトルネットとなっているコーズウェイ部分の改修

を行うことにより、主に東部州の住民約 150 万人の交通や流通が改善され、円滑

な旅客、物資の流通が確保され、復旧事業及び経済活動の活性化が大きく図られ

るものである。 

 

５．他ドナーによ

る支援との関

係（重複の有

無等） 

他のドナーとの重複はない 

（A4 国道の復旧は、日本、ADB などが連携、協調して実施することになっている。）

 

６．広報効果（ビ

ジビリティ

ー） 

建設中のサイトには、日本の支援による復旧工事である旨の看板が立てられて

いる他、現場工事事務所にはＯＤＡマークを明示しており日本の貢献であること

が分かるようになっている（完成後の各コーズウェイには日本の支援により復旧

した旨のプラーク（銘板）を設置する予定である。）。 

 各コーズウェイは国民が長期間にわたり日常的に活用するものであり、高い広

報効果が継続するものと認められる。 

 



 
７．被援助国等に

よる評価 

(1)昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名以

上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、避難

キャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した等、未曾有な災害となった。ま

た、沿岸部の道路、橋梁は大被害を受けた。 

(2)復旧・復興作業を進める上で、道路網の再整備は、最優先に取り組む課題で

あり、また、コーズウェイは、交通のボトルネックにもなることから、緊急に

復旧させる必要がある。そのため、本支援を行うことに対して、高い評価を得

ている。 

 

８．提言・教訓等 １．教訓 

(1)本件は、スリランカ政府の復興政策の下、JICA がニーズ調査を実施し、具体

的復興プランの提案を行い、その後、ノンプロ資金による案件の具体化（JICS

による実施）と、一連の協力活動が円滑に行われた。本事業は、JICA 緊急開発調

査とノンプロ無償（JICS）との連携による 効果的な協力となった。 

(2)道路網の再整備には膨大な予算が必要となるが、１月にスリランカ政府と世

銀、ADB、JICA、JBIC による合同のニーズ調査を行ったため、情報が関連機関で

共有され、最も緊急度が高い橋梁等の復旧をノンプロ無償の資金で行うこととす

るなどの円滑な調整を行うことができた（道路網の整備は、主に世銀、ADB、JBIC

の借款協力による）。このように、JICA、JBIC のニーズ調査への参加は、効率的、

かつ迅速な支援体制の構築に寄与した。 

 

２．提言 

 (1) 本事業の目的を確保するため、工事中の施工管理を適格に行うことが求め

られている。 

 

 (2) 本復旧事業への支援は、スリランカ政府の復興政策の下、JICA がニーズ調

査を実施し、インフラ部門の具体的復興プランの提案（技術協力）を行い、その

後、ノンプロ資金による案件の具体化（資金協力）と、「技術協力」と「資金協

力」との一連の協力活動が、円滑に行われたモデルケースといえる。本件は、実

施機関の役割において、技術協力を行う JICA とノンプロ無償の調達監理を行う

JICS とが連携して相互補完の効果的な協力となったもので、日本の支援制度に対

する評価をも行い、スリランカ側も日本の協力制度について理解を深めることが

重要と考える。 

 

９．その他 本事業に関する基本設計は、復興事業への支援としてハイウェイ省からの要請

のもと、JICA 緊急開発調査により行われた。その結果、基本設計が 2ヶ月で完成

する等、迅速性が求められる復興支援において、JICA 事業との連携で、ノンプロ

無償による実施との効率化が図られた。 

また、道路開発庁に所属するＪＩＣＡ専門家が、ＪＩＣＡ緊急開発調査が開始

される以前から、関係機関との調整や情報収集に奔走し、緊急開発調査に対し的

確な情報を提供したことも、迅速性確保に大いに貢献した。 

 



 

 

 

 添付資料 

  別添１：写真資料 

  別添２：工事着工に関する報道 

  別添３：位置図 

 



 

写真（東部コーズウェイ）                             （別添１） 

 

    
  2005.08.25                    2005. 08.25 
   東部コーズウェイ起工式（Komari）（１）      東部コーズウェイ起工式（Komari）（２） 
 
 
 

    
  2005. 08.25                    2005. 08.25 
   東部コーズウェイの状況（Komari）（１）       東部コーズウェイの状況（Komari）（２） 
 
 
 

    
  2005. 08.25                    2005. 08.25 
   東部コーズウェイの状況（Komari）（３）       東部コーズウェイの状況（Komari）（４） 
 
 

 



 

 

 
 
 

    
  2005.11.23                    2005. 11.23 
   東部コーズウェイ建設状況（１）          東部コーズウェイ建設状況（２） 
 
 
 

    
  2005.11.23                    2005. 11.23 
   東部コーズウェイ建設状況（３）          東部コーズウェイ建設状況（４） 
 
 
 









 
スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 

道路網の整備への支援： 

南部地域５カ所の橋梁修復支援 
 

作成日：平成１７年１２月９日 

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：スリランカ 

案件名： 道路網の整備への支援： 

     南部地域５カ所の橋梁修復支援 

実施機関：ハイウェイ省 

道路開発庁 

案件の目的及び

概要 

南部地域５カ所の橋の修復工事 

津波は、スリランカの約２／３の沿岸部を襲い、コロンボとゴール、マータラな

どの南部地域の主要都市を結ぶ幹線道路である AA002 国道も、大きな被害を受け

た。AA002 国道上において、重要な橋梁が津波で被害を受け、仮設橋のままとな

っており、物流のボトルネックとなっている。そのため以下の５橋梁の復旧工事

を行い、安定した物流の確保を行い、様々な復興事業を円滑に進める環境を整備

する。 

（JICA 開発調査との連携案件） 

 

南部橋梁建設 

・ アクララ橋梁（幅 17.2m、長さ 20.0m） 

・ シーニガマ橋梁（幅 17.2m、長さ 15.0m） 

・ マガッラ橋梁（幅 19.2m、長さ 30.0m） 

・ ゴイヤパナ橋梁（幅 17.2m、長さ 15.0m） 

・ ウェリガマ橋梁（幅 19.6m、長さ 7.0m） 

１．案件の進捗状

況 

南部橋梁建設 

 （施工管理業者選定） 

  契約日：平成 17 年 4 月 20 日 

  契約先：オリエンタルコンサルタンツ 

  契約金額：￥ 48,000,000 

 

 （施工業者選定） 

  契約日：平成 17 年 7 月 11 日 

  契約先：熊谷組 

  契約金額：￥ 546,000,000 

進捗状況：平成 17 年 8 月 14 日 起工式実施 

 

 



 
２．案件の妥当性 今次津波は、スリランカの約２／３の沿岸部を襲い、コロンボとゴール、マー

タラなどの南部地域の主要都市を結ぶ幹線道路である AA002 国道も、大きな被害

を受けた。 

津波被災後、道路開発庁において、物流確保の観点から応急措置として、道路

においては瓦礫の排除、仮修復、また架橋においては、仮設橋を設置したが、被

災地においては、被災民への食糧配布等の人道支援の継続を、また、様々な住宅

建設、学校建設等、社会・公共インフラ整備を進めなければならず、資機材搬入

のための物流の確保として道路・橋の整備は急務となっている。特に、点的構造

物である橋梁は、仮復旧工事によって通行は可能になっているものの、幅員不

足・線形不良から AA002 国道のボトルネックとなっており、復興に不可欠な流通

にも大きな支障をきたしている。 

このため、南部海岸沿い AA002 国道上において、重要な橋梁となっている津波

で被害を受けた仮設橋のままとなっている５橋梁の復旧工事を緊急的に行い、安

定した物流の確保を行い、様々な復興事業を円滑に進める環境を整備する本事業

の実施は極めて妥当なものである。 

 

３．施設／機材の

活用度 

現在建設中（06 年 8 月完工予定） 

４．案件終了後に

期待される効

果 

１．工事中に期待される効果 

 地元住民の工事用労働者の雇用による地元での就労機会の増加並びに工事を

通じての地元住民の社会参加及びコミュニティの能力向上が図られる。 

 

２．工事完了後に期待される効果 

AA002 国道のボトルネックとなっている橋梁を改修することにより、西部州

（5.5 百万人）の中心都市コロンボと南部州（2.3 百万人）の円滑な旅客、物資

の流通が確保され、復旧事業及び経済活動の活性化が図られるものである。 

 

５．他ドナーによ

る支援との関

係（重複の有

無等） 

他のドナーとの重複はない。本件は、世界銀行(WB)との連携、協調案件となっ

ており、橋梁の前後の道路区間は世銀が担当する。 

６．広報効果（ビ

ジビリティ

ー） 

建設中のサイトには、日本の支援による復旧工事である旨の看板が立てられて

いる他、現場工事事務所にはＯＤＡマークを明示しており日本の貢献であること

が分かるようになっている（完成後の各橋梁には日本の支援により復旧した旨の

プラーク（銘板）を設置する予定である。）。 

 各橋梁は国民が長期間にわたり日常的に活用するものであり、高い広報効果が

継続するものと認められる。 

 

 



 
７．被援助国等に

よる評価 

(1)昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名以

上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、避難

キャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した等、未曾有な災害となった。ま

た、沿岸部の道路、橋梁は大被害を受けた。 

(2)復旧・興被作業を進める上で、道路網の再整備は、最優先に取り組む課題で

あり、また、橋梁は、交通のボトルネックにもなることから、緊急に復旧させ

る必要がある。そのため、本支援を行うことに対して、高い評価を得ている。

 

８．教訓・提言等 １．教訓 

 (1)本件は、スリランカ政府の復興政策の下、JICA がニーズ調査を実施し、具体

的復興プランの提案を行い、その後、ノンプロ資金による案件の具体化（JICS

による実施）と、一連の協力活動が円滑に行われた。本事業は、JICA 緊急開発調

査とノンプロ無償（JICS）との連携による 効果的な協力となった。 

(2)道路網の再整備には、長大な予算が必要となるが、１月にスリランカ政府と

世銀、ADB、JICA、JBIC による合同のニーズアセスメントを行ったため、情報が

関連機関で共有され、最も緊急度が高い橋梁等の復旧をノンプロ無償の資金で行

うこととするなど、円滑な調整を行うことができた（道路網の整備は、主に世銀、

ADB、JBIC の借款協力による）。このように、JICA、JBIC の合同アセスメントの

参加等は、効率的、かつ迅速な支援体制の構築に寄与した。 

 

２．提言 

 (1) 本事業の目的を確保するため、工事中の施工管理を適格に行うことが求め

られている。 

 

 (2) 本復旧事業への支援は、スリランカ政府の復興政策の下、JICA がニーズ調

査を実施し、インフラ部門の具体的復興プランの提案（技術協力）を行い、その

後、ノンプロ資金による案件の具体化（資金協力）と、「技術協力」と「資金協

力」との一連の協力活動が、円滑に行われたモデルケースといえる。本件は、実

施機関の役割において、技術協力を行う JICA とノンプロ無償の調達監理を行う

JICS とが連携して相互補完の効果的な協力となったもので、日本の支援制度に対

する評価をも行い、スリランカ側も日本の協力制度について理解を深めることが

重要と考える。 

 

９．その他 本事業に関する基本設計は、復興事業への支援としてハイウェイ省からの要請

のもと、JICA 開発調査により行われた。その結果、基本設計が 1ヶ月で完成する

等、迅速性が求められる復興支援において、JICA 事業との連携で、ノンプロ無償

による実施との効率化が図られた。 

また、道路開発庁に所属するＪＩＣＡ専門家が、ＪＩＣＡ開発調査が開始する

以前から、関係機関との調整や情報収集に奔走し、開発調査に対し的確な情報を

提供したことも、迅速性確保に大いに貢献した。 

なお、本橋梁は、津波直後に日本の民間企業が自らの資金で仮設橋の設置に協

 



 

 

力したものであり、官民連携により、一連の復旧が行われることとなるモデルケ

ースでもある。 

 

 別添資料 

  別添１：写真資料 

  別添２：工事着工に関する報道 

  別添３：南部橋梁再建の実施メカニズム 

  別添４：位置図 

 



 

写真（南部橋梁）                                 （別添１） 

 

    
  2005.08.14                    2005. 08.14 
   南部橋梁 看板（Magalle Bridge）          南部橋梁 起工式（Magalle Bridge）（２） 
 
 
 

    
  2005. 11.04                    2005. 11.04 
   Akurala Bridge 建設状況（１）           Akurala Bridge 建設状況（２） 
 
 
 

    
  2005. 11.04                    2005. 11.04 
   Magalle Bridge 建設状況（１）           Magalle Bridge 建設状況（２） 
 
 

 



 

 

 
 
 

    
  2005. 11.04                    2005. 11.04 
   Goiyapana Bridge 建設状況（１）          Goiyapana Bridge 建設状況（２） 
 
 
 

    
  2005. 11.04                    2005. 11.04 
   Weligama culvert 建設状況（１）          Weligama culvert 建設状況（２） 
 
 
 



















（別添３）

南部橋梁再建の実施メカニズム（ＪＩＣＡ開発調査との連携によりスムーズな案件実施が図られた事例）
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スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 

治安維持への支援： 

６カ所の警察署再建支援計画 

作成日：平成１７年１２月９日 

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：スリランカ 

案件名：治安維持への支援： 

６カ所の警察署再建支援計画 

実施機関：公安・法律・秩序省警察庁 

案件の目的及び概

要 

被災地域の治安維持を図ることを目的として、津波で被災した警察署（６カ所）

を再建・移転し、警察機能の回復を行うもの。 

 

本件対象となった警察署 

（１） コスゴダ警察署（ゴール県） 

（２） ヒッカドゥワ警察署（ゴール県） 

（３） ラトゥガマ警察署（ゴール県） 

（４） ディクウェラ警察署（マータラ県） 

（５） クッチャウェリ警察署（トリンコマリ県） 

（６） キリンダ警察署（ハンバントタ県） 

 

１．案件の進捗状況 詳細は別添１参照 

２．案件の妥当性 （１）昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名以

上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、避難キ

ャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した。治安維持という重要な役割を担うべ

き警察署も損壊したため、これら被災地域において、法治国家としての治安の

維持を図るための警察署の再整備が急務となった。また、津波災害からの復旧

事業は長期にわたるため、被災地域の再建に向けた取り組みを促進する上で

も、被災民の安心・安全という環境を確保することは重要課題となった。 

（２）本件は、こうした状況を背景として、当国警察庁から要請されたものであり、

財務計画省、大使館、JICA、JICS 関係者から構成される「ノンプロジェクト無

償運営管理委員会」において、検討され決定に至ったものである。 

（３）このことから、本案件は当国ニーズに十分合致しており、また、その必要性

については、スリランカ政府内で十分検討された上で決定されたものであるこ

とから、妥当であると認められる。 

３．施設／機材の活

用度 

他の 5警察署の建設については、現在、順調に進められている。 

なお、クッチャウェリ警察については、建設予定地から遺跡が発掘され、文化遺跡

調査のために、建設予定地の変更が生じた。現在、新たな予定地を同定し、入札手

続中である。 

 



 

 

４．案件終了後に期

待される効果 

（１）被災地域の警察署が再建されることにより、治安の維持が図られる。

（２）また、被災地域の安心・安全という環境が確保され、治安維持という社

会制度が維持されることから、被災地域の再建に向けた取り組みが強化、

促進される。 

 

（参考：各警察署の所轄人口） 

対象警察署             各警察署所轄対象人口 

①コスゴダ警察署（ゴール県） 32,000 人 

②ラトゥガマ警察署（ゴール県） 35,000 人 

③ヒッカドゥワ警察署（ゴール県） 37,000 人 

④ディクウェラ警察署（マータラ県） 56,000 人 

⑤クッチャウェリ警察署（トリンコマレー県） 16,000 人 

⑥キリンダ警察署（ハンバントタ県） 5,000 人 

 

５．他ドナーによる

支援との関（重

複の有無等） 

他ドナーとの重複はない。 

６．広報効果（ビジ

ビリティー） 

（１）本件対象地域は、４県６カ所（裨益人口は 181,000 人）に及ぶことから、津

波復旧・復興支援に係る日本の広域的な貢献を、長期的に示すことが可能とな

る。 

（２）2005年8月17日には、ラトゥガマ警察署の起工式の際には、カディルガマー

ル前外相暗殺事件後で警察機関は多忙であったため、スピーチを略した短時間

の簡潔な式典としたが、警察庁長官みずから出席し、また、多数の報道関係者

が参集したことから、治安維持への関心の高さが伺え、本件は相当の広報効果

を得たと考えられる。 

７．被援助国等によ

る評価 

（１）昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名以

上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、避難

キャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した。被災地、避難キャンプ地、仮

設住宅地における治安の維持は急務の課題であった。 

（２）本件は、被災地域における「治安の維持」に対応したものであり、また、

警察署の再整備は、長期的な観点からも重要であることから、当国政府及

び国民から高い評価を受けている。 

８．教訓・提言等 １．教訓 

  本件は、建設対象地域毎に十分な施行管理能力を有すると認められる現地コン

サルタントと契約し、設計図面等につき、警察庁と入念に調整し、建設にかかる

入札準備を迅速に行えた。 

しかし、コスゴダ警察署とヒッカドゥワ警察署については、移設することから土

地の確保に時間を要したため、他の建設サイトと比べ着工が遅れた。被災地の復

旧・復興事業においては土地の調整が必ず生ずることを踏まえ、関係者、関係機

関と事前の調整が不可欠となる。 

 



 

 

２．提言 

  上記教訓を踏まえた提言は以下のとおりである。 

  一般的に復旧・復興事業において移転を伴う建設案件の場合は、地元住民の意

向、所轄省庁の考え等により、土地の同定、確定に時間を要する。こうした問題

を解決するには、事前に土地問題を含めて的確な現地の事前調査を実施し、スリ

ランカ政府と地元受益者との間で助言、提案等を行いつつ、調整役を行う機関の

存在が重要となる。特に、大規模災害時の混乱した状況の中で、こうした調整を

迅速かつ円滑に行う上で、ＪＩＣＡ緊急開発調査は有力な投入形態と考えられ

る。 

したがって、緊急支援としての、「技術協力（JICA）」と「資金協力」の連携と

して、迅速かつ効果的な支援を行えるよう、より有用性の高い制度体系を整備し

ておくことが重要である。 

９．その他  

（添付資料） 

別添１：対象警察署の進捗表 

別添２：写真資料 

別添３：本件に係る報道記事 

 



 
 

（別添１） 

対象警察署の進捗状況表 

警察署名     契約日 契約先 契約金額 進捗状況

コスゴダ警察署 

（コンサルタント） 

平成 17 年 

3 月 21 日 

D.H.Wijewardene 

Associates 
Rs. 2,623,546.67 

コスゴダ警察署 

（建設業者） 

平成 17 年 

8 月 30 日 
Cibuilro Engineering Rs. 37,336,381.00

現在建設中 

ヒッカドゥワ警察署 

（コンサルタント） 

平成 17 年 

3 月 21 日 
Environmental Planning  

ヒッカドゥワ警察署 

（建設業者） 
   

公示、入札準備中 

ラトゥガマ警察署 

（コンサルタント） 

平成 17 年 

3 月 21 日 
Kemna Consultant Rs. 2,587,888.84 

ラトゥガマ警察署 

（建設業者） 

平成 17 年 

7 月 25 日 
G.V.M. Silva and Sons Rs. 36,826,983.50

平成 17 年 8月 17 日 

起工式実施 

現在建設中 

ディクウェラ警察署 

（コンサルタント） 

平成 17 年 

3 月 21 日 

Arch International (Pvt) 

Ltd. 
Rs. 2,621,008.86 

ディクウェラ警察署 

（建設業者） 

平成 17 年 

7 月 25 日 
G.V.M. Silva and Sons Rs. 37,300,126.65

現在建設中 

クッチャウェリ警察署 

（コンサルタント） 

平成 17 年 

3 月 21 日 

Ranjan Nadesapillai 

Associates 
Rs. 2,679,986.69 

クッチャウェリ警察署 

（建設業者） 

平成 17 年 

7 月 25 日 
Madhushani Builders Rs. 38,142,667.03

現在建設中 

 



 

 

     

添付表２ 

 

警察署名 契約日 契約先 契約金額 進捗状況

キリンダ警察署 

（コンサルタント） 

平成 17 年 

3 月 21 日 
Woodrow Steel (Pvt) Ltd. Rs. 603,238.05 

キリンダ警察署 

（建設業者） 

平成 17 年 

7 月 25 日 
K.W.S. de Silva and Sons Rs. 8,474,829.30 

現在建設中 

 



（別添２） 

治安維持への支援（警察署再建支援計画） 

写真資料 

 
 １． ラトゥガマ警察署起工式の様子（その１） 

（2005年 8月 17日） 

２． ラトゥガマ警察署起工式の様子（その２） 

軽部公使と警察庁長官による（2005年 8月 17日）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

３．ラトゥガマ警察署建設状況（その１） 
（2005年 11月 4日撮影） 

４．ラトゥガマ警察署建設状況（その２） 
（2005年 11月 4日撮影） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ５．コスゴダ警察署建設現場にはＯＤＡプラークが掲げら
れている。（2005年 11月 4日撮影） 

６．建設工事が着実に進捗していることが確認されている。

（コスゴダ警察署：2005年 11月 4日撮影）  

     



 

 
 
 ７．ディクウェラ警察署の建設状況（その１） 
（2005年 11月 4日撮影） 

８．ディクウェラ警察署の建設状況（その２） 
（2005年 11月 4日撮影）  

     
 
 
 
９．キリンダ警察署の建設状況（その１） 
（2005年 11月 4日撮影） 

10．キリンダ警察署の建設状況（その２） 
（2005年 11月 4日撮影） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 11．クッチャベリ警察署建設予定地（その１） 

（2005年 11月 4日撮影）  

    

  
 

11．クッチャベリ警察署建設予定地から発見された遺跡 

 

 

（2005年 11月 4日撮影） 







 
 スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 

教育施設の整備への支援： 

１３カ所の小中学校再建計画 

作成日：平成１７年１２月９日 

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：スリランカ 

案件名：教育施設の整備への支援： 

１３カ所の小中学校再建計画 

実施機関：教育省 

案件の目的及び概要 津波で被災した小中学校の再建及び移設を支援するもの。 

 

津波により全国 182 の学校が被害を受けた。教育省は、各ドナー機関によって

復旧される教育環境の格差が生じないよう、学校再建に係るガイドラインを定

め、各ドナーに対して同ガイドラインに即した支援を要請している。 

本件は JICA 調査団により、現地調査を行い、被害状況を確認し、移転する学

校の土地の確保状況等について、県教育事務所、教育省等調整しつつ、支援する

学校を特定した。 

支援形態は、以下の３通りがあるが、ノンプロによる支援は、②が主体となっ

ている。（JICA プロ形調査との連携案件） 

①被災学校の修復支援 

②沿岸部の建造物禁止（バッファーゾーン）の設定に伴い移転する学校の移設

への支援 

③被災民生徒受入に伴う生徒数増加による既存校の増築支援 

 

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

ハンバントタ県、ディーパンカラ校（移設／既存校への増築） 

（生徒数 154 名） 

ハンバントタ県、クダウェラ校（移設）（生徒数 365 名）   

ゴール県、クマラカシャパ校（移設）（生徒数 549 名） 

カルタラ県、スリスマンガラ男子校（移設）（生徒数 3126 名） 

カルタラ県、パヤガラ女子校（移設）（生徒数 270 名） 

アンパラ県、カラティブ校（再建）（生徒数 159 名） 

アンパラ県、ポトゥビル、アルバヒリャ校（移設）（生徒数 137 名） 

アンパラ県、ポトゥビル、アルアブサン校（移設）（生徒数 400 名） 

ジャフナ県、アリヤワライ校（移設）（生徒数 500 名） 

10.バティカロア県、オリクラム・アルハンブラ校（移設）（生徒数 158 名） 

11.バティカロア県、プトゥクディルップ校（再建／増築）（生徒数 1015 名） 

12.バティカロア県、アンバー校（移設）（生徒数 314 名） 

13.バティカロア県、セントテレサ女子校（再建／増築）（生徒数 58 名） 

（※ セントテレサ女子校は、施設完成後、被災した近隣校の男子生徒を受

け入れ、一部共学とする予定である。） 

 



 
１．案件の進捗状況 （詳細は別添１及び２を参照） 

各学校の進捗状況の概要は以下のとおり。 

①建設中 8校（ハンバントタ県ディーパンカラ校は平成 17年 12月中に完成予定）

②契約済み 2校 

③入札手続き中 2校（平成 17 年 12 月末までに契約を了する予定） 

④入札準備中 1校（平成 17 年 12 月末までに契約を了する予定） 

なお、別添 2（学校再建に係る各ドナー機関の案件進捗表）からも明らかなよう

に、本件は他ドナー機関と比較して、極めて順調に進捗しており、当国政府から

の評価は高い。 

２．案件の妥当性 （１）スリランカ政府は津波被災 182 校の再建に係る施設整備ガイドライン（施

設内容・規模・仕様等の規格）を作成し、各ドナーに対して同ガイドライン

に基づいた建設を要請している。本件ノンプロ支援による移設学校について

は、ＪＩＣＡの調査により、被災状況、土地の確保、地域住民の意向を確認

し、かつ、建設においても教育省のガイドラインに沿ったものとなっており、

ニーズに合致するとともに、再建規模においても適正な計画となっている。

（２）スリランカ政府（教育省）は、学校再建に係る要請書を「ノンプロジェク

ト無償運営管理委員会」（構成：財務計画省、大使館、JICA、JICS 関係者）

に提出し、同運営管理委員会で検討され、決定されたものである。 

（３）したがって、①当国の復旧・復興のニーズに合致していること、②当国の

学校再建に係るガイドラインを満たしていること、③フィージビリティにつ

いて、JICA 緊急開発調査により確認されていることから、本件実施の妥当性

は極めて高いといえる。 

３．施設／機材の活用

度 

①建設中8校（ハンバントタ県ディーパンカラ校は平成17年12月中に完成予定。）

②契約済み 2校 

③入札手続き中 2校（平成 17 年 12 月末までに契約を了する予定） 

④入札準備中 1校（平成 17 年 12 月末までに契約を了する予定） 

 

４．案件終了後に期待

される効果 

本件は、教育省の学校施設の復旧に関する施設整備ガイドラインに則り、教室、

カウンセリングルーム、講堂等の施設が再建されるため、被災した児童・生徒が

適切な教育環境の下で、就学することが可能となる。 

５．他ドナーによる支

援との関係（重複

の有無等） 

教育省は、各ドナー機関との間で被災校の再建事業に係る調整を行っており、他

ドナー機関との支援重複はない。また、各ドナー機関は、教育省が作成した「学

校建設に係るガイドライン」に即した再建事業の実施しており、各ドナー間の支

援内容に大きな差はない。 

６．広報効果（ビジビ

リティー） 

（１）当国では、当国では、初等・中等教育の無償政策によって高い就学率（初

等教育 96%、中等教育 75%）を維持しているように、教育に対しては極め

て高い関心を示しており、被災した学校施設の復旧の優先順位は高い。 

（２）地方における学校運営には、コミュニティー全体が関与していることから、

本件の裨益者は、学校関係者だけではなく、コミィニティー全体となる。ま

た、対象学校には、毎年新入生が入学することからも、裨益者は年々増加す

ることになる。 

 



 
（３）本案件 6 県 13 校を対象としていることから、起工式、完成式の開催や、

プレスリリースを通じた広報活動を行う機会が多い。 

（４）このことから、本件は、年々、より多くの当国国民が日本の貢献を理解す

ることとなり、広域的かつ継続性のある高い広報効果が期待できる。 

７．被援助国等による

評価 

（１）昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名

以上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、

避難キャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した。被災地、避難キャンプ

地、仮設住宅で避難生活をする被災民の児童や、被災地区で生活する被

災民の児童に対しての教育サービスの提供は急務の課題であった。 

（２）本件は、津波災害後の課題であった「教育機会の提供及び教育環境の

再整備」に対応したものであり、長期的な観点からも重要であることか

ら、当国政府及び国民から高い評価を受けている。 

８．教訓・提言等 １．教訓 

本件で得られた教訓は以下のとおりである。 

① 

② 

 本件は、JICA 調査により、対象校及び周辺校の被害状況、土地の同

定や避難民の生活圏の変化等を含むフィージビリティ調査を踏まえて、

計画案が策定され教育省に提出され、教育省の復旧・復興事業としてノ

ンプロ無償資金による案件の具体化に至ったものである。 

その際、JICA 調査の過程において、日本人コンサルタントから現地コ

ンサルタントに対して、設計・施工管理等技術指導が的確に行われ、全

ての対象校に関して、現地コンサルタントを十分活用したことから、以

下の成果を得ている。 

イ）迅速な学校再建計画の策定や着工開始が可能となった。このことは、

別添２の各ドナー機関による学校再建に係る進捗状況表からも明らか

なように、他ドナー機関に比べて、極めて順調に進捗していることか

らもうかがえる。 

ロ）さらに、本件では、質の高い建設計画の策定や施工管理を維持しつ

つ、低コスト化を実現し得た。 

 

（２）提言 

① 本件は、スリランカ政府の復旧・復興政策の下、JICA が被害状況、土地

の同定や避難民の生活圏の変化等を含むフィージビリティ等きめ細かな

調査分析を行った上で、インフラ部門の具体的復旧・復興プランの提案が

行なわれ、ノンプロ無償資金による案件の具体化に至ったものであり、技

術協力を担う JICA と資金協力（調達代理機関である JICS）とが相互補完

的に連携した案件となっている。また、JICA による現地コンサルタントへ

の技術移転が伴い、迅速な案件の進捗、質の確保、低コスト化が実現し得

た「技術協力とノンプロ無償資金協力の連携が成功したモデルケース」と

いえる。 

② 本件が順調に進捗している点については、JICA が無償資金協力「初等・

中等学校施設改善計画（フェーズⅠ及びⅡ）」等を通じて蓄積した、学校

 



 

 

建設に係る手続きや教育分野における当国行政機関やコミュニティ

ーとの調整のノウハウ等を十分活用した上で調査を実施したことも、大

きく寄与していると考えられる。 

③ したがって、今後の大規模災害時において、我が国がより迅速かつ効

果的な支援を行うためには、本件をモデル成功例として、十分に事例研

究した上で、「技術協力」と「資金協力」の連携として、JICA・JICS の

連携・協力を含めて、より有用性の高い支援制度・体系を積極的に検討

することが重要であると考えられる。 

９．その他  

 

別添１：本件進捗状況表 
別添２：各ドナー機関による学校再建に係る進捗状況 
別添３：写真資料 
別添４：当地報道記事 
 



 
 

（別添１） 

スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力 

教育施設の整備への支援－13 学校再建計画の進捗表 
平成 17 年 12 月 8 日現在 

 

学校名／被災状況等 
コンサルタント／

施工業者 
契約日    契約先 契約金額 進捗状況

コンサルタント 5 月 20 日
Surath Wickramasinghe 

Associates 
Rs. 1,759,106.25

ハンバントタ県、ディーパンカラ校 

近隣のラフラ校が浸水の被害を受

け、また同校がバッファーゾーン内

に位置することから、同校の小学校

（１～５学年）をディーパンカラ校

へ移転・合併することとなった。 

施工業者 5 月 20 日 Nuwani Construction Ltd. Rs. 22,799,883.57

平成 17 年 6月 14 日起工式 

 

平成 17 年 12 月中完成予定 

コンサルタント 8 月 30 日
Surath Wickramasinghe 

Associates 
Rs. 2,609,612.50

ハンバントタ県、クダウェラ校 

津波により校舎の半数が全壊し、ま

た敷地全体がバッファーゾーン内に

位置することから、近隣の空地に全

面移転することとなった。 

施工業者 9 月 15 日 Nuwani Construction Ltd. Rs. 72,704,464.25

平成 17 年 10 月 11 日起工式 

 

平成 18 年 6月完成予定 

コンサルタント 11 月 23 日 DH Wijewarhene Rs. 1,476,000.00
ゴール県クマラカシャパ校 

津波により一部校舎が全壊し、敷地

全体がバッファーゾーン内に位置す

ることから、近隣の病院敷地内の一

角に全面移転することとなった。ま

た移転後は、同サイト隣地にあるマ

ダパガマ校の小学校（１～５学年）

の生徒もクマラカシャパ校に吸収合

併される予定。 

施工業者 11 月 23 日 Link Engineering Rs. 59,188,283.11

契約済み 

 

平成 18 年 9月完成予定 

コンサルタント 10 月 7 日
Surath Wickramasinghe 

Associates 
Rs. 5,654,000.00

カルタラ県、スリスマンガラ男子校 

津波により一部校舎が全壊し、敷地

の大半がバッファーゾーン内に位置

することから、近隣の軍およびバス

公社の敷地へ全面移転することとな

った。なお、移転後は小学校と、中

高学校が分離し別々の学校として運

営される予定。 

施工業者 10 月 31 日 Buildmart Lanka Ltd. Rs. 277,345,798.74

平成 17 年 11 月 15 日起工式 

 

平成 19 年 7月完成予定 

 



 

コンサルタント   
カルタラ県、パヤガラ女子校 

津波により既存校舎が全壊した。敷

地全体がバッファーゾーン内に位置

することから、近隣の空地に全面移

転することとなった。 
施工業者   

入札準備中 

（工期約 10 ヶ月） 

コンサルタント 8 月 30 日
Engineering Consultants 

Ltd. 
Rs. 2,171,500.00アンパラ県、カラティブ校 

被災により施設が全壊したため、同

じ敷地内に校舎を再建することとな

った。 
施工業者 9 月 9日 Ranasiha Lanka (Pvt) Ltd. Rs. 40,264,390.10

10 月 24 日起工式 

 

2006 年 6 月完成予定 

コンサルタント 11 月 29 日
State Engineering 

Corporation 
Rs. 2,537,500.00

アンパラ県、ポトゥビル、アルバヒ

リャ校 

津波により既存校舎が全壊し、敷地

全体がバッファーゾーン内に位置す

ることから、近隣の空地に全面移転

することとなった。 

施工業者 11 月 29 日 Ranasiha Lanka (Pvt) Ltd. Rs. 53,276,476.26

契約済み 

 

平成 18 年 9月完成予定 

コンサルタント    入札手続き中アンパラ県、ポトゥビル、アルアブ
サン校 
被災は境界塀が崩壊など微少だが、

敷地全体がバッファーゾーン内に位

置することから、近隣の移住開発地

に全面移転することとなった。なお

同校は小学校だが、移転後は小中学

校として運営する予定。 

施工業者   
入札手続き中 

（工期 10 ヶ月） 

コンサルタント    入札手続き中
ジャフナ県、アリヤワライ校 

被災により校舎の半数が全壊し、敷

地全体がバッファーゾーン内に位置

することから、近隣の移住開発地に

全面移転することとなった。 
施工業者   

入札手続き中 

（工期 10 ヶ月） 

コンサルタント 10 月 10 日
Engineering Consultants 

Ltd. 
Rs. 3,160,000.00

バティカロア県、オリクラム・アル

ハンブラ校 

被災により既存校舎が全壊し、敷地

全体がバッファーゾーン内に位置す

ることから、同校が内戦前まで使用

していた元の敷地に全面移転するこ

ととなった。なお同校は小学校だが、

移転後は小中学校として運営する予

定。 

施工業者 10 月 7 日 Squire Mech Engineering Rs. 144,066,470.08

11 月 14 日起工式 

 

2006 年 8 月完成予定 

 



 

 

 コンサルタント 10 月 10 日
Engineering Consultants 

Ltd. 
Rs. 3,100,000.00

バティカロア県、プトゥクディルッ

プ校 

津波により既存校舎の一部が浸水な

どの被害を受けたため、既存校舎の

増改築を行うこととした。 

施工業者 10 月 7 日 Squire Mech Engineering Rs. 102,078,953.08

11 月 14 日起工式 

 

2006 年 8 月完成予定 

コンサルタント 10 月 10 日
Engineering Consultants 

Ltd. 

（オリクラム・アルハ

ンブラ校に含む） 

バティカロア県、アンバー校 

被災により既存校舎が全壊し、敷地

全体がバッファーゾーン内に位置す

ることから、近隣のカッタンクディ

校の一角に全面移転することとなっ

た。移転後は、カッタンクディ校の

小学校（１～５学年）の生徒もアン

バー校に吸収合併される予定。 

施工業者 10 月 7 日 Squire Mech Engineering 
（オリクラム・アルハ

ンブラ校に含む） 

11 月 14 日起工式 

 

2006 年 8 月完成予定 

コンサルタント 10 月 10 日
Engineering Consultants 

Ltd. 

（プトゥクディルップ

校に含む） 

バティカロア県、セントテレサ女子

校 

被災により既存校舎が浸水などの被

害を受けたため、被災老朽校舎を再

建、増改築することとなった。なお、

現在同校は女子校であるが、施設完

成後は、近隣被災校の男子児童も受

け入れ、小学校（１～５学年）は共

学とて運営すする予定。 

施工業者 

10 月 7 日 Squire Mech Engineering 
（プトゥクディルップ

校に含む） 

11 月 14 日起工式 

 

2006 年 8 月完成予定 

 

 



（別添２）

平成17年12月8日現在

ドナー機関名
割り当て被災学
校数

基本設計計画を策定した
学校数

詳細設計計画を策定した学
校数

建設作業を開始した学
校数

建設着工率(%) 備考

日本政府 13 13 13 8 61.5 平成17年12月中に１校完成予定

UNICEF 26 16 16 0 0.0
16校は平成17年12月中に建設開始予
定
１サイトに土地確保の問題あり

ドイツ政府 14 14 14 0 0.0
6校は平成17年12月24日に建設開始
予定
6サイトに地雷除去の問題あり

スイス政府 8 8 8 0 0.0 8校は平成18年1月に建設開始予定

その他(NGO,民間支援団体等） 121 59 30 35 28.9 建設中の学校の中に、教育省へ詳細
設計計画が提出されていないものあり

合計 182 110 81 43 23.6

※　ＴＦＡＲＥＮ資料「Progress of School Construction work」、教育省及び主要ドナー国からの聞き取り結果を基に、当館にて作成

各ドナーの学校再建案件進捗状況表



 

（別添３） 

教育施設の整備への支援－1 3学校再建計画 

写真資料 

    
  2005.06.14                    2005. 06.14 
   Deepamkara学校 起工式（１）          Deepamkara学校 起工式（２） 
 
 
 

    
  2005. 10.10                    2005. 11.04 
   Deepamkara学校 看板               Deepamkara学校 建設状況 
 
 
 

    
  2005. 10.27                    2005. 10.27 
   Kudawella学校 建設状況（１）           Kudawella学校 建設状況（２） 

 
 



 
 
 
 
 

    
  2005. 11.15                    2005. 11.15 
   Sri Smangara学校 起工式（１）           Sri Smangara学校 起工式（２） 
 
 
 

    
  2005. 10.24                    2005. 10.24 
   Karathive学校 看板                Karathive学校 起工式 
 
 
 

    
  2005. 11.14                    2005. 11.14 
   Al-hambra学校 起工式               Al-hambra学校 建設予定地 
 
 

 
 



 

 

 
 

    
  2005. 11.14                    2005. 11.14 
   Puthukudyruppu学校 現在の校舎          Puthukudyruppu学校 起工式 
 
 
 

    
  2005. 11.14                    2005. 11.14 
   Anver学校 現在の校舎               Anver学校 起工式 
 
 
 

    
  2005. 11.14                    2005. 11.14 
   St.Theresa学校 現在の校舎             St.Theresa学校 起工式 
 
 
 













 

スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 
 

漁業分野への支援： 

漁船修理への支援 
（コンテナタイプワークショップ・船外機スペアパーツ・漁船の修復に必要な材料の提供） 

 

作成日：平成１７年１２月９日 

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：スリランカ 

案件名：漁業分野への支援： 

漁船修理への支援（コンテナタイプワークショップ・船外機スペアパーツ・漁船の修復に必

要な材料の提供） 

実施機関：漁業水産資源省 

案件の目的及び概

要 

スリランカ政府（漁業水産資源省）は、津波被害を受けたすべての漁船及び漁

船エンジンを無償修理する政策を取ることとした。本件は、同政策を受けて、漁

船及びエンジン修理を行うコンテナタイプワークショップ（移動式修理作業所）、

漁船の修理に必要な資機材、漁船船外機エンジンのスペアパーツをスリランカ政

府に対し供与するもの。 

(ｲ) コンテナタイプワークショップ 11 台 （配置リストを別添） 

（漁船エンジンの保守整備・修理等に必要な 6 ヶ月分のサービスを含む） 

(ﾛ) 船外機スペアパーツ １式 

(ﾊ) 漁船の修復に必要な材料の提供 １式 

 

１． 案件の進捗状

況 

 

(ｲ) コンテナタイプワークショップ 11 台 

契約日  ：平成 17 年 6 月 27 日 

契約者名 ：株式会社シリウス 

契約金額 ：66,500,000 円 

進捗状況 ：平成 17 年 10 月 28 日引渡式済 

 

保守整備修理等サービス 

契約日  ：平成 17 年 8 月 9日 

契約者名 ：Cey-Nor Foundation Ltd. 

契約金額 ：Rs. 12,526,800.00（上限） 

進捗状況 ：12 月 1 日から正式に業務を開始 

 

 

 



 

 

(ﾛ) 船外機スペアパーツ １式 

【YAMAHA スペアパーツ】 

契約日  ：平成 17 年 4 月 21 日 

契約者名 ：Associated Motor(Lanka)Co., Ltd. 

契約金額 ：Rs.36,966,428.00 

【SUZUKI スペアパーツ】 

契約日  ：平成 17 年 4 月 29 日 

契約者名 ：Neil Marine Limited 

契約金額 ：Rs.48,315,445.00 

進捗状況 ：平成 17 年 10 月 19 日納入完了 

 

(ﾊ) 漁船の修復に必要な材料 

契約日  ：平成 17 年 5 月 16 日 

契約者名 ：U.S.S. Services(PVT)LTD. 

契約金額 ：Rs.31,614,390.00 

進捗状況 ：平成 17 年 7 月 12 日納入完了 

 

２． 案件の妥当性 

 

今次津波は、スリランカの約 2/3 の沿岸部を襲い、漁業分野において、漁船の

80％が全損あるいは破損、多くの漁具が流失ないし破損し、また、全国 12 の漁

港の内 10 の漁港が破壊されるとともに、必須の施設である製氷施設、冷蔵施設

等も被害を受け、壊滅的な打撃を受けた。また、約 80 万人以上の被災民の大部

分は零細漁民といわれ、漁民は、漁業に必要な漁船、漁具を流失、全損、破損、

紛失等して、生活手段を失ったこととなる。そのため、漁業水産資源省は、漁業

分野の再構築として、被災漁民支援のために幅広い支援を行うこととした。 

 

本件漁船修理への支援は、被災漁民のために、移動式の修理作業所と併せて、

漁船やエンジンの修理に必要なスペアパーツや材料を無償で提供するもの

であり、漁業活動の再開を直接的に支援するものとして、その妥当性は極め

て高い。支援手法も漁業水産資源省の下部組織として、民間漁船ヤードと協

力しつつ、漁船等の調達、管理、修理等を行っているセイノール財団に対し

て、直接的に漁船修復に必要な資機材の提供を行うものであり、即効性があ

る。 

なお、漁船の修復・修理は、コンテナタイプワークショップ(11 箇所)、な

いしセイノール財団が海岸沿いに設けた修理センター（複数）で行われ、ノ

ンプロでの調達品は、これらの場所での修理に必要な資機材として同財団か

ら送付される。修復が必要な漁船の選定については、漁業水産資源局が、同



 

 

省の定めるガイドラインに基づき、地方漁業監視官（Fisheries Inspectors)

を通じて決定されており、支援の透明性も確保されている。 

なお本件は、漁船エンジンの修理等に必要な６か月分のサービス（修理工

人件費）も含んでおり、総合的な支援内容となっている。 

 

３．施設／機材の

活用度 

 １０月末にスリランカ政府に対し引き渡されたコンテナタイプワークショッ

プについては、既に５箇所（ゴール、マータラ、ハンバントタ、トリンコマリ、

ガンパハ）に設置、残りの６台についても年内に設置予定である。 

また、漁船エンジン用スペアパーツについては、セイノール財団が当初要請を

挙げた際には詳細なニーズを把握できなかったことから、ピストン等一部不足す

るものもあった。 

漁船修理材料には、現在も高いニーズがあり、的確に使用されている。 

修理のためのスペアパーツや材料の供与は、早期に効果発現するため、裨益漁

民からも好評を得ている。また、セイノールによれば、以後６ヶ月の間に、エン

ジン修理用スペアパーツ及び漁船修理用材料についてはすべて有効に活用し終

える予定とのことであった。 

 

４．案件完了後に

期待される効

果 

津波被災により漁船等が破損し、漁業活動を行うことができなかった漁民が、

津波以前と同様、漁業活動を再開することができる。これにより、漁民の収入回

復、生活の厚生面の向上が期待され、被災した漁民の自立につながることが期待

される。 

 

５．他ドナーによ

る支援との関

係（重複の有

無等）  

漁船修理は、日本政府以外にも各国ドナーやＦＡＯ等の国際機関、ＮＧＯなど

が行っており、漁業水産資源省がＦＡＯの協力の下、裨益漁民の調整を行ってい

る。 

 

６．広報効果（ビ

ジ ビ リ テ ィ

ー） 

コンテナタイプワークショップには、ＯＤＡマーク及び日本国旗を明示し、日

本政府及び日本国民の支援であることがわかるようになっている。 

修理のためのスペアパーツや材料の供与は、早期に効果発現するため、裨益漁

民からも好評を得ており、広報効果も高い。 

 



 

 

７．被援助国等に

よる評価 

(1)昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名以

上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、避難

キャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した等、未曾有な災害となった。ま

た、漁業分野は大被害を受けた。 

(2)被災者の多くが漁民であること等から、日本が被災漁民の自立支援として

様々な漁業分野への支援を行うことに対して、高い評価を得ている。 

 

８．教訓・提言等 １．教訓 

 本案件は、津波により甚大な被害を受けた漁業分野の復旧のために必要不可欠

であり、現地ニーズと合致していた。 

 また、本件は、漁船等修理に必要な作業所と併せ、漁船の修理に必要な材料や

漁船エンジンの修理に必要なスペアパーツ、さらには必要な６か月分のサービ

ス（修理工人件費）も含んでおり、総合的な支援として極めて効果的であっ

た。 

 しかしながら、津波直後のニーズ調査では、迅速性を担保する必要性があるた

め、エンジンのスペアパーツ等の細かい部品に対するニーズを正確に把握するこ

とには限界があり、実際は概数で要請せざるを得なく、このため、修理作業が開

始されてから、部品の不足が明らかになるケースがあった。 

 また、ノンプロ無償の入札手続きに従い、落札業者が決定し、それからその業

者が組み立てを開始したコンテナタイプワークショップについては、現地への配

布までに津波から約１年間を要した。今回のケースでは、３～４月にセイノール

が海岸沿いに修理センターを設置し、コンテナタイプワークショップ設置までの

修理作業は、右センターにて行われたことから、大きな混乱はなかったが、災害

時には迅速な支援が必要である。 

 

２．提言 

広域大規模災害においては、現地ニーズの正確な把握と迅速な対応が強く求

められることは言うまでもない。当国の場合、漁業分野の被害状況とニーズの

調査は漁業水産資源省により行われたが、必ずしも十分とは言えない状況や、

支援物品が、時間の経過とともに、現地ニーズの変化に対応していない状況が

みられた。 

支援物品を迅速に調達・配布し、現地ニーズの変化に追随した効率的な支援

を行うためには、必要に応じて、ＪＩＣＡ緊急開発調査団等による調査を早期

の段階で投入し、その中でも緊急物資の提供ができるような柔軟な制度の検討

が必要である。 

また、迅速性が求められる緊急支援においては、入札、業者選定、契約、製



 

 

造、納入といった一連の調達手続きを経ることにより、現地の緊急ニーズに十

分即応できない畏れがあることから、随意契約方式を採用するなど、迅速な対

応が可能な入札契約手続き等の柔軟な体制も必要である。 

 

９．その他  

 

 別添資料 

  別添１：写真資料 

  別添２：引き渡しに関する報道 

  別添３：コンテナタイプワークショップの設置場所 

 



 

 

写真（漁業支援）                                 （別添１） 

    
  2005.10.28                    2005. 10.28 
   調達されたコンテナタイプワークショップ       コンテナタイプワークショップ 内部 
 
 
 

    
  2005.10.28                    2005. 10.28 
   コンテナタイプワークショップ 引渡式（１）     コンテナタイプワークショップ 引渡式（２） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2005.12.2 
コンテナタイプワークショップ 使用状況（２） 

 
2005.12.2 
コンテナタイプワークショップ 使用状況（１） 







 

（別添３） 

 

 

コンテナタイプワークショップの設置場所 

 

No. 県名 設置場所 

１ コロンボ マッタクリヤ (Matthakkuliya) 

２ ガンパハ ルヌウィラ (Lunuwila) 

３ ゴール ウナワトゥナ (Unawatuna) 

４ マータラ パリムラ (Pallimulla) 

５ ハンバントタ タンガラ (Tangalla) 

６ アンパラ カルムナイ (Kalmunai) 

７ バティカロア バティカロア (Batticaloa) 

８ トリンコマリ トリンコマリ (Trincomalee) 

９ ジャフナ ジャフナ (Jaffna) 

１０ キリノッチ キリノッチ (Kirnochchi) 

１１ ムラティブ ムラティブ (Mullativu) 

 
 

 



スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票

漁業分野への支援： 

漁民への漁船の提供支援（含む漁具） 
 

作成日：平成１７年１２月

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：スリランカ 

案件名：漁業分野への支援： 

   漁民への漁船の提供支援（含む漁具） 

実施機関：漁業水産資源省 

案件の目的及び概要 約 80 万人以上の被災民の大部分は零細漁民といわれ、漁民は、漁業に必要な

船、漁具を流失、全損、破壊、紛失等して、生活手段を失ったこととなる。

そのため、漁業水産資源省は、漁業分野の再構築として、被災漁民支援のた

に必要な漁船及びそれに付随する漁具を無償貸与することとした。 

(ｲ) 伝統的な小型ボート 1,432 艘 

(ﾛ) ローカルタイプ小型漁船（船外機型） 300 艘 

(ﾊ) ローカルタイプ小型漁船（船内機型）  40 艘 

(ﾆ) 漁具（漁網・浮き、ブイ） 

(ﾎ) 船外機 300 台 

１． 案件の進捗状況 

 

(ｲ) 伝統的な小型ボート 1,432 艘 

(ﾛ) ローカルタイプ小型漁船（船外機型） 300 艘 

(ﾊ) ローカルタイプ小型漁船（船内機型）  40 艘 

   契約日   ：平成 17 年 4 月 29 日 

契約者名  ：Cey-Nor Foundation Ltd. 

契約金額  ：Rs.164,131,250.00 

進捗状況  ：現在納入中（配布先別添表参照） 

(ﾆ) 漁具（漁網・浮き、ブイ） 

契約日   ：平成 17 年 5 月 20 日 

契約者名  ：Lipi Lanka Enterprise 

契約金額  ：Rs. 101,500,000.00 

進捗状況  ：平成 17 年 10 月 13 日納入完了 

(ﾎ) 船外機 300 台 

契約日   ：平成 17 年 5 月 10 日 

契約者名  ：Associated Motors Co., Ltd. 

契約金額  ：Rs. 41,962,500.00 

 

） 

９日 

漁

 

め



進捗状況  ：平成 17 年 9 月 20 日納入完了（配布先別添表参照） 

 

２． 案件の妥当性 

 

今次津波は、スリランカの約 2/3 の沿岸部を襲い、漁業分野において、漁船

の 80％が全損あるいは破損、多くの漁具が流失ないし破損し、また、全国 12

の漁港の内 10 の漁港が破壊されるとともに、必須の施設である製氷施設、冷蔵

施設等も被害を受け、壊滅的な打撃を受けた。また、約 80 万人以上の被災民の

大部分は零細漁民といわれ、漁民は、漁業に必要な漁船、漁具を流失、全損、

破損、紛失等して、生活手段を失ったこととなる。そのため、漁業水産資源省

は、漁業分野の再構築として、被災漁民支援のために幅広い支援を行うことと

した。 

 

 本件漁船及び漁具の供与は、被災漁民の漁業活動を直接的に支援するもので

あり、即効性を有することから、支援の妥当性は極めて高い。 

 また本供与は、スリランカ政府（漁業水産資源省）に対し行われ、漁業水産

省が漁船等の所有権を保有した上で、同省が津波により漁船等を失った被災漁

民のために、無償貸与するものであり、被援助国政府に対する支援の形式

を確保している。 

漁船を貸与する漁民の選定については、漁業水産資源局が、同省の定め

るガイドラインに基づき、地方漁業監視官（Fisheries Inspectors)を通じ

て決定されており、支援の透明性も確保されている。 

 

３．施設／機材の活

用度 

 漁船、エンジン及び漁具は、漁業水産資源省が作成中である配布漁民リスト

に基づき、確定した漁民から順次配布中である。 

 漁船等を受け取った漁民は、一様にそれらが極めて良質で有用であるとの認

識を有しており、日本政府及び日本国民に対する謝意を表明している。 

 しかしながら、①入札に基づき調達を行う制度のため、漁船、エンジン及び

漁具を異なるサプライヤーから調達することとなったこと、②周辺各国が軒並

み津波により被災したことから、支援物資がほぼ共通であるため、供給（生産）

が需要（ニーズ）に追いついていないことから、漁船、エンジン及び漁具を同

時に配布することが困難となった等の混乱があった。これにより一部漁民は、

他のドナーからエンジンや漁具の提供を受ける必要が生じるなど、不公平感が

生じた。 

また、当初、船外機型漁船については、船外機と漁船をセットで供与する予



定であったが、被災状況や現地のニーズを勘案し、一部別々の漁民に配布する

などの柔軟な体制をとった。 

 なお、ローカルタイプ小型漁船（船内機型） 40 艘については、その数に対して希

望者が大幅に超過したため、漁業水産資源省によるくじ抽選によって貸与漁民を決

定した。 

 

４．案件完了後に期

待される効果 

 津波被災により漁船や漁具を失い、漁業活動を行うことができなかった漁民

が、津波以前と同様、漁業活動を再開することができる。これにより、漁民の

収入回復、生活の厚生面の向上が期待され、被災した漁民の自立につながるこ

とが期待される。 

 

５．他ドナーによる

支援との関係

（重複の有無

等）  

漁船及び漁具の供与は、日本政府以外にも各国ドナーやＦＡＯ等の国際機関、

ＮＧＯなどが行っており、漁業水産資源省がＦＡＯの協力の下、裨益漁民の調

整を行っている。 

一時期、一部地域で各ドナーが、（一部ドナーは漁業水産資源省に通報するこ

となく）、錯綜して漁船及び漁具の配布を行い、混乱を生じたが、最終的には漁

業水産資源省が、配布漁民リストを再整備し、順次配布を行っている。 

 

６．広報効果（ビジ

ビリティー） 

 漁船及び漁具には、日本の支援であることを明示するために、ＯＤＡマー

ク及び日本国旗が取り付けられている。なお、これらは水に濡れ耐久性が落ち

ることを想定し、途中から従来の紙製のシールではなく、プラスチック版を錨

止めする形に変更した。 

 漁船及び漁具は、漁民が日常的に活用するものであり、高い広報効果が継続

するものと認められる。 

 

７．被援助国等によ

る評価 

(1)昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名

以上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、

避難キャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した等、未曾有な災害となっ

た。また、漁業分野は大被害を受けた。 

(2)被災者の多くが漁民であること等から、日本が被災漁民の自立支援として

様々な漁業分野への支援を行うことに対して、高い評価を得ている。 

８．教訓・提言等 １．教訓 

(1)漁船、エンジン及び漁具等の供与は、日本以外にも多くのドナーが行ってい

る。本件は、要請に基づき管理運営委員会により支援を決定し、入札手続き行

い、落札したサプライヤーが当該製品を製造し、実際に現地に納入されるまで

時間を要したことから、被災漁民のニーズは大きく変化し、当初想定していた



配布計画どおりに配布を進めることが非常に困難となった。また、競争入札の

ため、漁船、エンジン及び漁具を異なるサプライヤーから調達することとなっ

たこと、周辺各国が軒並み津波により被災したことからそれらの供給が需要に

追いついていないこと等のため、漁船、エンジン及び漁具を同時に配布するこ

とが困難となり、また、納品に時間を要したため、他のドナーからのエンジン

や漁具の供与がその間に起こり混乱が生じた。 

 

(2)漁船やエンジンのＯＤＡマークは、水に濡れ耐久性が落ちることを想定し、

途中から従来の紙製のシールではなく、プラスチック版を錨止めする形に変更

した。 

 

２．提言 

上記教訓を踏まえた提言は以下のとおり。 

①現地ニーズの正確な把握とニーズの変化に対応した調達システムの構築 

  広域大規模災害においては、現地ニーズの正確な把握と迅速な対応が強く

求められることは言うまでもない。当国の場合、漁業分野の被害状況とニー

ズの調査は漁業水産資源省により行われたが、必ずしも十分とは言えない状

況や、支援物品が、時間の経過とともに、現地ニーズの変化に対応していな

い状況がみられた。 

支援物品を迅速に調達・配布し、現地ニーズの変化に追随した効率的な支

援を行うためには、必要に応じて、ＪＩＣＡ緊急開発調査団等による調査を

早期の段階で投入し、その中でも緊急物資の提供ができるような柔軟な制度

の検討が必要である。 

また、迅速性が求められる緊急支援においては、入札、業者選定、契約、

製造、納入といった一連の調達手続きを経ることにより、現地の緊急ニーズ

に十分即応できない畏れがあることから、迅速な対応が可能な入札契約手続

き等の柔軟な体制も必要である。 

 

②関連物品の一括供与 

 漁船、エンジン及び漁具を併せて配布する本支援内容のように、いくつか

の物品を併せて提供することにより、初めて効果発現が図られる場合は、そ

れらの時期を合わせ、一括提供することが不可欠であり、そのための柔軟な

調達制度が必要である。 

 

③ＯＤＡマーク等の表記方法 

 ＯＤＡマークや日本国旗の表示は、耐久性を勘案し、ペイントやプラスチ



ック版の錨止め等を採用することが望ましい。 

 

 別添資料 

  別添１：写真資料 

  別添２：引き渡しに関する報道 

  別添３：配布先一覧 



 

（別添１） 

 
 

    
  2005. 06.06                    2005. 06.06 
   調達された漁船（OBM type）             調達された漁船（Traditional type） 
 
 
 

    
  2005. 11.03                    2005. 11. 03 
   漁船の漁民への配布（Batticaloa）（１）        漁船の漁民への配布（Batticaloa）（２） 
 
 
 

    
  2005. 10.19                    2005. 09.08 
   漁船 抽選会の状況                 調達された漁具  
 

 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2005.12.2                     2005.12.2 
漁民に貸与された漁船（１）             漁民に貸与された漁船（２） 

 











（別添３）

No. 漁船タイプ 県名 隻数

1-1 伝統的漁船 トリンコマリ 470
16フィート ゴール 40

マタラ 40
ハンバントタ 50

合計 600

1-2 伝統的漁船 トリンコマリ 191
18.5フィート バティカロア 389

アンパラ* 48
キリノッチ** 4

合計 632

1-3 伝統的漁船 ハンバントタ 130
21フィート カルタラ 20

ゴール 20
マタラ 30

合計 200

1,432

2-1 船外機漁船 トリンコマリ 36
(船外機除く) バティカロア 25
18.5フィート アンパラ 14

ハンバントタ 15
マタラ 15
ゴール 20
ジャフナ 20
ムラティブ 5

合計 150

2-2 船外機漁船 ハンバントタ 60
(船外機除く) マタラ 40
19.5フィート ゴール 50

Total 150

300

3 エンジン付漁船 トリンコマリ 1
30フィート バティカロア 4

アンパラ 15
ハンバントタ 5
マタラ 10
ゴール 5

Total 40

40

* FRP boat 19.6ft
** Traditional boat 23.5ft

船外機型漁船　　合計

伝統的漁船、船外機付き漁船、エンジン付き漁船配布先一覧表

伝統的漁船　　合計

船内機型漁船　　合計



船外機配布先一覧

県名 9.9HP 15HP 25HP 合　　計

トリンコマリ 11 25 36
バティカロア 25 25

アンパラ 14 14

ハンバントタ 50 25 75

マタラ 35 20 55
ゴール 40 30 70
ジャフナ 20 20

ムラティブ 5 5

合　計 75 150 75 300

船外機配布先一覧



 

スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 

漁業分野への支援： 

漁業訓練船の新規調達支援 
 

作成日：平成１７年 12 月 9 日 

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：スリランカ 

案件名：漁業分野への支援： 

   漁業訓練船の新規調達支援 

実施機関：漁業水産資源省 

案件の目的及び概要 今次津波で沿岸漁業訓練船が破壊されたため、被災漁民への漁法訓練の再開に必

要な訓練用漁船を供与するもの。タンガラ水産訓練校に日本型漁船（1980 年に日

本より供与された日本型漁船が、今回の津波で大破）、スリランカ型漁船（60ft

級）２艘を、ゴール漁港及びタンガラ漁港に１艘ずつ配置。 

(ｲ) 日本型沿岸漁業用中型練習船 １艘 

(ﾛ) ローカル型沿岸漁業用中型練習船 ２艘 

１． 案件の進捗状況 

 

(ｲ) 日本型沿岸漁業用中型練習船 １艘 

契約日  ：平成 17 年 10 月 28 日 

契約者名 ：ヤマハ発動機 

契約金額 ：44,700,000 円 

進捗状況 ：建造中 

 

(ﾛ) ローカル型沿岸漁業用中型練習船 ２艘 

進捗状況 ：入札手続き中 

 

２． 案件の妥当性 

 

今次津波は、スリランカの約 2/3 の沿岸部を襲い、漁業分野において、漁船の

80％が全損あるいは破損、多くの漁具が流失ないし破損し、また、全国 12 の漁

港の内 10 の漁港が破壊されるとともに、必須の施設である製氷施設、冷蔵施設

等も被害を受け、壊滅的な打撃を受けた。また、約 80 万人以上の被災民の大部

分は零細漁民といわれ、漁民は、漁業に必要な漁船、漁具を流失、全損、破損、

紛失等して、生活手段を失ったこととなる。そのため、漁業水産資源省は、漁業

分野の再構築として、被災漁民支援のために幅広い支援を行うこととした。 

 

 本件漁業訓練船は、タンガラ水産訓練校に１隻、ゴール漁港及びタンガラ漁港

に１隻ずつ配置される予定である。 

 



 

タンガラ水産訓練校では、1980 年に日本の無償資金協力にて供与された日本型

漁業訓練船「カイツ丸」が供用されていたが、今回の津波で大破し運航不可能と

なったため、本支援によりその代替船を提供するものであり、実習再開のために

必要不可欠なものである。完成後は、約 2,500 名の生徒に使用される予定である。

ゴール及びタンガラ漁港では、漁業水産資源省の下部組織であるセイロン漁業

公社職員の管理・指導の下、被災漁民の操業復帰訓練のために使用されるもので

あり、被災漁民の安定的な生活改善のために必要不可欠である。 

これらのことから、支援の妥当性は、十分に認められる。 

 

３．施設／機材の活用

度 

タンガラ水産訓練校に供与される１隻については、既に契約を了し、造船中で

ある。 

ゴール漁港及びタンガラ漁港に供与される併せて２隻については、漁業省が訓

練漁船の仕様をニーズの変化に合わせたいとして、現在その仕様を調整中であ

る。 

 

４．案件完了後に期待

される効果 

 タンガラ水産訓練校では、津波前に引き続き、漁船・漁具の構造、仕組み、メ

ンテナンス等に関する学習や、実際に沖合に出て漁業実習を行うことができる。

また、南部の主要漁港であり、漁船被害の多いゴール及びタンガラ地域では、

津波により船を失い、海に出ること自体を躊躇する漁民（船長、乗組員）が発生

している。本訓練船による漁業訓練を通して、操業技術の維持及び訓練を通じた

心のケアが期待される。 

 

５．他ドナーによる支

援との関係（重複

の有無等）  

 訓練船に対する支援を行っている他ドナーはない。 

 

６．広報効果（ビジビ

リティー） 

 訓練船には、ＯＤＡマーク及び日本国旗を明示し、日本政府及び日本国民の支

援であることを知らしめる予定である。 

 

７．被援助国等による

評価 

(1)昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名以

上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、避難

キャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した等、未曾有な災害となった。ま

た、漁業分野は大被害を受けた。 

(2)被災者の多くが漁民であること等から、日本が被災漁民の自立支援として

様々な漁業分野への支援を行うことに対して、高い評価を得ている。 

 

 



 

 

８．提言・教訓等 １．教訓 

 本支援は、漁業に関する実習や実地訓練により、漁民の技術向上及び漁民の経

験ある操業技術の維持、また、漁民の漁業に対する熱意を保つための重要な支援

手法であった。 

 中型・大型漁船の造船作業は、非常に期間を要するものであり、早期の仕様確

定及び造船開始が不可欠であるが、決定すべき仕様が多岐にわたって詳細である

ことから、現場のニーズを的確に把握し、造船に必要な図面を早期に完成させる

ことが必要である。 

なお、緊急時には、ニーズ把握や復旧方法の決定等、短期間に膨大な作業を行

う必要があるため、効率的な支援を行うためには、技術協力との連携が重要であ

る。 

 

２．提言 

 緊急時に効果的な支援を行うためには、必要に応じて、ＪＩＣＡ緊急開発調査

団等による調査を早期の段階で投入し、ＪＩＣＡ緊急開発調査の中でも必要な支

援（本件の場合は、訓練漁船の仕様確定への技術協力）を行うことが必要である。

 

９．その他  

 

 

 



 

スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 

 

漁業分野への支援： 

水産物流通・水産市場の復興支援 
（コンテナタイプ小型アイスプラント、コールドストレージ、保冷車の供与） 

 

作成日：平成１７年１2月 9日 

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：スリランカ 

案件名：漁業分野への支援： 

水産物流通・水産市場の復興支援（コンテナタイプ小型アイスプラント、コールドストレージ、

保冷車の供与） 

実施機関：漁業水産資源省 

案件の目的及び概要 今次津波で漁港の製氷施設、冷蔵施設等も被害を受けたため、水産物流の復興と

して、コンテナタイプ・小型アイスプラント（製氷機）、コールドストレッジ（保

冷庫）、保冷車を供与し、水産市場の再構築を支援するもの。 

(ｲ) コンテナタイプ小型アイスプラント 11 台 （配布リスト） 
(ﾛ) コールドストレージ 12 台 （配布リスト） 
(ﾊ) 保冷車 30 台 

１． 案件の進捗状況 

 

(ｲ)コンテナタイプ小型アイスプラント 11 台 

契約日   ：平成 17 年 7 月 28 日 

契約者名  ：Lanka Transformers Limited 

契約金額  ：Rs.451,687,181.62 

進捗状況  ：現在納入中。基礎工事完了待ち。 

(ﾛ)コールドストレージ 12 台 

  同上 

(ﾊ)保冷車 30 台 

契約日   ：平成 17 年 11 月 16 日 

契約者名  ：伊藤忠商事株式会社 

契約金額  ：148,216,320 円 

進捗状況  ：製造中 

 

２． 案件の妥当性 

 

今次津波は、スリランカの約 2/3 の沿岸部を襲い、漁業分野において、漁船の

80％が全損あるいは破損、多くの漁具が流失ないし破損し、また、全国 12 の漁

港の内 10 の漁港が破壊されるとともに、必須の施設である製氷施設、冷蔵施設

等も被害を受け、壊滅的な打撃を受けた。また、約 80 万人以上の被災民の大部

分は零細漁民といわれ、漁民は、漁業に必要な漁船、漁具を流失、全損、破損、

紛失等して、生活手段を失ったこととなる。そのため、漁業水産資源省は、漁業

分野の再構築として、被災漁民支援のために幅広い支援を行うこととした。 

 

 



 

 

スリランカ政府は、漁民に対して漁船の修復・修理、新規調達等を無償で

行うこととしていることから、今後、被災地区における漁業自体は、順次、

再開可能となる。しかしながら、津波で水産関連施設が破壊されたため、漁

獲した魚類を市場に流通させるための施設及び機材の整備が急務となってい

る。このことから、本件は、水産物の流通を確保し、市場を形成させる機材

として不可欠であり、被災漁民の生活生計の自立支援に直接的に寄与するもの

として、支援の妥当性は極めて高い。 

 

３．施設／機材の活

用度 

 アイスプラント及びコールドストレージは、既にサプライヤーから物品が到達

しているものの、 

① 設置場所、設置基準に関する漁業水産資源省の政策判断が遅延したこと、
② 漁業水産資源省にて行う基礎工事や配線工事の遅延していること 
等により、現時点では未設置の状態である。 

 

保冷車については、現地ニーズの変化に対応するため、調達台数を３０台に減

少させた（４月の要請時点 60 台）。 

 

４．案件完了後に期

待される効果 

 同様に日本の支援により修理又は調達した漁船や漁具等による漁獲を、よい状

態で市場に流通させることが可能となり、漁民の収入回復、生活の厚生面の向上、

被災した漁民の自立につながることが期待される。 

 

５．他ドナーによる

支援との関係

（重複の有無

等）  

 アイスプラント、コールドストレージ及び保冷車に対する支援を行っている他

ドナーはない。 

６．広報効果（ビジ

ビリティー） 

アイスプラント、コールドストレージ及び保冷車には、ＯＤＡマーク及び日本

国旗を明示し、日本政府及び日本国民の支援であることがわかるようにする予定

である。 

 

７．被援助国等によ

る評価 

(1)昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名以

上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、避難

キャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した等、未曾有な災害となった。ま

た、漁業分野は大被害を受けた。 

(2)被災者の多くが漁民であること等から、日本が被災漁民の自立支援として

様々な漁業分野への支援を行うことに対して、高い評価を得ている。 

 

８．提言・教訓等 １．教訓 
①津波発生からまもなく１年が経過しようとしている中、現地には要請時点から

ニーズの変化が見られる。 



 

 

 
②また、復旧事業においては、ニーズ把握、復旧にかかるガイドラインの設定、

計画の策定等と、短期間に膨大な作業を行う必要があるが、漁業水産資源省は、

十分な知見、経験がなく、また、人材も不足しており、復旧計画自体に度重なる

変更があり、また、大臣、次官等の交代もあり、政策判断も遅れ、支障が生じた。 
 
③本件はスリランカ側にて設置費用を負担するとの前提で進められてきたもの

であるが、津波後、スリランカ政府の財政支出が大幅に増加している中、その予

算の割り当ても現時点で十分でない状態にある。 
 
 
２．提言 
上記教訓を踏まえた提言は以下のとおり。 

①現地ニーズの正確な把握とニーズの変化に対応した調達システムの構築 

  広域大規模災害においては、現地ニーズの正確な把握と迅速な対応が強く求

められることは言うまでもない。当国の場合、漁業分野の被害状況とニーズの

調査は漁業水産資源省により行われたが、必ずしも十分とは言えない状況や、

支援物品が、時間の経過とともに、現地ニーズの変化に対応していない状況が

みられた。 

支援物品を迅速に調達・配布し、現地ニーズの変化に追随した効率的な支援

を行うためには、必要に応じて、ＪＩＣＡ緊急開発調査団等による調査を早期

の段階で投入し、その中でもニーズ調査などの必要な支援を行うことが必要で

ある。 

また、迅速性が求められる緊急支援においては、入札、業者選定、契約、製

造、納入といった一連の調達手続きを経ることにより、現地の緊急ニーズに十

分即応できない畏れがあることから、迅速な対応が可能な入札契約手続き等の

柔軟な体制も必要である。 

 
②被援助国との役割分担 
 本件のように施設は援助するが設置費用は被援助国側の負担でというよう

な、被援助国との役割分担を行った上で案件化することは、被援助国の意識醸

成（オーナーシップ）や技術力向上のために重要な考え方ではあるが、緊急時

における被援助国政府の財政状況等様々な周辺状況を臨機応変に勘案し、設置

費用も含めて総合的に支援する方が、場合によっては効率的と考えられる。 
 
③平時からの相手国政府の能力開発 

緊急時に、迅速かつ的確な支援を行うためには、相手国政府がそれに見合う

調査・調整能力を有し、迅速かつ的確にニーズ把握や復旧方法の決定等を行う

ことが必要不可欠である。そのためには平時より、相手国政府に対する技術的

支援を行い、技術力向上に資することが必要である。 

 



 

 

 

９．その他  

 

 

別添資料 

  別添１：写真資料 

  別添２：設置場所 

 



 

（別添１） 

 

 

    
  2005. 10.06                    2005. 10.06 
   調達されたアイスプラント              アイスプラントの内部 
 
 
 

 



 

（別添２） 

 

 

 

 

コンテナタイプ小型アイスプラント／コールドストレージの設置場所 

 

 県 設置場所 コンテナタイプ 

小型アイスプラント 

コールド 

ストレージ 

１ ムラティブ 県指定場所 １ １ 

２ バティカロア バティカロア １ １ 

３ カルタラ ベルワラ １ １ 

４ ハンバントタ キリンダ １ １ 

  ハンバントタ ０ １ 

５ ゴール ゴール漁港内 ２ ２ 

６ ガンパハ ネゴンボ １ １ 

７ アンパラ サインサマランドゥ １ １ 

  カルムナイ １ １ 

８ トリンコマリ コッドベイ ２ ２ 

合  計 １１ １２ 

 

 



 

スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 

漁業分野への支援： 

ゴール漁港及びタンガラ漁港の再整備 
 

作成日：平成１７年１２月９日 

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：スリランカ 

案件名：漁業分野への支援： 

   ゴール漁港及びタンガラ漁港の再整備 

実施機関：漁業水産資源省 

案件の目的及び概

要 

南部地域の主要漁港であり、特に漁港・漁業関連施設が甚大な被害を受けた、ゴ

ール漁港及びタンガラ漁港の復旧を行うもの。 

  
ゴール漁港及びタンガラ漁港の再整備  
  （JICA緊急開発調査との連携案件） 
  ＊JICA 緊急開発調査が、被害状況、復興ニーズを調査し、両港の復興計画を

漁業省に提案。漁業省が同復興計画を採用し、その計画の実現をノンプロ

無償の資金で行うもの。 

１． 案件の進捗状

況 

 

本省承認日：平成 17 年 6 月 8日 

（施工管理業者選定） 

契約日  ：平成 17 年 7 月 20 日 

契約者名 ：OAFIC/日本工営 

契約金額 ： 33,179,000 円 

 

（施工業者選定） 

契約日  ：平成 17 年 9 月 12 日 

契約者名 ：Penta-Wakachiku Joint Venture 

契約金額 ：728,302,753 円 

進捗状況 ：契約締結済み（工期 13 ヶ月予定） 

 

２． 案件の妥当性 

 

今次津波は、スリランカの約 2/3 の沿岸部を襲い、漁業分野において、漁船の

80％が全損あるいは破損、多くの漁具が流失ないし破損し、また、全国 12 の漁

港の内 10 の漁港が破壊されるとともに、必須の施設である製氷施設、冷蔵施設

等も被害を受け、壊滅的な打撃を受けた。また、約 80 万人以上の被災民の大部

分は零細漁民といわれ、漁民は、漁業に必要な漁船、漁具を流失、全損、破損、

紛失等して、生活手段を失ったこととなる。そのため、漁業水産資源省は、漁業

分野の再構築として、被災漁民支援のために幅広い支援を行うこととした。 

 

本件、ゴール漁港及びタンガラ漁港はスリランカ南部の主要漁港であり、多く

の漁民・水産業者が同漁港を中心に活動しているため、被災漁民活動の再活性化

の観点から、漁港再整備への支援の妥当性は高い。 

 

ゴール市は、スリランカ第 2の都市の地位を確立しているが、津波により多大

の被害を受けた。ゴール漁港を復興し、水産物流を再構築する本案件は、同地域

の水産業に従事している多くの被災民の自立を促進する効果の高い協力といえ

る。 

またタンガラ漁港は 2001 年度に日本の無償資金協力により、同地区の水産業

 



 

 

振興のため、拡張整備したものであるが、津波により被害を受けたので、漁港と

しての機能を回復させるため、必要な支援を行うものとである。 

＜ゴール漁港の修復支援の主な対象施設＞ 

 岸壁、進水スロープ、冷凍冷蔵施設、せり場、漁民食堂、漁港公社事務所 

＜タンガラ漁港の修復支援の主な対象施設＞ 

 防波突堤、進水スロープ、漁具修理場、冷凍冷蔵施設、漁民食堂等 

 

３．施設／機材の

活用度 

 建設工事中（06 年 10 月完工予定） 

  

４．案件完了後に

期待される効

果 

１．工事中に期待される効果 

 地元住民の工事用労働者の雇用による地元での就労機会の増加並びに工事を

通じての地元住民の社会参加及びコミュニティの能力向上が図られる。 

 

２．工事完了後に期待される効果 

 漁港が再整備されることにより、漁船の安全な接岸が確保されるとともに、冷

凍冷蔵施設の整備等による水産市場・物流通の改善が図られ、被災漁民の収入回

復、生活の厚生面の向上が期待される。これにより被災した漁民、水産業関係者

の自立につながることが期待される。   

また、合わせ、漁港公社の漁港運営施設の改善や、漁船の修理等、漁業分野の

技術力向上に寄与することが期待される。 

 

ゴール漁港  現在の水揚げは 13 トン/日、（被災前は約 30 トン/日） 

       動力漁船数 245 隻、（被災前は約 400 隻） 

裨益漁民  約 1000 名、（被災前は約 1600 名） 

水産業者数 約 20（仲買トラック数）、（被災前は約 40） 

タンガラ漁港 現在の水揚げは 8トン/日、（被災前は約 15 トン/日） 

       動力漁船数 130 隻、（被災前は約 250 隻） 

裨益漁民  約 700 名、（被災前は約 1200 名） 

水産業者数 約 20（仲買トラック数）、（被災前は約 30） 

 

５．他ドナーによ

る支援との関

係（重複の有

無等）  

漁業水産資源省の要請を受け、10 の被災漁港のうち 2漁港（ゴール、タンガラ）

を日本の支援により復旧するものであり、他のドナーとの重複はない。なお、他

の被災漁港の復興は、他のドナーにより支援を受けることとなっている。 

 

６．広報効果（ビ

ジ ビ リ テ ィ

ー） 

 建設中のサイトには、日本の支援による復旧工事である旨の看板が 2枚立てら

れている他、現場工事事務所にはＯＤＡマークを明示しており日本の貢献である

ことが分かるようになっている（完成後の各建物には日本の支援により復旧した

旨のプラーク（銘板）を設置する予定である。）。 

 両漁港は漁民が長期間にわたり日常的に活用するものであり、かつ冷凍冷蔵施

設等の建物はビジビリティーが高く、高い広報効果が継続するものと認められ

る。 

 

７．被援助国等に

よる評価 

(1)昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名以

上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、避難

キャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した等、未曾有な災害となった。ま

た、漁業分野は大被害を受けた。 

(2)被災者の多くが漁民であること等から、日本が被災漁民の自立支援として

様々な漁業分野への支援を行うことに対して、高い評価を得ている。 



 

 

 

８．教訓・提言等 １．教訓 

(1) 本復旧事業への支援は、スリランカ政府の復興政策の下、JICA がニーズ調査

を実施し、インフラ部門の具体的復興プランの提案（技術協力）を行い、その後、

ノンプロ資金による案件の具体化（資金協力）と、「技術協力」と「資金協力」

との一連の協力活動が、円滑に行われたモデルケースといえる。 

(2) 津波により甚大な被害を受け、かつ当国の主要産業の一つである漁業分野の

支援として、南部の主要漁港であるゴール及びタンガラ漁港の復旧を、本ノンプ

ロ無償にていち早く実施することは、両漁港を使用する漁民のみならず、全国民

に対し、日本の貢献を強く示すことができる、極めて優良なものであったといえ

る。 

 

２．提言 

(1) 本事業の目的を確保するため、工事中の施工管理を適格に行うことが求めら

れている。 

(2) 本件は、「技術協力」と「資金協力」との相互補完の効果的な協力となった

もので、日本の支援制度に対する評価をも行い、スリランカ側も日本の協力制度

について理解を深めることが重要と考える。 

 

９．その他  

 別添：写真資料 

 



（別添） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ゴール漁港 工事看板               ゴール漁港 冷凍冷蔵施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ゴール漁港 岸壁             ゴール漁港 放置されている被災漁船 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

タンガラ漁港 防波突堤              タンガラ漁港 冷凍施設 

 



スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票

保健・医療分野への支援： 

移動検診車の供与計画 
作成日：平成１７年１２

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：スリランカ 

案件名：保健・医療分野への支援： 

移動検診車の供与計画 

実施機関：保健栄養省 

案件の目的及び概

要 

津波災害により沿岸地域の多くの診療所が破壊されたため、十分な医療サービ

を受けられない被災地コミュニティが多い状況にあることから、これらコミュ

ティにおいて基礎的診断・治療が行えるよう、津波被災地域（北部州、北西部

東部州、南部州及び西部州）の中核保健局に対して、移動検診車及び搭載医

機材を供与するもの。 

 

（対象機材） 

（１）移動検診車 5 台  

（２）搭載医療機材 25 品目 

  （詳細は別添１及び２参照） 

  

１． 案件の進捗状

況 

 

 

契約日：平成 17 年 6 月 6日 

契約者名：岩谷産業株式会社 

契約金額：49,866,000 円 

進捗状況：平成 18 年 1 月納入予定 

２． 案件の妥当性 

 

（１）津波災害により、107 診療機関が被災し、被災地域の医療サービスが

難となっているだけでなく、被災地域周辺の地方医療機関に患者が集

し、日常の診療が困難な状況にある。 

保健栄養省は、同省内に十分量をストックしていた医薬品を活用し

つ、被災地域の診療機関の再建や、医師・看護師等医療従事者を投入

て医療サービスの回復に努めているものの、診断・治療に必要な基礎

医療機材の絶対数が不足している状況にある。そこで、日本政府とし

は、ノンプロジェクト無償資金を活用して、別途、津波により被災した

域及び隣接地域の住民に対して基礎的医療サービスの回復を図ることを

的として、33 地方診療機関に基礎的医療機材を供与しているところであ
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が、特に、地方公的医療施設まで長距離に位置しているコミュニティーで

は、基礎的診断・治療サービスへのアクセスが極めて困難な状況にある。

本件は、こうした被災コニュニティーの住民を対象として、移動検診

車の機動性を活かして、基礎的医療サービスを提供するものであり、ニ

ーズに合致している。 

（２）本件は、保健栄養省から要請されたものであり、財務計画省、大使館、JICA、

JICS 関係者から構成される「ノンプロジェクト無償運営管理委員会」におい

て、検討され決定に至ったものである。 

（３）このことから、本案件は当国ニーズに十分合致しており、また、その必要

性については、スリランカ政府内で十分検討された上で決定されたものであ

ることから、妥当である。 

３．施設／機材の

活用度 

本件供与車輌・機材は、平成 18 年 1 月に納入予定である。 

 

４．案件完了後に

期待される効

果 

被災地域において、代替医療機関までのアクセスが困難なコミュニティーの

住民に対して、基礎的医療サービスが提供されることにより、これらの地域

における健康水準の維持が図られる。 

また、生活基礎サービスの一つが確保されることにより、被災コミュニティ

ーの再建・復興に向けた取り組みを支援することが可能となる。 

５．他ドナーによ

る支援との関

係（重複の有

無等）  

津波直後、保健栄養省において、各ドナーによる効率的な復旧活動を実施する

ために開催された調整会議の結果に基づいて、同省は各ドナーに具体的な支援を

要請しており、ドナー間の重複はない。 

６．広報効果（ビ

ジ ビ リ テ ィ

ー） 

本件で供与される移動検診車は北部州、北西部州、東部州、南部州及び西部

州の被災地域を巡回することから、津波復旧支援に係る日本の広域的な貢献を

長期的に示すことが可能となり、極めて高い広報効果を有していると考えられ

る。 

７．被援助国等に

よる評価 

（１）昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名

以上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、

避難キャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した。避難キャンプ、仮設住

宅、避難地区で生活する被災民への保健医療の支援は、急務の課題であ

った。 

（２）本件は、津波災害後の課題であった「被災民の健康の維持」に対応し

たものであり、また、保健医療分野の整備は、長期的な観点からも重要

であることから、当国政府及び国民から高い評価を受けている。 

なお、保健栄養省からは、これまでの保健医療分野の支援は、医薬品

や医療機材が中心であったが、本件車輌は遠隔地においても機動的に活



用できることから、たいへん緊急的ニーズにかなうものであるとのコメ

ントがあった。 

８．教訓・提言等 １．教訓 

津波被災地の中で、特に、医療サービスのアクセスが極めて困難な遠隔地域

においては、診断・治療機能の回復は同地域住民にとって生活・生命に直結す

る問題として、可能な限り早期の対応が求められている。しかしながら、本件

移動検診車は、平成１８年１月に納入される等、納入までに時間を要している

が、災害時復旧への医療分野の支援として、調達に要する期間をいかに短縮さ

せるかの点が課題となった。 

 

２．提言 

大規模災害時においては、保健・医療分野は最も優先度が高く、関心の高い

支援分野の一つであり、日本政府は、津波発生翌日には、他ドナー機関に先

駆けて、緊急災害援助隊・医療チームの派遣や、緊急物資の供与等を行っ

た。本件は、緊急時への医療支援から、スリランカ政府が行う復旧事業へ

の移行の中で実施されたものであるが、ノンプロ無償の制度上、調達に期

間を要した。 

本件供与車輌は、緊急人道支援時期から中期的な復旧・復興時期に移行

していく中で行われたものであるが、特に、保健医療分野は生命に直結す

るだけに、支援の空白期を生じないよう、効果的な「継ぎ目のない支援」

が重要である。 

したがって、災害後の保健医療分野の支援に当たっては、緊急援助隊（医

療チーム）の派遣等人的貢献から中期的ニーズへの対応まで、継続的に専門家

の投入や医療機材の調達が迅速かつ継続的に行えるよう、柔軟かつ連続性のあ

る支援体制を構築しておくことが必要である。 

 

９．その他  

 

別添１：移動検診車設計図 

別添２：搭載機材リスト 





保健分野への支援（移動検診車の供与計画）

搭載機材リスト（１台当たりの搭載機材：計５台）

Item No. Name of Equipment

2-1 Automated Bio-Chemistry Analyzer 1 unit

2-2 Bionocular Microscope 1 unit

2-3 Table Top Centrifuge 1 unit

2-4 ESR Stand 1 set

2-5 Centrifuge, Haematocrit 1 unit

2-6 Ｂｕｎｓｅｎ Burner 1 set

2-7 Water Bath 1 unit

2-8 Glucometer 1 set

2-9 Refrigerator 1 unit

2-10 Cell Counter 1 set

2-11 Stethoscope for Adult 1 pcs

2-12 Stethoscope for Pediatric 1 pcs

2-13 Mercurial Sphygmomanometer for Adult 1 unit

2-14 Mercurial Sphygmomanometer for Pediatric 1 unit

2-15 Ophthalmoscope 1 unit

2-16 Diagnostic Set 1 set

2-17 Small Operating Instrument Set 1 set

2-18 First Aid Kit with Case 1 set

2-19 Ambu Bag for Adult 1 set

2-20 Hammer, Percussion 2 pcs

2-21 Electric Boiling Sterilizer, Desk Top Type 1 unit

2-22 Ultrasonic Nebulizer 1 unit

2-23 Treatment Set 1 set

2-24 Generator 1 unit

2-25 Vehicle 1 unit

Q'ty

(別添2）



スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価

保健・医療分野への支援： 

被災地における基礎的診療サービス回復のための医療機材供与計画（地方 33 病院への医療機材

 

作成日：平成１７年１２月９

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：スリランカ 

案件名：保健・医療分野への支援： 

被災地における基礎的診療サービス回復のための医療機材供与計画（地方 33 病院への医療

与） 

実施機関：保健栄養省 

案件の目的及び概

要 

津波により被災した地域及び隣接地域の住民に対して基礎的医療サービスの

図ることを目的として、11 県 33 地方診療機関に基礎的医療機材を供与するも

 

１．対象病院（詳細：別添資料１） 

①北部地域             ②東部地域 

ジャフナ県  ：３診療機関     トリンコマリ県：２診療機関 

  ムラティブ県 ：２診療機関     バティカロア県：３診療機関 

  ワウニア県  ：２診療機関     アンパーラ県 ：５診療機関 

 

 ③ウバ地域 

モネラガラ県 ：１診療機関 

（アンパラ県との県境に位置するインギンヤガラ診療所） 

 

④南部地域             ⑤西部地域 

  ハンバントタ県：３診療機関     カルタラ県  ：３診療機関  

  マータラ県  ：４診療機関 

  ゴール県   ：５診療機関 

   

２．供与医療機材（詳細：別添資料２） 

  聴診器（１６５個）、打診器（６６個）、成人用血圧計（３３０台）、体温

３０本）、救急バッグ（６６個）、診断セット（６６個）、喉頭鏡（６６

検眼鏡（６６台）、耳鏡（６６台）、診断用照明灯（６６台）、折りたた

椅子（６６台）、ストレッチャー（９９台）、Ｘ線写真用照明装置（９９

成人用・幼児用点滴注入器（９９，０００台）、電気煮沸滅菌器（１６５

冷蔵庫（１３２台）、心電計（３３台）、電気吸引器（９９台）、両眼用

（３３台）、発電機（３３台）、超音波ネブライザー（１３２台）、幼児

計（１３２台）、胎児心音計（６６台） 

 

１． 案件の進捗状

況 

 

契約日  ：平成 17 年 6 月 10 日 

契約者名 ：岩谷産業株式会社 

契約金額 ：145,894,815 円 

進捗状況 ：10 月 31 日引渡式済 
票） 

供与） 

日 

機材供

回復を

の。 

計（３

台）、

み式車

台）、

台）、

顕微鏡

用血圧



２． 案件の妥当性 

 

（１）津波災害により、107 診療機関が被災し、被災地域の医療サービスが困難

となっているだけでなく、被災地域周辺の地方医療機関に患者が集中し、日

常の診療が困難な状況にある。 

保健栄養省は、同省内に十分量をストックしていた医薬品を活用しつつ、

被災地域の診療機関の再建や、医師・看護師等医療従事者を投入して医療サ

ービスの回復に努めているものの、診断・治療に必要な基礎的医療機材の絶

対数は著しく不足している状況にある。そこで、日本政府は、ノンプロジェ

クト無償資金を活用して、別途、津波により被災した地域及び隣接地域の住民

に対して基礎的医療サービスの回復を図ることを目的として、11 県 33 地方診療

機関に基礎的医療機材を供与することとしたものであり、ニーズに合致するも

のである。 

（２）本件は、保健栄養省から要請されたものであり、財務計画省、大使館、JICA、

JICS 関係者から構成される「ノンプロジェクト無償運営管理委員会」において、

検討され決定に至ったものである。 

（３）このことから、本案件は当国のニーズに十分合致しており、また、その必要性

については、スリランカ政府内で十分検討された上で決定されたものであること

から、妥当性は極めて高い。 

 

３．施設／機材の

活用度 

（１）発電機と冷蔵庫を除く医療機材は、10 月 31 日に当国保健栄養省に引き渡され

た後、全ての対象診療機関に配布済みであり、各対象診療機関において順次、利

用されている。 

 

（例１） 

マータラ県ウェリガマ病院関係者によれば、多くの医療機器が使用できなかっ

たため、4,000 世帯が近隣の診療機関へ 18km の距離を移動しなければなかった

状況にあったところ、本件医療機材が供与されることにより、医療サービスのア

クセスの改善や診療機能の回復が図られている。 

 

  （例２） 

   カルタラ県ケトゥマティ病院は本件対象病院でないものの、同病院の産科婦人

科の関係者は、本件供与機材は、深刻な状況において、極めて妥当な機材として、

供与を希望している例がみられた。 

 

（２）発電機及び冷蔵庫については、既にコロンボ港に搬入されており、通関手続き

を了した後、配布されることとなっている。但し、３３病院のうち、９つの病院

については、すでにバックアップ用の発電機を設置しており、ニーズの変化がみ

とめられたことから、当国政府と協議の上、被災地域及び隣接地域の他の病院へ

の設置を検討中である。 

 

４．案件完了後に

期待される効

果 

（１） 津波により基礎的な医療機材が損傷した診療機関において、本案件の実施

により、基礎的医療サービスの回復が図られる。 

（２） 被災した診療機関の代替機能を担う、被災地の隣接地域における診療機関

への患者集中に対応した医療サービスの提供が可能となる。 

（３） ほぼ全壊した診療機関については、再建後に本案件機材を活用することに

より、医療サービスの回復が図られる。 

５．他ドナーによ

る支援との関

係（重複の有

無等）  

津波直後、保健栄養省において、各ドナーによる効率的な復旧活動を実施するために

開催された調整会議の結果に基づいて、同省は各ドナーに具体的な支援を要請してお

り、ドナー間の重複はない。 



６．広報効果（ビ

ジ ビ リ テ ィ

ー） 

（１）本件対象地域は、北・東部を含む 11 県 33 病院に及び、津波復旧支援に係る日

本政府の広域的な貢献を示すことが可能となる。 

（２）また、供与機材は故障の頻度が低い基礎的なものであり、また、ＯＤＡマーク

が貼付された供与機材総数は 10 万個以上に及ぶことから、長期にわたって、多

数の医師、看護師及び患者に対して日本の貢献が認められることとなる。 

（参照：別添３及び４） 

７．被援助国等に

よる評価 

（１）昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名以

上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、避難キ

ャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した。避難キャンプ、仮設住宅、避難地

区で生活する被災民への保健医療の支援は、急務の課題であった。 

（２）本件は、津波災害後の課題であった「被災民の健康の維持」に対応したも

のであり、また、保健医療分野の整備は、長期的な観点からも重要であるこ

とから、当国政府及び国民から高い評価を受けている。 

 

８．教訓・提言等 （１）教訓 

  ① 本案件供与機材は、各被災県の県保健所を通じた保健栄養省の被害状況調査

に基づいて、同省及び財務計画省において検討されたものであり、現地ニーズ

に合致していた。 

但し、トリンコマリ県ムットゥル診療所においては、供与機材の全てにニー

ズは認められるものの、必ずしも同診療所の最も優先度と合致していない例が

認められた。このことは、混乱した状況の中で当国保健栄養省が各県保健局を

通じて情報収集した際に、地域によっては正確な情報伝達が行われていなかっ

たことによるものと考えられる。 

② また、津波被災地における診断・治療機能の回復は、同地域住民にとって生

活・生命に直結する問題として、可能な限り早期の対応が求められているが、

本件医療機材は、平成１７年１０月に納入される等、調達に時間を要した。 

③ さらに、上記３．（２）のとおり、病院用発電機については、要請されたニ

ーズを踏まえて選定されたものの、対象病院の自助努力により設置される等、

現地ニーズが変化している例がみられた。 

④ したがって、災害時復旧への医療分野の支援として、ニーズをいかに正確に

把握するかの点や調達に要する期間をいかに短縮させるかの点が課題となっ

た。 

 

（２）提言 

① 大規模災害時においては、保健・医療分野は最も優先度が高く、関心の高い

支援分野の一つであり、日本政府は、津波発生翌日には、他ドナー機関に先

駆けて、緊急災害援助隊・医療チームの派遣や、緊急物資の供与等を行っ

た。本件は、緊急時への医療支援から、スリランカ政府が行う復旧事業へ

の移行期に実施されたものであるが、ノンプロ無償の制度上、調達に期間

を要した。 

本件供与機材は、緊急人道支援時期から中期的な復旧・復興時期に移行

していく中で行われたものであるが、特に、保健医療分野は生命に直結す

るだけに、支援の空白期を生じないよう、効果的な「継ぎ目のない支援」

が重要である。 

したがって、災害後の保健医療分野の支援に当たっては、緊急援助隊（医

療チーム）の派遣等人的貢献から中期的ニーズへの対応まで継続的に、専門

家の投入や医療機材の調達が迅速に行えるよう、柔軟かつ連続性のある支援

体制を構築しておくことが必要である。 

    



② 特に、発電機等の緊急性が極めて高い機材・物資を供与する場合は、入札、

業者選定、契約、納入といった一連の調達手続きでは、現地の緊急ニーズに十

分即応できない畏れがある。 

   したがって、広域災害時における発電機等、「緊急性の高い機材」で、かつ、

「復旧・復興事業までの移行期間の使用と使用目的が限定される機材」案件に

ついては、以下の点につき検討が必要である。 

 

ⅰ）調査、調整への日本側の体制整備  

緊急時の現地のニーズ調査、配布先等スリランカ政府との調整について

は、ス側の行政機構を支援（技術協力）するとの観点から、日本側が、調査・

調整のための緊急支援ユニット（予算、要員を確保）を立ち上げ、主体的に

支援活動ができる体制整備を行う。 

 

ⅱ）緊急機材リストの見直し 

過去の広域大規模災害時の知見を集積し、緊急時から短期復旧事業の開始

までの期間に最もニーズが強く、早期の調達が求められる「緊急機材リスト」

の見直しを行う。なお、発電機のように、病院用の緊急時の予備電源として

備蓄し得る機材については、再設置方法等の指導も行っておく必要がある。

 

ⅲ）調達方法の事前の整理 

同「緊急機材リスト」の機材については、迅速な調達が可能となるよう、

備蓄、ないし、調達手続きを予め整理しておき、災害直後の段階から、被災

国と調整できるよう、制度を整備しておく。 

    

ⅳ）JICA による緊急物資の提供との関連 

     大規模災害時において、被援助国から JICA による緊急物資（緊急性の極

めて高い機材）と同様の物資の追加供与要請があった場合、現行の支援体系

では十分即応できない畏れがあることから、同緊急物資のストック量の見直

しや、制度の見直しを検討する。 

９．その他  

 

（添付資料） 

別添１：対象機材リスト 

 別添２：対象病院リスト 

 別添３：対象機材の引渡式に係る写真資料 

別添４：新聞報道記事 

 



Item No. Name of Equipment

1-1 Stethoscope for Adult 5 pcs

1-2 Hammer, Percussion 2 pcs

1-3 Mercurial Sphygmomanometer for Adult 10 Unit

1-4 Clinical Thermometer 10 pcs

1-5 Ambu Bag for Adult 2 Unit

1-6 Diagnostic Set 2 set

1-7 Laryngoscope 2 unit

1-8 Ophtalmoscope 2 unit

1-9 Auroscope (Otoscope) 2 unit

1-10 Examining Light, Stand Type 2 unit

1-11 Folding Wheel Chair 2 unit

1-12 Strecher 3 unit

1-13 X-ray Film Illuminator 3 unit

1-14 Infusion Set for Pediatric & Adult 3,000 pc

1-15 Electric Boiling Sterilizer 5 unit

1-16 Refrigerator 4 unit

1-17 1-ch Electrocardiograph 1 unit

1-18 Electrical Suction Unit 3 unit

1-19 Binocular Microscope 1 set

1-20 Electric Generator, Soundproof Type 1 unit

1-21 Ultrasonic Nebulizer 4 unit

1-22 Mercurial Sphygmomanometer for Pediatric 4 unit

1-23 Doppler Fetal Heart Detector 2 unit

Q'ty

対象医療機材リスト

被災地における基礎的診療サービス回復のための医療器材供与計画

（別添２）





（別添３） 

スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 

保健医療分野への支援： 

被災地における基礎的診療サービス回復のための医療機材供与計画 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．須田在スリランカ日本国大使からデ・シルバ

保健栄養大臣に機材が引き渡された。

（平成17年10月31日撮影） 

２．

れた

 

             

 

 

 

 

我が国貢献を示すＯＤＡステッカーが貼付さ

医療機材（平成17年10月31日撮影） 
３．対象診療機関に配布された医療機材     

（平成17年11月25日撮影） 

４
．対象診療機関に配布された医療機材     

（平成17年11月25日撮影） 
 





















スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票

保健・医療分野への支援： 

狂犬病予防・診断施設の機能回復計画 
作成日：平成１７年１２月

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：スリランカ 

案件名：保健・医療分野への支援： 

狂犬病予防・診断施設の機能回復計画 

実施機関：保健栄養省 

案件の目的及び概

要 

津波によりゴール県にある南部地域唯一の狂犬病診断・対策施設が機材と共に

壊されたため、南部地域の狂犬病の診断機能を維持・回復させるため、同施設

再建されるまでの間、カラピティア病院に予防・診断機材を供与し、施設再建

は同施設において活用するもの。 

 

（１） 対象機材 

狂犬病予防・診断機材（25 品目：詳細は別添１を参照） 

（２） 対象病院 

カラピティア総合病院（ゴール県） 

 

１． 案件の進捗状

況 

 

契約日  ：平成 17 年 6 月 6日 

契約者名 ：株式会社シリウス 

契約金額 ：11,183,000 円 

進捗状況 ：平成 18 年 1 月納入完了予定 

（11 月 14 日に検査用試薬以外の機材がカラピティア総合病院に納入済

査用試薬は平成 18 年 1 月には納入される予定である。） 

２． 案件の妥当性 

 

（１）当国では、毎年、死亡例は年間 100 名以上に達する。狂犬病は死亡

が高いため、早期に的確な診断を下し治療を行う必要があるも、昨年

津波災害により、南部地域の同疾患の診断・治療の拠点施設及び機材

共に破壊されたことから、同疾患の診断・治療機能の回復が喫緊の問

となっていた。 

（２）同施設は、海岸至近に位置していたことから、保健栄養省としては、同

設を移転することを計画したが、新たな土地の同定には相当な期間を要す

畏れがあることや、狂犬病予防・診断機能の回復は対象地域住民の生命に

結する問題として早期の機能回復が求められていることから、新設予定地

施設が完成するまでの間、同じゴール県に位置するカラピティア総合病院

必要な機材を投入し、同病院の一画を利用して予防・診断機能の維持を図

 

） 

９日 

破

が

後

、検

率

の

が

題

施

る

直

の

に

る



こととしたものであり、ニーズに合致している。 

   なお、新たな施設の建設が予定されており、同施設が完成した際は、本件

供与機材は引き続き活用されることとなっている。 

（３）本件は、保健栄養省から要請されたものであり、財務計画省、大使館、JICA、

JICS 関係者から構成される「ノンプロジェクト無償運営管理委員会」におい

て、検討され決定に至ったものである。 

（４）このことから、本案件は当国ニーズに十分合致しており、また、その必要

性については、スリランカ政府内で十分検討された上で決定されたものであ

ることから、妥当性は極めて高い。 

３．施設／機材の

活用度 

本件供与機材は、11 月 14 日に検査用試薬以外の機材がカラピティア総合病院

に納入され、検査用試薬は平成 18 年 1 月には納入される予定である。 

（参照：別添２） 

４．案件完了後に

期待される効

果 

本機材供与により、南部地域(ゴール県、マータラ県、ハンバントータ  

県)の狂犬病の予防・診断機能が回復し、228 万 6 千人の住民（ゴール県約 

990,000 人、マータラ県約 761,000 人、ハンバントータ県約 535,000 人）に裨

益することが期待できる。 

５．他ドナーによ

る支援との関

係（重複の有

無等）  

津波直後、保健栄養省において、各ドナーによる効率的な復旧活動を実施するた

めに開催された調整会議の結果に基づいて、同省は各ドナーに具体的な支援を要

請しており、ドナー間の重複はない。 

６．広報効果（ビ

ジ ビ リ テ ィ

ー） 

（１）本件供与機材は、南部３県 228 万 6 千人に裨益するものであることから、

日本の貢献を効果的に示すことが可能となる。 

（２）狂犬病の診断に関しては、従来、他ドナー機関が支援しておらず、本

件実施により、インパクトのある日本の貢献を広報することが可能とな

る。 

７．被援助国等に

よる評価 

（１）昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名

以上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、

避難キャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した。避難キャンプ、仮設住

宅、避難地区で生活する被災民への保健医療の支援は、急務の課題であ

った。 

（２）本件は、津波災害後の課題であった「被災民の健康の維持」に対応し

たものであり、また、保健医療分野の整備は、長期的な観点からも重要

であることや、これまで他ドナーが具体的な支援を実施していない被災

地域の狂犬病の予防・診断機能の回復を支援するものであることから、

当国政府及び国民から高い評価を受けている。 



８．教訓・提言等 １．教訓 

① 津波被災地における診断・治療機能の回復は同地域住民にとって生活・

生命に直結する問題として、可能な限り早期の対応が求められている。し

かしながら、本件予防・診断機材は、平成１８年１月に納入される等、納

入までに時間を要しているが、災害時復旧への医療分野の支援として、調

達に要する期間をいかに短縮させるかの点が課題となった。 

② 本案件のように機材の調達と被援助国側の受け入れ体制が連動してはじ

めて、支援の効果を生むような案件の場合は、援助側及び被援助側双方の

対応が効果的に行われるよう、事前の調整や調達実施中の双方の進捗状況

の把握を十分行うとともに、問題があれば、早期に対応しておくことが求

められる。 

 

２．提言  

大規模災害時においては、保健・医療分野は最も優先度が高く、関心の高

い支援分野の一つであり、日本政府は、津波発生翌日には、他ドナー

機関に先駆けて、緊急災害援助隊・医療チームの派遣や、緊急物資の

供与等を行いった。本件は、緊急時への医療支援から、スリランカ政

府が行う復旧事業への移行の中で実施されたものであるが、ノンプロ

無償の制度上、調達に期間を要した。 

本件供与機材は、緊急人道支援時期から中期的な復旧・復興時期に

移行していく中で行われたものであるが、特に、保健医療分野は生命

に直結するだけに、支援の空白期を生じないよう、効果的な「継ぎ目

のない支援」が重要である。 

したがって、災害後の保健医療分野の支援に当たっては、緊急援助

隊（医療チーム）の派遣等人的貢献から中期的ニーズへの対応まで、継続

的に専門家の投入や医療機材の調達が迅速に行えるよう、柔軟かつ連続性

のある支援体制を構築しておくことが必要である。 

 

９．その他  

（添付資料） 

別添１：対象機材リスト 

別添２：写真資料 



保健分野への支援：狂犬病診断施設の機能回復計画

対象機材リスト

Item No. Name of Equipment

3-1 Refigerator 2 unit

3-2 Medical Deep Freezer 2 unit

3-3 Autoclave 2 unit

3-4 Co2 Incubator 1 unit

3-5 Laminar Flow Safety Cabinet 1 unit

3-6 Binocilar Microscope 2 unit

3-7 Inverted  Fluoresent Microscope 1 unit

3-8 Variable Volume Micropipette 1 set

3-9 Variable Volume Micropipette 1 set

3-10 Drying Oven 2 unit

3-11 Ice Maker 1 unit

3-12 Vice for Animales 2 set

3-13 Gypsum Cutter 3 unit

3-14 Dissecting Set 6 set

3-15 Instrument Cupbord 1 set

3-16 Electric Balance 1 unit

3-17 Glass Were Set 1 set

3-18 Electric Boiling Sterilizer, Desk Top Type 1 unit

3-19 Bunsen Burner 2 set

3-20 Table for Animal Head Cuting 1 unit

3-21 Laboratory Stool 5 unit

3-22 Working Bench 1 unit

3-23 ReagentSet 1 set

3-24 Bijou Bottle with Screw Caps, 10ml Capacity    8 box

3-25 Working Wear 1 set

Q'ty

(別添１）



 

 

（別添２） 

 

保健・医療分野への支援（狂犬病診断施設の機能回復計画） 
 

写真資料 
 

 
２． 津波により被災した狂犬病予防・診断施設（その２） 
かろうじて外観は残ったものの、構造物は浸食し、

内部は津波に一掃された。 

１． 津波により被災した狂犬病予防・診断施設（その１） 
海岸線に近接していることから、保健栄養省は移転

を決定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ３． 津波により被災した狂犬病予防・診断施設（その３） 

かろうじて残った内部の医療機材（完全に損壊して

いる。） 

４．カラピティア総合病院に到着したばかりの本件供与

機材（同病院にて内容確認の後、利用が開始されること

となっている。） 
 
 
 
 



スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票

 

津波被災県の行政調整活動への支援 
津波被災県の復興事業調整のための行政官用の車両の提供 

（ダブルキャビン・ピックアップの供与及びレンタカーの提供） 
 

作成日：平成１７年１２月９

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：スリランカ 

案件名：津波被災県の行政調整活動への支援： 

津波被災県の復興事業調整のための行政官用の車両の提供（ダブルキャビン・ピックアッ

の供与及びレンタカーの提供） 

実施機関：行政国内問題省 

案件の目的及び概

要 

今次津波被害を受けた 11 県は、復旧・復興作業に追われている状況にある

県が事業調査・支援用の移動手段を持っていないため、支援調整等に支障をき

している。そのため四輪駆動車（ダブルキャビン・ピックアップ）を提供し、

行政レベルにおける効率的な復旧・復興事業の調整体制を整備することとした

 

また、現場での津波関連事業が、支援国、国際機関、NGO 等により、同時並

的に様々錯綜して行われ混乱が生じているため、新規調達の車両が納入される

での間(12 月末予定)、別途、レンタカー（ピックアップトラック）を提供し、

旧・復興事業の安定を確保することとした。 

 

(ｲ) ピックアップトラックの供与 64 台（含むスペアパーツ） 
(ﾛ) ピックアップトラックのレンタカー 22 台 
 

１． 案件の進捗状

況 

 

 

(ｲ)ピックアップトラックの供与 64 台 （配布リスト別添） 

契約日：平成 17 年 9 月 22 日 

契約者名：豊田通商株式会社 

契約金額：117,760,000 円 

ピックアップトラック用アクセサリー（ラジオ／荷台シート） 

契約日：平成 17 年 10 月 5 日 

契約者名：TOYOTA LANKA (PVT) Ltd. 

契約金額：Rs.2,560,000 

進捗状況：平成 17 年 12 月に納品予定 

 

(ﾛ)ピックアップトラックの借り上げ 22 台（配布リスト別添） 

契約者名：ECD Global(Pvt)Ltd. 

契約台数：12 台(Batticaloa, Ampara, Jaffna,Kilinochchi, Mullati

契約金額： Rs.10,368,000（上限） 

契約日：平成 17 年 10 月 2 日 

契約者名：Casons Rent-a-car(Pvt)Ltd.  

契約台数：10 台（Kalutara, Galle, Matara, Hambantota, Trincomal

契約金額：Rs.7,140,000 (上限) 

契約日：平成 17 年 10 月 2 日 

進捗状況：配車済み 
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２． 案件の妥当性 

 

今次津波は、スリランカの約 2/3 の沿岸部を襲い、3万人を超える死者及び

行方不明者を出すと共に、多くの住宅、公共施設、道路、農地などを押し流

した。 

津波によって被害を受けた 11 県（カルタラ、ゴール、マータラ、ハンバン

トタ、アンパラ、バッティカロア、トリンコマレー、ジャフナ、ムラティブ、

キリノッチ、プッタラム）は、いまだその復旧・復興作業に追われている状

況であり、被災県及び同県内の被災地区 53 地区の職員は、津波被災地の視察、

被害状況の把握、各種事業の妥当性の判断、各建設用地の調査・建設許可の

判断及びその他各政策決定のための視察・調査、さらには復旧・復興作業の

遂行等のため、専門スタッフとともに被災地を頻繁に訪れる必要が生じてい

る。 

しかしながら、津波以前から移動手段を持たなかった又は津波により車両

を失った県及び地区の職員は、効率的な活動が出来ず、支援活動に支障をき

たしている。 

このため、県及び地区の職員の移動手段としての四輪駆動車（ダブルキャ

ビン・ピックアップ）を提供し、津波被害の復旧・復興事業の調整を効率化

させ、促進させる本件は、妥当性が高いものであると認められる。 

 

また、各地方の幹線道路以外は未舗装で起伏に富む道路が多いため、津波

被災地及び津波被災者のキャンプ地等への移動には、十分な地上高を持ち、

悪路の走行が可能な四輪駆動車の必要性が認められる。 

 

また、中でも特に津波被災が甚大であった 22 箇所の行政事務所は、復旧・

復興作業が支援国、国際機関、国際ＮＧＯ等により、同時並行的に様々に錯

綜して行われ、現在既に混乱が生じつつあるので、一刻も早く調整を図るこ

とが求められていた。そのために、調達が決定した四輪駆動車が１２月末に

納車されるまでの間に限定して、ダブルキャビン・ピックアップを借り上げ、

提供することは、必要な協力として妥当性が高いものと認められる。 

なお、行政国内問題省は、車両運行実績の記録を定期的に財務省に報告する

こととしており、使用実績等の確認がノンプロ無償の運営管理委員会で可能

な体制としている。 

 

３．施設／機材の

活用度 

 調達車両については、１２月末までに納入予定である。 

 レンタカーについては、既に各行政事務所に配置され、津波復旧・復興活動に

役立っている。 

 

４．案件完了後に

期待される効

果 

行政職員が、被災状況や復旧状況の調査等のため、被災地を訪れることが容

易となり、復旧・復興作業の進捗が加速化される。 

 

５．他ドナーによ

る支援との関

係（重複の有

無等）  

 行政用車両を提供する他ドナーはない。 

 

６．広報効果（ビ

ジ ビ リ テ ィ

ー） 

 提供する行政用車両には、ＯＤＡマーク及び日本国旗が明示され、日本政府及

び日本国民からの支援であることがわかるようになる予定である。 

  



７．被援助国等に

よる評価 

(1)昨年 12 月に発生した広域津波災害により、死者・行方不明者数 38,000 名以

上、被災者数 80 万名以上、家屋損壊数約８万戸等甚大な被害が生じ、避

難キャンプ数は全国で 800 ヶ所以上に達した等、未曾有な災害となった。

(2)そのため、政府、国際機関、ＮＧＯ等様々機関が復旧・復興作業を行ってい

るが、これらを調整統括する、現地での行政能力の向上は必須であり、本件

に対して高い評価を得ている。 

 

８．教訓・提言等 １．教訓 

 本件はスリランカ政府側の強い要請に基づき、案件化されたものであるが、ピ

ックアップトラックの納車は本年末であり、それまでの間のニーズに対応するた

め、別途同種のレンタカーを調達する必要が生じた。 

 また、行政活動用車両の提供という柔軟な対応が、津波復旧・復興作業の効率

化、促進化に貢献している。 

 

２．提言 

本件のように緊急性が極めて高い案件については、入札、業者選定、契約、製

造、納入といった一連の調達手続きを経ることにより、現地の緊急ニーズに十分

即応できない畏れがある。このため、随意契約方式を採用するなど、迅速な対応

が可能な入札契約手続きを行うことが必要である。 

 

９．その他  

 

 

 別添資料 

  別添１：写真資料 

  別添２：配布先及び貸与先 

  別添３：配布先位置図 



（別添２）

レンタカー貸与先

県（括弧の県は対象外） 地方行政区 地方行政区

西部州 (コロンボ） モタトゥア

(ガンパハ） ネゴンボ
カルタラ ベルワラ

カルタラ カルタラ
パナドゥア パナドゥア

南部州 ゴール アンバランゴダ

バラピティア

ベントータ

ゴールフォーグラブ

ハブラドゥア ハブラドゥア

ヒッカドゥア ヒッカドゥア

マータラ デビンワラ

ディクエラ

マタラフォーグラ マタラフォーグラ

ウェリガマ ウェリガマ

ハンバントタ アンバラントタ

ハンバントタ ハンバントタ

タンガラ タンガラ
ティサマハラマ

北部州 ジャフナ カヤッツ

マルティンケルニ マルティンケルニ

ポイントペドロ ポイントペドロ

サンディリペイ

キリノッチ カンダワリ カンダワリ

パチチラパリ

ポーナカリ ポーナカリ
ムラティブ マリティメパトゥ マリティメパトゥ

東部州 バティカロア エラヴァパットゥ

カッタンクディ

コラライパットゥ（バラチ） コラライパットゥ（バラチ）

コラライパットゥノース

コラライパットゥサウス

マンムナイノース マンムナイノース

マンムナイＰ．（アライパッタイ）

マンムナイＳ．エルヴィニ マンムナイＳ．エルヴィニ

アンパラ アダラチチェナイ

アッカライパットゥ

アラヤディウェンブ

カルムナイ カルムナイ

カラティブ カラティブ

ラフガラ

ニンサヴル

ポトビル ポトビル

サインサマラス

セィルッコヴィリ セィルッコヴィリ

トリンコマリ エアチチァンパッタ

キニア

クッチャベリ クッチャベリ

ムッタラ

タウングラヴェット タウングラヴェット
セルヴィラ

北西部州 プッタラム ヴァナサンヴィルワ
ウェンナップワ

11 53 22

州名
ピックアップトラック配布先

ピックアップトラック配布先及びレンタカー貸与先一覧



 

 

写真（車両、レンタカー）                             （別添１） 

 

    
  2005.10.01                    2005. 10.01 
   借り上げた車両（１）                借り上げた車両（２） 
 
 
 

    
  2005. 10.01                    2005. 10.01 
   借り上げた車両（３）                借り上げた車両（４） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2005.12.8                    2005.12.9 
  借り上げた車両（５）                           借り上げた車両（６） 
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ADB: Asian Development Bank 

 アジア開発銀行 
BLK: Biaya Latihan Kerja 
 職業訓練センター 
BRR: Agency for Rehabilitation and Reconstruction for Aceh and Nias (Badan 

Rehabilitasi dan Rekonstruksi NAD-Nias) 
アチェ・ニアス復旧復興庁 

BAPPENAS: Ministry of National Development Planning/ National Development 
Planning Agency (Badan Perencanaan Pembangunan Nasional) 

 国家開発企画庁 
BPN: National Land Agency (Badan Pertanahan Nasional) 
 土地庁 
E/N: Exchange of Notes 
 交換公文 
GAM: Gerakan Aceh Merdeka 
 自由アチェ運動 
GTZ: Deutsche Gesellschaft für Technische Zusammenarbeit 
 ドイツ技術協力公社 
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 国際労働機関 
IMF: International Monetary Fund 
 国際通貨基金 
JBIC: Japan Bank for International Cooperation 
 国際協力銀行 
JICA: Japan International Cooperation Agency 
 独立行政法人 国際協力機構 
JICS: Japan International Cooperation System 
 財団法人 日本国際協力システム 
MDTF: Multi-Donor Trust Fund 
 マルチ・ドナー信託基金 
NAD: Nanggroe Aceh Darussalam 
 ナングロ・アチェ・ダルサラーム 
PDM: Project Design Matrix 
 プロジェクト・デザイン・マトリックス 
RRI: Radio Republic Indonesia (Radio Republik Indonesia) 
 インドネシア・ラジオ放送局 
UNDP: United Nations Development Programme 
 国連開発計画 
UNICEF: United Nations Children’s Fund 
 国連児童基金 
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スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 
 
 作成日：平成 17年 12月 20日 
担当公館名：在インドネシア日本大使館 
国名：インドネシア共和国 
案件名：緊急支援物資（医薬品／医療器具） 
実施機関：保健省 
案件の目的及び

概要 
今次地震及び津波により大きな被害を受けたことで医療ニーズが高まり、多

くの NGO や国際機関が医療分野で幅広い支援を行っている。しかしながら、
彼らの多くの活動は自身の活動地域に特化するものであり、また、その活動地

域及び活動内容も地域差を生じている。 

今般、日本国政府はアチェ州内の公的保健システム（病院、保健所等）へ不

足している医薬品及び医療機材等を提供し、アチェ州内に幅広く分布する避難

民への医療提供を支援するため、以下の支援を実施することとした： 
 

• 第一弾 医薬品及び医療機材の供与 
• 医薬品及び医療機材の在庫状況及び使用実態をモニタリング 
• 第二弾 医薬品、医療機材及び検査キットの供与（品目はモニタリング結
果による） 
現在の契約済み金額は約 0.7 億円である。第一弾の医薬品及び医療器材の調
達は 2005年 8月に行われ、支援物質は、既に保健省が指定した地方の医薬品倉
庫（22箇所）に搬送され保管されており、そこから保健所に供給され避難民へ
の医療支援を開始されている。 
第二弾の医薬品、医療機材及び検査キットの調達は、現在 2006年 2月に予定
されている。調達予定品目は在庫品目のモニタリング結果により決める予定に

なっている。このモニタリングに係るコンサルタント調達は予定通り 2005 年
11月に行われているので、第二弾の資器材調達もおおむね予定通り行われる見
込みである。 
なお、プロジェクトの進捗状況に関し、中央政府の担当者は、JICSを通して
比較的把握している。しかし、アチェ州政府は、中央から地方への情報伝達が

不十分なため、ほとんどプロジェクトの進捗を把握していないのが現状である。

支援物資は、州政府を通さず、直接、各地の医薬品倉庫に搬送されている。 
供与医薬品については第一弾の調達としてはWHOのリストを参考に選定さ
れている。医薬品倉庫の在庫量は地方により差が出ているが、これは現在実施

中のモニターの結果により品目が決定され実施される第二弾の調達により調整

されていくものと考えられる。しかしながら、本案件の第一弾の 2005 年 6 月
の入札、7月の調達は、他の実施機関の案件、例えば道路案件の資機材の 2005
年 4 月入札、5 月調達に比べると調達が遅く、今回のノンプロ無償資金協力の
支援目的から判断すると本案件の進捗は遅れていると言える。 
中央政府は州政府との連携が不足しており、プロジェクトの進捗を州政府に

伝え情報共有を進め、連携を改善する必要がある。 
地域住民は、プロジェクトの進捗について、 
Very fast (4/135),  Fast (25/135),  Normal (54/135),  Slow (40/135),  Very slow (12/135) と、大半は普通
もしくは遅いと感じている。第一弾の薬の供与のタイミングが遅れたためと思

われる。 

契約名 契約日 契約先 契約金額 納品日 
（契約納期) 

医薬品、医療

器具第一弾 

2005/7/7 → 
2005/8/24 
(revised） 

PT. Kimia 
Farma T&D ¥60,377,412  2005/9/27 

１．案件の進捗

状況 

モニタリングに

係るコンサル 
2005/12/7 PT.Manggala 

Jiwa Mukti ¥5,392,496  (12月下旬) 



 

２．案件の妥当

性 
中央政府のアチェ復興計画の中で、住民への医薬品の供給等は重要な位置づ

けとされている。緊急時の医薬品等の支援物資は優先度が高く避難民への医療

サービスには不可欠である。当プロジェクトにかかる保健省および関係者は、

日本国政府の支援は非常に重要であると認識しており避難民への医療支援およ

び本案件の計画・実施に積極的である。 
本案件は、被災地の全てのターゲットグループ（コミュニティ、住民）を医

療支援の対象にしており避難民・コミュニテイのニーズに適合している。した

がって、緊急支援の一環として本案件を取り上げたのは極めて妥当である。 
 
住民レベルでは、ニーズとの整合性について、 
Excellent(14/135), Good(54/135), Fair(29/135), Poor(36/135), Very poor(5/135)と、大半の住民はニーズ
との整合性は比較的高いと判断している。 
Poor以下と評価している 41人(Poor (36), Very poor (5))のうち、13人は津波・
地震の被害を受けていない。残りの人の意見として、保健所や病院などの施設

の増加または施設の充実に対してのニーズが高いということと、また一部では

直接被災者の衣食住を支援してほしいという意見を持っている。 
３．施設/機材の
活用度 

支援物資は各地方の医薬品倉庫に搬送されており各地の保健所を通じて被災

地のターゲットグループに活用されている。支援医薬品は保健省によりニーズ

に応じた品目が計画されている。州政府のヒアリングによると、支援医薬品は

地域により需要に見合っていない地域も一部あるが、住民のヒアリング結果か

ら推察すると、比較的よく利用されているものと考える。第二弾の医療資器材

調達の前に医薬品及び医療器材の在庫状況・使用状況のモニタリングに係るコ

ンサルタント契約を行っており、第二弾の支援品目はより現地のニーズに沿っ

た支援になると考えられる。 
 
住民レベルでは、緊急支援医薬品の使用について、Yes (110/143), No (33/143) 
と比較的高い利用率を示している。（全体の約 2割の緊急医薬品未使用者 33人
のうち、19人（未使用者の約 6割）については、津波・地震の被害を受けてい
ない。） 
 



 

４．案件終了後

に期待される効

果 

本案件は第一弾の医薬品および医療機器の供与が実施され、すでに活用され

ている。本案件完了後に以下の主な効果が期待できる。 
１．

２．

３．

 公的保健システム（病院、保健所等）に不足している医薬品および医療機

器を供与し復旧を支援する。 
 避難民の医療サービスを支援する。 
 住民の健康状態の向上を支援する。 

 
本案件の効果について、保健省は被災住民の健康状態をベースに評価する方

針だが、定量的な評価指標や目標はまだ設定されていない。 
案件完了後の効果を計るための指標として、以下が考えられる。 
効果指標 

• 
• 
• 
• 
• 

被サービス避難民人口 

住民の健康状態の向上（子供の学校病欠率など） 

薬剤の使用・未使用率 

ワクチン接種率 

検査実施状況の定量的評価（検査キットの使用率）等 

（これらの目標数値設定には、専門家による検討が必要） 
 
住民レベルでは、プロジェクトの効果について、 

Excellent (30/135),  Good (52/135),  Fair (30/135),  Poor (20/135), Very poor(3/135) と高い評価が得
られている。Poor以下の評価をしている 23人(20+3)のうち、案件の進捗につい
て、slow(15), very slow(4)と 19人が不満を持っている。 

５．他ドナーに

よる支援との関

係（重複の有無

等） 

他のドナーとの支援の重複はない。 
医薬品は他のドナーからの援助もあるので、支援品目は各ドナーの支援状況

を踏まえて計画している。 
 

６．広報効果（ビ

ジビリテイー） 
本案件はまだスタート間もないので、広報効果はそれほど高くない。それは、

州政府に本案件の進捗に関する情報が少ないことも一つの原因と考えられる。

中央政府が計画準備を進めており、州政府に本案件の内容・進捗に関する情報

をあまり伝えていないため、州政府は広報活動の対応が十分に出来ない可能性

がある。しかし今後、アチェ・ニアス復旧復興庁（BRR）の機能が発揮される
ことによる州政府の情報増加が期待され、第二弾の調達完了後には広報効果も

改善されるものと考える。 
 
住民レベルでは、日本の支援プロジェクトであることを知っているのは、

Yes (48/136), No (88/136)と、知っている住民は半数以下である。個々の医薬品に
ついて、日本国政府の支援であることを住民に知らしめるのはかなり難しく、

支援のみでは広報効果はあまり望めない。 
 
広報効果を高める方策としては、 
• 
• 

• 

• 

薬剤配布時における、地域住民を交えた Turn Over セレモニーの実施。 
薬剤配布時やワクチン接種時に、日本人が頻繁にモニターする（立ち会う）

事で、日本の援助をアピールする。 

在庫薬剤の地域住民への周知により、利用度の向上と、日本の援助による本

事業のアピール。 

薬を持ち帰る際の紙・ビニール袋に、日本援助のロゴや「日本は薬の支援を

実施しています」といった文章をプリントし、住民に配布。 
 



 

７．被援助国等

による評価 
本案件は中央政府および州政府にとって緊急かつ重要な支援であると受け止

められており、住民およびメディアも高い評価をしていると判断する。 
 
住民レベルでは、プロジェクトに対して、 

Excellent (43/127),  Good (55/127),  Fair (13/127),  Poor (14/127),  Very poor (2/127)と、高い評価を得
ている。 poor以下の評価をしている 16人(14+2)のうち、10人は津波・地震の
被害を受けていなく、低い評価になったと思われる。 
 

８．提言・教訓

等 
事業内容に係わる提言・教訓 
• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

薬品供与は、緊急援助として他ドナーとの重複するケースが多いが、今回は、

WHOのリストから薬品を選定し、他ドナーとの調整が上手く取れている。食
料や医薬品・テントのような、必ず求められる援助については、先行して必

要な資材を選定するリーダーシップを持った組織の存在が重要。 

実施方法に係わる提言・教訓 
2 段階に分けた薬品調達方法により、無駄の少ない有効な援助が期待でき、
消耗資材の供与の場合有効な方法と考えられる。第 2 弾の援助項目の選定時
に計画している第 1 弾のモニター結果が事業効果を左右する為その質が重要
となる。 

本案件は、実施機関による案件形成および入札図書の準備に比較的長い期間

を要している。今後緊急時に案件形成および入札図書準備のスピードアップ

を図るために案件形成時に専門家の派遣等の支援が望まれる。 

体制・組織に関する提言・教訓 
薬品の配布時に地方政府を通さないため、現地で援助の全体が把握できてい

ない。 

各保健所で、在庫状況が異なっている事から、在庫状況の開示と各保健所間

での医薬品・医療機材の融通が出来ると、援助物資はより有効に活用できる。

このような体制作りが必要。 

医療品倉庫の管理能力にかなり差があり、医療関係者による定期巡回点検等

により改善が必要。 

上記 3 項より、援助資機材の有効利用には、実際に利用する保健所・病院、
これらを監視する地域の行政府、援助を調整した中央政府の 3 者が、共通の
情報を持てるような体制作りが求められる。 

中央政府と州政府との連携を高め、緊急時に対応できる実施体制の強化を図

るために、日本政府は中央政府にインハウスの専門家を配置し、中央と地方

の連携を促進させることが望ましい。 

 
９．その他  

 
 



緊急支援物資（医薬品・医療器具） 

Kota Banda Aceh の倉庫 

 

  
 

 
 

 

 



 

スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 
 
   作成日：平成 17年 12月 20日 
担当公館名：在インドネシア日本大使館 
国名：インドネシア共和国 
案件名：保健所の再建事業 
実施機関：保健省 
案件の目的及び概

要 
今回の地震及び津波により、保健所、保健所支所、助産所などが広い範囲

で被害を受け、被災地域における医療体制が著しく損なわれている。 
また被災地域以外においても、被災者仮設住居が多く建設され、新しい地

域の医療ニーズが発生している。このため、アチェ州、ニアス島における保

健所を中核とした地域医療システムの再建・復旧を支援する。 
• 第一バッチとして保健所等から地方公立病院への搬送を行う救急車を支
援する。 

• 第二バッチとして巡回保健所用車両、医療従事者用バイク及び薬剤運搬用
車両を支援する。 

• 第三バッチとして、４か所の保健所及び１か所の保健所支所のリハビリあ
るいは再建を支援する 

 
１．案件の進捗状

況 
当プロジェクトは契約準備段階にある。保健省によると器機・機材には「特

殊仕様」のものが多く、仕様の決定や、他のドナーの援助との調整に時間を

要した。第一、第二バッジの資機材及び第三バッジの施工管理コンサルタン

ト、施工業者は 2005年 12月末には調達完了の予定である。 
当初の予定では 2005年 11月までに救急車を各病院に引き渡す予定であった
が、仕様の決定・調達の遅れにより 2005年 12月に契約、納入は 2006年 4
月に変更されている。本案件は、今回のノンプロ無償資金協力における緊急

目的から判断するとかなり遅れていると言える。 
 
住民レベルでは、プロジェクトの進捗について、 

Very fast(0), Fast(13/44), Normal(15/44), Slow(15/44), Very slow(1/44) と、「早い」
から「遅い」まで評価が分かれている。未だプロジェクトは初期段階にあり、

住民は保健所予定地の看板などによる情報から漠然とプロジェクトの進捗を

知っている程度である。 
 

２．案件の妥当性 アチェ復興計画の中で保健サービスの回復は、コミュニティ再建の中で重
要な位置を占めており、アチェ市およびニアス島にとって、緊急に取り組む

べき課題である。 
本案件にかかわる関係者は日本国政府の支援が非常に重要であると認識し

ており、早急な実現を期待している。 
 
住民レベルでは、プロジェクトの住民のニーズとの整合性について、 

Excellent (1/44), Good(16/44), Fair(10/44), Poor(16/44), Very poor(1/44)と、goodから
poorまで評価が分かれている。poor以下と評価している人のなかには、『保
健所の再建を急ぐべき』という意見が半数近くあり、また『緊急の目的に合

致しているか』の問いに、8人が poor以下の評価をしており、住民は施設の
緊急性を重視していることで、ニーズの整合性の低評価になったと思われる。 
 



 

３．施設/機材の活
用度 

本案件はまだ実施されてないので、施設・機材はまだ活用される段階では

ない。しかし、本案件が完成した際には、再建・復旧された保健所・車両等

はデイリーに使用されるものであり、支援施設、機材の高度な活用が期待さ

れる。 
 
「保健所を利用したことがあるか」という問いに対し、 
Yes (36/44), No (8/44) という回答が得られた。住民の生活にとって保健所
は、必要不可欠なものであり、利用度が高い公共施設である事がわかる。 
 

４．案件終了後に

期待される効果 
本案件完了後は以下の効果が期待できる。 
１．地域医療システム・保健医療サービスの回復。 
２．被災者に対する医療環境を回復する。 
 
保健省による「効果評価の定量的な指標」はまだ設定されていない。また、

モニター体制もないが、今後現地の「モニター」の必要性について認めてい

る。 
本案件完了後の効果を計る指標としては、以下が考えられる。 
効果指標 

• 
• 
復旧保健所のサービス人口 

巡回保健所の実施回数等 

 
住民レベルのプロジェクトへの期待は高い： 
‐緊急目的に対する効果： 
Excellent(4/44), Good(20/44), Fair(10/44), Poor(8/44), Very poor (2/44) 
 Poor以下の評価は、案件進捗への不満と思われる。 
‐地域医療システムの改善と医療環境の復旧： 
Sure(15/45), Maybe(22/45), Not sure(8/45), No change(0) 
‐診療機会の増加:  
Sure(23/45), Maybe(18/45), Not sure(4/45), No change(0) 
‐被災地域のスムースな医療サービスの実施 
Sure(8/45), Maybe(26/45), Not sure(11/45), No change(0) 
 

５．他ドナーによ

る支援との関係

（重複の有無等） 

他のドナーとの支援の重複部分は無い。 
 



 

• 
• 
• 

６．広報効果（ビ

ジビリテイー） 
中央政府は広報効果が極めて高いと判断しているものの、未だに保健所改

修工事および車両等の調達が完了していないこともあり、また州政府への情

報伝達が少なく、地方レベル広報活動は遅れている。しかし今後、アチェ・

ニアス復旧復興庁（BRR）の機能が発揮されることによる州政府の情報増加
が期待される。 
広報活動の提案としては、 

保健所改修工事のサインボードの設置 

日本援助機材である事のロゴを明示する。 

巡回保健所の実施の際、日本人医師・看護士による指導を行い日本の援助

である事をアピールする。 

 
住民レベルでは、日本国政府の支援プロジェクトであること知っていると

の設問に対して： 
- Yes I know well: (0) 
- Yes I know, but not so much: (11/44) 
- No, I don’t know at all: (33/44) 
現段階では、住民の大半はプロジェクトが本格的に始動していないことも

あり、日本国政府の支援プロジェクトであることは知られていない。 
 

７．被援助国等に

よる評価 
中央政府、州政府、国民、住民ならびにメディアは本案件について、その

必要性及び緊急性を認知しており、高い評価を与えている。 
 
住民レベルでは、 

Excellent(5/44), Good(20/44), Fair(14/44), Poor(5/44), Very poor(0) と、プロジェ
クトが始動したばかりではあるが比較的高い評価を得ており、住民のプロジ

ェクトへの期待が大きいことが分かる。Poorと評価している 5人は、案件の
進捗が遅く、緊急目的の効果が低いと評価していると思われる。 
 

８．提言・教訓等 実施方法に係わる提言・教訓 
• 

• 

• 

地域（コミュニティ）性の高い事業であり、地域住民の期待が大きいだけ

に、事業実施に当たっては、案件形成時に住民のニーズ（必要な医薬品や

巡回医療の需要）の精度を高める事で、より大きな効果が期待できる。 

本案件は、実施機関による案件形成および入札図書の準備に比較的長い期

間を要している。今後緊急時に案件形成および入札図書準備のスピードア

ップを図るために案件形成・スペック準備段階に専門家の派遣等の支援が

望まれる。 

体制・組織に関する提言・教訓 
保健省によると器機・機材には特殊仕様のものが多く、仕様の決定や、他

のドナーの援助との調整に時間を要した。プロジェクト計画時に州政府と

の連携の改善や速やかな調整が必要であり、各担当機関との連携を進める

には、強いリーダシップを持った責任者が必要であり、保健省内に案件推

進に必要な専門家の派遣の必要性が高い。 

９．その他  
 
 

 



保健所の再建事業 
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スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 
 
 作成日：平成 17年 12月 20日 
担当公館名：在インドネシア日本大使館 
国名：インドネシア共和国 
案件名：ラジオ・テレビ放送支援事業 
実施機関：通信情報技術省 
案件の目的及び概

要 
アチェ特別州の住民は、今回の地震・津波による被害で心的障害を抱えて

生活を営んでおり、余震の続く中で、災害情報を正確に伝達し、住民がパニ

ックを起こさず適切な行動が取れるよう配慮する必要がある。ラジオはこう

した情報を正確且つ迅速に住民へ伝達する必要不可欠な手段であるが、今回

の津波でラジオ局も被害を受けている。本案件は、その放送施設を災害に強

い施設に修復・改善し、適切な情報伝達を通じて、アチェの防災体制を強化

し、住民が安心した生活を営めるようにするとともに、アチェの復旧・復興

活動に寄与することを目的とする。 
• 
• 
ラジオ：送信機等放送資機材調達・放送局施設修復 
テレビ：移動録音機等取材用資機材調達・放送局舎等補修 

 
現在の契約済み金額は約 3.8億円である。 
ラジオ局の支援資機材（家具、緊急機材、リハビリ機材）の調達は 2005
年 10 月までに全て完了している。ラジオ局局舎の改修の工事は 2005 年 12
月に入札が実施された。 
テレビ局の支援資機材（取材車両）は 2005 年 7 月に調達済みであるが、
緊急リハビリ機材の入札は 2005 年 11月に実施され契約待ちである。 
本案件は案件形成・スペック作成等に時間を要しており、その緊急性を考

えると、その進捗は遅れていると言える。 
 
プロジェクトの進捗について、住民の意見は、 

Very fast(0), Fast(3/22), Normal(7/22), Slow(11/22) Very slow(1/22)と、「普通」か
ら「遅い」の評価をしている。 
 
契約名 契約日 契約先 契約金額 納品日 

(契約納期) 
ラジオ局用家具 2005/6/20 PT. Elite Permai 

Metal IDR 91,358,000 2005/7/8 
ラジオ局の緊急機
材 2005/8/19 Sumitomo 

Corporation ¥24,838,000 (2006/1/4) 
ラジオ局のリハビリ
機材 2005/10/31 Sumitomo 

Corporation ¥349,200,000 (2006/8/1) 
ラジオ局用取材車
輌(ミニバン）２台 2005/7/27 PT. Indomobil 

Trada Nasional 
テレビ局用取材車
輌（ミニバン）１台 2005/7/27 PT. Indomobil 

Trada Nasional 
IDR 509,700,000  (2005/8/24) 

１．案件の進捗状

況 

テレビ局用取材車
輌（ピックアップ）1
台 

2005/7/27 PT. Indomobil 
Trada Nasional IDR 216,000,000 (2005/8/24) 



 

２．案件の妥当性 ラジオ・TV放送は住民に対し、正確な防災情報を速やかに配信できるため、
住民は安心して、復旧・復興活動に参加できるようになる。放送機能の回復

は地域の最優先課題の一つである。 
したがって、緊急支援の一環として本案件を取り上げたことは、極めて妥

当である。 
 
住民レベルでは、プロジェクトと住民のニーズの整合性について、 

Excellent(0), Good(5/22), Fair(6/22), Poor(8/22), Very poor(3/22)と、住民の評価は
比較的低い。Poor以下の評価をしている人のなかに、直接被災者の支援を実
施してほしいという意見があり、これは公共的な支援よりも個人的なニーズ

に対する支援の要望が強いということが評価に影響していると思われる。 
 

３．施設/機材の活
用度 

施設・機材は未だ活用はできる段階ではないが、本案件完成後、支援施設・

機材の活用度は非常に高いと考えられる。 
供与済み資機材の事務用家具は既に局舎で活用されており、車両は取材に

活用されている。その他の調達済み放送機材は、現在輸送中（メダンーアチ

ェ）である。 
今後実施予定の建物の修復、機材導入も放送機能の復旧には必要なもので

あると考えられる。 
 

４．案件終了後に

期待される効果 
本案件は、災害に強いラジオ・TV施設の復旧を図ることにより期待される
効果は以下のとおりである。 
‐アチェ州の住民が正確な防災情報を迅速に得ることを可能にし、災害時に

住民が適切な対応を取れるようにする。 
‐住民が安心して生活を営むことを可能にし、復旧・復興活動に参加が可能

にする。 
 
本案件の効果評価の定量的指標は設定されていない。 
 
ラジオ・TV施設復旧は、アチェ州に限らず、広範囲の住民が正確な情報を
迅速に共有することを可能にする。地域住民が共通の情報を有することで、

地域の再建や住民の安心できる生活に大きく寄与する事が期待される。 
 
本案件完了後の効果を計る指標としては、以下が考えられる。 
効果指標 

• 
• 
災害情報の入手状況 

正確な情報の迅速な発信 

 
住民レベルのプロジェクトへの情報に対する期待は高い： 
‐緊急時に対する期待： 
Excellent(4/22), Good(10/22), Fair(6/22), Poor(1/22), Very poor (1/22) 
‐正確・迅速な情報に対する期待： 
Sure(3/21). Maybe(10/21), Not sure(7/21), No change(1/21) 
‐国民の情報共有に対する期待:  
Sure(9/18), Maybe(10/18),Not sure(3/18), No change(0/18) 
 

５．他ドナーによ

る支援との関係

（重複の有無等） 

他のドナーの支援との重複はない。 
 



 

• 
• 

• 

６．広報効果（ビ

ジビリテイー） 
本案件は、現時点では、まだ顔の見える援助にはなっていない。 

 
住民レベルでは、日本の支援プロジェクトであることは、ほとんど知られ

ていない。 
‐Yes I know, but not so much: (9/22) 
‐No I don’t know at all: (13/22) 

 
広報活動としては、 
日本援助機材である事のロゴを明示する。 

日本の防災事例などの紹介する「防災に関する定期プログラム」を放送局

に提案し、周知を広める。 

今後、機材のトレーニングの際、日本人技術者を派遣することで、日本人

の活動そのものが広報活動につながると思われる。 

 
７．被援助国等に

よる評価 
本案件は全関係者にとって非常に緊急且つ重要な援助であると受けとめら

れており、中央政府、州政府、ラジオ・テレビ関係者、住民に高く評価され

ている。 
 
住民レベルでも、 

Excellent(2/20), Good(9/20), Fair(6/20), Poor(2/20), Very poor (1/20)  
と高い評価を得ている。 
 

８．提言・教訓等 事業内容に係わる提言・教訓 
• 

• 

• 

• 

放送施設の地域防災活動への活用。 

今後、テレビ・ラジオ等放送施設を、地域防災活動に活用できるようなシ

ステム作りを進める必要がある。例えば、災害時にその情報が直ちに放送

局に入るシステム。情報を直ちに放送できるシステム（日本の地震・津波

情報）等。 

実施方法に係わる提言・教訓 
案件実施の迅速化や調達プロセスのスピードアップ。 

災害直後で余震が続く中での正確な情報提供は、住民を適切な行動に導く

事ができ、人的な二次災害を未然に防ぐ事になる。このため、情報施設に

関する復旧は最優先に行う事が重要である。現在の流れでは案件形成、入

札実施までのプロセスに時間がかかっており、スペック作成を支援しスピ

ードアップすることが出来るように考慮されるべきである。例えば、施設・

資機材の特徴や現場環境を考慮し調達先を絞り込み、入札手続を簡素化す

ることが可能になる。（放送機材のような気温・湿度に影響を受ける機材な

ど） 

本案件は、実施機関による案件形成および入札図書の準備に比較的長い期

間を要している。今後緊急時に案件形成および入札図書準備のスピードア

ップを図る方法の一案として案件形成・スペック準備段階に専門家の派遣

等の支援が考えられる。 

体制・組織に関する提言・教訓 
機材の効果を更に高めるためには、機材供与に加え、人的支援（運用体制

の確立とその人材育成）が求められる。 

９．その他  
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スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 
 
       作成日：平成 17年 12月 20日 
担当公館名：在インドネシア日本大使館 
国名：インドネシア共和国 
案件名：道路緊急復旧事業 
実施機関：公共事業省道路局(Ministry of Public Works) 
案件の目的及び

概要 
バンダアチェ～ムラボー間の海岸付近の国道は、今次発生した津波により橋

梁の流出、道路の破壊等大きな被害を被った。インドネシア国軍によりコネク

ティング道路は建設されたものの、トラック等の交通には不十分なもので、未

だ再建に必要な物資の輸送等は困難な状態にある。 
このためバンダアチェ～ムラボー間の道路復旧工事が急がれており、日本国

政府に対しては同区間の一部であるチャラン～ムラボー間及び周辺地域へのア

クセス道路（合計約 122 km）の緊急支援道路復旧が要請されている。 
本計画は、対象全区間の仮設道路建設を完成させるものである。 
具体的には、破壊されなかった道路は最大限活用した道路復旧工事、コンク

リート橋梁の設置、必要な建設機材・資材調達を行う。 
１．第一弾建設機械および資材調達 
２．第二弾資機材調達 
３．資材調達 
４．建設コンサルタントの調達 
５．建設施工業者の調達 
 
すべての調達品目の契約が終了しており、契約済み金額は約 34億円である。 
現在、建設機械および資材は契約、第一弾の資機材は、2005年 4月に入札、

2005年 5月に調達され、既にメダンまで搬送されている。第二段の調達機材は
2006年１月に搬入予定になっている。資材調達は 2005年 8月に調達、コンサ
ルタントは、既に 2005年７月に選定され、施工業者は 11月 28日に選定され
ている。遅れていた道路復旧工事がようやく着手されることになり、工事完了

は 2006年 7月の予定である。道路復旧工事は、インドネシア政府は当初 2005
年内完成を目指していたが、約 7ヶ月の遅れである。遅れの原因は再入札など
の入札プロセスの遅れである。 
案件の進捗状況は中央政府の担当者は把握しているものの州政府は十分な情

報が伝わってなく、州政府は、津波災害から 1年になるのに道路復旧工事が進
まないことに対し苛立ちを示している。緊急支援道路復旧のためには、今後こ

れ以上の遅れが出ないように施工管理を実施することが必要である。 
 
住民レベルでは、プロジェクトの進捗について、 
Very fast (0), Fast (0), Normal(1/16), Slow(8/16), Very slow(7/16)と、大半の住民はプ
ロジェクトの進捗が遅いと感じている。 
 
契約名 契約日 契約先 契約金額 納品日 

(契約納期) 
建機第一弾（EQ・
モーターグレーダ
ー２台） 

2005/6/1 

建機第一弾（EQ・フ
ラットベッドトラック２
台） 

2005/5/4 PT. Equipindo 
Perkasa ¥34,364,950  

2005/6/29 

建機第一弾(DK・エ
クスカ 5台） 2005/5/9 PT. Daya Kobelco ¥54,223,650  2005/6/7 
建機第一弾（PM・
ピックアップ前期 4
台） 

2005/6/1 

建機第一弾（PM・
ピックアップ後期 6
台） 

2005/5/4 PT. Marubeni 
Indonesia ¥12,256,810  

2005/6/21 

１．案件の進捗

状況 

建機第一弾(PI・ダ
ンプ前期 6台） 2005/5/6 PT. Itochu 

Indonesia ¥61,189,920  2005/6/9 



 

建機第一弾(PI・ダ
ンプ後期 12台） 2005/7/7 
建機第一弾(PI・ダ
ンプ後期 SP） 

   

2005/8/22 
建機第一弾(SJ・ホ
イールローダー 2
台） 

2005/5/10 Sojitz ¥28,513,000  (2005/6/10) 

建機第一弾（UT・
ブル２台） 2005/5/10 PT. United Tractors 

Tbk ¥44,458,653  2005/6/9 
建機第二弾(PKM) 
Fuel Tank Truck 2
台 

2005/7/1 PT. Pundi Kenchana 
Mas ¥7,095,950  2005/8/30 

建機第二弾 (EQ)ﾗ
ﾌﾞﾘｹ-ｼｮﾝﾄﾗｯｸ 2台 ¥21,808,046  2005/8/30 
建機第二弾(EQ)給
水車 2台 

2005/7/1 
¥7,857,424  2005/8/30 

建機第二弾(EQ)ス
トーンクラッシャ 2台 ¥51,689,604  
建 機 第 二 弾
(EQ)AMP2台 

7/1 
→9/21(revised) 

PT. Equipindo 
Perkasa 

¥88,217,365  

2005/10/19  
(at warehouse in 

Medan) 
建機第二弾(SR)ｴｱ
ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ 2台 2005/7/11 Sirius ¥9,411,800  (2005/8/10) 
建機第二弾 (SJ)タ
ンデムローラ 3台 ¥24,965,100  2005/8/24 
建機第二弾 (SJ)バ
イブレートリーロー
ラ 3台 

2005/7/12 Sojitz 
¥22,342,200  Goods: 2005/8/19 

SP: 2005/8/24 
建機第二弾再入札
トレイラートラックトラ
クター ３台 

2005/9/13 PT. United Tractors 
Tbk ¥35,074,545  (2006/2/10) 

建機第二弾再入札
アスファルトフィニッ
シャー 2台 

¥27,565,520  

建機第二弾再入札
タイヤローラー 2
台 

¥14,136,760  

建機第二弾再入札
タンデムローラー 
2台 

¥15,190,180  

建機第二弾再入札
アスファルトスプレ
イヤー 2台 

2005/9/13 ITOCHU 

¥7,023,060  

(2006/1/11) 

資 材 （ 蛇 籠 
3000units） 2005/8/1 PT. Bevananda 

Mustika ¥10,173,000  2005/8/12 
資材（パイプ  1m: 
2002m, 1.5m: 
399m） 

2005/8/1 PT. WIJAYA 
KARYA INTRADE ¥26,035,072  2005/8/29 

道路建設コンサル 2005/7/13 
Katahira 

Engineering ＆
Consortium 

¥151,576,800  (2006/7/1) 

 

道路工事 2005/11/28 PT. Adhi Karya 
(Peresero) Tbk ¥2,651,681,982  (2006/7/1) 

２．案件の妥当

性 
アチェ復興計画のなかで、インフラ復旧は最重要課題であり、中でも交通イ

ンフラの復旧は重要度が高い。本案件はチャラン～ムラボ間および周辺地域へ

のアクセス道路（合計約 122 km）の緊急支援道路復旧であり、被災地域の復旧・
復興において本案件による緊急支援道路復旧は緊急にとり組む課題である。イ

ンドネシア国軍によるコネクティングは建設されているもののトラック等の交

通には不十分なもので、地域再建に必要な物資の輸送は困難な状態である。し

たがって、緊急支援の一環として本案件を取り上げたことは妥当である。 
 
住民レベルでは、プロジェクトと住民のニーズの整合性について、 
Excellent (0), Good (0), Fair(4/19), Poor(11/19), Very poor(4/19) と、まだ工事未着手
のためか評価は低い。Poor以下の評価をしている 15人のうち、約 7割の 11人
は、案件の進捗について slow(5), very slow(6)と答えており、案件の進捗が遅い
ことに対し、不満を持っていると思われる。 
 



 

３．施設/機材の
活用度 

施設・機材はまだ活用できる段階ではない。調達資機材は、すでに納入され

ているが、建設工事の着手が遅れているので、まだ活用されていない。公共事

業省のヒアリングによると、施設・機材は現地の事情を十分に考慮して選定さ

れており、本案件の工事が開始されると有効に活用され、その活用度は高いも

のと考える。具体的な活用度は、今後の建設工事実施段階で明らかになる。 
 
住民レベルの道路利用に対する期待は、Yes (13/18), No (5/18)と、期待している
度合いは大きい。Noと答えている 5人のうち 3人は、道路の利用状況について
の問いでは、主な利用区間は Calang-Banda Acehと答えており、ヒアリング回答
者の生活圏の違いが、本案件の対象区間に対する利用期待の低評価に影響して

いると思われる。 
 

４．案件終了後

に期待される効

果 

本案件完了後には以下の効果が期待できる。 
１． 地域再建に必要な物資の輸送が可能となる。 
２． 地域の経済状況の改善効果が期待できる。 
 
なお、計画時点で、期待される効果の定量的な「評価指標」や「評価目標」

については設定されていない。 
 
案件完了後の効果を計るための指標としては、以下が考えられる。 
効果指標 

• 
• 
交通量（道路使用状況） 

物流量 

 
住民レベルでは、道路プロジェクトに対し、特に生活環境改善効果を期待し

ていると言える。 
‐緊急時の道路に対する期待： 
Excellent(5/17), Good(4/17), Fair(3/17 ), Poor(4/17), Very poor(1/17) 
‐安全な輸送に対する期待： 
Sure(4/19), Maybe(6/19), Not sure(7/19), No change(2/19) 
‐安全且つ安心できる生活に対する期待:  
Sure(4/18), maybe(9/18),Not sure(5/18) , No change(0) 
 

５．他ドナーに

よる支援との関

係（重複の有無

等） 

他のドナーの支援の重複はない。 
本案件の計画段階で、他ドナーによる支援プロジェクトと重複がないよう調

整されている。現在、アチェには復旧・復興には特別に調整機関アチェ・ニア

ス復旧復興庁（BRR）が設けられており、他ドナーの支援と重複がないよう調
整している。 
 



 

６．広報効果（ビ

ジビリテイー） 
本案件はまだ工事が具体的に開始されていないが、案件の重要性から、中央

政府および州政府レベルにおける「広報効果」は高い。インドネシア国民は、

アチェの復旧・復興の進捗に関心が高く、また、各ドナー国の支援活動にも注

意している。 
しかし、住民のヒアリングによると、プロジェクトサイトの住民には、まだ

日本国政府の支援についての情報があまり伝わっていない。 
広報効果を高めるための方策としては、 
• 
• 

• 
• 

地域住民の事業への参加(労働者として)により、本事業を住民に周知する。

「サインボードの設置」や「実施機関による、復旧工事の進捗についての広

報」を進める。 

日本援助機材である事のロゴを明示する。 

工区を他ドナーと分けているので、西岸道路全体を、各国共同援助として取

り上げ、国際的な援助にも日本が関与している事もアピールする。 

 

７．被援助国等

による評価 
中央政府および州政府にとって緊急かつ重要な援助であると受け止められて

いる。今後、案件実施の加速化と、より積極的な情報提供が重要である。案件

の重要性に鑑み迅速な対応が求められている。 
 
住民レベルでは、 

Excellent(2/18), Good(7/18), Fair(2/18), Poor(5/18), Very poor(2/18) と、普通以上の
評価が過半数を占めるが、Poor以下の評価もある。これは Poor以下の評価をし
ている 7人のうち、案件の進捗について 5人が slowと答えており（2人無回答）、
プロジェクトの進捗に対する批判と思われる。 

 



 

８．提言・教訓

等 
事業内容に係わる提言・教訓 
• 

• 

• 

• 

• 

本案件のような、他ドナーと分割して援助する場合、その援助内容（今回の

場合は道路・橋梁のスペック）についての調整が望ましい。実施機関が適切

に判断する事になるが、援助側の技術的サポートにより、より的確な判断を

促す事が出来る。 

実施方法に係わる提言・教訓 
津波災害から 1 年になるが、道路復旧工事が進まないことに、現地では苛立
ちがある。施工業者の調達の遅れが原因で、工事着手が約半年遅れた。緊急

援助実施では、「遅延の無い実施」は重要な課題である。 

工事実施に住民の雇用機会の増加を図るべきである。雇用機会がなく収入の

機会のない住民にとっては、工事に参加し収入を得ることにより、始めて経

済的自立が可能になる。 

体制・組織に関する提言・教訓 
実施体制を改善する。本件のような、建設工事では、竣工までに計画・設計・

調達・施工のプロセスが求められ、通常の手順では物理的に時間がかかる。

そのため、本案件に限らず、概して遅れる傾向がある。本案件では、案件形

成（計画・設計）・入札図書準備および施工業者の調達までに長い期間を要し

ており、インドネシア側の主体性を期待しすぎた結果と考えられる。インド

ネシア国には緊急時に大臣による直接指名による調達の方法もあるようだ

が、緊急性の高い建設案件をスムーズに進めるには、案件形成（計画・設計）・

入札図書準備については現在のシステムの改善が必要と思われる。 

緊急時の建設工事の実施方法について以下の改善が必要と考える。 

① 緊急時には、実施機関が強いリーダシップが取れるような組織であるこ
とが重要。 

② 緊急部（建設工事）については、新しい援助方法を提案し実施する。 
建設工事の場合は、通常の資機材調達とは異なり、入札図書の整備には、

案件形成業務として調査・計画・設計、技術仕様書の作成が必要である。

緊急工事では、そのプロセスの時間的な短縮が求められるが、ノンプロ

無償のスキームの中では、この建設工事にかかる案件形成業務の機能が

含まれていないため、本案件はその入札図書の準備と入札業務に多大な

時間を要している。このような建設工事を含む緊急案件の実施には、案

件形成業務が出来る資金を用意できる新しいスキームが必要である。 

外務省コメント 

今回のノンプロ無償は、物品の調達のみならず、施設の修復工事も対

象としており、案件形成に関する諸業務も実際に行われている。その

実施をどのように迅速に行うかについては、今後の災害復興支援に際

して工夫する必要はあるものの、現在の枠組みにおいて、案件形成を

行うための資金が全くないという指摘は正確ではない。 

③ 案件形成を別途実施することにより、整合性の取れた工事のための技術
仕様書、入札書類の整備が可能になる。入札については、工事の内容に

より Turn-Keyや Design-Build等の入札方式の導入の検討も可能になる。
外務省コメント 

• Design-Buildはノンプロ無償の現在のスキームでも実施可能である。



 

  
④ 新しいスキームを効果的に進めるためには、日本国政府が主体性を持っ
て進めることが必要である。 

今回のような大規模な災害復旧工事の案件形成には、豊富な経験が求め

られている。わが国は各種自然災害に対処しており、災害復旧工事につ

いては豊富な経験を有している。経験豊富な日本国政府が主体性を持っ

て案件形成・入札書等の準備を進めることにより、初めて効果的・効率

的な支援が可能になると考えられる。 

外務省コメント 

「日本国政府が主体性を持って」という指摘は日本のＯＤＡ政策の重

要な要素を誤解していると考えられる。すなわち、日本のＯＤＡは相

手国の自助努力を促すことに大きな力点が置かれており、案件形成、

実施に関する諸点を全て日本側で行うことは、支援実施後の相手国の

自立的な発展（施設、機材の維持管理を含む）を損なうことになる。

日本側としては支援が有意義なものとなり、効果を十分発揮するため

に必要なあらゆる助言、協力を行うが、このことは援助に際し、日本

国政府が中心となることを意味しない。日本のＯＤＡにおいて、実施

主体はあくまでも被援助国であり、その観点からも「日本国政府が主

体性を持って案件形成・入札書等の準備を進める」という方向性は適

当ではない。 

９．その他  
 

 



 

給水車 2台 & SP 2005/6/27 PT. Pundi Kencana 
Mas ¥5,105,104 2005/7/22 

資材（蛇籠 15,200 
units） 2005/7/20 PT. Bevananda 

Mustika ¥55,905,600 2005/8/3 
資 材 （ 土 嚢 袋 
200,000 sheets） 2005/7/22 PT. WIJAYA 

KARYA INTRADE ¥4,664,000 2005/8/18 
車輌(ディーゼル車
10台） 2005/8/15 PT. Marubeni 

Indonesia ¥19,500,000  2005/9/8 

小規模工事 2005/11/1 PT. Bina Pratama 
Persada ¥32,388,863  (2006/4/1) 

護岸工事全般のコ
ンサルタント選定
（施工監理） 

2005/10/31 PT. Tri Tunggal 
Pratyakasa ¥30,962,251  (2006/12/1) 

大規模工事の施工
業者(1) 2005/12/12 PT. Adhi Karya 

(Persero) Tbk ¥159,043,409  (2006/12/7) 
大規模工事の施工
業者(2) 2005/12/8 PT. Waskita Karya 

(Persero) ¥130,340,998  (2006/11/3) 
大規模工事の施工
業者(3) 2005/12/8 PT. Istaka Karya 

(Persero) ¥26,171,608  (2006/6/6) 

 

大規模工事の施工
業者(4) 2005/12/8 PT. Istaka Karya 

(Persero) ¥36,823,300  (2006/8/5) 

２．案件の妥当性 スマトラ大地震・津波により河川の放水路の堤防・河川護岸が被災し、広
範囲の地域が浸水・湿地化により、多数の住民が住居及び生活の糧を失うと

いう被害を受けた。このエリアの復旧にむけた最初に取るべき対策として、

堤防、護岸の復旧があり、この地域の緊急の課題である。また、本案件に係

る全ての関係者は、日本政府による本案件への支援は非常に重要であると認

識しており早急に復旧工事の完成を期待している。 
従って、本案件を緊急支援の一環として取り上げたことは妥当である。 
なお、本案件は、アチェ復興計画の中のインフラ再建に含まれているもの

である。 
 
住民のニーズとプロジェクトの整合性について、住民レベルでは、 

Excellent(5/14), Good(4/14), Fair(3/14), Poor(1/14), Very poor (1/14)と、高い評価
を得ている。 
 

３．施設/機材の活
用度 

本案件の施設・機材はまだ活用できる段階にないが、本案件の着手・完成

により施設の効果及び機材活用度は高いと考えられる。また、導入機材は、

汎用機であり、その他の復旧・復興工事の現場で活用でき、その活用度合い

はさらに高まるものと見込まれる。 
 

４．案件終了後に

期待される効果 
本案件の完成により以下の効果が期待される。 
１． 市内浸水被害の軽減を図る。 
２． 住民が避難した跡地（宅地・農地）の復旧活動を促進する。 
３． 住民の生活環境の回復を促進する。 
 
本案件完了後の効果を計る指標としては、以下が考えられる。 
効果指標 

• 
• 
復旧面積（農地・宅地・公共用地等） 

浸水被害回数、面積（年間・月別）の低減度合い等 

 
住民レベルのプロジェクトへの期待は高い： 
‐プロジェクトの実施による緊急目的に対する効果： 
Excellent(8/14), Good(3/14), Fair(0), Poor(3/14), Very poor(0/14) 
‐プロジェクト実施により安定した生活の確保： 
Sure(6/14), Maybe(3/14), Not sure(3/14), No change(2/14) 
 

５．他ドナーによ

る支援との関係

（重複の有無等） 

実施段階で、公共事業省内で十分調整されており、他ドナーとの重複はな

い。 
 



 

６．広報効果（ビ

ジビリテイー） 
本案件はまだ復旧工事が開始されていないが、広域の湿地化による失われ

た居住地及び農地の復旧を図るものであり、大勢の受益者が想定されており、

その広報効果は高い。実施段階になれば、日本の建設機械が活用されるので

広報効果は更に高まるもの判断する。 
広報活動としては、 

• 

• 

• 

地域住民の事業への参加（労働者として）により、本事業を住民に周知す

る。 

サインボードの設置や実施機関による、復旧工事の進捗について広報を進

める。 

日本援助機材である事のロゴの明示を徹底する。 

 
住民レベルでは、日本の支援プロジェクトであることを知っているかとの

設問に対して： 
- Yes I know well: (1/13) 
- Yes I know, but not so much: (12/13) 
- No, I don’t know at all: (0/13) 
現段階では、プロジェクトは開始されたばかりではあるが、建設機械に付

けられた日本の国旗やロゴによって日本の支援であることを知るようであ

る。 
 

７．被援助国等に

よる評価 
本案件は政府機関、住民にとって緊急かつ重要な援助であると受け止めて

おり、中央政府、州政府、地域住民およびメディアは本案件に対して高い評

価をしている。 
 
住民レベルでも、 

Excellent(9/14), Good(2/14), Fair(3/14), Poor(0/14), Very poor(0/14) と高い評価を
している。 
 



 

８．提言・教訓等 事業内容に係わる提言・教訓 
• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

本件は、緊急部分のみ補修に留まっているが、将来の都市開発計画を含め

た、中長期洪水・内水対策計画の策定・実施により本来の効果が発揮でき

るものである。 

将来計画の策定が今後の課題となる。 

実施方法に係わる提言・教訓 
津波災害から 1 年になるが、放水路堤防・河川護岸復旧工事が進んでない
が、緊急援助実施では、「遅延の無い実施」は重要な課題である 

案件の計画・実施のスピードアップを図るには、工事進捗に伴い河川沿い

の地元住民との調整が増加するので、各機関のより密接な連携が必要にな

る。 

工事実施に住民の雇用機会の増加を図るべきである。雇用機会がなく収入

の機会のない住民にとっては、工事に参加し収入を得ることにより、始め

て経済的自立が可能になる。 

体制・組織に関する提言・教訓 
実施体制を改善する。本件のような、建設工事では、竣工までに計画・設

計・調達・施工のプロセスが求められ、通常の手順では物理的に時間がか

かる。そのため、本案件に限らず、概して遅れる傾向がある。本案件では、

案件形成（計画・設計）・入札図書準備および施工業者の調達までに長い期

間を要しており、インドネシア側の主体性を期待しすぎた結果と考えられ

る。インドネシア国には緊急時に大臣による直接指名による調達の方法も

あるようだが、緊急性の高い建設案件をスムーズに進めるには、案件形成

（計画・設計）・入札図書準備については現在のシステムの改善が必要と思

われる。 

緊急時の建設工事の実施方法について以下の改善が必要と考える。 

① 緊急時には、実施機関が強いリーダシップが取れるような組織である
ことが重要。 

② 緊急部（建設工事）については、新しい援助方法を提案し実施する。
建設工事の場合は、通常の資機材調達とは異なり、入札図書の整備に

は、案件形成業務として調査・計画・設計、技術仕様書の作成が必要

である。緊急工事では、そのプロセスの時間的な短縮が求められるが、

ノンプロ無償のスキームの中では、この建設工事にかかる案件形成業

務の機能が含まれていないため、本案件はその入札図書の準備と入札

業務に多大な時間を要している。このような建設工事を含む緊急案件

の実施には、案件形成業務が出来る資金を用意できる新しいスキーム

が必要である。 

外務省コメント 

今回のノンプロ無償は、物品の調達のみならず、施設の修復工事も

対象としており、案件形成に関する諸業務も実際に行われている。

その実施をどのように迅速に行うかについては、今後の災害復興支

援に際して工夫する必要はあるものの、現在の枠組みにおいて、案

件形成を行うための資金が全くないという指摘は正確ではない。 

③ 案件形成を別途実施することにより、整合性の取れた工事のための技
術仕様書、入札書類の整備が可能になる。入札については、工事の内

容によりTurn-KeyやDesign-Build等の入札方式の導入の検討も可能に
なる。 

外務省コメント 

Design-Buildはノンプロ無償の現在のスキームでも実施可能である。



 

  
④ 新しいスキームを効果的に進めるためには、日本国政府が主体性を持
って進めることが必要である。 

今回のような大規模な災害復旧工事の案件形成には、豊富な経験が求

められている。わが国は各種自然災害に対処しており、災害復旧工事

については豊富な経験を有している。経験豊富な日本国政府が主体性

を持って案件形成・入札書等の準備を進めることにより、初めて効果

的・効率的な支援が可能になると考えられる。 

外務省コメント 

「日本国政府が主体性を持って」という指摘は日本のＯＤＡ政策の

重要な要素を誤解していると考えられる。すなわち、日本のＯＤＡ

は相手国の自助努力を促すことに大きな力点が置かれており、案件

形成、実施に関する諸点を全て日本側で行うことは、支援実施後の

相手国の自立的な発展（施設、機材の維持管理を含む）を損なうこ

とになる。日本側としては支援が有意義なものとなり、効果を十分

発揮するために必要なあらゆる助言、協力を行うが、このことは援

助に際し、日本国政府が中心となることを意味しない。日本のＯＤ

Ａにおいて、実施主体はあくまでも被援助国であり、その観点から

も「日本国政府が主体性を持って案件形成・入札書等の準備を進め

る」という方向性は適当ではない。 

９．その他  
 















道路緊急復旧事業 

 (1) 調達機材写真 

 

 

 

 



道路緊急復旧事業 

(2) 現在のプロジェクトサイトの状況 
 

 

 

 

 

 



 

スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 
 
  作成日：平成 17年 12月 20日 
担当公館名：在インドネシア日本大使館 
国名：インドネシア共和国 
案件名：放水路（護岸工事）等の緊急復旧事業 
実施機関：公共事業省 
案件の目的及び

概要 
今回の津波により、アチェ市内の河川及び放水路の下流部護岸の各所で被

害を受けた。破堤部からは海水が流れ込み、その周辺の居住地区は依然とし

て浸水しており、住民は避難地区での生活を余儀なくされている。また、同

地区の農地も被害を受けており、海水が長期にわたり浸水すると、農地復旧

も塩水被害により困難なものとなる。これらの破堤個所の補修は緊急の課題

であるが、被災個所全域の補修には、かなりの時間を要するものと考えられ

る。 
このため、特に緊急度が高く、護岸決壊による被害が大きい Krueng Aceh
川、Krueng Neng川、Krueng Doy川及び Krueng Daroy川を選定し、これ
らの河川の改修工事および資機材調達を行う。具体的な実施内容は、以下の

通り。 
• 
• 
• 

放水路等護岸の応急復旧工事 
河道内堆積物除去工事 
機材調達（ジャ籠・土嚢・掘削機・ﾎｲﾙﾛｰﾀﾞｰ・ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｰ・給水車・多目

的車・ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ・移動式排水ﾎﾟﾝﾌﾟ・ﾄﾞﾘﾙ機） 
 
現在の契約済み金額は約 7.7億円である。 
本案件の機材調達は一部（移動式ポンプ車等）を除き、2005年 8月までに
完了し、現地に搬入されている。なお、調達機材の内、重機、給水車等は未

登録で、十分に活用できない状態にある。 
復旧工事のコンサルタントの調達は 2005 年 10 月、小規模工事施工（護岸
復旧関連工事）は 2005 年 11 月に調達されている。大規模工事（放水路等堤
防護岸の応急復旧工事）の施工業者（4者）は 12月初旬に調達されている。
インドネシア政府は、河川の放水路、護岸復旧工事は、2005年 7月開始、

2006年 6月完工を目指していたが、着手の遅れ（約 5ヶ月）に伴い、復旧工
事の完工予定は 2006 年 11 月に変更された。その結果、復旧工事の遅れによ
り影響を受ける、放水路・河川沿いの地域の復旧・街の再開発等の工事のス

ケジュールの見直しが必要と公共事業省は考えている。 
 
住民レベルでは、プロジェクトの進捗について、 

Very fast(0), Fast(2/14), Normal(9/14), Slow(3/14), Very slow(0)と、今のところ、
大半の住民はプロジェクトの進捗（遅れ）に関して大きな不満は持っていな

い。これは、被災地域が復旧しておらず、未だ住民が現地に戻っていない事

によるものと推察される。 
 

契約名 契約日 契約先 契約金額 納品日 
(契約納期) 

建機（DK・エクスカ
8台＆SP） 2005/6/27 PT.DAYA 

KOBELCO ¥80,000,000 2005/7/27 
(2005/7/22) ﾎｲｰﾙﾛｰﾀﾞ（4 台＆

SP､7/22までに 2台
＆ＳＰ、8/21 までに
2台＆ＳＰ） 

2005/6/22 ITOCHU  ¥42,974,436 (2005/8/21) 

2005/7/27 ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ（10 台
&SP、7/27までに 2
台、8/26 までに 8
台とＳＰ) 

2005/6/27 PT. ITOCHU 
Indonesia ¥38,453,900 2005/8/26 

ﾌ ﾞ ﾙ ﾄ ﾞ ｰｻ ﾞ （LOW 
EXHOUST) 2005/7/5 Sojitz Corporation ¥59,416,000 (2005/8/4) 

案件の進捗状況 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ（湿地) 2
台 2005/6/27 PT.UNITED 

TRACTORS Tbk ¥49,997,364 2005/7/26 



 

給水車 2台 & SP 2005/6/27 PT. Pundi Kencana 
Mas ¥5,105,104 2005/7/22 

資材（蛇籠 15,200 
units） 2005/7/20 PT. Bevananda 

Mustika ¥55,905,600 2005/8/3 
資 材 （ 土 嚢 袋 
200,000 sheets） 2005/7/22 PT. WIJAYA 

KARYA INTRADE ¥4,664,000 2005/8/18 
車輌(ディーゼル車
10台） 2005/8/15 PT. Marubeni 

Indonesia ¥19,500,000  2005/9/8 

小規模工事 2005/11/1 PT. Bina Pratama 
Persada ¥32,388,863  (2006/4/1) 

護岸工事全般のコ
ンサルタント選定
（施工監理） 

2005/10/31 PT. Tri Tunggal 
Pratyakasa ¥30,962,251  (2006/12/1) 

大規模工事の施工
業者(1) 2005/12/12 PT. Adhi Karya 

(Persero) Tbk ¥159,043,409  (2006/12/7) 
大規模工事の施工
業者(2) 2005/12/8 PT. Waskita Karya 

(Persero) ¥130,340,998  (2006/11/3) 
大規模工事の施工
業者(3) 2005/12/8 PT. Istaka Karya 

(Persero) ¥26,171,608  (2006/6/6) 

 

大規模工事の施工
業者(4) 2005/12/8 PT. Istaka Karya 

(Persero) ¥36,823,300  (2006/8/5) 

２．案件の妥当性 スマトラ大地震・津波により河川の放水路の堤防・河川護岸が被災し、広
範囲の地域が浸水・湿地化により、多数の住民が住居及び生活の糧を失うと

いう被害を受けた。このエリアの復旧にむけた最初に取るべき対策として、

堤防、護岸の復旧があり、この地域の緊急の課題である。また、本案件に係

る全ての関係者は、日本政府による本案件への支援は非常に重要であると認

識しており早急に復旧工事の完成を期待している。 
従って、本案件を緊急支援の一環として取り上げたことは妥当である。 
なお、本案件は、アチェ復興計画の中のインフラ再建に含まれているもの

である。 
 
住民のニーズとプロジェクトの整合性について、住民レベルでは、 

Excellent(5/14), Good(4/14), Fair(3/14), Poor(1/14), Very poor (1/14)と、高い評価
を得ている。 
 

３．施設/機材の活
用度 

本案件の施設・機材はまだ活用できる段階にないが、本案件の着手・完成

により施設の効果及び機材活用度は高いと考えられる。また、導入機材は、

汎用機であり、その他の復旧・復興工事の現場で活用でき、その活用度合い

はさらに高まるものと見込まれる。 
 

４．案件終了後に

期待される効果 
本案件の完成により以下の効果が期待される。 
１． 市内浸水被害の軽減を図る。 
２． 住民が避難した跡地（宅地・農地）の復旧活動を促進する。 
３． 住民の生活環境の回復を促進する。 
 
本案件完了後の効果を計る指標としては、以下が考えられる。 
効果指標 

• 
• 
復旧面積（農地・宅地・公共用地等） 

浸水被害回数、面積（年間・月別）の低減度合い等 

 
住民レベルのプロジェクトへの期待は高い： 
‐プロジェクトの実施による緊急目的に対する効果： 
Excellent(8/14), Good(3/14), Fair(0), Poor(3/14), Very poor(0/14) 
‐プロジェクト実施により安定した生活の確保： 
Sure(6/14), Maybe(3/14), Not sure(3/14), No change(2/14) 
 

５．他ドナーによ

る支援との関係

（重複の有無等） 

実施段階で、公共事業省内で十分調整されており、他ドナーとの重複はな

い。 
 



 

６．広報効果（ビ

ジビリテイー） 
本案件はまだ復旧工事が開始されていないが、広域の湿地化による失われ

た居住地及び農地の復旧を図るものであり、大勢の受益者が想定されており、

その広報効果は高い。実施段階になれば、日本の建設機械が活用されるので

広報効果は更に高まるもの判断する。 
広報活動としては、 

• 

• 

• 

地域住民の事業への参加（労働者として）により、本事業を住民に周知す

る。 

サインボードの設置や実施機関による、復旧工事の進捗について広報を進

める。 

日本援助機材である事のロゴの明示を徹底する。 

 
住民レベルでは、日本の支援プロジェクトであることを知っているかとの

設問に対して： 
- Yes I know well: (1/13) 
- Yes I know, but not so much: (12/13) 
- No, I don’t know at all: (0/13) 
現段階では、プロジェクトは開始されたばかりではあるが、建設機械に付

けられた日本の国旗やロゴによって日本の支援であることを知るようであ

る。 
 

７．被援助国等に

よる評価 
本案件は政府機関、住民にとって緊急かつ重要な援助であると受け止めて

おり、中央政府、州政府、地域住民およびメディアは本案件に対して高い評

価をしている。 
 
住民レベルでも、 

Excellent(9/14), Good(2/14), Fair(3/14), Poor(0/14), Very poor(0/14) と高い評価を
している。 
 



 

８．提言・教訓等 事業内容に係わる提言・教訓 
• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

本件は、緊急部分のみ補修に留まっているが、将来の都市開発計画を含め

た、中長期洪水・内水対策計画の策定・実施により本来の効果が発揮でき

るものである。 

将来計画の策定が今後の課題となる。 

実施方法に係わる提言・教訓 
津波災害から 1 年になるが、放水路堤防・河川護岸復旧工事が進んでない
が、緊急援助実施では、「遅延の無い実施」は重要な課題である 

案件の計画・実施のスピードアップを図るには、工事進捗に伴い河川沿い

の地元住民との調整が増加するので、各機関のより密接な連携が必要にな

る。 

工事実施に住民の雇用機会の増加を図るべきである。雇用機会がなく収入

の機会のない住民にとっては、工事に参加し収入を得ることにより、始め

て経済的自立が可能になる。 

体制・組織に関する提言・教訓 
実施体制を改善する。本件のような、建設工事では、竣工までに計画・設

計・調達・施工のプロセスが求められ、通常の手順では物理的に時間がか

かる。そのため、本案件に限らず、概して遅れる傾向がある。本案件では、

案件形成（計画・設計）・入札図書準備および施工業者の調達までに長い期

間を要しており、インドネシア側の主体性を期待しすぎた結果と考えられ

る。インドネシア国には緊急時に大臣による直接指名による調達の方法も

あるようだが、緊急性の高い建設案件をスムーズに進めるには、案件形成

（計画・設計）・入札図書準備については現在のシステムの改善が必要と思

われる。 

緊急時の建設工事の実施方法について以下の改善が必要と考える。 

① 緊急時には、実施機関が強いリーダシップが取れるような組織である
ことが重要。 

② 緊急部（建設工事）については、新しい援助方法を提案し実施する。
建設工事の場合は、通常の資機材調達とは異なり、入札図書の整備に

は、案件形成業務として調査・計画・設計、技術仕様書の作成が必要

である。緊急工事では、そのプロセスの時間的な短縮が求められるが、

ノンプロ無償のスキームの中では、この建設工事にかかる案件形成業

務の機能が含まれていないため、本案件はその入札図書の準備と入札

業務に多大な時間を要している。このような建設工事を含む緊急案件

の実施には、案件形成業務が出来る資金を用意できる新しいスキーム

が必要である。 

外務省コメント 

今回のノンプロ無償は、物品の調達のみならず、施設の修復工事も

対象としており、案件形成に関する諸業務も実際に行われている。

その実施をどのように迅速に行うかについては、今後の災害復興支

援に際して工夫する必要はあるものの、現在の枠組みにおいて、案

件形成を行うための資金が全くないという指摘は正確ではない。 

③ 案件形成を別途実施することにより、整合性の取れた工事のための技
術仕様書、入札書類の整備が可能になる。入札については、工事の内

容によりTurn-KeyやDesign-Build等の入札方式の導入の検討も可能に
なる。 

外務省コメント 

Design-Buildはノンプロ無償の現在のスキームでも実施可能である。



 

  
④ 新しいスキームを効果的に進めるためには、日本国政府が主体性を持
って進めることが必要である。 

今回のような大規模な災害復旧工事の案件形成には、豊富な経験が求

められている。わが国は各種自然災害に対処しており、災害復旧工事

については豊富な経験を有している。経験豊富な日本国政府が主体性

を持って案件形成・入札書等の準備を進めることにより、初めて効果

的・効率的な支援が可能になると考えられる。 

外務省コメント 

「日本国政府が主体性を持って」という指摘は日本のＯＤＡ政策の

重要な要素を誤解していると考えられる。すなわち、日本のＯＤＡ

は相手国の自助努力を促すことに大きな力点が置かれており、案件

形成、実施に関する諸点を全て日本側で行うことは、支援実施後の

相手国の自立的な発展（施設、機材の維持管理を含む）を損なうこ

とになる。日本側としては支援が有意義なものとなり、効果を十分

発揮するために必要なあらゆる助言、協力を行うが、このことは援

助に際し、日本国政府が中心となることを意味しない。日本のＯＤ

Ａにおいて、実施主体はあくまでも被援助国であり、その観点から

も「日本国政府が主体性を持って案件形成・入札書等の準備を進め

る」という方向性は適当ではない。 

９．その他  
 



放水路（護岸工事等）の緊急復旧事業 

(1) 調達機材 

 

 

 

 

 

 



放水路（護岸工事等）の緊急復旧事業 

(2) プロジェクトサイト 
 

 
 

 
 



 

スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 
 
 作成日：平成 17年 12月 20日 
担当公館名：在インドネシア日本大使館 
国名：インドネシア共和国 
案件名：水道・衛生施設復旧事業 
実施機関：公共事業省 
案件の目的及び概

要 
今次地震及び津波により、バンダ・アチェ市、その周辺部のアチェ・ブサール県

及び 2 度にわたる地震被害を受けたニアス島における水道施設が破壊されると共
に、屎尿運搬車も被害を受け衛生環境が悪化している。また、地震及び津波による

瓦礫や泥が未だ放置されており、住環境悪化が下痢、悪臭、感染症の恐れなど被災

民の生活を脅かしている。 
このため、バンダ・アチェ市、アチェ・ブサール県及びニアス島における水道設

備の改修、瓦礫・泥除去を行うとともに、給水車や屎尿収集車を支援する。 
• 第一弾 給水車、ダンプ・トラック、掘削機、ブルドーザーの機材調達。 
• 第二弾 多目的トラック、バキュームカー、アームロール・トラック及び消防
車の機材調達 

• 第三弾 バンダ・アチェ市、アチェ・ブサール県及びニアス島における水道設
備の改修 

 
現在の契約済み金額は約 6.3億円である。 
第一弾及び第二弾の資機材調達は 2005年 10月までに完了している。既に調達済
の機材（給水車、ダンプトラック、重機等）の一部は現地に搬入されているが、現

地に搬入された車両・重機等はまだ未登録の状態であり十分に活用されていないの

が現状である。第三弾の水道設備の改修については、インドネシア政府の当初目指

していた見込みより約 3ヶ月遅れ、2005年 11月に工事管理コンサルタントの調達
が完了し、施工業者は 2005 年 12 月末に調達の予定であり、本案件の完了は 2006
年 12月の予定である。 
なお、本案件の進捗状況については中央政府の担当者は把握しているものの州政

府には情報伝達が不足している。 
 
住民レベルでは、プロジェクトの進捗について、 
Very fast(3/18), Fast(9/18), Normal(4/18), slow(2/18), Very slow(0/18)と、大半の住民は
プロジェクトの進捗は比較的早いと感じている。 
 
契約名 契約日 契約先 契約金額 納品日 

(契約納期) 
建機ｳｫｰﾀｰﾀﾝｸﾄﾗｯ
ｸ 6台 & SP 2005/6/27 PT. Pundi Kenchama 

Mas ¥15,315,312  2005/7/22 
建機ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ前期
１台 2005/7/27 
建機ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ後期
５台＆SP６台分 2005/8/26 
建機ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ  
ﾆｱｽ向１台 2005/8/15 
建機ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ  
ﾆｱｽ向 SP1台 

2005/6/27 
→2005/711（revised） PT. Itochu Indonesia ¥34,778,150  

2005/8/26 
建機(DK )ｴｸｽｶﾍﾞｰ
ﾀｰ 3台 & SP 

2005/6/27 
→2005/7/4（revised） 2005/7/26 

建機(DK )ｴｸｽｶﾍﾞｰ
ﾀｰ 
ニアス向け 1 台 & 
SP 

2005/7/4revised） 
PT. Daya Kobelco ¥40,100,000  

2005/8/1 

建機(SJ )ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｰ 
3台 & SP 2005/7/5 Sojitz ¥90,414,000  (2005/8/4) 
ブルドーザー１台ニ
アス島移送 

2005/9/1 
→10/25(revised) 

PT. QUARTA 
AIRINDO SAKTI IDR 72,630,000   

車両多目的トラック５
台（バンダアチェ） 2005/10/27 ¥8,959,150  (2005/12/26) 

１．案件の進捗状

況 

車両 多目的トラック
２台（ニアス島） 2005/10/27 

PT. Itochu Indonesia
¥3,596,660  (2005/12/26) 



 

車両 バキュームトラ
ック３台 2005/10/26 PT. Sandebaja 

Perkasa ¥7,185,750  (2005/12/25) 
車両 アームロール
トラック５台（バンダア
チェ） 

2005/10/26 ¥15,448,369  (2005/12/25) 

車両 アームロール
トラック２台（ニアス
島） 

2005/10/26 
CV. New Sentosa 

¥6,114,130  (2005/12/25) 

車 両  消 防 車
（4000L）３台 2005/10/26 PT. Pundi Kenchama 

Mas ¥35,487,720  (2005/1/24) 
車 両  消 防 車
（5000L）2台 2005/10/26 PT. Hidup Indah 

Abadi ¥16,086,956  2005/12/5 

 

パイプの施設工事の
施工管理を行うコン
サル選定 

2005/11/29 
PT. Arkonin 
Engineering 

Manggala Pratama 
¥35,231,088  (2006/12/1) 

２．案件の妥当性 アチェ復興計画の中で、給水設備は地域の基幹施設と位置づけている。本案件は
バンダアチェ市、アチェブサール県およびニアス島における水道設備の改修、瓦

礫・泥除去を行うとともに給水車や屎尿収集車を支援するもので、住民のニーズも

高く、水道施設の復旧は緊急課題である。 
本案件は現地の状況を考慮したもので復興ニーズと整合している。したがって緊

急支援の一環として本案件を取り上げたことは極めて重要である。 
 
住民レベルでは、プロジェクトの住民のニーズとの整合性について、 

Excellent(7/16), Good(6/16), Fair(2/16), Poor(1/16), Very poor(0/16)と、高い評価をして
いる。 
 

３．施設/機材の活
用度 

資機材は登録手続きの遅れにより、まだ活用されてない。しかし、本案件の水道

設備の改修工事が着手されると全ての機材が工事に必要不可欠なものなので、登録

手続きが済めば、デイリーに活用されると判断される。津波被害の規模が大きく、

作業は多いので、現地状況から活用度は高いと考えられる。 
 
住民レベルの当プロジェクトに対する期待は、 

Yes (17/17), No (0/17) と極めて高い。 
 

４．案件終了後に

期待される効果 
本案件完了後期待される効果は以下の通りである。 
１． 支援地域における上水道施設を復旧する。 
２． 給水サービスを回復する。 
３． 支援地域の瓦礫・泥等の堆積物の撤去し、住環境を回復する。 
４． 屎尿回収等衛生面の改善により衛生環境の回復をはかる。 
公共事業省および州政府は、具体的な成果の評価指標は定めていない。 
 
案件完了後の効果を計る評価指標として、以下が考えられる。 
効果指標 

• 
• 
• 

供給した水道管の敷設率 

給水エリア、給水人口 

屎尿改修車の稼動率・稼動エリア等 

 
住民レベルのプロジェクトへの期待は高い： 
‐プロジェクト実施により下痢、伝染病等の減少： 
Sure(6/18), Maybe(9/18), Not sure(1/18), No change(2/18) 
‐安全・安心できる生活： 
Sure(4/17), Maybe(11/17), Not sure(1/17), No change(1/17) 
‐災害に対する対策の効果:  
Sure(13/15), Maybe(1/15),Not sure(1/15) , No change(0/15) 
 



 

８．提言・教訓等 事業内容に係わる提言・教訓 
• 

• 

• 

• 

• 

• 

本件のような、広域に渡る社会資本の整備は、他ドナーとの調整が望ましく、そ

のためには、情報を公開し広く周知させることが重要である。 

実施方法に係わる提言・教訓 
津波災害から 1年になるが、水道施設復旧工事が進んでないが、緊急援助実施で
は、「遅延の無い実施」は重要な課題である。 

案件の計画・実施のスピードアップを図るには、工事進捗に伴い既設管との接続

等、地元住民との調整が増加するので、各機関のより密接な連携が必要になる。

工事実施に住民の雇用機会の増加を図るべきである。雇用機会がなく収入の機会

のない住民にとっては、工事に参加し収入を得ることにより、始めて経済的自立

が可能になる。 

体制・組織に関する提言・教訓 
実施体制を改善する。本件のような、建設工事では、竣工までに計画・設計・調

達・施工のプロセスが求められ、通常の手順では物理的に時間がかかる。そのた

め、本案件に限らず、概して遅れる傾向がある。本案件では、案件形成（計画・

設計）・入札図書準備および施工業者の調達までに長い期間を要しており、インド

ネシア側の主体性を期待しすぎた結果と考えられる。インドネシア国には緊急時

に大臣による直接指名による調達の方法もあるようだが、緊急性の高い建設案件

をスムーズに進めるには、案件形成（計画・設計）・入札図書準備については現在

のシステムの改善が必要と思われる。 

緊急時の建設工事の実施方法について以下の改善が必要と考える。 

① 緊急時には、実施機関が強いリーダシップが取れるような組織であることが
重要。 

② 緊急部（建設工事）については、新しい援助方法を提案し実施する。 
建設工事の場合は、通常の資機材調達とは異なり、入札図書の整備には、案

件形成業務として調査・計画・設計、技術仕様書の作成が必要である。緊急

工事では、そのプロセスの時間的な短縮が求められるが、ノンプロ無償のス

キームの中では、この建設工事にかかる案件形成業務の機能が含まれていな

いため、本案件はその入札図書の準備と入札業務に多大な時間を要してい

る。このような建設工事を含む緊急案件の実施には、案件形成業務が出来る

資金を用意できる新しいスキームが必要である。 

外務省コメント 

今回のノンプロ無償は、物品の調達のみならず、施設の修復工事も対象と

しており、案件形成に関する諸業務も実際に行われている。その実施をど

のように迅速に行うかについては、今後の災害復興支援に際して工夫する

必要はあるものの、現在の枠組みにおいて、案件形成を行うための資金が

全くないという指摘は正確ではない。 

③ 案件形成を別途実施することにより、整合性の取れた工事のための技術仕様
書、入札書類の整備が可能になる。入札については、工事の内容により

Turn-Keyや Design-Build等の入札方式の導入の検討も可能になる。 
外務省コメント 

Design-Buildはノンプロ無償の現在のスキームでも実施可能である。 



 

 ④ 新しいスキームを効果的に進めるためには、日本国政府が主体性を持って進
めることが必要である。 

今回のような大規模な災害復旧工事の案件形成には、豊富な経験が求められ

ている。わが国は各種自然災害に対処しており、災害復旧工事については豊

富な経験を有している。経験豊富な日本国政府が主体性を持って案件形成・

入札書等の準備を進めることにより、初めて効果的・効率的な支援が可能に

なると考えられる。 

外務省コメント 

「日本国政府が主体性を持って」という指摘は日本のＯＤＡ政策の重要な

要素を誤解していると考えられる。すなわち、日本のＯＤＡは相手国の自

助努力を促すことに大きな力点が置かれており、案件形成、実施に関する

諸点を全て日本側で行うことは、支援実施後の相手国の自立的な発展（施

設、機材の維持管理を含む）を損なうことになる。日本側としては支援が

有意義なものとなり、効果を十分発揮するために必要なあらゆる助言、協

力を行うが、このことは援助に際し、日本国政府が中心となることを意味

しない。日本のＯＤＡにおいて、実施主体はあくまでも被援助国であり、

その観点からも「日本国政府が主体性を持って案件形成・入札書等の準備

を進める」という方向性は適当ではない。 

９ その他  
 

 



 

５．他ドナーによ

る支援との関係

（重複の有無等） 

他のドナーの支援との重複はない。 
本案件は、他ドナーの支援との重複がないように、計画策定段階で BAPPENAS, 
公共事業省、アチェ州政府間で調整されている。なお、ニアス島の水道復旧工事に

ついては 5グループ（GTZ, France, Holland, North Sumatra, JICS）が連携して進めて
いる。 
但し、上記公的機関の他、赤十字や UNICEFが先行して給水に関する援助を開始
しており、これらのドナーとの調整も求められる。 
 

６．広報効果（ビ

ジビリテイー） 
本案件はまだ工事が開始されていないこともあり、広報効果はまだ高くない。し

かし、政府機関、住民は、本案件を緊急かつ重要な援助として受けとめており、ア

チェ市街での工事であるので実施段階になれば、日本の建設機械が活用され、広報

効果は高まると思われる。 
広報活動としては、 

• 
• 
• 

日本援助機材であることのロゴを明示する。 

地域住民の事業への参加(労働者として)により、本事業を住民に周知する。 

サインボードの設置や実施機関による、復旧工事の進捗についての広報を進める。

 
住民レベルでは、日本の支援プロジェクトであること知っているかとの設問に対

して： 
- Yes I know well: (5/18) 
- Yes I know, but not so much: (9/18) 
- No, I don’t know at all: (4/18) 
現段階においてもある程度の住民は日本の支援プロジェクトであることを知って

いるが、大半は建設機械などに添付されている日本の国旗やロゴなどで情報を得る

ようである。 
 

７．被援助国等に

よる評価 
政府機関、住民は、本案件を、緊急かつ重要な援助として受け止めており、政府、

国民、住民、メディアは高い評価を与えている。したがって、州政府および住民は、

本案件の早期実施とその進捗に関する積極的な情報公開をもとめている。 
 
住民レベルでは、 
Excellent(9/14), Good(4/14), Fair(0), Poor(1/14), Very poor(0/14) と高い評価を得てい
る。 
 



水道・衛生施設復旧事業 
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スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力 （評価表） 
 

              作成日:  平成 17年 12月 19日 
担当公館名：在インドネシア日本大使館 
国名:インドネシア共和国 
案件名: 孤児院再建事業 
実施機関: 社会省 
案件の目的及び概

要 

 

 

スマトラ沖地震・インド洋津波被害がアチェ地域に与えた影響は甚大で

あり、2005 年 2 月によると、11,000 人以上もの子供が難民となった。

バンダ・アチェ市内では、7000 人以上もの子供が難民となっている。

800 人の子供が明らかに孤児となっており、親、親戚が行方不明で孤児

の可能性が高い子供は 2400 人にも上る。同時に、地震及び津波によっ

て、地域の孤児院施設も被災しており、難民や孤児となった子供たちを

受け入れる充分な施設が無くなっており、多くの子供が住む家もなくス

トリートチルドレンとなっている。またいくつかの孤児院は完全に破壊

された。このため、日本国政府は、緊急に改修が必要とされている４ヶ

所の政府直営孤児院と４ヶ所の民間孤児院に対し以下の支援を実施する

こととした： 

 

 食堂の家具及び機材の調達 
 寮用の家具及び機材の調達 
 事務所要家具及び機材の調達 
 教室用家具及び機材の調達 
 講堂用家具及び機材の調達 
 2 つの政府管轄孤児院、1つの NGO 管轄孤児院に対する調査、コン
サル及び監督業務 

 残り 3つの孤児院に対する設計と監督業務 
 2 つの政府管轄孤児院、1つの NGO 管轄孤児院に対する改修作業 
 残り 3つの孤児院に対する改修作業 
 

1. 案件の進捗状況 
 

 

 

 

 

 

本案件は実施機関の社会省が入札手続に慣れていないこともあり全般

的に仕様書の詰め等に時間を要したため、インドネシア政府の当初見込

みより数ヶ月程度遅れている。優先度の高い 2 ヶ所の政府運営孤児院及

び 1 ヶ所の NGO 運営孤児院の改修作業については 2005 年 12 月下旬に契

約締結、残り 3 孤児院の改修作業については 2006 年 5 月に契約締結の

予定となっている。優先度の高い３ヶ所の孤児院については、JICA 緊急

開発調査のコンサルタントの協力で入札図書が作成されたが、契約締結

と同時に 2005 年 12 月下旬に工事が開始され、完工は 2006 年 8 月の予

定。機材については、12 月下旬に契約締結で施設の完工と同時に納入さ

れることとなっている。 

 なお、案件の進捗状況は中央政府の担当者は把握しているもののアチ

ェ州社会局の方はほとんど把握しておらず中央から地方へ十分な情報が

伝わっていない。 
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2. 案件の妥当性 
 

 

 

 

 

 

中央政府のアチェ復興計画マスタープランにも述べられているよう

に、最も深刻な被害を被った子供たちの生活保護、教育及びそれらをサ

ポートする施設の向上は緊急かつ最優先とされる計画のひとつである。

とりわけ、親のいない社会的弱者である孤児達の生活を保護し、彼らに

必要な教育や食事、衣服等の福祉サービスを提供することはバンダ・ア

チェ市にとって、緊急に取り組むべき課題である。 

また、本案件にかかる全ての関係者は、日本国政府の支援は非常に重

要であると認識しており、早急な実現を期待している。孤児院がない

と、大量の孤児がホームレスにならざるをえなく、地域社会発展の妨げ

となり、重大な社会的問題ともなる。 

したがって、緊急支援の一環として本案件を取り上げたことは、極め

て妥当である。 

 

3. 施設・機材の活
用度 

 

 

 

施設・機材は未だ活用できる段階ではないが、プロジェクト完成後本

案件で支援される施設、機材の活用度は非常に高いと考えられる。 

食堂、講堂、教室、寮及び事務室に対する家具の調達は、孤児院にお

ける日常の活動に必要不可欠である。食堂の家具調達は、子供たちに適

切な食物と栄養を与える空間となる。ベッドなどの寮用の家具調達は、

適切な睡眠を与える場所となり、子供たちの健康向上にも繋がる。ま

た、事務室の家具は、孤児院活動に必要な事務や管理に役立つ。講堂や

教室への支援品目は、学習・教育活動の円滑化につながる。 

なお、本案件の中央政府及び地方政府の担当者は、津波のために従来

のように地域住民からの支援が得られないために、日本政府に対して施

設の運営費についても支援してほしいという要望を調査団に対して表明

した。 

4. 案件完了後に期
待される効果 

 

 

 

案件完了後には以下の主な効果が期待できる。 

１．施設が改修され、必要な機材が入ることで孤児受け入れ数が増え、

ホームレスの孤児の数が減る。 

２．教育を受けられる孤児の数が増える。 

３．孤児の栄養及び生活の質がよくなり、健康状態が向上する。 

４．孤児の精神的な不安感が軽減される。 

５．孤児の生活環境が向上に伴い、勉学意欲が向上する。 

 

5. 他ドナーによる
支援との関係

（重複の有無

等） 

 

 

他のドナーとの支援の重複は無い。 

インドネシア政府及び社会省中央・地方政府重要関係者は、すでに、プ

ロジェクト資金の重複が無いように、コミット済みである。バンダ・ア

チェの他の７ヶ所の孤児院については、スイス政府の資金援助が決定し

ている。 

6. 広報効果（ビジ
ビリティー） 

 

 

 

本案件は、いまだ改修工事が始まっていないこともあり、広報効果

（ビジビリティ）は、それほど大きくない。案件現場では日本政府の看

板（サインボード）がみられるが、一方で、案件の進捗状況について地

方政府に対して十分な情報が伝わっていない。日本国政府は、各現場で

メディアでの広報を進めたり、或いは進捗状況を示した大きなバナーを

設ける等の積極的な広報活動をすることが望ましい。 
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7. 被援助国等によ
る評価 

 

 

本案件は、全関係者にとって非常に緊急且つ重要な援助であると受け

とめられている。インドネシア政府は、津波被害の社会的な混乱の中で

増えつつあるホームレスの子供たちと孤児を受け入れる空間を創出する

のに重要な「戦略的」な案件であると見ている。したがって、中央・地

方政府関係者及び孤児院現場の地域社会の関係者は、日本国政府に対

し、案件の加速化とより積極的な情報提供を強く求めている。案件の緊

急性にも関わらず迅速的な対応に欠けるとフラストレーションが醸成さ

れつつある。孤児院の院長は遅延の理由について強く尋ねており、社会

省は省の低予算にもかかわらず、コストをかけ土地を購入したが案件の

進捗状況が遅いことに苛立ちを感じている。 

 いくつかの孤児院に住む何人かの子供たちの話によると、彼らは生活

全般に大きな不安を覚えており、早急に適切な住環境の中で教育が受け

られるように願っている。したがって、本件も他の教育機関と同様に

（マドラサ、プサントレンと公立学校）、次の学校年次にあわせて、施

工の加速を進めるべきである（2006 年 6 月前）。孤児達は、案件が遅く

とも 2006 年 6 月前には完了するものだと、同様の期待をしている。 

外務省コメント 

案件の進捗が遅れた原因の一つに、多数の孤児院が被災した上、どの

施設を支援・修復するかにつきインドネシア側においても調整、特定

に時間を要したことが挙げられる。また、多くのドナーや NGO が支援

を行ったため、修復対象の特定に時間を要した面もある。 

支援の進捗状況を被災民に適切なタイミングで伝達するようにするた

めには、一義的にはインドネシア政府内の情報共有の枠組み、実践を

改善するように働きかけることとなる。その一方で、この提言はドナ

ーとしての日本がどのように被災民に対して支援の現状や課題を説明

するかにつき重要な指摘をしていると考える。今後の災害復興支援に

際して検討する必要がある。 

 

8. 提言・教育等 
 

 

1． 案件の遅延は、孤児の受け入れを遅らせ、災害後の子供たちの劣悪な
生活環境の中で、精神的外傷（トラウマ）が癒えず、勉学意欲を減退

させることにもなるため、建設工事期間をできる限り短縮することが

必要である。 

2． 案件進捗にかかる情報の提供を地方政府に対して定期的に行う必要が
ある。 

3． 災害や燃料値上げなどの生活費の上昇などにより、地域社会からの孤
児院運営支援が難しくなっている為、運営費について何らかの支援が

検討されるべきである。 

 

9. その他 
 

 

 

精神的に弱い立場である子供のニーズの観点からも、トラウマ・カウ

ンセリングにおける支援も必要である。孤児院入院のみでは、トラウマ

障害の解決とはならない。トラウマ障害の原因としては、津波と大地震

のほかに、GAM 時代に受けた精神的障害、ホームレスの時期に受けた略

奪、事故、性的暴力等、2002 年の大洪水などもあり、総括的なカウンセ

リング技術協力（カウンセラーの訓練等）を検討する必要がある。 

 



孤児院の再建事業



 

スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 
 
   作成日：平成 17年 12月 20日 
担当公館名：在インドネシア日本大使館 
国名：インドネシア共和国 
案件名：漁業支援事業 
実施機関：海洋水産省 
案件の目的及び概

要 
スマトラ沖地震･インド洋津波災害がバンダ･アチェ市及びその周辺地域の

漁民に与えた影響は甚大である。現在、当該地域では被災を免れた漁船を利

用してほそぼそと漁業が行われているのが現状で、アチェ州の漁獲量も激減

している。さらに、アチェ･ブサール県では、養殖施設が壊滅的な被害を受け、

養殖池や研究所等をはじめとした各種施設が全く機能していない状況となっ

ている。 
このため当該地域における漁業活動の機能を回復するために必要とされる

施設改修･再建および関連機材を調達する。 
具体的には： 

• 
• 
養殖用機材（ラボ機材、車両等）及び養殖施設の改修・再建 
漁業活動回復のために必要な資機材の調達及びワークショップなどの建設 

 
現在の契約済み金額は約 0.3億円である。 
養殖用機材（車両等）及び養殖局向けワークショップなどの建設工事施工

管理コンサルタント調達は 2005年 10月に完了している。養殖施設の改修・
再建工事業者の調達は準備段階にある。養殖施設ワークショップの建設工事

はインドネシア政府の当初見込みでは 2005年 11月にワークショップ着手、
2006年 2月完工予定、養殖施設の改修工事は 2005年 12月に工事開始、2006
年 6月完成予定としていたが、まだ未調達の状態で遅れている。 
漁獲総局向け機材等については、ランプロ魚市場のワークショップ建設業

者は 12月、アイスプラント機材（施設込み）の調達は 2006年 1月、その他
の箇所におけるアイスプラント施設及びワークショップの建設、ワークショ

ップ機材の調達は 2006年 1月に予定されている。 
本案件は案件形成および入札図書の準備にかなりの期間を費やしており、

緊急案件であるが、その進捗は大幅に遅れていると言える。 
プロジェクトの進捗について、住民レベルの意見は、 

Very fast(0/9), Fast(0/9), Normal(4/9), Slow(0/9), Very slow(5/9) 
と、「普通」と「非常に遅い」の評価に分かれている。ヒアリング回答者 9
人のうち、8人は漁業関係者であり、「非常に遅い」評価は、事業の早急な対
応を望んでいる現われと考えられる。 
 

契約名 契約日 契約先 契約金額 納品日 
(契約納期) 

養殖局向けワーク
ショップなどの建設
工事コンサル（設
計・施工監理） 

2005/10/25 PT.Trans Intra Asia ¥14,782,000 
 

養殖向け車両ミニ
バス 1台 2005/10/21 PT. Itochu 

Indonesia ¥1,716,140 (2005/12/20) 

養殖向け車両ピッ
クアップ 1台 2005/10/14 PT. Equipindo 

Perkasa ¥2,636,750 (2005/12/13) 

１．案件の進捗状

況 

養殖向けエクスカ
ベータ 1台 2005/10/14 PT. DAYA 

KOBELCO ¥10,000,000 (2005/12/28) 



 

２．案件の妥当性 漁業および養殖漁業（海老・魚）はアチェ州の主産業であったが、スマト
ラ沖地震・津波により甚大な被害を受けた。このため、漁業・養殖漁業施設

の復旧は、アチェ復興計画の中では主要な再建生産セクターと位置づけられ

ている。したがって、緊急支援の一環として本案件を取り上げたことは、極

めて妥当である。 
また、本案件にある、漁業支援・養殖施設ワークショップ施設の建設には、

養殖施設にエビ、魚の卵・幼魚の供給を早急に再開する目的があり、当地域

の漁業並びに地域経済の回復、復興の為には緊急かつ重要な課題であり、そ

の緊急性は極めて高い。 
 

３．施設/機材の活
用度 

本案件の施設はまだ未着手であり、機材の調達も部分的なので、本案件の

施設・機材は未だ活用できる段階ではない。しかし本案件完成後は支援され

る養殖施設および関連機材、漁業資機材は施設、機材の活用度は高いと考え

られる。 
 
住民レベルの当プロジェクトに対する期待は、 

Yes (9/10), No (1/10) と極めて高い。 
 

４．案件終了後に

期待される効果 
本案件の完了後に期待される効果は以下の通りである。 
‐バンダ・アチェ市及び周辺地域の漁業の回復 
‐漁民生活の回復・改善 
‐地域経済の回復・復興 
 
本案件完了後の効果を計る指標としては、以下が考えられる。 
効果指標 

• 
• 
• 

漁獲高の推移 

養殖施設の生産高 

漁民の収入推移 

 
住民レベルのプロジェクトの生活改善に対する期待度は高い。 
‐プロジェクトの実施による緊急目的に対する効果： 
Excellent(4/7), Good(0/7), Fair(0/7), Poor(0/7), Very poor(3/7) 
Excellentと Very poorの評価に分かれているが、Very poorの評価は、プロジ
ェクトの進捗に対する不満と考えられる。 
‐プロジェクト実施による漁民の生活改善： 
Sure(9/9). Maybe(0/9), Not sure(0/9), No change(0/9) 
 

５．他ドナーによ

る支援との関係

（重複の有無等） 

他のドナーとの支援の重複は無い。 
当プロジェクトの計画時点で、海洋水産省 漁獲局・養殖局が、他のドナー
の支援と重複が無いように調整しており、重複は認められなかった。 
 



 

６．広報効果（ビ

ジビリテイー） 
未だ漁業機材の調達、養殖関係の建設・修繕工事がまだ始まっていないこ

ともあり、広報活動がまだ実施されていないので現時点における広報効果は

あまり高くない。今後案件の実施に伴いサインボード、メディア広報などの

広報効果は高まるものと考える。また漁業省は案件の進捗状況を州政府に対

し十分な情報を伝え、州政府から地元住民に対し広報活動を進めてもらう予

定である。 
 
住民レベルでは、日本の支援プロジェクトであること知っているとの設問

に対して： 
- Yes I know well: (0/9 ) 
- Yes I know, but not so much: (9/9) 
- No, I don’t know at all: (0/9) 
現時点においてもヒアリング回答者は、日本の支援プロジェクトであること

をある程度知っている。ワークショップ予定地に看板が設置されているので、

住民はそれから情報を得たものと思われる。 
 

７．被援助国等に

よる評価 
本案件は、全関係者にとって非常に緊急且つ重要な援助であると認識され

ており、海洋水産省は本案件についてワークショップ、ドナー調整会議、メ

ディア（TV, 地方紙）を通して情報開示しており、その評価は非常に高い。 
 
住民レベルでは、 

Excellent(0), Good(6/8), Fair(0), Poor(0), Very poor(2/8) と、比較的高い評価を得
ていると判断できる。Very poor の評価をした者は「直接津波被害者の救済
をすべき」という意見を述べている。 
 

８．提言・教訓等 事業内容に係わる提言・教訓 
• 

• 

• 

• 

当地域の漁業は地域経済の主要な生産セクターである。この漁業セクター

の回復を図るには、継続的な支援が望まれており、資機材支援だけでなく

人的支援（人材育成）が必要である。津波により、大勢の漁業関係者が失

われており、漁業の回復・復興の支援には、機材の支援に伴う人的支援が

望ましい。支援としては以下のものが考えられる。 

①漁業用資機材の供与 

②装備の使用・維持管理トレーニング 

③養殖漁業開発の専門家による技術トレーニング 

実施方法に係わる提言・教訓 
漁業資器材(エンジン、漁具資材等)の漁民への平等な分配・利用を促すた

めに、漁業組合の活用を図る。 

本案件は、実施機関による案件形成および入札図書の準備に比較的長い期

間を要している。今後緊急時に案件形成および入札図書準備のスピードア

ップを図るために案件形成・スペック準備段階に専門家の派遣等の支援が

望まれる。 

体制・組織に関する提言・教訓 
本件のような、緊急支援ではあるが中長期の復興対策の要素も含んだ案件

では、緊急支援が終わった後に、中長期支援へスムーズに移行出来るよう

漁業分野のキャパシティビルディング等フォローアップを考慮することが

望ましい。 

 

９．その他  
 
 

 



漁業支援事業 

(1) 調達機材 
 

 

 

(2) ワークショップ予定地 
 

 

 

 

 



 

スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力 （評価表） 
 

作成日: 平成 17年 2月 19日 
担当公館名：在インドネシア大使館  

国名:インドネシア共和国 

案件名: 市場復旧整備事業 

実施機関: 商業省 

案件の目的及び

概要 

 

 

スマトラ沖地震・インド洋津波は、アチェ州・ニアス島の住民及び多く

の公的施設に深刻な損害を与えた。被災地の復興のためには、農水産物

等の生活必需品を販売する市場の再建が不可欠であるが、従来卸売市場

などの市場機能が十分に発達していなかったことに加え、小売市場も十

分に復旧・整備されていないために地域経済の活発化の障害となってい

る。日本国政府は大きな被害を受けたアチェ州及びニアス島内の市場を

再建するために、以下の支援を行う： 

 度量衡の計測機材を保管する事務所建物の再建と機材の調達 
 アチェ州及びニアス島における 1１ヶ所の伝統的小売市場及びアチ
ェ・ブサール県における 1ヶ所の卸売り市場の屋根付建物の建設 

 全施設の建設にかかる設計調査・施工管理 
 

プロジェクトの進捗状況は、対象市場について両国政府間の合意及び

施設の仕様の詰めに時間を要したこと等のために全般的にインドネシア

政府の当初の見込みより数ヶ月程度遅れている。1 度量衡器の調達及び

建屋建設の契約は 12 月下旬に締結される見込みである。（完工及び機材

の据付は 2006 年 8 月末頃）また、同コンサルタントによる設計を経た

後、他の市場施設は 2006 年 3 月に着工される予定。 

 また、コンサルタントによる調査の結果、燃料費の値上げに伴い建設

資材費が上昇したため度量衡器建屋建設予算が 20 億ルピア程度足らない

ことが判明したが、商業省は同施設の建設予算を優先し、他の施設の規

模を削減することとした。 

現在の市場関係者は、雨が降ると活動は停止せざる得ない状況となっ

ており、商業活動に多大なる支障をもたらしているために早急なる施設

の改修を望んでいる。また、アチェ州商業局によれば、すでに彼らの予

算で 25 億ルピアを投入して卸売り市場の建設予定地 1.4ha の土地を購入

したが、建設が遅れているために市場関係者から非難されているとの

由。 

契約名 契約日 契約先 契約金額 
納品日 

(契約納期) 

1. 案件の進捗
状況 

 

 

 

 

 

 

市場建設の設

計調査／施工監

理を行うコンサ

ル選定 

2005/12/7 
PT. ARSI 

WASTUADI 
28,230,400 円 

2006 年 10 月

中旬 

2. 案件の妥当
性 

 

中央政府のアチェ再構築マスタープランによれば、経済活動を促進す

る市場の向上は必要不可欠であるとされており、市場をサポートする本

案件の対象施設と機材は復興計画の重要な部分となっていると考えられ

                                                 
1 アチェ州商業局によれば、津波の以前にはアチェ州には 500 ヶ所の伝統的市場が存在していた
が、特に被害を受けた 112 ヶ所の中から両国間の話し合いで最終的に現在の 12 ヶ所が選定され

た。 

 1



 

 2

る。 

商業活動が公正さ及び妥当性を保つ為には、法的機関（商業省が運営

する度量衡事務局）が測定するための度量衡器が必要となる。測定は、

毎 6 ヶ月の頻度で行われる。古い測定・度量衡器は、津波と大地震によ

る損傷を受けたため、新しい度量衡器の調達が必要不可欠となってい

る。 

仮市場のテナントの話によると、現在の市場での商業活動は雨がふっ

たら停止せざるを得ないなど活発な商売ができる環境ではない。多くの

場所では、不良な排水設備が道路の大部分を占めており、市場は悪臭で

湿った環境となっている（適切なごみ処理場が無い）。したがって、市

場のリハビリと改修は、緊急に実施される必要があり、本件を復興無償

案件で取り上げることは極めて妥当である。 

 

3. 施設・機材
の活用度 

 

 

 

現状では施設及び機材は利用できる状態に至っていないが、プロジェ

クトが完了すれば活用度は非常に高いと予想される。市場が地域社会に

とって日常に必要な物資を調達するために不可欠な場所であることは疑

問の余地がない。但し、日本政府が支援する市場の数は、実際には、被

害を受けた市場の改修のニーズを全て満たしているわけではなく、選定

された 12 市場の他に多くの市場がリハビリ・改修を必要としている。 

一方日本国政府のアチェ州の市場復旧事業における支援品目は現在の

ニーズに合致している。特に重要なことは、伝統的市場と常置の卸売り

市場施設の為の建屋が迅速に建設され、市場機能が早期に復旧すること

である。 

なお、今後本案件の次に続くプロジェクトとして、市場で販売する産

品のサプライ・チェーン（流通システム）の向上と市場製品の質の管理

に注視するべきである。現状では、果物類などは北スマトラ州のとの州

境地域から輸送してきている例が多いが、輸送インフラが劣悪な上、近

代的な流通システムが存在しないために商品の質が劣っている。 

 

4. 案件完了後
に期待され

る効果 

 

 

 

本案件の完了後には以下の効果が期待される。 

１．対象市場が復旧することでアチェ州の住民の生活物資の調達が容易

になり、地域経済が活発化する。 

２．度量衡器が復旧することで小売市場・卸売り市場の商品の計測が正

確となり、適正な市場運営がなされる。 

 

5. 他ドナーに
よる支援と

の関係（重

複の有無

等） 

 

 

 

 

他のドナーとの支援の重複はない。 

ＵＳＡＩＤがアチェ州商業局の施設及び機材の修復にかかる支援を行っ

ているが、現在伝統市場の復旧に対して他のドナーの支援はない。 

6. 広報効果
（ビジビリ

ティー） 

現時点では建物の建設が始まっておらず、工事現場では日本国政府の

支援を示したサインが見られないためビジビリティはあまり高くない。

但し、例外的に卸売り市場の建設予定地であるラムバロ地域では、他の
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プロジェクトと同様のサイズの看板が立てられており、日本の支援で市

場が建設されることは関係者に知られている。 

 

7. 被援助国等
による評価 

 

 

インドネシア政府は、本件を伝統的な市場機能の回復と共に卸売り機

能を発展させるための「戦略的」な案件と見ており、非常に重視してい

る。地域市場の関係者及び消費者は、調査団を通じて、日本国政府に対

し、案件の加速化とメディアや看板などを通してのより積極的な情報提

供を推進してほしいという希望を述べている。 

 

8. 提言・教訓
等 

 

 

1. 施工管理担当コンサルタントについては、案件 1 件毎に選定せずに同
種の他の案件と横断的に選定できるシステムに変更することで調達プ

ロセスを迅速化すべきである。 

2. メディア等へ積極的に働きかけて本件にかかる広報活動を活発化して
日本政府支援のビジビリティを高めるとともに、市場関係者の不安を

軽減する努力をすべきである。 

3. 今回のスコープには入っていないが、予算が許せば市場周辺の環境改
善、とりわけごみ処理と排水施設についての支援も検討されるべきで

ある。特に卸売り市場建設現場の周辺ではごみや汚水が散見され衛生

的な観点からも対策が必要である。（アチェ州、アチェ・ブサール県

への働きかけも必要） 

4. 本件の完了後には、次の段階としてサプライチェーンの強化及び卸売
り市場の強化にかかる支援が検討に値する。アチェ州の住民に新鮮で

安全な産品を届けるために必要な流通網の整備、特に卸売り市場の整

備が今後の課題となる。 

 

9. その他 
 

 

 
 



地方市場の復旧支援事業



 

スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力 （評価表） 
 

作成日: 平成 17年 12月 19日  
担当公館名：在インドネシア日本大使館 

国名:インドネシア共和国 

案件名: 大学復旧等支援事業 

実施機関: 教育省・宗教省 

案件の目的及び概

要 

 

 

アチェ州の主要二大学であるシャクアラ大学及びアル・ラニリ国立イ

スラム大学は、津波及び大地震により、甚大な損害を受けた。中期的

及び長期的の両観点からも、両高等教育機関を迅速に改修することが

必要不可欠である。 

アル・ラニリ大学に対する主な支援は以下の通りである。 

 学習機材の調達： 
 研究室（化学・生物学・数学等）機材 
 教育研究用図書 

 施設改修工事及び施工管理 
シャクアラ大学に対する主な支援は以下の通りである。 

 学習機材の調達 
 研究室（農学・畜産・獣医学・生物学・化学・医学等）
機材 

 施設改修工事及び施工管理 
 

1. 案件の進捗状況 
 

 

 

 

プロジェクトの進捗は、調達機材が非常に多岐に亘っているため仕

様の細部を詰めるのに時間を要したことから当初インドネシア側が期

待した時期に比べ数ヶ月遅れている。現在はアル・ラニリ大学の一部

の化学研究用機材の契約が締結されているだけで、他の機材の契約に

ついては１２月末の予定。今後シャクアラ大学及びアル・ラニリ大学

にかかる施設改修にかかる工事及び施工管理契約は、各々2005 年 12

月末及び 2006 年 5 月に締結され、同時に工事がスタートする見通し

である。工期は 6ヶ月程度を見込んでいる。 

両大学の関係者は、教育活動に悪影響を及ぼし、地域社会に不安が

解消されない懸念も見られることから、施設・機材の調達の迅速化を

強く望んでいる。特に、基本的な教育活動に不可欠な機材（図書等）

については早急なる納入が求められている。 

また、インタビューによると、「損害を受けた建物の中で勉強する

ことが怖い」と答えた学生が多く、学生の不安を除き学習意欲を向上

させるためにも早急なる工事着手が必要である。 

 

2. 案件の妥当性 
 

 

 

 

 

 

大学の復興は地域社会の将来を担う優秀な人材を育成するという意

味で非常に重要であり、アチェ復興計画マスタープランのなかでも高

等教育機関の復興は緊急かつ重要な案件と位置づけられている。 

また本案件の全ての関係者は、日本国政府の支援は重要であると認識

しており、迅速な実施を期待している。現状では、大学が教育・研究

活動を行ううえで大きな支障があるだけでなく、周辺コミュニティへ

のサービス活動にも支障をきたしている。特に、シャクアラ大学では

津波の被害を受ける以前は農学部・畜産学部では新鮮な野菜・牛乳・

卵等の産品を地域社会に提供して貢献すると共に大学に収益ももたら
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してきたが、同学部への被害により現在ではかかる地域貢献は停止し

たままである。また、医学部においては、提携先の病院1へ脳・心臓

等にかかる検査機器を入れてインターンによる研修と治療を行ってき

たが、かかる活動についても停止を余儀なくされている。 

 したがって、本案件は、アチェ州地域社会全体に大きな裨益をもた

らし、日本政府は早急に支援を実施することが求められている。 

 

3. 施設・機材の活
用度 

 

 

 

現状では、施設・機材は未だ供与されておらず利用できる状況では

ないが、すべての供与予定機材は必要性の高いものであるため完了後

の活用度は高いと予想される。また、ほとんどの研究機材については

大学の専門家が従前より使用していたものであり、使用方法等に関す

る問題はない。 

また、シャクワラ大学関係者は今後大学による地域の医療貢献を向

上させるために、本案件の予算が余った場合、地域巡回医療のための

救急車及び応急治療機器の供与を希望しているが、本件は周辺の提携

病院の治療設備・能力などを調査して妥当性を検討する必要がある。

なお、シャクアラ大学の講堂（Auditorium）の構造に対する再分析が

必要である。現在、講堂のバルコニーを支えるポールに破損があると

見られる（入り口の左中央）。 

 

4. 案件完了後に期
待される効果 

 

 

 

 本案件完了後には以下の効果が期待できる。 

• 

• 

• 
• 
• 
• 
• 

アチェ州の代表的な高等教育機関である本件の対象 2 大学の教

育・研究能力が充実することでアチェ州における優秀な人材の育

成が可能となる。 

大学の教育・研究設備が改善されることで学生・教員数が増える

（その結果、大学の収入が増える） 

大学教員・学生の研究・学習意欲が向上する。 

大学の講義が質・量共に改善される。 

大学の研究論文数が増える。 

大学の事務が効率的になる。 

地域社会への医療・栄養面での貢献が増える。 

 

5. 他ドナーによる
支援との関係

（重複の有無

等） 

 

他のドナーとの支援の重複は無い。 

 

6. 広報効果（ビジ
ビリティー） 

 

 

 

現時点では施設の改修工事及び機材の設置が始まっておらず案件の

ビジビリティは、あまり高くない。また、重要関係者のみが案件の進

捗状況を認識しているが、その他の多くの裨益者は状況を把握してい

ない。案件対象の現場では、看板（120cmX90cm のサインボード）を

設置してあるが、この看板は、遠方からはあまり視覚効果が無い。し

たがって、日本国政府は、JICS 等を通して、大学の各部を通して進

捗状況の広報に努めるとともに、メディアでの広報を進めたり、或い

は大学の入り口に日本政府が大学の復興に協力している旨の大きなバ

                                                 
1 ザイナル・アビディン病院(Zainal Abidin Hospital) 
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ナーを設ける等の積極的な広報活動することが望ましい。 

 

7. 被援助国等によ
る評価 

 

 

インドネシア政府の関係者は、本案件は両大学における教育活動の

復興と向上しいてはアチェ州における高等人材育成に重要な「戦略

的」な案件であると見ているが、大学関係者共々案件の実施の加速化

を求めている。また、両大学の学生及び一般の教員は、現在の進捗状

況についてほとんど情報がないために案件の進捗が遅いことに不満を

示している。なお、中央政府（教育省高等教育総局）の担当者は、調

査団に対して案件の実施を一層迅速化するために入札の事前資格審査

や入札図書の作成プロセスにもっと関与させてほしいという希望を表

明した。しかしながら、大学現場の責任者はともかく必要な施設・機

材についての知識を共有していない中央政府が入札プロセスに現在以

上に関与することは案件の進捗をさらに遅滞させる可能性が高いと考

えられる。 

 

8. 提言・教訓等 
 

 

1. 機材については、仕様の詰めに時間がかからず緊急性が高い教材
や図書等については、援助の効果を高め日本政府の支援のビジビ

リティを高めるためにも特別の配慮を行い迅速に納入することが

必要である。 

2. プロジェクト担当者のみならず広く大学関係者に進捗状況を周知
するために大学事務局へ定期的に情報を送付するべきである。 

3. 限定された予算と、研究室やその他の公的サービスによる、低迷
しつつある大学自らの収益といった観点から、当面の教育・研究

活動に必要な運営費に対する支援を検討すべきである。 

4. シャクアラ大学の講堂（Auditorium）の構造に対する再分析が必
要である。現在、講堂のバルコニーを支えるポールに破損がある

と見られる（入り口の左中央）。 

9. その他 
 

 

 

今回のノンプロ無償の次の段階として、大学と産業界（特に中小企

業）との連携を促進し、中小企業を支援するための技術協力も検討す

べきである。2 

 

 

 

                                                 
2 調査団のインタビュー時にＢＲＲの高等教育にかかる担当者からも同様の要望が出された。 



大学支援事業

アル・ラニリ国立イスラム大学



シャクアラ大学



 

スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力 （評価表） 
 

作成日: 平成 17年 12月 19日  
担当公館名：在インドネシア日本大使館 
国名:インドネシア共和国 
案件名: 職業訓練学校支援事業 
実施機関: 労働移住省 
案件の目的及び概

要 

 

 

スマトラ沖地震、インド洋津波被害がアチェの市民に与えた影響は甚

大であり、多くの人々が雇用を失った。ILO の統計によると、180 万

人の人々が失業し、失業率は 30％以上にも達している。今後アチェ

の復興が本格化していくに従って雇用の増大が期待されている。一方

で上記の災害によりアチェ地域における職業訓練センター（ＢＬＫ）

も被災した。BLK は、地域住民の技能や知識を向上するために、技能

訓練を提供するための重要な機関であり、その訓練を通して地域住民

の雇用機会拡大が期待される。したがって、日本国政府は、アチェ地

域における職業訓練所に対し以下の支援を実施する： 

 移動式職業訓練車 （12 台）の供与 
 バンダ・アチェＢＬＫの改修及び付属寮の建設 
 アチェ州内の 6つの BLK に対する訓練用機材の供与 
 バンダアチェの BLK の修復に係る設計・施工監理 
 

1. 案件の進捗状況 
 

 

 

 

 

 

プロジェクトの進捗は、機材数の変更及び仕様の詰め等のために全

体的に当初インドネシア政府が想定していた予定より数ヶ月程度遅れ

ている。現在本案件にかかる入札の準備段階であり、上記機材及び建

設工事にかかる契約の締結は 12 月の下旬の予定となっている。その

後移動式職業訓練車は特別仕様のため納入までに 6 ヶ月間を要し、改

修工事についても 6ヵ月後に工事が完了する見通しである。1 

バンダ・アチェ BLK の所長は、地域社会への職業訓練を早急に充実

させ復興事業へ参加できる人材の供給を行っていくために日本国政府

に対し案件の早期実現を求めている。現在、同ＢＬＫに唯一存在する

訓練車は一台のみであり、これも、2005 年 11 月に調査団が現場に訪

れた頃は、修理中であった。労働移住省の地方・中央政府もＢＬＫ機

能を早急に回復・発展させる必要性から事業の加速化を強く要請して

いる。 

なお、今後の実施においては、被災により道路のアクセス状態が悪

化しているため、移動式訓練車を各対象ＢＬＫに円滑に納入するため

の輸送計画を綿密に策定する必要がある。 

 

2. 案件の妥当性 
 

 

 

 

 

 アチェ復興計画の中でも貧困削減のための雇用の拡大・失業者対策

は最重要の課題と受けとめられており、ＢＬＫ機能の復興・発展を目

指す本案件は緊急かつ必要性が高い。また、要請された支援品目は、

訓練活動には必要不可欠な品目である。12 台の訓練車は、ＢＬＫで

の訓練をうけることが困難な地域住民に対して建設工事、電気・電

機、溶接、鉛管工事、自動車・二輪車修理、裁縫、及び食物加工（豆

                                                 
1 なお、調達代理機関のＪＩＣＳによれば本案件にかかる調査費用は当初想定していなかったた
め独自の資金を使って調査を実施したとのことである。 
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 腐、「発酵大豆クラッカー」であるテンペ）等に関わる訓練を提供す

る場となる。なお、訓練車は、アチェ州の都市と地方（準地方と村）

におよぶ、21 の地域と市を対象として訓練を提供する。 

したがって、本案件はアチェ州全体の州民の雇用拡大に裨益する。

 

3. 施設・機材の活
用度 

 

 

 

現時点では施設・機材は建設・納入されていないが、案件完了後の

活用度は非常に高いと考えられる。従来のように２台の訓練車のみで

は、BLK として求められた 21 の地域と市に訓練を提供するのは不可

能である。2 12 台の訓練車を６ヶ所のＢＬＫでローテーションさ

せ、一定の期間の後（6 ヶ月を想定）バンダ・アチェＢＬＫでメイン

テナンスサービスを行う計画である。また、アチェ州全体の地域住民

の訓練ニーズに応えるためには現在調達が決まっている 12 台の訓練

車でも十分とはいえず、アチェ州労働局ＢＬＫ責任者によれば追加で

10 台の車が必要としている。現在アチェ州全体で訓練車用の教官は

28 名いるが、州労働局では増大する需要をにらんで新たに 10 名以上

のリクルートを準備中である。しかしながら今後必要となる訓練車に

ついては、教官の数、能力、専門性と地域の訓練ニーズとの関係で詳

細な調査が必要である。 

また、低迷しつつある職業訓練による資金不足と、中央・地方政府

の限られた予算といった観点からも、BLK には、訓練プログラムに必

要な運営予算が不足している。 

将来的には、本案件の完了後は、地域中小企業クラスター振興及び

中小企業支援のための大学との提携強化等における技術協力に関わる

支援も検討すべきである。 

 

4. 案件完了後に期
待される効果 

 

 

 

 

案件完了後には以下の効果が期待される。 

• 

• 

• 

• 

アチェ州全体で職業訓練を受けて復興活動に必要な技能を有する人

材が増えて、雇用が拡大される。 

地域の企業に技能工が増えることで地域産業の生産性が増大し、地

域経済が活発化される。 

地域の中小企業に直接的な修理等の必要なサービスを安価に提供す

ることで企業活動が活発化される。 

技能工による起業が増え、産業の裾野が広がり、アチェ州における

雇用が拡大される。 

 

5. 他ドナーによる
支援との関係

（重複の有無

等） 

 

 

他のドナーとの支援の重複はない。 

国際機関のＩＬＯは包括的にアチェ州労働局との間で協力関係を構築

しており、各種のワークショップを通じてＢＬＫの人材育成に貢献す

ると共に運営費の支援を行っている。なお、ＧＴＺ及び PT Semen 

Andalas（国営企業）もＢＬＫの訓練プログラム策定及び人材育成等

にかかる支援を行っているが、ハード面での支援は日本のみである。

 

 

6. 広報効果（ビジ 案件の広報効果は、標準的であると考えられる。 

                                                 
2 現在バンダ・アチェＢＬＫにはほとんど使用できない 1979 年型ダイハツ製と韓国の援助で供与
された 1996 年型ＫＩＡ製のワゴン車があるのみである。 
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ビリティー） 

 

 

 

但し、他の案件と同様に実際に施設・機材の調達が現地で目に見える

形で始まっていないために、中央政府と地方政府の重要な関係者のみ

が、案件の進捗状況を認識しているだけで、その他関係者の多くは状

況を把握していない。案件対象の現場では、看板（120cmX90cm のサ

インボード）を設置してあるが、この看板は遠方からはあまり視覚効

果が無いため、ドイツ政府が市内の病院施設で行っているように、バ

ンダ・アチェＢＬＫなど代表的な施設に日本の協力で復興がなされる

旨の大きなバナーを掲げることも効果的と考えられる。 

 

7. 被援助国等によ
る評価 

 

 

インドネシア政府は、本案件はアチェ州における労働の質の向上と

雇用の拡大ならびに経済の復興に重要な「戦略的」な案件であると見

ている。一方、案件が重要かつ緊急性が高いために BLK 関係者（施設

管理者、教官、生徒など）は、実施の加速化とより積極的な情報提供

を日本国政府に求めている。地域社会は、日本国政府による支援に感

謝しているが、同時に案件実施のスピードアップを望んでいる。 

 

8. 提言・教訓等 
 

 

1. 案件実施の遅延は現場の訓練の質及び関係者の意欲を低下させる
ために、パッケージで包括的に対応するのではなく少しでも早く

対応できる機材から順次納入していくべきである。 

2. 労働移住省の限られた予算と燃料値上げによるＢＬＫ経営の困難
さを軽減するために、12 台の訓練車の運営費を当初一定の期間

（例えば 6か月分）の支援を検討すべきである。 

3. 案件の進捗状況を定期的にアチェ州の労働局を通じて口頭のみで
なく紙ベースで周知すべきである。 

 

9. その他 
 

 

 

1. 12 台の訓練車の仕様明細を見直す必要がある。雨季、山間部の地
形等を配慮して、４輪駆動の車も必要となる可能性が高い。 

2. 将来的には大学、及び産業、中小企業促進、人材教育、医療等（民
間セクター）の面での提携プログラムの必要性を検討すべきであ

る。 

3. 将来的には燃料噴射、エンジン、マルチ真空管の噴射システムなど
における、BLK 訓練者の技術向上に対する技術支援も検討する必要

がある。 

 

 

 



職業訓練事業



 

スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力 （評価表） 
 

  作成日:平成 17年 12月 19日 
担当公館名：在インドネシア日本大使館 

国名:インドネシア共和国 

案件名: 寄宿舎に対する支援事業 

実施機関: 教育省・宗教省 

案件の目的及び

概要 

 

 

スマトラ沖大地震及びインド洋津波により、アチェ州の公立学校及び

（マドラサとプサントレンと呼ばれている）イスラム学校は甚大な被害

を受けた。特に沿岸地域にある多くの学校が深刻な被害を受け、正常な

教育活動を行う上で多大の支障が生じている。中長期的にアチェの復興

を進めていくためにもアチェ州内のこれらの初等中等教育施設を早急に

改修する必要がある。 

 かかる観点から日本政府は被害の大きかったアチェ州のマドラサ／プ

サントレン（イスラム学校）81 校及び公立学校 245 校を対象として以下

の支援を実施する。 

 マドラサ／プサントレン（パッケージ 1）に対し、教育機材（勉強
机、椅子等）供与 

 マドラサ／プサントレン（パッケージ 2）に対し、寄宿舎用機材（ベ
ッド・マットレス等）供与 

 公立学校におけるコンサル業務 
 下記フェーズ 1に対する施工管理  
 下記フェーズ２に対する設計及び施工管理  

 公立学校における建設業務  
 フェーズ１：改修 （７公立学校対象） 
 フェーズ２：再建 （5公立学校対象） 

 公立学校用の教育用機材調達 
 パッケージ 1（教室用勉強机、椅子等） 
 パッケージ 2（実習用機材等） 

1. 案件の進捗
状況 

 

 

 

 

 

 

プロジェクトの進捗状況は、対象学校数が多く、仕様の詰めに時間を

要したことなどの理由により当初の予定より遅延しているが、機材につ

いては、公立学校用の実習用機材を除き調達契約が締結済みである。 

 

 公立学校用の建設工事については、フェーズ 1 とフェーズ 2 に関わ
る施工管理業務の契約及び第二次実習用機材調達も 12 月下旬に契約

される見込み。 

 公立学校のフェーズ 1 における改修工事（７校の改修）について
は、2005 年 12 月下旬に契約締結予定。 

 引き続いて、公立学校フェーズ 2 における再建業務は、上記コンサ
ルタントの設計を経て、2006 年 5 月に契約締結、工事着工が予定さ

れている。 

 上記の案件で使用されなかった資金は、バイトゥサラムの高等学校
(SMA１)の改修に使用されるが、資金不足している部分は教育省の自

己予算が調達される。 

 全案件の完工は、公立学校フェーズ２の建設開始後 6－７ヵ月後で
2006 年 12 月頃の見込みである。 
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遅延の理由としては、地方政府の教育局と JICS との間で機材・施設のス

ペックを詰めることに時間を要したためと考えられるが、案件が 

遅延すると以下のような悪影響が想定される。 

 案件の実施が 2006 年 7 月以降まで遅れると、教育・学習活動の大きな

妨げとなり、多数の学生が適切な教育を受けることが出来なくなる。更

に、他の場所を借り上げて生じる「移動」コストが、高くなる。これ

は、余分な生徒を受け入れなければならない学校の財務的負担にも繋が

る。 

契約名 契約日 契約先 契約金額 
納品日 

(契約納期) 

マドラッサ・

ぺサントレン向

け機材(学校用機

材） 

2005/10/28 
PT. Kanbutsu 

Indonesia 
84,738,684 円 2006/1/15 

マドラッサ・

ぺサントレン向

け機材(寄宿舎用

家具） 

2005/10/28 PT. SARI TIOD 62,916,000 円 2006/1/15 

教育省管轄学

校向け機材（教

室用） 

2005/10/28 
PT. Elite 

Permai Metal 

Works. Ltd 

131,948,384 円 2006/2/16 

2. 案件の妥当
性 

 

 

 

 

 

 

アチェ復興計画のマスタープランにおいても被災地の子供たちへの学

校教育の復興については、アチェ州の将来を担う人材を育成するという

意味で最も緊急かつ優先すべき課題の一つとして位置づけられている。

また、日本政府は他のドナーが手薄となっている中学校、高校の施設・

設備の修復に集中しており緊急性の高い無償援助として取り上げるに極

めて相応しい案件である。 

本案件は対象学校の関係者（生徒、教師、事務員、管理者など）のみ

ならず、生徒の両親、親戚を含む周辺地域住民全般に裨益する。 

 

3. 施設・機材
の活用度 

 

 

現状では施設・機材の調達が終了していないが、プロジェクトの完了

後の活用度は以下の理由により非常に高いと考えられる。 

 本案件で選定されている機材は基本的な教育に必要不可欠な学習用
の椅子、机、本棚、ホワイトボード、ベッド、マットレスなどの備

品及び教師・学校事務に必要な机、椅子、ファイルキャビネット、

文房具、コンピューター等が主体である。実際いくつかの学校で

は、生徒は椅子の代わりとして、マットレスの上に座ったまま授業

を受けており、集中力を持続させる環境ではない。 

 また、施設の改修、再建を必要としている学校については、全壊、
半壊したものを再建するものから部分的な改修で事足りるものまで

幅広く存在しているが、特に全壊・半壊している学校については 10

ｋｍも離れた別の学校に徒歩で通っている例もみられ、一刻も早い

学校施設の再建が求められている。 

 

一方、教育省は UNICEF の協力で立ち上げた Education Management 

Information System (EMIS)ウェブサイトを通して、建築業務の明細事項

の標準化について情報提供を実施している。このサイトでは、寄宿舎に
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ついてのデザイン設計についても明細が記載されている。本案件の関係

機関がこれらの情報を活用すれば、入札プロセスもより迅速的に行わ

れ、コストも削減できる可能性がある。また、国際的標準をも考慮し、

地方教育の標準化（教育の質や施設など）をも検討するべきである。 

 

4. 案件完了後
に期待され

る効果 

 

 

本案件の終了後には以下の直接・間接効果が期待される。 

１．被災地の生徒が適切な教育を受けられるようになり、学習意欲が向上

する。 

２．全壊・半壊した学校の被災地の生徒が本来の学校に戻ってくることに

より、移動にかかる時間・コストが節約でき、勉学に回せる時間が増え

る。 

３．対象学校の教員の教育意欲・倫理が向上する。 

４．上記によりアチェ州全体の教育の質が改善され、地域の経済が発展す

る。 

5. 他ドナーに
よる支援と

の関係（重

複の有無

等） 

 

他のドナーとの支援の重複は無い。 

初等教育については、UNICEF など多くのドナーが支援を行っているが、

中学校・高校については比較的手薄となっており、重複はない。本案件

についても前述の EMIS への情報提供を積極的に行い、UNICEF の支援との

相乗効果が発現されるようにすべきである。 

6. 広報効果
（ビジビリ

ティー） 

 

 

 

現状では施設・設備が未だ目に見える形で裨益者に認識されないため

案件のビジビリティはそれほど高くない。サインボードは学校建設・改

修予定地に立っているが、近くへ行かないと識別できないために学校周

辺住民全体には広く情報がいきわたっていない。今後施設の建設、機材

の納入が開始されればビジビリティも自ずと高まると考えれる。 

また、EMIS は基本的にアチェ州の全ての公立学校の復興情報を掲載す

ることとなっているが、日本政府が支援対象としている学校の復興情報

については未だ掲載されていない。したがって、前述のように EMIS への

積極的な広報活動が必要である。 

 

7. 被援助国等
による評価 

 

 

インドネシア中央・地方政府は、本件はアチェ州の将来を担う人材の

育成につながる非常に重要な案件であると見ている。一方で学校関係者

及び末端使用者は、日本国政府に対し、迅速な案件の実施とより積極的

な情報提供を求めている。調査団がインタビューを実施したほとんどの

支援対象校の教員は現在の進捗状況について全く知らされていない。多

くの生徒は、学校に対し日本政府の支援があることすら、認識していな

い。また、生徒の親・保護者の話によると、卒業や高等教育への入学が

延期されると、財政的にも困難となると考えており、案件の迅速な実施

を強く希望している。 

外務省コメント 

被災者及び裨益人口に対して適切なタイミングで進捗状況について情

報提供をすることについては、一義的にはインドネシア政府内の情報

共有の枠組み、実践を改善するように働きかけることとなる。その一

方で、この提言はドナーとしての日本がどのように被災民に対して支

援の現状や課題を説明するかにつき重要な指摘をしていると考える。

今後の災害復興支援に際して検討する必要がある。 
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8. 提言・教育
等 

 

 

1. 案件の遅延は教育の質を低下させ、転校や卒業・入学の延期により被
災地の生徒及び家庭の経済的な状況を困難にするため特に甚大な損害

のあった学校の復旧を迅速に実施すべきである。 

2. 支援対象学校関係者に案件の進捗状況が伝わるように、州政府教育局
だけでなく、県・市レベルの教育局にもファックス等で情報を定期的

に送ることを検討すべきである。 

3. EMIS サイトを活用し、アチェ州の他の学校の施設・設備との基準の
調和を図るとともに入札図書作成にかかる意思決定及び作業の合理化

を図るべきである。 

4. EMIS サイトでの情報提供を通して、日本政府の支援のビジビリティ
を高める必要がある。 

 

9. その他 
 

 

 

1. 地域社会の収入を増やすためにも、ジャカルタベースの主要施行者が
全てを調達するよりも、家具や備品等についてはアチェの業者を主体

とした入札を実施することも検討に値する。 

2. 対象案件拡大を検討すべきである。これには、ニアス・南ニアスのイ
スラム学校及び公立学校の改修を含むべきである。これらの地域の学

校の多くは、早急な改修とリハビリが必要となっているが、関心を示

しているドナーがいない。 

3. 仮学校が距離的にも遠く、保護者が財政的に支援するのは困難な為、
資金的に余裕があれば学校用バスの調達も検討するべきである。 

 



公立学校及びイスラム学校等支援事業



 

北スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害 : ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票） 
 

    作成日：平成 17年 12月 19日 
担当公館名: 在インドネシア日本大使館 

国名: インドネシア共和国 

案件名: 土地台帳修復計画 

実施機関: 土地庁、国立公文書館 

案件の目的

及び概要 

 

 

インド洋大津波の直撃を受けたスマトラ島北部のバンダ・アチェ市では、

約 3万冊にのぼる土地台帳が海水に浸かり、腐食が進行していた。土地台帳

は、アチェの復旧・復興事業において、計画策定、住民移転、土地補償など

に必要不可欠な極めて重要な公文書であり、津波直後の 2005 年 2 月から３

月にかけて JICA の支援で、土地台帳修復の調査団を派遣し、その指導の下、

土地台帳の消毒エタノールへの浸漬とマイナス 40 度での急速冷凍を行って

きた。 

 本案件は、ノンプロ無償のスキームを使い、真空凍結乾燥機を供与し同機

材を使用して土地台帳の修復を行うことを目的とする。併せて同台帳修復及

び今後の発展的使用に必要な機材（修復後の台帳をデジタル化して文書の検

索を容易にするための機材等を含む）を供与して復旧・復興作業に貢献する

ことを目的とする。 

1. 案件の

進捗状

況 

 

アチェ州土地局によれば、当初は最短で 7月末から真空凍結乾燥機が稼動

できるという理解であったが、現実には３－4 ヶ月程度遅れている。インド

ネシア側の機材の通関手続き、免税申請手続きへの不適切な対応も遅れの原

因となった。1 

現在、13 トンの土地台帳は土地庁（BPN）の管理の下、ジャカルタでマイ

ナス４0度のまぐろ冷凍倉庫に凍結された状態で保管されている（保管料は、

2005 年 3-5 月 JICA、6-9 月世銀、10 月以降本ノンプロ無償案件予算で負担）。

真空凍結乾燥機については 11月中旬に専用の建屋に設置されて以降 JICA 専

門家の技術指導の下、順次冷凍倉庫から台帳を輸送し真空凍結乾燥機の試運

転を行い、原簿の劣化損傷状況に応じて開被作業、応急修復処置を講じて文

書復旧作業を行っている。デジタル・スキャン用カメラ、データ処理装置等

は 2005 年 12 月末までに機材調達契約が締結される予定で、2006 年 2 月に納

入の見込みである。全ての台帳にかかる凍結乾燥作業が終わるのは 2007 年

４月の予定（本格作業に１年５ヶ月間要する）。第一陣として４２箱分の修

                                                 
1 BPN 側の免税書類に必要な署名権者による署名がなされず、署名の取り直しとなり時間がかか
った。 



 

復された土地台帳が本年末までにアチェ州土地局へ収納されることとなっ

ている。 

今後の土地台帳の一連の修復作業については、現在行われているように、

案件当初から関わっている JICA 専門家の技術指導の下で、ノンプロ無償機

材供与と JICA 技術協力が密接に連携していくことが進捗を促進する上で不

可欠である。また、来年以降行われる文書のデジタル化についても専門家派

遣によりインドネシア側へ公文書のデータベース及び検索システム作成プ

ロセスにかかる技術移転がなされることが必要である。 

 

契約名 契約日 契約先 契約金額 
納品日 

(契約納期) 

凍結乾燥機 2005/6/20 オガワ精機 93,100,000 円 2005/10/20 

建屋建設 2005/9/5 
PT. Hutama 

Karya 
11,218,448 円 2005/11/15 

冷凍庫賃貸料 2005/9/16 

Perum 

Prasarana 

Perikanan 

Samudera Cabang 

Jakarta 

346,500,000ル

ピア 

2005/9/17～

2006/3/17 

キャビネット 2005/12/9 

PT. Elite 

Permai Metal 

Works Ltd 

3,095,625 円 2006/1/8 

2. 案件の

妥当性 

 

 本案件は、アチェの社会・経済活動復旧において所有権、土地利用権等を

確認するために必要不可欠な土地台帳の現状回復を目指すと共に同台帳の

電子化により利用者へのアクセスサービスの向上を図るものであり、アチェ

の復興計画の中でも極めて緊急かつ重要な案件と位置づけられている。本件

が完了すればアチェ州の社会・経済活動の回復及び今後の発展において州民

全体に等しく裨益する。 

 なお、土地台帳のデジタル化については、BPN では「国家土地情報システ

ム」(Information System for National Land)に基づいて、今後中長期的に

インドネシア全国の土地台帳をデジタル化して、一般利用者に情報開示する

計画を有している。 

 

3. 施 設 ／

機 材 の

活用度 

 

 現状では真空凍結乾燥機及びその建屋施設のみが利用できる状況にある

が、JICA 専門家の技術指導及び機材供給会社から派遣されている専門家によ

る２週間の操作訓練の結果、活用度は極めて高く、シフト制で 24 時間 1週 7

日間フルに稼動している状況である。 



 

また、選定されている機材は、「死活的な書類」(vital documents)の原

紙を修復するために世界的に認知されている真空凍結乾燥機及び土地台帳

修復後のデジタル化に必要な機材が中心となっており、案件の緊急性及び持

続発展性にかない妥当かつ時期的にもタイムリーである。 

なお、今後より円滑な修復作業を実現していくためには、残った予算で、

文書修復用のリーフ・キャスティング機、和紙、へらを始め、大量の出力装

置付複写機、プリンター等の機材を追加で供与することが効果的である。 

4. 案件完

了後に

期待さ

れる効

果 

 

 

 

 本案件完了後には、以下の効果が期待できる。 

・ 土地台帳の回復によって土地売買が可能となり、経済活動が活発化され

る。 

・ 土地台帳の回復によって土地問題にかかる紛争が削減される。 

・ 土地台帳を初めとする”vital documents”の原紙保存方法にかかる知

識・ノウハウがインドネシア政府、アチェ州政府に移転される。 

・ 土地台帳を初めとする”vital documents”のデジタル化及びデータベー

ス化にかかる知識・ノウハウがインドネシア政府、アチェ州政府に移転

される。 

 

以上のように本件の効果は単にアチェ州の土地台帳の現状回復による

経済活動の活発化という直接的効果のみならず、将来の vital documents

の保存方法・デジタル化による利用者サービスの向上という波及的効果

も視野に入れている。また、インドネシア側に 4 億ルピアの予算がつく

などアチェ復興計画における本件のプライオリティが高く、関係者も真

剣に取り組んでいるため、効果が発現される見込みは高い。 

 

5. 他ドナ

ーによ

る支援

との関

係（重複

の有無

等） 

 

 他ドナーとの重複はない。 

世界銀行を核とする欧州を中心とした多国間ドナーにより、アチェ州全体

のリモートセンシングを使用したデジタル地図の作成は 2005 年 9 月に完了

している。今後は、修復された土地台帳のデジタル情報と上記デジタル地図

を照合していくことが必要となる。 

 なお、世銀は修復された土地台帳を使用して住民・NGO を関与させた土地

問題解決制度の構築を支援し、土地庁の施設修復も行う予定。 

 

6. 広報効

果（ビジ

ビリテ

ィ－） 

 ビジビリティは非常に高い。 

 日本の支援でアチェ州の土地台帳が修復されていることはインドネシア

政府のみならずメディアにより国民全体にも宣伝されている。11 月 23 日に

行われた真空凍結乾燥機の操業セレモニーでは国家機構省の大臣により機



 

 

 

械の操業が開始され、インドネシアの各紙及び TV により全国的に報道され

ている。 

7. 被援助

国等に

よる評

価 

 

 

 前述のように案件自体及びその波及効果については、政府関係者及びメデ

ィアからも高い評価を受けている。しかしながら、真空凍結乾燥機が当初イ

側へ供与される予定がリースに代わった理由が実施機関の BPN 及び ANRI（国

立公文書館）側に十分納得できるように伝わっておらず、使用後に機材を返

却することに抵抗感が強い。また、案件の最終決定、機材輸出許可を得るた

めの手続き等による案件進捗の遅れ、機材を納入した業者による操業訓練の

際のコミュニケーション2にも改善を求める声があった。 

 

 

8. 提言・教

訓など 

 

 

・ 技術協力専門家の介在の重要性 

本件は、2005 年 2 月に JICA 専門家がアチェに支援調査に行って土地台帳

を日干ししている現場を見たところから日イ双方へ積極的に働きかけた

ことが案件実現の大きな原動力となった経緯があり、専門的知識を有す

る仲介者の存在が案件の推進に果たす役割は大きい。 

・ 機材と人との有機的連携強化 

本件は、ノンプロ無償案件とJICA技術協力が連携した成功事例であるが、

一部スキームの関係で相互間の調整が十分とれていないようなケースも

あるため、今後より一層緊密な連携が望まれる。3 

・ 説明責任 

前述のように、支援の形態が機材供与からリースに変更されたことへの

理由説明が十分でなかったことがイ側カウンターパートに不満・不信感

を残していることから、より明確な説明を行う必要がある。 

・ 機材供与の必要性 

本案件の効果をアチェ土地局のみでなくより広範囲に波及させ、イ国全

体の今後の同種の災害への対応能力を高めるためにも、事情が許す限り

現在のリース形態ではなく真空凍結乾燥機の完全譲渡を検討すべきであ

る。 

外務省コメント 

真空凍結乾燥機は、土地台帳の修復作業という特定目的以外には活用

しない機材である。現時点で本件支援の完了後の活用計画が具体化さ

                                                 
2 納入業者の専門家は英語・インドネシア語ができず、通訳を介しての指導となったため、最低
英語で指導できる専門家の派遣を希望している。 
3 重要な時期に JICA による専門家派遣が追いついておらず、専門家が私費で渡航せざるを得な
いことがあった。 



 

れていないことから、本件実施期間内のリースが望ましいと判断し

た。 

 

9. その他 

 

・ 訓練におけるコミュニケーション能力 

前述のように、機材のオペレーション指導においては、通訳をつけるか

できる限り英語かインドネシア語のできる人材を送ることが望ましい。

 

 



土地台帳の修復



 

 

第５章 モルディブ支援評価結果 

 



津波ノンプロ無償資金協力の第３者評価について（モルディブ） 

 

 

津波被災支援としてモルディブ政府に供与した「ノンプロジェクト無償資金協力(20 億円)」に

よる支援事業について第３者評価を実施したところ、以下のとおり報告する。 

 

１．委託者   

    Mr.Ahmed Shareef Nafees 

同人は、英国（University of East Anglia）にて、開発学修士を取得後、モルデ

ィブ政府環礁開発省にて、地方開発を担当し、ADB、世銀等による開発計画等に従

事した経験を有する。現在、フリーのコンサルタント（モルディブ政府環礁開発省

課長補佐を委嘱されている）。 

    

２．実施目的  

下記「４.案件分類」に沿った「案件評価」として、個々の案件の進捗状況を中心としたモ

ニターを行い、「支援の効果」等の評価を行わせた。 

 

３．実施方法  

 (1)実施手法（委託したコンサルタントが以下を行う） 

 ①実施機関に対して、案件の目的、背景等を聴取する。 

 ②ノンプロ無償運営管理員会（以下）に対して、選定等の経緯、問題点について聴取する。 

（ｲ） ODA タスクフォース（大使館、JICA、JICA 緊急開発調査団） 

（ﾛ） モルディブ側（外務省、財務省、国家計画省等） 

③各案件について、現地サンプル調査をおこない、現状を調査する。 

④機材案件で配布がこれから開始されるもの、施工案件で工事中のものについては、現場調査

を踏まえ、目的設定の妥当性、期待される効果等について考察する。 

 

(2) 報告内容 
①案件形成プロセス・選定の妥当性及び提供した機材の活用状況、進捗状況等の確認 

②支援の効果（政策的な観点及び受益者からの観点を含む） 

③評価（目的設定の妥当性、改善点、教訓等を含む） 

  

 ４． 評価案件の分類 

津波ノンプロ無償資金協力は、被災国政府（モルディブ）が実施する緊急復旧事業への支

援としている。そのため、本資金（２０億円）の管理については、モルディブ政府（外務省・

財務省）及び日本側代表（ODA タスクフォース）からなる「運営管理委員会」によって、実

施省庁が策定する「復旧・復興事業計画」の妥当性等を判断し、実施に移すこととなる（機

材、役務の調達代行は、JICS が実施）。 

 

 



運営管理委員会で選定した支援事業の分類（セクター）は次のとおりとなり、今次評価では、

３分野、８案件に対して評価を実施した。 

  

津波ノンプロ無償資金協力の運営管理形態と支援セクター  

                                       
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
  
 

20億円 

） 

実
施
省
庁
・
機
関 

 
 
 

  なお、コンサルタントより、為替管理

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
理を行うことが必要と考える。  

 
５．プロジェクトサイト図 別添 
 
 
６．評価票 別添 
漁業分野への支援（被災漁民の自立・生活生計支援） 
１．

２．

漁船修理への支援 

漁具調達支援（ＣＢ無線機及びフェーズ１、２） 

３．85ft 漁船調達支援 

 

に

農業分野への支援（被災島民の自立・生活生計支援）
１．農業機材の供与（フェーズ１及び２） 
ラーム環礁における公共インフラ整備支援  

１．ガン島及びフォナドー島を結ぶコーズウェイの修復

計画 
２．有人島における配電網整備計画 
３．イシドー／イシドーカイドー島下水処理システム改

善計画 

４．行政事務所整備計画（ガン島行政合同庁舎整備、フ
   

 
 
 
 

運営管理

委員会 
（モルデ

ィブ外務

及び現地

ODA タス
クフォー
ォナドー島行政事務所整備） 

ついて全般的課題として、以下が言及されている。 
為替管理 
ノンプロ無償資金協力は、円貨で管理することを原則としているため、E／N交換時の１月のレー
ト（１米ドル＝約 104円）に対して、１２月２日現在では１米ドル＝約 119円との円安となって
おり、対モルディブ２０億円の供与額において、ドル換算とした場合、約 12.6％目減り（約 2.5
億円相当）し、支援規模が縮小した。モルディブにおいては、①米ドル精算は、漁業・農業案件

にかかる資機材等調達費、インフラ４案件にかかる工事費と全体の 91.9％を占め、また、②日本
円精算は、インフラ案件工事施工監理費、JICS 調達監理費と全体 8.1％に留まり、事業経費のほ
とんどが米ドル精算であることから、日本の支援資金を効果的に活用する上でも、今後、為替管



 
 
（参考） 

モルディブ津波被災状況 
 
    

(1) モルディブは、約 1,190 の小島（有人島約 198 島）からなる小規模島嶼国で、人口約 29
万人の小国であるが、今次津波により、全人口の約１/３が被害を受けた。 
(2)労働人口の１１％に当たる 1.5 千人以上が漁業に従事しているが、120 以上の漁船が被
害を受け、多くの漁具が失われた（１隻当たり１０人の漁民が乗り込んでいることから、

1200人の漁民が収入手段を失ったこととなる）。 
(3)主要産業である観光（2004 年 4.8 億ドルの収入）分野においては、87 ﾘｿﾞｰﾄの内 21 ﾘｿﾞｰ

ﾄが深刻な被害を受けた。 

(4) 津波により約 70 島、4,000 人以上の農民が、農業機具の流失・破損、作物への打撃や土
壌塩害などで大きな被害を受けた。 

(5) 津波被害はモルディブの GDP全体の約 40％を占める観光分野及び漁業分野に深刻な被害を
もたらし、2005年の GDP成長率は当初見込みの 7.5%から 1.0%程度にまで下落すると予想
されている。また、財政赤字は GDP比 4.0％(当初見込み)から 10.5％へ悪化が見込まれてい
るほか、物価上昇率は 5.0％(同)から 6.8％へ上昇する見込みとなっている。 

 
 死者 死者 82 名、行方不明者 26 名 
被災者数 約８万人（約 15,000人が住宅を失う） 
家屋損壊 完全に崩壊した家屋約２千戸 

部分破損した家屋 3.5千戸 
被災状況 ＊ 14島が壊滅的な被害（一部の島は、島民全員が移住） 

＊ 87のﾘｿﾞｰﾄ島において 21島が被害 
＊ 100 隻以上の中規模漁船、20 隻の小型漁船が深刻な被
害を受けたほか、多くの漁具が流失。 
＊ 各島の港湾施設、海岸沿いの島行政事務所、島内の配電

網、上水道、下水施設等が被害を受けた。 
 

 



モルディブ国におけるノンプロ無償津波復興支援地図 

 農業分野 
 トラクター 

トラクター付 

ブッシュカッター 

③ 家庭用サイズ破砕機 

① ４輪

② ２輪
８ ９ １ ２ ３ ５ ４   
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漁業分野 
魚網 

発電機 

漁船排水用ポンプ 

釣り竿 
ハーダール環礁

④ 背負式スプレーヤー 

⑤ エンジン付破砕機 

⑥ 発電機及びｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂ 

⑦ ピックアップトラック 

⑧ コンポスト製造機 

⑨ 野菜・果物保存用ﾕﾆｯﾄ 

⑩ ハウス冷却装置 

⑪ 野菜・果物乾燥機 

⑫ 運搬船 
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アリ環礁 

マーレ 

ヌーヌ環礁  

ラビヤニ環礁  

シャビヤニ環礁 

ラー環礁 

マーレ環礁（カーフ環礁） 

ワーヴ環礁 

バー環礁 

アリ環礁 

ファーフ環礁 

ダール環礁 

ミーム環礁 

ター環礁 

ラーム環礁 

ガーフダール環礁 

ニ

スィーヌ環礁 

ガーフアリフ環礁 

トランシーバー 

GPS 

双眼鏡 

CB無線機 

漁船修理 

85 ﾌｨｰﾄ ｶﾂｵ釣り漁船  

 

 下水処理システム改善計画 
 

1 2 ４ 3 ラーム環礁における社会インフラ（拡大図） 
 

 

  
ｲｼﾄﾞｰ /  

 

1 2 ４ 
8 9 

ﾏｰﾊﾞ島

ャビヤニ環礁 

 

社会インフラ分野 

 配電網復旧計画 

 コーズウェイ修復計画 

 
合同庁舎・島行政事務所 
整備計画 
ｲｼﾄﾞｰｶｲﾄﾞｰ島 

 
ｶﾞﾝ島

 ﾏｰﾊﾞｲﾄﾞｰ島

  
  
ｶﾄﾞｰ島

ﾌｫﾅﾄﾞｰ島 



 
 
漁業分野への支援 
（被災漁民の自立・生活生計支援） 
 

１． 

２． 

３． 

漁船修理への支援 

漁具調達支援（ＣＢ無線機及びフェーズ１、２） 

85ft 漁船調達支援 

 
 
 

農業分野への支援 
（被災島民の自立・生活生計支援） 
１．農業機材の供与（フェーズ１及び２） 

 



スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票

漁業分野 漁船修理への支援（被災漁民の生活生計自立支援） 

 
作成日：平成 17 年 12 月

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：モルディブ 

案件名：漁業分野   漁船修理への支援（被災漁民の生活生計自立支援） 

実施機関：漁業・農業・水産資源省 

案件の目的 

及び概要 

モルディブにおける漁業は観光に次ぐ産業であり、主要輸出産品として年間

ル以上の収益を上げ、また、モルディブ人口 29 万人のうち労働人口が約 13

対して、漁業従事者が約 1.5 万人と、労働人口の 11％が従事している。 

しかしながら、今次津波により、漁業分野は、漁船の損傷、破損、漁具の流

打撃を受け、漁民は、津波により住居を奪われると共に、生活を維持するた

財である漁船、漁具を失った（モルディブ漁業の主流な中小型カツオ一本釣り

～55ft）が津波で 120～140 隻を消失・破損した）。 

 

そのため、モルディブ政府は、津波で被災した漁民に対して、漁業に必要な

具等を無償で貸与し、被災漁民の経済・生活基盤の再整備への支援を行うこと

本案件は、同支援政策に基づき、津波で被害を受けた漁船を修理し、被災漁

生計の自立を支援するものである。 

 

修理にかかるサービス（エンジニア等の経費、技術指導等）はＦＡＯが提供

に必要なスペアーパーツを本資金から調達して供給した(FAO との連携案件)。

 

・ 13 隻分（漁船エンジン修理用スペアーパーツ、プロペラ及びシャフトなど） 

 

１． 案件の 

進捗状況 

 

契約日： 10 月 6 日 

契約者名：MTCC（Maldives Transport and Contracting Company） 

契約金額：US$39,477.91 

進捗状況：完了(13 隻の漁船が修理された) 

２． 案件の妥当性 

 

モルディブの漁業は中小型カツオ一本釣り漁船（45ｆｔ～55ft）が主流であ

末の津波で消失・破損した同型の漁船は 120～140 隻に上る。 

そのため、漁業省は、FAO の協力を得つつ、ニーズアセスメントを行い、漁船

況、被災漁民の状況を調査した。調達するスペアーパーツの「仕様」、「数量

者」は全て漁業省、FAO の実施した被災地での実態調査に基づいている。また

実施する際には、FAO が損傷の度合いや裨益者を再確認するため、適切な修理

な対象者に行なわれている等、管理された体制で修理が実施されたもので、

分な妥当性が認められる。 

  

３．施設／機材の

活用度 

修理された漁船(13 隻)により、カツオ釣り漁が再開された。 

ひどい荒天や特別な事情がない限り、漁船は安息日である金曜以外の全ての

していることが確認された。 
） 

9日 

75 百万ド

.6 万人に

失等と大

めの生活

漁船（45ｆｔ

漁船、漁

とした。

民の生活

し、修理

 

り、昨年

の被災状

」、「裨益

、修理を

が、的確

支援の十

日に出漁



４．案件完了後に

期待される効

果 

修理された漁船(13 隻)により、カツオ釣り漁が再開されおり、１漁船当たり、漁民 10

名程度が従事していることから、これにより約 130 名の漁民の生活再生計が図られた

ことになり、自立支援につながることが期待される。 

５．他ドナーによ

る支援との関

係（重複の有

無等）  

FAO との相互補完関係で支援が進められた。（別添参照） 

 FAO :ニーズアセスメント、エンジニアリング・サービス等の技術指導 
 日本：漁船修理に必要な部品の提供 

６．広報効果（ビ

ジ ビ リ テ ィ

ー） 

漁船は、日々、漁業に活用する漁民の生活生計の耐久財である。 

日本の支援により修理が図られたことを漁民は理解しており、長期にわたり、日本の

支援の広報効果が継続するものと考える。 

 

７．被援助国等に

よる評価 

政府実施省（漁業・農業・水産資源省）から復旧事業として、モルディブ計画開発省

を通して、ノンプロ運営管理委員会（モルディブ外務省・財務省、日本大使館、JICA、

JICS 関係者から構成）に提出されたもので、復旧事業として承認された案件となって

いる。 

モルディブ政府は、津波被災直後から、漁業分野の復旧・復興を最優先事項と位置づ

けており、本件は、モルディブ漁業の中心となるカツオ漁業の再開に必要な支援とし

て高い評価を得ている。 

８．教訓・提言等 １. 教訓 

一般的に、他ドナーと連携したプロジェクトは、組むドナーのパフォーマンスにより

支援の進捗が直接的に影響することとなる。組むドナーが、何らかの理由で実施が困

難となった場合、支援の停止を余儀なくされるため、役割分担、支援のスピード等と

事前の調整が重要となるが、本案件の場合は、漁業省、FAO、JICS により十分な調整が

図られた。他のドナーとの相互補完での支援は、緊急時においては、重複を避け効果

を最大に上げる上でも重要であり、本件の経験を分析し、さらに発展させていくこと

が重要と考える。 

 

２．提言 

漁業省と FAO の行った実態調査結果に基づいて本案件は進められてきたが、被災後の

混乱期に、一時的に他の島に避難していた漁民が右調査の対象から漏れていたといっ

た問題も一部生じている。実地調査によって被災漁民・漁船の確定を行うため、この

ような問題は避けては通れないが、公平性の観点から、漁業省において本件と同様な

支援を受けていない被災漁民への対応を検討する余地があると考える。 

 

 

９．その他  

 

  別添１：漁船修理におけるモルディブ政府の実施・管理体制 

別添２：修理漁船リスト 

  別添３：写真 



１．本案件の目的とメカニズム

（技術指導・修理） （被災状況調査） （修理部品の調達）

1

2

4 *FAOにより選定 3

部品のFAOへの引渡し

5 5

２．修理管理表の見方

漁船修理におけるモルディブ政府の実施・管理体制

部品メーカー技術者が各
島で修理を実施し、修理レ
ポートに裨益者・漁業省か
らの承認を得る

　モルディブ政府は、修理に対して別添１の修理管理表を作成し、的確な運営管理を行っている。
（１）No.：上記チャートの「１」にて調査した漁船の通し番号。抜けている番号は、当該する漁船が本案件の対象から
外れたことを示す。
（２）Atoll：環礁名。省略形で記載されている。
（３）Island：島名。
（４）Name：修理対象漁船の所有者名。

被災漁民の自立支援

漁船の無償修理

JICS:日本がモルディブ政府に
供与した２０億円の無償資金の
モ政府の調達代理機関

日本がFAOに供与
した津波復興日本
特別資金による運
営

日本（JICS)FAO

漁業省・FAOによる被災漁
船の特定・破損度合いの
把握

モルディブ漁業省は、津波被災漁民の自立支援として、津波によって被災した漁船を日本及びFAOの支援によって、
以下のメカニズムで無償修理を行った。本件は、モルディブ政府の漁業分野の復興政策を、日本及びFAOとが相互
補完し支援した協力のモデルといえる。

（11）Spare charge：スペアパーツ代金。モルディブルフィア（Rf)での金額。

漁業省・FAO

修理レポートの適正性を確認
後、部品メーカーに「修理に伴
うソフトコンポーネント」を支払
う

修理レポートの適正性を確認
後、部品メーカーに「部品代
金」を支払う

（５）Address：住所
（６）Vessel Name：船舶名
（７）Model：エンジン型式
（８）Hose Power：馬力
（９）Damage Details：損傷の状況。津波によってエンジンが海水に没したことで、キャブレターやピストン内部まで塩
水が入り込んだことによる被害が大きかった。そのような場合は、エンジンを全て分解してオーバーホールし、使えな
い部品を交換するという作業が必要になる。
（１０）Progress：進捗状況。「MTCC」は部品供給会社を、「R」は修理済みを指す。

部品メーカー技術者(*)に
よる必要部品の詳細な把
握

必要部品につき、JICSと部
品メーカーが売買契約を
締結
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別添２ 

漁船修理の状況 
 

  
船倉に据え付けられているエンジンを 
オーバーホールしているエンジニア 

ピストン内部まで海水が入り込んでいるため 
全体を分解してダメージを受けた部品のみ 

交換する 
 

 

 

修理の完成したエンジン 
これより船に据え付ける 

 

 
 



スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票

漁業分野 漁具調達（ＣＢ無線機及びフェーズ１、２） 

（被災漁民の生活生計自立支援） 

 
作成日：平成 17 年 12 月

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：モルディブ 

案件名：漁業分野 漁具調達（ＣＢ無線機及びフェーズ１、２）（被災漁民の生活生計自立支援）

実施機関：漁業・農業・水産資源省 

案件の目的 

及び概要 

モルディブにおける漁業は観光に次ぐ産業であり、主要輸出産品として年間

ドル以上の収益を上げ、また、モルディブ人口 29 万人のうち労働人口が約 13

に対して、漁業従事者が約 1.5 万人と、労働人口の 11％が従事している。 

しかしながら、今次津波により、漁業分野は、漁船の損傷、破損、漁具の流失

打撃を受け、漁民は、津波により住居を奪われると共に、生活を維持するため

財である漁船、漁具を失った（モルディブ漁業の主流な中小型カツオ一本釣り

ｆｔ～55ft）が津波で 120～140 隻を消失・破損した）。 

そのため、モルディブ政府は、津波で被災した漁民に対して、漁業に必要な漁

具等を無償で貸与し、被災漁民の経済・生活基盤の再整備への支援を行うこと

 

本件は、同支援政策に基づき、釣竿、魚網から漁船用のＧＰＳ、排水用ポンプ

ジンなど、漁民の漁業再開に必要な漁具等を、漁業・農業・水産資源省が被災

無償貸与し、漁民の生活生計の自立を支援するものである。 

なお、各漁具の調達数量は、漁業省が実施した各被災島での実態調査に基づい

が、同実態調査の正確性と調達の迅速性を両立させるため、全調査の完了を待

調査の完了した分からフェーズ１、フェーズ２として漁業機材の入札を分け

た。 

 

（機材リスト：CB 無線機） 

・ CB 無線機（15 台）  

 

（機材リスト：フェーズ１） 

・ カツオ一本釣り用竿 （3,0m：220 本、3,5m：150 本、4,0m：150 本） 

・ 魚網（70 枚） 

・ 双眼鏡（15 台） 

・ ウォーキートーキー（20 台） 

・ GPS（20 台） 

・ 漁船排水／散水用ポンプ（2 インチ径：75 台、3 インチ径：50 台） 

・ 漁船排水／散水用ポンプのための発電機（60 台）  

・ 漁船用エンジン（78HP：3 台、115 HP：2 台） 

 

（機材リスト：フェーズ２） 

Lot１ 

・ カツオ一本釣り用竿 （3,0m：144 本、3,5ｍ：84 本、4,0m：10 本） 

・ 魚網（44 枚） 

Lot 2 

・ CB 無線機（26 台）  

・  
） 

9日 
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実施し



Lot 3 

・ 双眼鏡（6 台）  

・ ウォーキートーキー（5 台） 

・ GPS（8 台） 

・ 漁船排水／散水用ポンプ（2 インチ径：41 台、3 インチ径：37 台） 

・ 漁船排水／散水用ポンプのための発電機（31 台）   
１． 案件の 

進捗状況 

 

（ＣＢ無線機） 

契約日： 4 月 25 日 

契約者名：Namira Engineering 

契約金額：US$4,080.00 

進捗状況：完了 

 

（漁具フェーズ１） 

契約日： 5 月 29 日 

契約者名：Jet Companies 

契約金額：US$370,816.00 

進捗状況：魚網及びカツオ一本釣り竿のみ未納入（本年 12 月納入予定） 

 

（漁具フェーズ２） 

契約日： 8 月 23 日（Lot３：契約者 Alia Investments Pvt. Ltd ） 

10 月 23 日（Lot１ :契約者 Alia Investments Pvt. Ltd ） 

10 月 24 日（Lot２ :契約者 Misaraab ） 

契約金額：US$139,797.82 

(Lot1 :$37,111.68 , Lot2 :$12,889.35 , Lot3 : $89,796.79) 

進捗状況：11 月より納入 

２． 案件の妥当性 

 

調達する漁具の「仕様」、「数量」、「裨益者」等の選定は、全て漁業・農業・水産資源

省と FAO が実施した被災地での実態調査に基づいているため、十分な妥当性と合理性

が確保されていることが認められる。 

また、配布に際しては、被災漁民登録リストに基づき、漁業省により機材配布リスト

がまとめられている。 

 

３．施設／機材の

活用度 

1. 機材配布が開始されたばかりであり漁民の手に渡った機材は、まだ少ないが、供
与機材は入手後直ちに利用されており、非常に有効に活用されていることを確認

できた。 

 

2. ３環礁５島１３名の漁民に配布した海水ポンプは、6名が既に使用しており、残
り 7名が船に保管していた（津波で破損したポンプを自費で修復。配布機材は、

予備として船に保管したため）。また、漁船用散水ポンプ用の発電機については、

届いたものの漁船の修理が完了していないため、利用を開始できない漁民が 1名

存在した。 

 

3. ‘05 年 11 月末現在で、要請された漁具のうち釣り竿・餌網を除いて 85％（個数
ベース）が漁業省に引き渡されており、残り 15％も 12 月から’06 年 2 月に順次

マレに到着する予定（釣り竿と餌網は 69％が 12 月 20 日前後に、残り 31％が’06

年 2 月に調達完了予定）であり、順次被災漁民に配布される予定であることが確

認できた。  

４．案件完了後に

期待される効

果 

今次津波により漁民は生活を維持するための生活財である漁船、漁具を失ったこと

から、漁民の生活生計の再構築において必要な機材の提供は、被災民の自立生活生計

を促進する効果が期待される。 



また、機材自体は、漁業省、FAO と調整されており、選定に際しては、漁獲効率性の

向上、漁業実施時の安全性の確保（双眼鏡、ＣＢ無線機、ウォーキートーキー、ＧＰ

Ｓ）等に配慮しつつ、漁業再開に直接寄与するものが選定されている。 

５．他ドナーによ

る支援との関

係（重複の有

無等）  

本件分野においては、漁業・農業・水産資源省と FAO とが連携・調整しながら実施し

ており、また、JICS において FAO とも綿密に調整している。FAO は、被災漁民に対し

て、日本側が供与していない漁具等（シュノーケル、水中マスク等）を配布しており、

本件は、FAO との相互補完の復旧支援となっている。 

 

６．広報効果（ビ

ジ ビ リ テ ィ

ー） 

今次供与する漁具等には ODA マークが貼付されており、漁具等は、日常的に漁民が使

用することから、長期にわたり日本の貢献が認められることとなり、広報効果は高い

ものと考えられる。 

 

７．被援助国等に

よる評価 

 政府実施省（漁業・農業・水産資源省）からの被災民の生活生計自立支援として、

モルディブ計画開発省を通して、ノンプロ運営管理委員会（モルディブ外務省・財務

省、日本大使館、JICA、JICS 関係者から構成）に提出されたもので、復旧事業とし

て承認された案件となっている。  

モルディブ政府は、津波被災直後から、漁業分野の復旧・復興を最優先事項と位置づ

けており、本件は、被災漁民の漁業再開に必要な支援として高い評価を得ている。 

８．教訓・提言等 １．教訓 

(1) 市場規模が小さいモルディブにおいては、現地調達ができず、多くの物資を海外
からの輸入に依存しなければならない。混乱期に仕様を確定する必要があり、海

外調達となることから、調達手続きにおいて、釣り竿や餌網の仕様に一部間違い

があり、また、無線機の仕様書からアンテナが抜けているなどのミスがあった。

(2) 支援の効果的・効率的な実施において他ドナーと協力し、役割を分担することは
有効な方法であるが、一方でそれぞれのプロジェクトの完了時期等については予

め調整しておく必要がある（今回は、FAO と十分に調整しており、FAO が配布す

る機材の配布時期を同時に行え、効率的な体制であった）。 

 

２．提言 

(1) 漁業省・FAO による実態調査、適正機材の選定及び仕様調査、入札手続や製造・
輸送期間等により、津波被災から、実際に機材が漁民の手元に届くまで数ヶ月を

要した。生活生計の再建に直結する生活必需品となる機材については、緊急時に

おいては、より迅速に調達・配布できる柔軟な制度が必要である。 

(2) 特に、今回は混乱した中での調査のため、漁業省・FAO による実態調査にはかな
り時間を要したが、公平性、事実確認に留意しつつ、地方の機関や地元に根付い

た組織を利用して、実態調査を実施するのも一案であると考える。 

 

 

９．その他  

 

 別添１：漁具調達におけるモルディブ政府の実施・管理体制 

別添２：配布リスト（一部）参考 

 別添３：写真（漁具の配布と利用状況） 

 



１．本案件の目的とメカニズム

1

2 2

3 3

＜調達漁具＞ 4 ＜調達漁具＞
・シュノーケリングセット ・カツオ一本釣り用釣り竿
・カツオ一本釣り用針 ･散水／排水用海水ポンプ
・漁業用ロープ ･発電機
など など

漁業省倉庫で漁民への
漁具の引渡しを実施

（漁具の調達）（被災状況調査）

漁業省・FAO共同での
仕様確定作業

JICSによる調達手続き

モルディブ漁業省は、津波被災漁民の自立支援として、津波によって消失・破損した漁具を日本及びFAOの支援
によって、以下のメカニズムで無償貸与を行った。本件は、モルディブ政府の漁業分野の復興政策を、日本及び
FAOとが相互補完し支援した協力のモデルといえる。

漁業省

漁業省・JICS共同での
仕様確定作業

FAO
（簡易漁具の調達）

FAOによる調達手続き

漁具調達におけるモルディブ政府の実施・管理体制

被災漁民の自立支援

JICS:日本がモルディブ政府
に供与した２０億円の無償
資金のモ政府の調達代理
機関

日本がFAOに供与
した津波復興日本
特別資金による運
営

日本（JICS)

漁業省による被災漁民
の特定・破損漁具の数
量等把握
調達すべき機材を
FAO・JICSに分別

漁具の無償貸与



WATER PUMPS (3") -  JNPGA

BENEFTCARY L|ST FOR DAMAGED WATER pUMpS (3")

# NAME ADDRESS ATOLL ISLAND ATY Date Num,be
1 Adam Hassan Unjaamuge R Kandholhudhoo 1 1 1-09-05 01 939

2 l sma i lAdam Vijeheyge R Kandholhudhoo 1 15-08-05 01 889

3 Kaalidhu Yoosuf Bashimaage R Kandholhudhoo 1 10-08-05 01 879

4 Mohamed Adam Dhilshadhuge R Kandholhudhoo 1 28-08-05 01 928

5 Abdul la Zubiru Hoarafushi R Kandholhudhoo I 21-09-05 01 955

o Fathmath Moosa Hadhuvareyge R Kandholhudhoo 1 05-09-05 01 931

7 Hassan lbrahim Kashimaage R Kandholhudhoo 1 17-08-05 01 905

B Abdul la Al i Miriyaasge R Kandholhudhoo 1 24-08-05 01922
9 Adam lbrahim Kandhoodhooge R Kandholhudhoo 1 08-09-05 01 934

1 0 Mohamed Najeeb HirundhugasdhosuR Kandholhudhoo 4
I 07-1 1-05 02085

1 1 lbrahim Mohamed Chabeylee R Kandolhudhoo 1 24-11-05 02257
12 Abdull Raheem Husain Maathila K Diffushi 4

I 1 1-10-05 01882

1 3 Sameymaa lbrahim Seveena K Dhiffushi 1 10-08-05 0'1878

1 4 Kaal idhu Mohamed Finivi laage K Guraidhoo 1 15-08-05 01 891

1 5 Abdul Latheef lbrahim Gulfaamuge K Guraidhoo 1 17-08-05 01 901

1 6 Ahmed Mohamed Finifenmaage A . A Bodufulhadhoo 1 22-11-05 02232
1 7

F\uuilul \rilitt(,)(Jt u
Ir t^h^ ,n^".1 Dhethandimaage A . A Bodufolhudhoo 1 '18-08-05 01 909

1 8 Ahmed Mohamed Veneelahouse A . A Mathiveri 1 't5-08-05 01 888

1 9 Ahmed Zaheen Sabnameege Fel idhoo 1 06-09-05 01 933
20 Khadheeja Abdulla Star light Fel idhoo 4

I 1 1-08-05 01 885

21 Zubaidaa Moosa lrumatheege Keyodhoo 1 17-11-05 02187

22 Ahmed Ali Husnuheenage M Kolhufushi 1 24-08-05 0 1 9 1 9

23 Tooha Mohamed Mustareege M Kolhufushi 1 1  0-1  1-05 02130
24 Ahmed Zunairu Dhivarublue M Kolhufushi 1 09-1 1 -05 02113
25 Umar Zaahir Saljamge F Magoodhoo 1 17-08-05 01 906

26 Hassan Hameed Deyzeemaage F Magoodhoo I 25-08-05 01924

27 Nooh ldrees Meenaaz F Magoodhoo 1 16-08-05 0'1896

28 Slaymaan Mohamed Oakidvilaa F Magoodhoo 1 16-08-05 01 900
29 Moosa Dhaavoodhu Nasheedhaamanzil F Magoodhoo 1 16-08-05 01 897

30 Haalaraa Husain F Magoodhoo 1 1 8-08-05 01912

31 lbraahim Naseem Beech side F Magoodhoo 4
I 21-08-05 0 1 9 1 3

32 Easa Zahir Mathiraimaage TH Vilufushi I 21-11-05 02224
33 Adam Ali G. Hiyala, Male' TH Vilufushi I 21-11-05 02216
34 lbrahim Rasheed Rankokaage TH Diyamigi l i 1 22-11-05 02240
35 Mohamed Musthafa Funamaage TH Diyamigi l i 1 22-11-05 02228
36 Zureena Adam Viletvilla TH Madifushi 1 23-11-05 02252
37 Mohamed Rahaa Fehige TH Madifushi 1 24-11-05 02253
38 Naseeru Mohamed Anbumaage TH Madifushi I 20-11-05 02210
39 Naseer Moosa Meenaaz L Kalhaidhoo 1 29-09-05 01 964

2005111128 13:25



別添２ 

漁具の配布と利用状況 
 

  
漁業省職員から GPSを受け取る漁民 漁業省職員により一件ずつ確認の上、 

裨益者に対して引き渡される。 
 

  
発電機を受け取った漁民 カツオ一本釣り漁船にポンプを据え付けた漁民 

 

  

操舵室に GPSを取り付けた漁民 ロブスター漁用漁船に発電機を据え付けた漁民 
 



スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票

漁業分野  85ft 漁船調達支援 

（被災漁民の生活生計自立支援） 

作成日：平成 17 年 12 月

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：モルディブ 

案件名：漁業分野 85ft 漁船調達支援（被災漁民の生活生計自立支援） 

実施機関：漁業・農業・水産資源省 

案件の目的 

及び概要 

モルディブにおける漁業は観光に次ぐ産業であり、主要輸出産品として年間

百万ドル以上の収益を上げ、また、モルディブ人口 29 万人のうち労働人口が

13.6 万人に対して、漁業従事者が約 1.5 万人と、労働人口の 11％が従事して

る。 

しかしながら、今次津波により、漁業分野は、漁船の損傷、破損、漁具の流失

と大打撃を受け、漁民は、津波により住居を奪われると共に、生活を維持する

めの生活財である漁船、漁具を失った（モルディブ漁業の主流な中小型カツオ

本釣り漁船（45ｆｔ～55ft）が津波で 120～140 隻を消失・破損した）。 

そのため、モルディブ政府は、津波で被災した漁民に対して、漁業に必要な漁

漁具等を無償で貸与し、被災漁民の経済・生活基盤の再整備への支援を行うこ

とした。 

  

本件は、モルディブの主要漁業であるカツオ釣り船も大きな被害を受けたこと

ら、同支援政策に基づき、85ft のカツオ一本釣り用漁船を漁業・農業・水産資

省が被災漁民コミュニティーに対して無償貸与し、漁民の生活生計の自立を支

するものである。 

 

・ 85ft 漁船（15 隻程度：入札金額の結果により調達隻数が調整される） 

 

１． 案件の 

進捗状況 

 

契約日： 10 月  23 日 

契約者名：Fairline Designs 

契約金額：US$1,128,267.50(5 隻分を確定) 

     06 年７月～11 月の間に順次納入される。 

 

追加調達について入札準備中。 

２． 案件の妥当性 

 

モ国では本来 14～17m 程度（45ft～55ft）の中小型カツオ一本釣り漁船が主流

あり、漁業省の実施した調査によれば、昨年末の津波で消失・破損した同型の

船は 120～140 隻に上る。 

右被災漁船に乗船していた漁民の救済策として、漁業省は、従来の中小型に比

し、より大きい船（26m=85ft）50 隻を導入することとし、うち 20 隻を日本に

請した。 

85ft 漁船は、1 隻当たり価格が 45ft～55ft 漁船の 1.6 倍程度（漁業省試算）

あるが、1隻あたりの乗船可能な漁民数は同中小型船の 1.8 倍（10 名程度から

名程度となる）であることから、限られた予算の中で多くの被災漁民を救済す

ために、導入を決定したものであり、熟考された適正なサイズの船と考えられ
） 
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また、従来の一歩釣り漁法であるため漁民に対して操業にかかる新たな技術指導

等は必要なく、かつ、1隻当たりの年間漁獲高については、2倍程度（1.5 トン⇒

3.0 トン）に向上すると予想されている。なお、本船の導入は、以下の複次的な

効果が期待できる。 

-「被災漁民に対する就業機会の提供」 

-「漁業資源の効率的漁獲」 

-「船上での快適性の向上」 

-「安全性・耐久性の向上」 

-「船舶建造コストの抑制」 

日本の調達隻数は予算の関係上 20 隻以下となる予定であるが、日本以外のドナ

ーからの支援は未決定である点からも、モルディブ側より高い評価を得ており、

妥当性は十分に認められる。 

 

３．施設／機材の

活用度 

 現在、建造中。 

４．案件完了後に

期待される効

果 

漁船の提供は、来年７月以降であるが、以下の効果が期待される。  

＊ 被災漁民に対する就業機会の提供により、漁民自らによる自立支援につなが

る。 

＊ 魚槽（Fish Hold）41m3 と活魚槽(Bait Hold)30m3 が装備されていることか

ら、漁獲後の消耗を減ずることができる（ポストハーベスト・ロスの回避）

＊ 漁船の安全性が向上し、漁民の事故の被害が減少する。 

＊ 漁船の耐久性が向上し、漁民の経済効果が高まる。 

 

５．他ドナーによ

る支援との関

係（重複の有

無等）  

本件は、漁業省と FAO と調整しつつ実施しており、重複はない。 

６．広報効果（ビ

ジ ビ リ テ ィ

ー） 

漁船には、ODA マークがペイントされる予定であり、漁船は耐久財であることか

ら、漁民及び漁業市場関係者から、長期にわたり日本の貢献が認められることと

なり、広報効果は高いものと考えられる。 

 

７．被援助国等に

よる評価 

政府実施省（漁業・農業・水産資源省）からの被災民の生活生計自立支援として、

モルディブ計画開発省を通して、ノンプロ運営管理委員会（モルディブ外務省・

財務省、日本大使館、JICA、JICS 関係者から構成）に提出されたもので、復旧事

業として承認された案件となっている。 

モルディブ政府は、津波被災直後から、漁業分野の復旧・復興を最優先事項と位

置づけており、本件は、モルディブ漁業の中心となるカツオ漁業の再開に必要な

支援として高い評価を得ている。 

８．教訓・提言等 １．教訓 

１） 漁業省が 85Ft の漁船の導入を強く希望したことから、FAO が漁業省に対し

て技術的な観点から設計指導を行い、合わせ、JICS がコンサルタントを雇

用し、モルディブにおける漁船の製造能力等を調査した。このように漁船

の規模、仕様等が、漁業省、FAO、JICS との綿密な調整のもと設定されて

おり、漁業省の復旧事業へのオーナーシップを支援するこの連携関係は、

非常に有意義な協力関係にあった。この経験を同様な緊急支援に活かすこ

とが期待される。 

２） 日本の水産庁から、本案件の背景等につき事実確認の照会があったが、FAO

との事前調整で、本支援事業は「被災漁民の漁獲高の回復」が目的である



こと等と証明できており、日本の関係機関との調整が円滑にいった。この

ことからも、FAO という国際機関との連携は重要な要素となった。 

 

２．提言 

１） 85Ft の漁船は、来年７月以降順次、漁業省に引き渡され、被災漁民に無償

貸与されるが、貸与される漁船は 15 隻程度であり、全体の被災船のニー

ズ 50 隻を満たしていない。そのため、配布及び運営管理においては、公

平性の観点から引き続き漁業省が積極的に関与し、平等な支援を確保する

必要がある。 

２） また、貸与された漁船の維持管理については、受益者側の責任で持続的な

維持・管理ができるよう、漁民参加型で規則等を策定することが望ましい。 
３） ノンプロ無償資金協力は、円貨で管理することを原則としているため、E

／N 交換時の１月のレート（１米ドル＝約 104 円）に対して、１２月２日

現在では１米ドル＝約 119 円との円安となっており、対モルディブ２０億

円の供与額において、ドル換算とした場合、約 12.6％目減り（約 2.5 億円

相当）し、支援規模が縮小した。その結果、漁業分野で優先度が高かった

漁船の調達台数を減じ（当初希望２０隻から１５隻程度）なければならな

い状況となった。モルディブの場合、契約内容により支払い通貨が、外貨

（米ドル）、日本円と分かれ内訳は次のとおりとなっているが、事業経費

のほとんどが外貨支払いであることから、日本の復旧・復興資金を効果的

に活用する上でも、今後、為替管理を行うことが必要と考える。  

 

（１） 円建て精算の案件（２０億円に対する占める概算割合 8.1％）  

イ） インフラ案件工事施工監理費 

ロ） JICS 調達管理費  

   

（２） 外貨（米ドル）で精算する案件（91.9％）  

イ） 漁業案件にかかる資機材等調達費 

ロ） 農業案件にかかる資機材等調達費 

ハ） インフラ４案件にかかる工事費 

 

９．その他 別添：漁船図面 

 





スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票

農業分野  農業機材の供与（フェーズ１及び２） 

（被災島民の生活生計自立支援） 

 
作成日：平成 17 年 12 月

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：モルディブ 

案件名：農業分野  農業機材の供与（フェーズ１及び２）（被災島民の生活生計自立支援） 

実施機関：漁業・農業・水産資源省 

案件の目的 

及び概要 

モルディブの農業はＧＤＰの約 3％を占め、国民の食糧確保に寄与している。多くの

において野菜栽培等は自活に必要な農業として島民の生活を支えているが、今次津

により約 70 島 4，000 人以上の農民が、農業機具の流失・破損、作物への打撃や土

塩害など大きな被害を受けた。そのためモルディブ政府は、津波で被害を受けた農

訓練センターを再整備し、同センターで津波被災を受けた島の農業組合（コミュニ

ィ）の農民への農業訓練を実施し、合わせ、訓練を終了した農民に対して、生活生

の自立支援として、農作業の再開及び農業市場・流通形成に必要な農業機材を無償

与することとした。 

 

これら計画は、漁業・農業・水産資源省とＦＡＯとの調査に基づき、実施している

また、本案件は、調達の迅速性と調達機材の適切性を確保するため、仕様の確定が

易な機材の調達をフェーズ１として先行させた。また、機材の仕様調査に比較的時

を要する機材の調達をフェーズ２として行った。機材の仕様確定においては、漁業

農業・水産資源省と十分な調整を行い、適正機材を選定の上で、調達手続きを行っ

 

（機材リスト：フェーズ１） 

Lot１で調達した機材 

・ 4 輪トラクター（10 台） 

・ 手動 2輪トラクター（10 台） 

・ エンジン付破砕機（10 台） 

 

 

・ 2輪トラクター付ブッシュカッター（20台

・ 背負式スプレイヤー（10 台） 

・ 家庭用サイズ破砕機（20 台） 

・ 発電機 30KVA 及びスペアーパーツ（2 セット） 

・ 発電機 10KVA 及びスペアーパーツ（2 セット） 

Lot2 で調達した機材 

・ ピックアップトラック（4 台） 

 

（機材リスト：フェーズ２） 

Lot1：コンポスト製造機（20 台） 

Lot2：野菜・果物保存用ユニット(20 台) 

Lot3：ハウス冷風装置（6 台） 

Lot4：浸透乾燥機（2 台） 

 

 

Lot5：運搬船（2 隻：250HP）及び同スペアーパーツ 

   
） 
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１． 案件の進

捗状況 

 

 

（農業フェーズ 1） 

契約日： 8 月 25 日（Lot１ :Jenasena Ltd） 

8 月 23 日（ Lot2 :Apollo Enterprises） 

契約金額：US$337,960.00 

         (Lot1 :$252,576.25, Lot2 :$85,384.00) 

進捗状況：11 月、12 月で納入、納入後、技術研修を実施し、農民に配布する。 

 

（農業フェーズ 2） 

契約日：9月 29 日（Lot1 :Ogawa SeikiCo.Ltd 契約額：$44,700.00） 

        9 月 26 日（Lot2 :Sanco Investment Pvt. Ltd 契約額 $ 244,420.00） 

        9 月 29 日(Lot3 :Ogawa Seiki Co. Ltd 契約額 $ 86,730.00) 

        9 月 29 日(Lot4 :Ogawa Seiki Co. Ltd 契約額 $ 58,300.00) 

       10 月 26 日(Lot5 :JGH 契約額 $ 357,455.00  )  

 

契約金額：$791,605.00 

進捗状況：11 月～‘06 年 3 月までに随時納入予定 

 

２． 案件の妥

当性 

 

調達する農機具の「仕様」、「数量」、「裨益者」等の選定は、全て漁業・農業・水産資

源省と FAOが実施した被災地での実態調査に基づいているため、十分な妥当性と合理
性が確保されていることが認められる。 
これら機材は、漁業・農業・水産資源省管理のもと、島の農業組合（コミュニティ）

への無償貸与（農民の個人資産とならない）としており、また、技術研修後に機材を

配布するため、機材の確実な有効活用、管理が期待される。 
 

３．施設／機材

の活用度 

技術研修後、これら機材が配布される。なお、漁業・農業・水産資源省は、機材の活

用状況について、定期的にモニターを行う予定である。 

４．案件完了後

に期待さ

れる効果 

これらの機材は、12 月に農業研修と合わせて供与される予定であり、以下の効果が期

待される 

・ 島民の農業生産技術・知識の普及 

・ 農業生産性の向上 

・ 農業市場、流通改善による収入の向上 

・ 島民の収入源の多様化に伴う経済リスクの分散 

・ 農産物廃棄物の有効活用、再資源化（シュレッダー、コンポストユニット） 

・ 農産物の廃棄率の低下（乾燥機、冷蔵保管庫） 

 

５．他ドナーに

よる支援

との関係

（重複の

有無等）  

農業分野の復興計画は、漁業・農業・水産資源省と FAO とが連携・調整しながら実施

しており、また、JICS においても FAO とも綿密に調整している。また、農業分野の技

術研修は FAO と連携した案件となっており、本件は、FAO との相互補完の復興支援とな

っている。 

 漁業・農業・水産資源省及び FAO：ニーズアセスメント、農業研修、ほか 
 日本：農業機材の提供 

６．広報効果

（ビジビ

リティー） 

今次供与する農機具等には ODA マークが貼付されており、これら機材は、日常的に島

民が使用することから、長期にわたり日本の貢献が認められることとなり、広報効果

は高いものと考えられる。 

 

７．被援助国等

による評

価 

政府実施省（漁業・農業・水産資源省）からの被災民の生活生計自立支援として、モ

ルディブ計画開発省を通して、ノンプロ運営管理委員会（モルディブ外務省・財務省、

日本大使館、JICA、JICS 関係者から構成）に提出されたもので、復旧事業として承認

された案件となっている。  



モルディブの地方島においては、徐々に農業が普及しつつあり、食糧の確保のみなら

ず換金作物として収入源ともなっている。今次津波により、地方島の農業が被害を受

けたことから、被災島民の生活生計への自立支援として、本件は、機材の提供のみな

らず研修を含めた効果的な支援として、高い評価を得ている。 

８．教訓・提言

等 

１. 教訓 

本案件は、FAO が支援する農業分野の技術研修と連動した協力となっており、津波被災

を受けた島民の自立を支援する人材育成等にも寄与している。 

 

２．提言 

①農業市場の復旧を目的として今回納入される２隻の野菜・果物運搬船の運営管理や

運航方法については、ガイドラインは設定されているものの、効率的な運営・管理

につき、更に漁業・農業・水産資源省で十分に検討する必要がある。 

②農業機材の配布については、公平性の観点が守られるよう、更に漁業・農業・水産

資源省で十分に検討する必要がある。 

 

９．その他  

別添１：配布計画案 

別添２：津波で被災した農地の写真  



Attachment-1

No. Total Q'ty

1 Four wheel tractor 25HP class with Trailer 10
2 Bushcutter with two wheel tractor 20
3 Shredder machine domestic size 20
4 Motorise Knapsack Sprayer 10
5 Shredder Machine with Engine 10
6 Two Wheel Small Tractor 10
7 Diesel Generator Set 10kVA 2
8 Diesel Generator Set 30kVA 2
9 Pick-up Truck (double decker) 4

10 20
11 20
12 6
13 2
14 2

Atoll Island Atoll Island
Male' K.Kaashidhoo Male' K.Kaashidhoo

AA. Thoddoo AA. Thoddoo
GDh Gadhdhoo GDh Gadhdhoo
GDh Hoadedhoo GDh Hoadedhoo
GDh Vaadhoo GDh Vaadhoo

MAC L. Isdhoo MAC L. Isdhoo
L. Gamu L. Gamu
F. Nilandhoo F. Nilandhoo
Dh Kudahuvadhoo Dh Kudahuvadhoo
M. Kolhufushi M. Kolhufushi
L. Hithadhoo L. Hithadhoo
Th. Kinbidhoo Th. Kinbidhoo
L. Dhabidhoo L. Dhabidhoo

MAC MAC

HAC HA. Kela HAC HA. Kela
Sh. Feevah Sh. Feevah
HA. Filladhoo HA. Filladhoo
HA. Baarah HA. Baarah
HDh. Vaikaradhoo HDh. Vaikaradhoo
HDh. Finey HDh. Finey

HAC HAC

Ba. Goidhoo 1, 2, 5, 10
N. Kedhikulhudoo-
Kulhudhoo 3

Deleted sites N. Kedhikulhudoo 3
L. Isdhoo-Kalaidhoo 2, 3, 4, 10, 11

Added sites L. Gan-Mukurimagu 2, 3, 4, 5, 10, 11
L. Gan-
Mathimaradhoo 2, 3, 4, 5, 10, 11

Th. Veymandoo 2, 3, 10, 11
Th. Kadoodhoo 1, 2, 3, 6, 10, 11

<Revised Plan>

2, 3, 4, 5, 6, 10, 11
1, 2, 3, 4, 5, 6
7, 8, 9x2, 10, 11,
12x3, 13, 14

1, 2, 3, 4, 5, 6,
7, 8, 9x2,
10, 11, 12x3, 13, 14

1, 2, 3, 5, 6, 10, 11

2, 3, 10, 11

2, 3, 5, 6, 10, 11
2, 3, 6, 10
1, 2, 3, 10
2, 3, 4, 6, 10, 11

1, 2, 3, 5, 10, 11x2
1

2, 5, 6, 10, 11

1, 2, 3, 4, 10, 11

2, 3, 4, 10, 11

Distribution Plan of Agricultural Machineries

List of Agricultural Machineries

1, 2, 3, 4, 5, 6, 10, 11
1, 2, 4, 10, 11

Name of Agricultural Machineries

Composting Unit
Fruits and Vegetable Storing Unit
Green House Cooling System

Equipment
1, 2, 3, 4, 6, 10, 11

2, 3, 10, 11

Fruits Dryer
Boat for Fruits and Vegetable Transportation

Distribution Plan of Agricultural Machineries

1, 2, 3, 4, 5, 6, 10, 11
Equipment

<Original Plan>

1, 2, 3, 4, 5, 10, 11
2, 3, 10, 11
2, 3, 10, 11
1, 2, 3, 4, 5, 6,
7, 8, 9x2,
10, 11, 12x3, 13, 14

1, 2, 3, 4, 5, 6, 10, 11
1, 2, 3, 4, 5, 6, 10, 11

Red figures: to be deleted in the revised plan

2, 3, 6, 10, 11
2, 3, 4, 5, 6, 10, 11
1, 2, 3, 4, 5, 6
7, 8, 9x2, 10, 11,
12x3, 13, 14

Blue figures: to be added in the revised plan

2, 3, 6, 10, 11

A
dd

ed
 Is

la
nd

s

2, 3, 10, 11

1, 2, 3, 4, 5, 10, 11

2, 3, 10, 11

1, 3, 5
2, 3, 6, 10, 11
2, 3, 10, 11
2, 3, 10, 11

Deleted
Islands



別添１ 

農地の被災状況 
 

  
海水の影響で立ち枯れたバナナの木 住宅地周辺の農地は多量の廃棄物 

が存在した 
 

 

 

窪地状の農地ではいまだに海水が残っている 
箇所が見られる 

 

 
 



 

 

ラーム環礁における公共インフラ整備支援  

 

 

 

１． ガン島及びフォナドー島を結ぶ島連絡道（コーズウェ

イ）の修復計画 

 

２． ラーム環礁有人島における配電網復旧計画 

 

３． イシドー/イシドーカイドー島下水処理システム改善

計画 

 

４． 行政事務所整備計画（ガン島行政合同庁舎整備、フォ

ナドー島行政事務所整備） 

 



スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票

ガン島及びフォナドー島を結ぶ島連絡道（コーズウェイ）の修復計画

 
作成日：平成 17 年 12 月

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：モルディブ 

案件名：公共インフラ復旧分野 ガン島及びフォナドー島を結ぶ島連絡道（コーズウェイ）の修復

画 

実施機関：運輸通信省 

案件の目的 

及び概要 

津波で被害を受けたラーム環礁のガン島とフォナドー島間にある２本の島連

道（コーズウェイ）（マンドー島～カドー島（距離約 300m）、カドー島～フォナ

ー島（距離約 900m））の修復を行うもの。 

両島は、約 4,200 人（更に、近隣２島の住民約 1400 人がガン島へ移住する予

の住民が住む地方島であるが、公共施設（病院、中学校、公営運動場、海水淡

化装置等）がガン島に集中していること、また、両島の中間には空港ならびに

加工工場などの重要な社会経済施設があることなどから、両島間のアクセスを

急に確保する必要がある。また、島連絡道（コーズウェイ）は津波で破損した

所から、浸食が進んでおり、早急な工事が必要となっている。 

（ＪＩＣＡ緊急開発調査との連携案件） 

１． 案件の 

進捗状況 

 

＜施工監理業者選定＞ 

契約日 ：平成 17 年 7 月 11 日 

契約金額：53,701,000 円 

契約業者：八千代エンジニヤリング株式会社 

＜施工業者選定＞ 

契約日 ：平成 11 年 11 月 21 日 

契約金額：US$5,500,000.00 

契約業者：若築建設株式会社 

進捗状況： 11 月 23 日に起工式を実施。工事実施中。 

 

２． 案件の妥当性 

 

津波被災後、モルディブ政府は国家復旧復興計画（National Recovery 

Reconstruction Plan(NRRP)）を策定するとともに、日本政府に対して津波復

復興支援への技術協力の要請（緊急開発調査）を行った。本要請を受け JICA

NRRP に基づき、モルディブ政府と協議のうえ、主にラーム環礁における公共イ

フラ施設の復旧計画を策定することで合意し、JICA 緊急開発調査団による現地

査を経て、本件を含む４件のインフラ施設の復旧計画を策定した。なお、本件

モルディブ運輸通信省との調整の上まとめられた。 

 

また、ラーム環礁では、有人島の内、２島が津波で全壊したため、環礁の中心

であるガン島に移住することとなっている。ラーム環礁は、①全国的には、経

的に遅れている一方で今般の津波による被害が最も大きな地域であったこと、

た、②モルディブでは比較的広い土地を持つため、モルディブ政府が進める地

島の総合開発の中心地域の一つともしていたことから、同環礁を復旧・復興モ

ルとすべく、日本に対して要請したことは、妥当と認められる。 

 

本件は、コーズウェイを復旧し、約 5600 人以上の島民を擁する島間での安全

移動を確保し、両島間の経済活動を復旧させることを目的としている。また、
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ーズウェイの修復に際しては、より堅牢な構造物とすることで、「災害に強い」

社会とすることに配慮している。なお、本案件は、モルディブ環境エネルギー水

省の法令に基づき初期環境影響評価（IEE : Initial Environmental Examination）

を実施し、環境許可を取得した。 

以上により、本案件は適切な設計がなされ、環境評価も行われており、案件とし

て十分な妥当性が認められる。 

３．施設／機材の

活用度 

建設工事中（06 年９月完工予定） 

４．案件完了後に

期待される効

果 

工事中における期待される効果 

・ 工事を通じての地元住民の防災意識の向上、公共インフラ施設の重要性等社

会意識の向上等が期待される 

完了後における期待される効果 

・ 本工事によりガン島、マンドー島、カドー島、フォナドー島間における安全

な交通の確保ができる。（なお、ガン島とマンドー島間は、島同士が一体化し

ている） 

・ 経済が活性化する。 

５．他ドナーによ

る支援との関

係（重複の有

無等）  

 

他ドナーとの重複はない。 

６．広報効果（ビ

ジ ビ リ テ ィ

ー） 

本件は、JICA 緊急開発調査により案件としてまとめられたもので、大使館関係者

の出席のもと公共工事としての起工式が行われ、モルディブのテレビ及び新聞で

も報道された。 

工事中においては、日本の支援で工事が進められている旨国旗、ODA マークが印

された看板が設置されるほか、完工後には、日本の援助であることを印す銘板が

置かれることとなっている。 

また、モルディブに存在する 4つの国内空港のうち 1つが存在するカドー島は、

アクセス性に優れ、政府要人も頻繁に訪れるなど広報効果は高い。 

７．被援助国等に

よる評価 

 政府実施省（運輸通信省）から復旧事業として、モルディブ計画開発省を通し

て、ノンプロ運営管理委員会（モルディブ外務省・財務省、日本大使館、JICA、

JICS 関係者から構成）に提出されたもので、復旧事業として承認された案件とな

っている。  

本島連絡道は、空港島、行政事務所・住民生活島、経済活動島（魚加工工場）を

結ぶ重要な連絡道であり、交通の安全が確保されるとして、高い評価を得ている。

８．教訓・提言等 １．教訓 

(1) 被災地域が点在する島嶼国モルディブにおいて、日本支援の対象地区（環礁）
が絞り込まれたことは、調査から実施まで一連の協力を効率的に実施できた

のみならず、日本の貢献を分かりやすくしたと考える。 

(2) JICA 緊急開発調査（技術協力）により、設計図面のみならず完成予想図（パ
ース図）を作成することにより、関係者間のイメージ共有が進み、事業の合

意形成に良い影響を与えた。 

(3) JICA 緊急開発調査（技術協力）においては、過去の日本の自然災害からの復
旧・復興の経験と教訓を活かして、調査を行い、復旧計画案の策定を行った。

その際、地域住民に対して、公共インフラが復旧において、住民生活や産業

活動を支える基礎になるものであるとの啓発活動を行いつつ、現地の事情・

状況に即した計画・設計を提示した。これら経緯を踏まえた策定された復旧

計画は、モルディブ政府による災害復旧・復興のプロセス形成に寄与したと

考える。 



 

２．提言 

(1) 本事業の目的を確保するため、工事中の施工管理を適格に行うことが求めら
れている。 

(2) 本復旧事業への支援は、モルディブ政府の復興政策の下、JICA がニーズ調査
を実施し、インフラ部門の具体的復興プランの提案（技術協力）を行い、そ

の後、ノンプロ資金による案件の具体化（資金協力）と、「技術協力」と「資

金協力」との一連の協力活動が、円滑に行われたモデルケースといえる。本

件は、実施機関の役割において、技術協力を行う JICA とノンプロ無償の調達

監理を行う JICS とが連携して相互補完の効果的な協力となったもので、日本

の支援制度に対する評価をも行い、モルディブ側も日本の協力制度について

理解を深めることが重要と考える。 

 

９．その他  

 

別添 

１． コーズウェイの被害状況写真 

２． コーズウェイ完成予想図 

３． コーズウェイ位置図 

  



島連絡道（コーズウエー）の被害状況 
 
 
 
 

 







 



スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票

ラーム環礁有人島における配電網復旧計画 

作成日：平成 17 年 12 月

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：モルディブ 

案件名：公共インフラ復旧分野 ラーム環礁有人島における配電網復旧計画 

実施機関：環礁開発省、モルディブ電力庁 

案件の目的 

及び概要 

ラーム環礁の中でも特に津波被害が大きかった、イシドー/ イシドーカイド

(通称イシドー島)、マーバイドー島、ガン-ムクリマグ島、及び マーバー島の

設備の復旧に必要な資機材の調達及び据付工事を行い、同島の配電網の再整備

施し、島民への安定的な電力供給を確保する。 

裨益人口合計 4,432 人 イシドー/イシドーカイドー島 (1,432 人)、マーバイ

島 (793 人)、ガン-ムクリマグ島 （856 人）、マーバー島 (1,351 人) 

（ＪＩＣＡ緊急開発調査との連携案件） 

１． 案件の 

進捗状況 

 

本省承認日：平成 17 年 5 月 23 日 

＜施工監理業者選定＞ 

契約日 ：平成 17 年 7 月 11 日 

契約金額：5,179,000 円 

契約業者：八千代エンジニヤリング株式会社 

＜施工業者選定＞ 

契約日 ：平成 17 年 8 月 10 日 

契約金額：US$479,693.31 

契約業者：Static Company 

進捗状況：9月 12 日に起工式を実施。工事実施中。 

２． 案件の妥当性 

 

津波被災後、モルディブ政府は国家復旧復興計画（National Recover

Reconstruction Plan(NRRP)）を策定するとともに、日本政府に対して津波復

復興支援への技術協力の要請（緊急開発調査）を行った。本要請を受け JICA

NRRP に基づき、モルディブ政府と協議のうえ、主にラーム環礁における公共イ

ラ施設の復旧計画を策定することで合意し、JICA 緊急開発調査団による現地調

経て、本件を含む４件のインフラ施設の復旧計画を策定した。なお、本件はモ

ィブ環礁開発省、モルディブ電力庁との調整の上まとめられた。 

 

これら経緯から、配電網再整備の設計、調達する配電用資機材の「仕様」、「数

は、JICA 及び、環礁開発省、モルディブ電力庁の実施した被災地での実態調査

づいているため、十分な妥当性と合理性が確保されていることが認められる。

 

３．施設／機材の

活用度 

工事中（06 年 3 月完工予定） 

（イシドーカイドー地区の全壊住宅に対する再建計画は、英国赤十字により実

れる予定であり、配電網の完工時期は、これら他のドナーが行う住宅建設の進

況に影響される。これら調整は、実施機関である環境エネルギー水省、モルデ

電力庁、環礁開発省が行っている。） 

４．案件完了後に

期待される効

果 

工事中における期待される効果 

・ 地元住民の工事用労働者の雇用による地元での就業機会の増加 

・ 工事を通じての地元住民への社会参加への意識の向上、コミュニティーの

パシティビルディングが期待される 

・ 工事を通じての地元住民の公共インフラ施設の重要性等の社会意識の向上
） 
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期待される 

完了後における期待される効果 

・ 対象島における電力の安定的な確保 

・ 安定的な電力供給による治安維持・社会経済活動への貢献 

 

５．他ドナーによ

る支援との関

係（重複の有

無等）  

他ドナーとの重複はない。 

なお、計画対象地の一つであるイシドーカイドー地区の全壊住宅に対する再建計画

は、英国赤十字により実施される予定であり、モルディブ政府により本計画との調

整が行われている。 

 

６．広報効果（ビ

ジ ビ リ テ ィ

ー） 

本件は、JICA 緊急開発調査により案件としてまとめられたもので、大使館関係者の

出席のもと公共工事としての起工式が行われ、モルディブのテレビ、新聞でも報道

された。 

工事中においては、日本の支援で工事が進められている旨国旗、ODA マークが印さ

れた看板が設置されるほか、完工後には、日本の援助であることを印す銘板が置か

れることとなっている。 

また、本件が地域住民参加型（単純労働作業は地元住民を雇用）で工事が進められ

ているため、日本による支援であることが地域住民に理解されている。このように、

本件は、案件形成から、完工まで一連の作業を日本がとりまとめていることから、

日本の支援としての高い広報効果をもつと考える。  

７．被援助国等に

よる評価 

 政府実施省（環礁開発省、モルディブ電力庁）から復旧事業として、モルディブ

計画開発省を通して、ノンプロ運営管理委員会（モルディブ外務省・財務省、日本

大使館、JICA、JICS 関係者から構成）に提出されたもので、復旧事業として承認さ

れた案件となっている。  

本件は、ラーム環礁の中でも特に津波被害が大きかった、イシドー/ イシドーカイ

ドー島(通称イシドー島)、マーバイドー島、ガン-ムクリマグ島、及び マーバー島

の配電網の整備への支援であり、裨益人口も約 4,432 人と多く、モルディブ側より

高い評価を得ている。  

 

８．教訓・提言等 １．教訓 

(1) 被災地域が点在する島嶼国モルディブにおいて、日本支援の対象地区（環礁）
が絞り込まれたことは、調査から実施まで一連の協力を効率的に実施できたの

みならず、日本の貢献を分かりやすくしたと考える。 

(2) 地域住民参加型工事の実施により、本施設に対する愛着が醸成されるとともに、
コミュニティーの生計向上に資する。 

(3) JICA 緊急開発調査（技術協力）においては、過去の日本の自然災害からの復旧・
復興の経験と教訓を活かして、調査を行い、復旧計画案の策定を行った。その

際、地域住民に対して、公共インフラが復旧において、住民生活や産業活動を

支える基礎になるものであるとの啓発活動を行いつつ、現地の事情・状況に即

した計画・設計を提示した。これら経緯を踏まえた策定された復旧計画は、モ

ルディブ政府による災害復旧・復興のプロセス形成に寄与したと考える。 

 

２．提言 

(1) 本事業の目的を確保するため、工事中の施工管理を的確に行うことが求められ
ている。 

(2) 本件は、配電網整備がノンプロ無償による事業（日本）、住宅建設が英国赤十字
と、地域再整備への連携したプロジェクトとなっている。英国赤十字による住

宅建設が遅れた場合、住宅と配電網とを結ぶ家庭配線への結線が遅れることと

なるため、モルディブ政府が積極的な調整を果たすことが求められている。 



(3) 本復旧事業への支援は、モルディブ政府の復興政策の下、JICA がニーズ調査を
実施し、インフラ部門の具体的復興プランの提案（技術協力）を行い、その後、

ノンプロ資金による案件の具体化（資金協力）と、「技術協力」と「資金協力」

との一連の協力活動が、円滑に行われたモデルケースといえる。本件は、実施

機関の役割において、技術協力を行う JICA とノンプロ無償の調達監理を行う

JICS とが連携して相互補完の効果的な協力となったもので、日本の支援制度に

対する評価をも行い、モルディブ側も日本の協力制度について理解を深めるこ

とが重要と考える。 

 

９．その他 別添 配電網復旧計画概念図 
 

 





スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票

ラーム環礁イシドー/イシドーカイドー島下水処理システム改善計画 

 
作成日：平成 17 年 12 月

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：モルディブ 

案件名：公共インフラ復旧分野 ラーム環礁イシドー/イシドーカイドー島下水処理システム改善

実施機関：環境エネルギー水省 

案件の目的 

及び概要 

地方島の下水システムは、一般的に腐敗槽と浸透槽でできた簡易型であり、下

地下への浸透により、飲料水等にも利用する貴重な地下水を汚染している状態

る。今次津波により、住宅の下水システムが破壊され、海水の流入により、更

地下水の悪化が危惧されている。このため、復旧に際しては、改良した下水処

ステムを導入し、イシドー/イシドーカイドー島（通称イシドー島）の住民（約

人）の生活・衛生環境を向上させ、また土壌、地下水、海水などへの影響を軽

せることにより、環境保全を図るものである。 

（ＪＩＣＡ緊急開発調査との連携案件） 

１． 案件の 

進捗状況 

 

＜施工監理業者選定＞ 

契約日 ：平成 17 年 7 月 11 日 

契約金額：13,806,000 円 

契約業者：八千代エンジニヤリング株式会社 

＜施工業者選定＞ 

契約日 ：平成 17 年 11 月 9 日 

契約金額：US$1,750,000.00 

契約業者：新日本空調株式会社 

進捗状況： 11 月 23 日に起工式を実施。工事実施中。 

２． 案件の妥当性 

 

津波被災後、モルディブ政府は国家復旧復興計画（National Recover

Reconstruction Plan(NRRP)）を策定するとともに、日本政府に対して津波復

復興支援への技術協力の要請（緊急開発調査）を行った。本要請を受け JICA

NRRP に基づき、モルディブ政府と協議のうえ、主にラーム環礁における公共イ

ラ施設の復旧計画を策定することで合意し、JICA 緊急開発調査団による現地調

経て、本件を含む４件のインフラ施設の復旧計画を策定した。なお、本件はモ

ィブ環境エネルギー水省との調整の上まとめられた。 

 

本件は、津波によって破壊されたイシドー/イシドーカイドー島（通称イシド

の下水システムを再整備することが目的である。これまでの下水システムは、

の単純な地下浸透式であったため、地下水の汚濁が起きていた。そのため、

緊急開発調査団が改良型として、衛生環境を守り、かつ、地下水の汚濁を防止

また、配電量が十分でない地方離島において電気ポンプ等の使用も最低限にし

地方離島での活用に適した「改良型下水処理システム」を提案し、モルディブ

により採用が決定されたものである。 

本案件は、モルディブ環境エネルギー水省の法令に基づき、環境影響評価（

Environmental Impact Assessment）を実施し、環境許可を取得している。 

以上より、本案件は十分な妥当性があると認められる。 

３．施設／機材の

活用度 

建設工事中(06 年 8 月完工予定) 

（イシドーカイドー地区の全壊住宅に対する再建計画は、英国赤十字により

される予定であり、下水施設の完工時期は、これら他のドナーが行う住宅建設
） 
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捗状況に影響される。これら調整は、実施機関である環境エネルギー水省、環礁開

発省が行っている。） 

４．案件完了後に

期待される効

果 

工事中における期待される効果 

・ 地元住民の工事用労働者の雇用による地元での就業機会の増加 

・ 工事を通じて、地元住民の社会参加への意識の向上、コミュニティーのキャパ

シティビルディングが期待される 

・ 工事を通し、地元住民に対して下水処理システムの維持管理について研修が行

われ、下水処理システムについて理解の促進と衛生に対しての意識の向上が期

待される。 

・ 工事を通じての地元住民の公共インフラ施設の重要性等の社会意識の向上等が

期待される 

 

完了後における期待される効果 

・ 衛生環境が守られた下水処理システムの構築 

・ 地下水の汚染防止 

・ 本改良型下水処理システムの他島への普及を図ることにより、モルディブの貴

重な水資源の保護、並びに環境悪化防止が期待される（他のドナーにより普及

が検討されている） 

 

５．他ドナーによ

る支援との関

係（重複の有

無等）  

他ドナーとの重複はない。 

なお、計画対象地の一つであるイシドーカイドー地区の全壊住宅に対する再建計画

は、英国赤十字により実施される予定であり、モルディブ政府により本計画との調

整が行われている。 

 

６．広報効果（ビ

ジ ビ リ テ ィ

ー） 

本件は、JICA 緊急開発調査により案件としてまとめられたもので、大使館関係者の

出席のもと公共工事としての起工式が行われ、モルディブのテレビ、新聞でも報道

された。 

工事中においては、日本の支援で工事が進められている旨国旗、ODA マークが印さ

れた看板が設置されるほか、完工後には、日本の援助であることを印す銘板が置か

れることとなっている。 

 

また、本件が地域住民参加型（単純労働作業は地元住民を雇用）で工事が進められ

ているため、日本による支援であることが地域住民に理解されている。このように、

本件は、案件形成から、完工まで一連の作業を日本がとりまとめていることから、

日本の支援としての高い広報効果をもつと考える。 

 

７．被援助国等に

よる評価 

政府実施省（環境エネルギー水省）から復旧事業として、モルディブ計画開発省を

通して、ノンプロ運営管理委員会（モルディブ外務省・財務省、日本大使館、JICA、

JICS 関係者から構成）に提出されたもので、復旧事業として承認された案件となっ

ている。   

本件は、改良した下水処理システムを導入し、住民（直接裨益人口約 1,432 人）の

生活・衛生環境を向上させるほか、また土壌、地下水、海水などへの影響を軽減さ

せることにより、環境保全を図るものとして、他島への普及が検討されている等、

モルディブ政府から高い評価を得ている。 

 

８．教訓・提言等 １．教訓 

(1) 被災地域が点在する島嶼国モルディブにおいて、日本支援の対象地区（環礁）
が絞り込まれたことは、調査から実施まで一連の協力を効率的に実施できたの

みならず、日本の貢献を分かりやすくしたと考える。 



(2) JICA 緊急開発調査により、設計図面のみならず完成予想図（パース図）を作成
することにより、関係者間のイメージ共有が進み、事業の合意形成に良い影響

を与えた。 

(3) 地域住民参加型工事の実施により、本施設に対する愛着が醸成されるとともに、
コミュニティーの生計向上に資する。 

(4) JICA 緊急開発調査（技術協力）においては、過去の日本の自然災害からの復旧・
復興の経験と教訓を活かして、調査を行い、復旧計画案の策定を行った。その

際、地域住民に対して、公共インフラが復旧において、住民生活や産業活動を

支える基礎になるものであるとの啓発活動を行いつつ、現地の事情・状況に即

した計画・設計を提示した。これら経緯を踏まえた策定された復旧計画は、モ

ルディブ政府による災害復旧・復興のプロセス形成に寄与したと考える。 

 

提言 

(1) 本事業の目的を確保するため、工事中の施工管理を適格に行うことが求められ
ている。 

(2) 本件は、下水処理施設がノンプロ無償による事業（日本）、住宅建設が英国赤十
字と、地域再整備への連携したプロジェクトとなっている。英国赤十字による

住宅建設が遅れた場合、住宅と下水処理施設を結ぶパイプの設置が遅れること

となるため、モルディブ政府が積極的な調整を果たすことが求められている。

(3) 本下水処理システムは、地下水を汚濁から保護する等環境に配慮した、また、
発生する汚泥を肥料として活用することが検討されている「改良型下水処理シ

ステム」である。本システムは、モルディブ側の関心度が高いことから、プロ

ジェクトモニタリングを行い、モルディブ政府に対して、他島への普及のモデ

ルとなるよう積極的な働きかけが必要と考える。 

(4) 本復旧事業への支援は、モルディブ政府の復興政策の下、JICA がニーズ調査を
実施し、インフラ部門の具体的復興プランの提案（技術協力）を行い、その後、

ノンプロ資金による案件の具体化（資金協力）と、「技術協力」と「資金協力」

との一連の協力活動が、円滑に行われたモデルケースといえる。本件は、実施

機関の役割において、技術協力を行う JICA とノンプロ無償の調達監理を行う

JICS とが連携して相互補完の効果的な協力となったもので、日本の支援制度に

対する評価をも行い、モルディブ側も日本の協力制度について理解を深めるこ

とが重要と考える。 

 

９．その他  

 

 

別添 改良型下水処理システム完成予想図 





スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害：ノン・プロジェクト無償資金協力（評価票

ラーム環礁ガン島行政合同庁舎整備計画、 

ラーム環礁フォナドー島行政事務所整備計画 

 
作成日：平成 17 年 12 月

担当公館名：在スリランカ日本大使館 

国名：モルディブ 

案件名：公共インフラ復旧分野  ラーム環礁ガン島行政合同庁舎整備計画、 

ラーム環礁フォナドー島行政事務所整備計画 

実施機関：環礁開発省 

案件の目的 

及び概要 

１．ラーム環礁ガン島行政合同庁舎整備計画 

津波被害を受けた島の行政事務所の整備にあたり、モルディブ政府は、行政機

加え、コミュニティセンター、郵便局、警察署、裁判所の機能を統合する合同

として整備し、コミュニティー活動並びに行政サービスの向上を図ることとし

また、本合同庁舎は、高床式の２階建てとして、津波等の避難所機能を兼ね備

施設とする。なお、ガン島は、ラーム環礁で最大の人口（約 2,400 人）を有し

つ津波により全島が破壊され移住を余儀なくされた近隣２島（ムンドー島とカ

イドー島、合計約 1,400 人）の住民を受け入れることとなっており、行政機能

大が合わせ求められている。 

 

２．ラーム環礁フォナドー島行政事務所整備計画 

フォナドー島の島行政事務所を再整備し、行政機能を早期に回復する。施設の

に当たっては、高床式の２階建てとして、津波や高潮などの自然災害からの緊

難所機能を兼ね備えたものとする。 

 

なお、両事務所とも、電源として、太陽光発電システムを設置する。同システ

通常時には商用電源と連系した電力供給源として運用すると共に、災害発生

は、緊急無線システム、照明などの電力源として活用し、災害復旧活動時の行

能の維持を図ることとしている。 

（ＪＩＣＡ緊急開発調査との連携案件） 

１． 案件の 

進捗状況 

 

 

＜施工監理業者選定＞ 

契約日 ：平成 17 年 7 月 11 日 

契約金額：29,618,000 円 

契約業者：八千代エンジニヤリング株式会社 

＜施工業者選定＞ 

契約日 ：平成 11 年 11 月 2 日 

契約金額：US$2,710,000.00 

契約業者：若築建設株式会社 

進捗状況： 11 月 23 日に起工式を実施。工事実施中。 

２． 案件の妥当性 

 

津波被災後、モルディブ政府は国家復旧復興計画（National Recover

Reconstruction Plan(NRRP)）を策定するとともに、日本政府に対して津波復

復興支援への技術協力の要請（緊急開発調査）を行った。本要請を受け JICA

NRRP に基づき、モルディブ政府と協議のうえ、主にラーム環礁における公共イ

ラ施設の復旧計画を策定することで合意し、JICA 緊急開発調査団による現地調

経て、本件を含む４件のインフラ施設の復旧計画を策定した。なお、本件はモ
） 
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ィブ環礁開発省との調整の上まとめられた。 

 

また、ラーム環礁の有人島の内、２島が津波で全壊したため、環礁の中心島である

ガン島に移住することとなっている。ラーム環礁は、①全国的には、経済的に遅れ

ている一方で今般の津波による被害が最も大きな地域であったこと、また、②モル

ディブでは比較的広い土地を持つため、モルディブ政府が進める地方島の総合開発

の中心地域の一つともしていたことから、同環礁を復旧・復興モデルとすべく、日

本に対して要請したことは、妥当と認められる。 

 

本件は、津波によって被害を受けた地区の行政事務所を整備し、機能的で効率的な

公共・行政サービスの提供を行うことを目的としている。今次整備する二つの行政

事務所は、津波被災前の行政事務所の規模をベースに、また、津波で移住する住民

の受入により増加する人口に対応する設計としており、ガン島及びフォナドー島に

て実施される行政サービスに見合った規模・機能を有する建物であることが認めら

れる。 

また、この行政事務所は、通常の行政機能に加えて、高床式の２階建てにすること

により、津波発生時に住民が避難できるシェルター機能（非常用電源として太陽光

発電を導入）をも備えた「災害に強い」行政事務所としている。また、モ国政府よ

り環境許可を取得している。 

以上より、本案件は十分な妥当性があると認められる。 

 

３．施設／機材の

活用度 

建設工事中(06 年 9 月完工予定) 

４．案件完了後に

期待される効

果 

工事中における期待される効果 

・ 工事を通じての地元住民への社会参加への意識の向上、コミュニティーのキャ

パシティビルディングが期待される。 

・ 工事を通じての地元住民の防災意識の向上、公共インフラ施設の重要性等社会

意識の向上等が期待される。 

 

完了後における期待される効果 

・ 災害時でも機能が停止しない安定した公共サービスの提供 

・ 災害時の避難所の確保 

・ 災害に対する住民の精神的安心感の醸成 

・ 住民活動の公共スペースの増加 

・ 複数の行政機能を一箇所に集約したことによる行政事務効率の向上 

５．他ドナーによ

る支援との関

係（重複の有

無等）  

本行政合同庁舎、行政事務所の支援に関し、他ドナーの重複はない。 

なお、ガン島合同行政庁舎は、被災した住民の移住を受け入れる地区としての総合

開発地区の中心に建設される予定である。合同庁舎周辺の被災住民向け住宅は、赤

十字等の他ドナーの支援により建設が進められ、これら調整は、モルディブ政府に

よって行われている。 

６．広報効果（ビ

ジ ビ リ テ ィ

ー） 

本件は、JICA 緊急開発調査により案件としてまとめられたもので、大使館関係者の

出席のもと公共工事としての起工式が行われ、モルディブのテレビ、新聞でも報道

された。 

工事中においては、日本の支援で工事が進められている旨国旗、ODA マークが印さ

れた看板が設置されるほか、完工後には、日本の援助であることを印す銘板が置か

れることとなっている。 

 

災害時でも機能停止しない公共サービス、および住民の避難スペースを有する両施

設は、日本の知見を活かした設計として評価が高く、また、合同行政庁舎は被災住



民が新たに入居する新街区（タウンシップ計画）の中心に建設される予定であり、

街のシンボルとして高い広報効果を持つものと期待される。 

 

７．被援助国等に

よる評価 

政府実施省（環礁開発省）から復旧事業として、モルディブ計画開発省を通して、

ノンプロ運営管理委員会（モルディブ外務省、財務省、日本大使館、JICA、JICS

関係者から構成）に提出されたもので、復旧事業として承認された案件となってい

る。  

本事業は、行政サービス拡充のみならず、高床式の２階建てとして津波等の避難所

機能（太陽発電による非常用電源の確保）を兼ね備え施設としており、モルディブ

政府より、高い評価を得ている。 

 

８．教訓・提言等 １．教訓 

(1) 被災地域が点在する島嶼国モルディブにおいて、日本支援の対象地区（環礁）
が絞り込まれたことは、調査から実施まで一連の協力を効率的に実施できたの

みならず、日本の貢献を分かりやすくしたと考える。 

(2) JICA 緊急開発調査により、設計図面のみならず完成予想図（パース図）を作成
することにより、関係者間のイメージ共有が進み、事業の合意形成に良い影響

を与えた。 

(3) JICA 緊急開発調査（技術協力）においては、過去の日本の自然災害からの復旧・
復興の経験と教訓を活かして、調査を行い、復旧計画案の策定を行った。その

際、地域住民に対して、公共インフラが復旧において、住民生活や産業活動を

支える基礎になるものであるとの啓発活動を行いつつ、現地の事情・状況に即

した計画・設計を提示した。これら経緯を踏まえた策定された復旧計画は、モ

ルディブ政府による災害復旧・復興のプロセス形成に寄与したと考える。 

  

２．提言 

(1) 本事業の目的を確保するため、工事中の施工管理を的確に行うことが求められ
ている。 

(2) 本設計（２階建てとして避難所の機能を持たす）は、地方島の行政事務所のモ
デルとしたい意向がモルディブ側にある。実際に、赤十字等の他ドナーが実施

する復旧事業に対してモ政府を通じて同設計図面を提供しており、本事業の施

工を確実に実施し、モデルとして定着させることが求められている。 

(3) 本復旧事業への支援は、モルディブ政府の復興政策の下、JICA がニーズ調査を
実施し、インフラ部門の具体的復興プランの提案（技術協力）を行い、その後、

ノンプロ資金による案件の具体化（資金協力）と、「技術協力」と「資金協力」

との一連の協力活動が、円滑に行われたモデルケースといえる。本件は、実施

機関の役割において、技術協力を行う JICA とノンプロ無償の調達監理を行う

JICS とが連携して相互補完の効果的な協力となったもので、日本の支援制度に

対する評価をも行い、モルディブ側も日本の協力制度について理解を深めるこ

とが重要と考える。 

 

９．その他 モルディブ政府から、災害対策のモデル施設ともなる本件ガン島行政合同庁舎及び

フォナドー島行政事務所の設計図書を、他ドナーによる同様なプロジェクトへ使用

したいとして、JICA に対して使用許可を求めた（許可済み）。 

本件を含め、改良型下水システムの導入等、災害に強い復旧事業を提案している

JICA（技術協力）に対して、モルディブ政府より、謝辞が表明されている。 

   別添：完成予想図 







 

（付録１）中間評価実施ガイドライン 

 

第１ 目的 

 

  我が国は、スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害対処努力に寄与するた

めに、インドネシア、スリランカ及びモルディブに対し、ノン・プロジェク

ト無償資金協力及び草の根・人間の安全保障無償資金協力による支援（以下、

「本件支援」という。）を行った。本件支援により実施される事業は、被援助

国の事業であり、その運営や維持管理については、基本的に被援助国の責任

で実施されるべきものである。 

その一方で、国民の税金を原資とする無償資金協力により実施された事業が

予定していた効果を発揮し、被援助国国民に裨益するためにも、その適切な実

施状況を確認することが重要である。また、事業の完了後においても、被援助

国側の運営・維持管理努力に対する必要且つ可能な支援を実施するとともに、

当初計画の妥当性を検証する必要がある。更に、今後我が国が実施する同種の

無償資金協力において、これまでに実施された案件を通じて得られた教訓や課

題を将来の案件形成、計画策定及び実施に生かしていくことがきわめて重要で

ある。 

 以上のような問題意識が今後の同種支援の実務に反映されるためにも、本評

価は、本件支援によって計画されている又は既に実施された案件の実施状況、

実施中の案件の現状、事業完了後の効果の発現状況等について確認を行う。そ

の上で、必要に応じて適切な改善措置を検討するとともに、評価の結果を将来

の案件形成、計画策定及び実施に反映することを企図するものである。また、

評価結果を公表することで、国民に対する説明責任を果たすことも目的とする。 

 

第２ 評価の実施時期 

 

  スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害の発生から１年に当たる平成１７

年１２月末を節目として本件支援の実施状況についてモニタリングを主体とし

た中間又は事後評価を行う。又、それ以降は、事業の完了後、数ヶ月以内を目

途に案件について事後評価を行う。 

 

第３ 評価の対象とする事業の範囲 

 

対象とする事業は、本件支援によって、実施予定、実施中又は実施済みの全

案件とする。 

 

第４ 評価を実施する事業 

 

 



 

 

原則として、本件支援により実施することを我が国と被援助国との間で合意

した事業（１つの事業に複数の施設又は機材が含まれる場合がある）を１つの

事業単位とする。 

 

第５ 事後評価の実施手続 

 

１．評価の実施主体 

 評価の実施主体は、評価結果の客観性を確保するために、現地及び本邦の

ＮＧＯ、コンサルタント等、本件支援の事業実施に直接関与していない第三

者機関とする（以下、「評価者」という。）。 

無償資金協力課及び各在外公館は、評価者による作業が円滑に行われるよ

う、情報提供、便宜供与等の支援を行うこととする。 

 

２．評価の実施に係る役割分担 

（１）評価者 

（イ）対象事業に係る関連文書、調査報告書（要請書、ＪＩＣＡ調査報告

書等）をレビューした上で、対象事業を直接視察し、相手国実施機関、裨

益者等からの聞き取り調査を行う。 

（ロ）また、要すれば、ＪＩＣＡ事務所、調達代理機関（ＪＩＣＳ）、専門

家、現地ＯＤＡタスクフォース等からもヒアリングを行う。 

（ハ）その上で、別添２の「津波・地震支援のためのノン・プロジェクト

無償資金協力に係る評価票」（以下「評価票」）を作成する。評価の実施に

際しては、評価票への記入のみならず、評価内容をより客観的に補強する

関連資料についても可能な限り入手し、評価票とともに在外公館に提出す

る。 

（２）在外公館 

   評価者を選定し、本ガイドラインの趣旨に従い、評価が円滑かつ適正に

行われるよう、評価者に対して必要な助言・支援を行う。また、調達代理

機関が実施している進捗状況の管理に関する情報・報告も評価票に反映さ

れるようにする。その上で、評価者から提出された評価結果（評価票）を

必要に応じ翻訳し、取り纏めた上で、無償資金協力課に送付する。また、

政府間協議会等を活用し、今次評価票の結果を被災国政府に対しても説明

する。 

（３）無償資金協力課 

評価票に関し、対応方針の内容及び実際の評価結果等の必要な事項につ

いて、在外公館等と必要な協議を行う。評価結果を公表する。 

（４）被援助国政府 

   被援助国政府は、政府間協議会等、既存の枠組みを活用しつつ、在外公

館及び評価者とも協力して、本件支援の実施状況及び実施結果に意見を述

べる。 



 

 

 

３．評価結果の公表 

無償資金協力課は、対象事業の評価結果をとりまとめ、ＨＰ等を通じて公

表することとする。 

 

第６ 評価の手法 

 

評価者は、特に以下の点に留意の上、評価を行うこととする。ただし、詳

細な評価についても、将来の案件形成に役立てる観点から、いたずらに叙述

的なものとはせず、的を絞った簡潔な評価にするように努める。また、評価

の根拠となった情報、情報源、情報収集方法等についても、可能な限り記述

する。 

 

１．「案件の進捗状況」 

 案件の具体的な実施状況について現状を把握し、評価する。実施中の案件

については、①今後の見通し及び②適当と考えられる対応方法について記述

する。①及び②（とくに②）については、改善案等が現実的なものとなるよ

う、在外公館からの指摘も随時受けることとする。 

 

２．「案件の妥当性」 

 対象案件が①被援助国により策定された復興計画の中でどのように位置

づけられ、②現地での復興ニーズに合致していたか否かについて評価する。 

 

３．「施設／機材の活用度」 

 施設／機材が十分活用されており、案件全体として適切・効率的な選択・

投入であったか否かについて評価する。実施中の案件については、調達又は

工事が想定されている施設／機材が、支援の目的に鑑み適切であるか否かに

ついて評価する。評価に際しては、「木を見て森を見ない」内容とならない

ように留意する。具体的には、これが緊急支援であるとの特殊事情を踏まえ

るとともに、個々の施設／機材の使用状況のみに着目するだけでなく、事業

全体として施設／機材の使用見通しが適切であったかについて評価する。 

 

４．「案件完了後に期待される効果」 

実施済みの案件については、案件実施前に想定されていた援助効果が発現

しているか否かについて評価する。実施中の案件については、発現見込みに

ついて評価する。案件実施前に定量的な指標が設定されていれば、右指標を

用いて可能な限り定量的に評価を行うこととするが、定量的な指標がない場

合、また、効果が数値に換算できない場合等においては、定性的に事業の効

果が認められるか否かを判断する。 

 



 

 

５．「他ドナーによる支援との関係（重複の有無等）」 

  支援を実施した、又は実施中の案件と、他ドナーが計画している又は実施

した支援との関係を評価する。特に、他ドナーと重複した支援となっていな

いかを評価する。 

   

６．「広報効果（ビジビリティー）」 

 支援を実施した、又は実施中の案件が、日本からの「顔の見える援助」と

して被援助国において認知されているかを評価する。また、広報のために取

られている手法が適当であるかについても検討を加える。 

 

７．「被援助国等による評価」 

 支援を実施した、又は実施中の案件が被援助国政府、実施・監督機関、裨

益者、一般市民、マスコミ等からどのような評価を受けているかにつき記載

する。また、両国間の友好関係に対する効果についても、可能な限り反映す

る。 

 

８．「提言・教訓」 

今回の調査に際して得られた教訓及び今後類似の事業を行う際に改善すべ

き点について簡潔に記載する。記入に際しては、在外公館とも十分協議する

こととする。 
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外務省

説明のポイント
１．支援の概要

２．支援の特徴

３．迅速なニーズ把握

４．津波復興支援の流れ

５．公正な資金管理のための体制

６．ニーズの特定とオーナーシップの確保

７．様々なセクターに対する支援

８．支援の実施状況：スリランカ

９． ：インドネシア

１０． ：モルディブ

１１．NGOとの連携

１２．支援の課題

１３．支援の実施状況のフォローアップ
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１．支援の概要

○二国間無償資金協力

（合計２４６億円）

スリランカ（８０億円）

インドネシア（１４６億円）

モルディブ（２０億円）

○１月１７日に閣議決定、交
換公文（Ｅ／Ｎ）締結。１９
日に全額送金完了

○被災地への物品の供与、
被災施設の復旧・復興が
目的

津波で寸断された護岸（アチェ）

水没した土地権利台帳（アチェ）

１．「ノン・プロジェクト無償資金協力」による支援
• →被災地のニーズや他ドナーとの調整しつつ、機動的な事
業の実施が可能

• →着工までの時間を短縮
• →現地、近隣国のリソース活用
• →「ノンプロ無償」は他ドナーや被災国からも評価

２．調達代理機関（JICS）による資金管理・調達代行
• →公正な入札等、適正手続の確保
• →被災国政府の行政負担の軽減

３．政府間協議会（コミッティー）の活用
• →被災国政府の要望について両国間で適切な案件の選定、
形成

２．支援の特徴
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３．迅速なニーズ把握

• 被災直後
→大使館員、ＪＩＣＡ職員等が現場に
駆けつけ、被災状況とニーズを
確認し、支援方針を検討

• １月初旬～中旬
→JICA、JICSがニーズ調査（被災
地視察・政府ヒアリング）

→ノンプロ無償の対象分野検討

・その後

→案件毎に随時調査を実施・案件
進捗を監理

被災国政府からのニーズ確認

被災現場調査

政府間協議会（コ
ミッティー）

調査・設計、入札準備

入札手続

業者契約

竣工・納入

４．津波復興支援の流れ

資金全額送金

閣議決定・交換公文

案件正式決定

製造・輸送・工事

支払

地震・津波発生

１月１７日

１月１９日

１２月２６日

随時開催
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被災国政府 日本政府

援助資金
（２４６億円）

契約業者

交換公文
１月１７日

調達代理機関
（JICS）

調達代理契約

業者選定・契約 支払

５．公正な資金管理のための体制

供与

１月１９日
口座開設

資金管理

復旧・復興事業の実施

外務本省

大使館 JICA

日本被災国

案件選定

６．ニーズの特定とオーナーシップの確保

政府間協議会（コミッティー）：
案件の選定・実施状況のチェックを行う。
案件毎に随時開催される。

各
省
庁
は
復
興
ニ
ー
ズ
を
集
約 適正な「調達」の

観点からの助言
調達代理機関
（JICS）

援助調整担当省・
各省庁

調査・設計等
に関する専門
的知見で支援

進捗状況・
課題を逐
次報告

報告・指示
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７．様々なセクターに対する支援

インドネシア（146億円）

モルディブ
（20億円）

スリランカ（80億円）

漁業 農業設備

社会基盤

衛生施設

警察署

医療器具

橋梁

被災者住宅

学校

漁業

優先順位の最
も高い分野の
事業が対象と
なっている

医療機材

放送局

道路

大学施設 漁業機材

孤児院

衛生施設

土地台帳

上水道

８．支援の実施状況：スリランカ

●中古バキュームカーの輸送等

●給水車および貯水タンクの購入
計画

●発電機購入計画

●上水道の再整備計画（水管橋の
整備）

●被災者用住宅再建計画

●建設用重機械等の購入計画

●橋梁工事計画

●警察署再建計画

●小中学校再建計画

●漁業用機材購入計画

●医療関連機材購入計画

●被災地巡回用車両調達計画

（１）実施中の案件

バキュームカーの供与

漁船の引渡式



6

（２）具体的な状況（スリランカ）

• ほぼ全額について入札
手続まで終了。

• 約７割が契約まで完了。

再建された小学校

発電機の引渡式南部橋梁建設状況

９．支援の実施状況：インドネシア

（１）実施中の案件

●医薬品・医療機材の供与

●保健所の再建事業

●ラジオ・テレビ放送支援事業

●道路修復事業

●放水路（護岸工事）等の修復事業

●水道・衛生施設修復事業

●孤児院の再建事業

●漁業支援事業

●市場修復整備事業

●大学修復等支援事業

●職業訓練学校支援事業

●寄宿舎に対する支援事業

●土地台帳修復計画 道路修復事業

調達された給水車
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（２）具体的な状況（インドネシア）

• 政府間協議会において、全額
の使途が確定。

• 約６割が入札手続まで終了。
• 約４割が契約まで完了。

供与された医薬品

修復された土地台帳水没した土地台帳の開披作業

１０．支援の実施状況：モルディブ

（１）実施中の案件

• 漁業関連機材購入計画
• 公共施設・設備整備計画
（行政合同庁舎建設、コーズウェ
イの修復、配電網復旧計画等）

• 農業関連機材供与計画

公共施設再建の起工式活用されている漁船用機材

配電盤の引渡式
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• 全額について入札手続
まで終了。

• 約８割以上が契約まで
完了。

（２）具体的な状況（モルディブ）

漁業機材の引渡式

コーズウェイ修復完成予想図被災した漁船の修理支援

• スリランカ「被災者用住宅再
建計画」

→日本が造成、生活基盤インフラ、
公共施設を建設。ＮＧＯが住宅
建設を行う。

• インドネシア「孤児院の再建
事業」

→ＮＧＯが運営を行っている
孤児院２箇所の修復を行う。

１１．NGOとの連携

ＮＧＯとの協議風景（スリランカ）

ＮＧＯ運営孤児院（アチェ）
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１２．支援の課題

（１）被災国内の問題

①前例のない大規模且つあらゆる分

野にわたる被害

→復興計画策定の困難

②行政組織、通信、交通手段の崩壊

→被災国政府の意思決定の困難

③諸ドナーから史上最大級の支援

→援助調整の困難、透明性の確保

水の引かない住宅地（アチェ）

削られたコーズウェイ（モルディブ）

（２）迅速な援助と公正性・透明性とのバ
ランス確保

①迅速性と公正性

→スピーディな支援を確保しつつも、

適正な手続を踏むことが、信頼され、
評価される支援には不可欠。

②オーナーシップの重視

→被災国のオーナーシップを尊重しつ
つ、日本が支援を促進させる必要性。

（「押しつけ」で成功する支援はない。）
住宅地に乗り上げた船（アチェ）

被災した冷凍施設（スリランカ）
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• 中間評価の実施（第三者評価）
→期待される効果や実施状況について評価の高い案件が多い。
その一方、支援をより加速化させる必要性や被災国政府の対応に関す
る課題も指摘されている（評価結果概要は別紙参照）。

→現在評価結果を取りまとめ中（地震・津波発生１年までに公表予定）。

・将来の大規模災害におけるより迅速・効果的な支援、的確なニーズの
特定に向けた不断の改善

・大規模災害支援への知見の蓄積（ＰＤＣＡサイクルの確立）

１３．実施状況のフォローアップ
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